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特集：第10回日露エネルギー・環境対話イン新潟
プログラム

●開催日　2017年11月14日（火）
●会　場　朱鷺メッセ4階「マリンホール」
●主　催　新潟県、新潟市、ERINA
●後　援　�外務省、経済産業省、在日ロシア連邦大使館、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、日本貿易振興機構（ジェト

ロ）、一般財団法人日本エネルギー経済研究所、一般財団法人石炭エネルギーセンター、一般社団法人ロシアNIS貿易会、
一般社団法人日本経済団体連合会、株式会社国際協力銀行、石油連盟、一般社団法人日本プロジェクト産業協議会
（JAPIC）、世界省エネルギー等ビジネス推進協議会、一般社団法人新潟県商工会議所連合会、新潟経済同友会、新潟日
報社、毎日新聞新潟支局、読売新聞新潟支局、産経新聞新潟支局、朝日新聞新潟総局、共同通信社新潟支局、時事通信
社新潟支局、日本経済新聞社新潟支局、NHK新潟放送局、BSN新潟放送、NST、TeNYテレビ新潟、UX新潟テレビ21

9：30　開会・基調講演・基調報告 
＜主催者あいさつ＞� ERINA代表理事� 河合正弘
� 新潟県知事� 米山隆一
� 新潟市長� 篠田昭
＜来賓あいさつ＞� 在新潟ロシア連邦総領事� セルゲイ・ヤーセネフ
＜基調講演＞� (公財）笹川平和財団会長� 田中伸男
＜基調報告＞� 外務省欧州局日露経済室長� 島桂一
� 在日ロシア連邦通商代表部経済部長� アレクセイ・カライワノフ
� 資源エネルギー庁長官官房国際課長� 田中一成

13：30　セッション A：エネルギー資源 
(一財)日本エネルギー経済研究所常務理事・�首席研究員� 小山堅
エネルギー・金融研究所エネルギー部門長� アレクセイ・グロモフ
東北電力㈱火力原子力本部・燃料部副部長� 寺崎芳典
(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）調査部エネルギー資源調査課担当調査役� 原田大輔
三井物産㈱エネルギー第二本部ロシア・豪州天然ガス事業部長� 宮沢和政
三菱商事㈱欧州ロシア石油天然ガス事業部シニアアドバイザー� 酒井明司
東京貿易エンジニアリング㈱取締役・工場長� 石川広志
　　　　　同　　　　　�CS部次長� 高田敦

16：00　セッション B：省エネ・環境・電力 
ロシア連邦エネルギー庁エネルギー革新開発部長� マゴメド・サラム・ウマハノフ
世界省エネルギー等ビジネス推進協議会（JASE-W）企画委員長� 青山伸昭
サハ共和国政府第一副首相� アレクセイ・コロデズニコフ
㈱日建設計総合研究所理事・上席研究員� 山村真司
新潟県産業労働観光部産業振興課長� 和久津英志

17：30　クロージングリマーク 
ERINA代表理事� 河合正弘

※�本特集は、「第10回日露エネルギー・環境対話イン新潟」の内容を当日の録音及び資料をもとに翻訳・編集したもので、文責は
ERINAにある。
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開会・基調講演・基調報告

主催者あいさつ
ERINA代表理事･所長
河合正弘

「日露エネルギー・環境対話イン新潟」
は、2008年11月に第1回目が開催され、今
回で10回目になる。ERINAは、新潟県、新
潟市とともに一貫してその運営に当たって
きた。
ERINAは1993年に設立されて以降、
北東アジアの経済発展と域内経済協力
の強化に向けて、地域の経済情報の収集
と分析、経済動向や政策の調査・研究、及
び経済交流の推進と活性化に取り組んで
いる。とくにロシアの極東地域、中国の東
北地域、モンゴル、韓国、北朝鮮に焦点を
当て、日本及びこれら諸国・地域の間の経
済的な相互依存関係や運輸・物流、貿易・
投資、資源・エネルギー・環境、開発金融、
社会開発、人的交流などに力を入れてい
る。私達は、北東アジアの平和と安定のた
めの経済的な基盤の拡大・強化に寄与す
べく、「シンク・アンド・ドゥ・タンク」として活動
の成果を政策提言につなげていきたいと
考えている。
日本とロシアは隣国同士であり、かつ

「補完性の高いパートナー」である。日本
は石油やガスなどエネルギー資源の主要
消費・輸入国であり、ロシアは石油やガス
の主要生産・輸出国だ。ロシアの石油とガ
スを日本に安定的に輸出する仕組みをつく
ることで、両者にウィンウィンの結果をもたら
すことが明らかである。ロシアにとっては石
油・ガスの安定的な供給先を確保すること
でシベリア・極東地域の発展を促すことが
でき、福島原発事故後の日本にとっては石
油・ガスの輸入先を多様化することでエネ
ルギー安全保障を強化することができるか
らだ。
そうした中で、日ロの政府間関係は大い

に進展しつつある。安倍首相とプーチン大
統領は「経済協力8項目」に合意し、極東
地域を中心に日ロ経済協力プロジェクトを
具体化させる作業に入っている。特にエネ
ルギー分野では、北極圏・ヤマル半島の
LNG開発事業向け融資契約など多くのプ

ロジェクトが盛り込まれている。また、北方
四島では経済活動の候補として5件が決
まったとのことだ。
新エネルギー・環境分野においても、風

力・太陽光発電や省エネ・低炭素化・スマー
トシィテー建設に向けた企業間、地方間
の協力が着実に進むものと思われる。こう
した日ロ協力は、人的交流を活性化させ、
二国間関係のさらなる改善と相互信頼の
構築につながることが期待される。
本日の議論を通じて、日ロ間のエネル

ギー・環境協力が一層深まることを願って
いる。この対話が皆様にとって有益なもの
になることを期待し、ご発言も含めた積極
的なご参加をお願いする。

主催者あいさつ
新潟県知事　米山隆一
(代読：新潟県副知事　高井盛雄）

　早くからロシアとの交流に取り組んでき
た当地新潟で10回目となる節目の会議が
開催されることは意義深く、大変うれしく
思っている。
　最近のわが国とロシアとの交流を見る
と、政府間では昨年来、日ロ首脳会議が
相次いで開催され、8項目の経済協力プ
ランを進める方針のもと、ロシア極東開発
が積極的に進められている。毎年新潟県
からも参加しているが、先般ウラジオストッ
クで開催された第3回東方経済フォーラム
でも世界各国から関係者が集まり、エネル
ギー協力を含む様 な々プロジェクトが提案
された。
　一方で、ここ数年の北東アジアでのエ
ネルギー調達を巡る情勢には、エネルギー
価格の低迷など、変化が見られている。
資源輸出国であるロシアは、欧州経済の
低迷や原油価格の下落などから、アジア
方面へのエネルギー市場の開拓にも取り
組んでいる。日ロ間のエネルギー分野の
協力は、日本が調達先の多角化を進める
上でも大変有益であると考えている。
　こうした中、新潟県では7月にチャーター
便を利用してロシア極東を訪問し、地方
政府等の関係各位と今後の経済交流等

について積極的に意見交換を行うなど、
自治体間の信頼関係をさらに積み重ねて
きている。今回の訪問が1つの契機とし
て、エネルギー・環境分野を含め、様 な々
分野での交流を一層進めるとともに、官民
が協力して根気強く、地に足のついた経
済協力に取り組むことで、ロシア極東地域
のこれからの発展に本県としても引き続き
携わっていきたいと考えている。
　このたびの会議が両国間のエネル
ギー・環境協力のさらなる発展につながる
よう期待し、ご協力をお願いする。

主催者あいさつ
新潟市長
篠田昭

　安倍総理とプーチン大統領との首脳
会談はすでに19回を数えている。日ロ交
流に追い風が吹いている中で、10回目の
会議を迎えることができることを有り難いと
思っている。
　今ロシアでは、極東を中心に自由港や
新型経済特区などの新しい政策が次 と々
実を結んでいる状況にある。私も２年ほど
前、日本からの投資で最も成功している
代表事例ともいえるハバロフスクの特区で
日揮が植物工場を建設している現場を視
察した。今年の７月、米山知事とともにハ
バロフスク、ウラジオストクを訪ねたところ、
ハバロフスクのスーパーにはすでに日揮が
作ったトマトなどが並んで大変な人気を博
しているという状況だった。これからも日本
からの的確な投資と、観光を含めた経済
交流がさらに発展することを確信した。
　また、8月には第26回となる日ロ沿岸市
長会議、日ロ沿岸ビジネスフォーラムを16
年ぶりにこの新潟市で開催した。東方経
済フォーラムの開催を直前に控え、かつて
ない盛り上がりと、特にロシア側からの経
済交流の熱意を強く感じた会議だった。
　日ロ間の交流のチャンネルは、人的・文
化的交流はもとより、農業を含めた技術交
流、医療、まちづくりなど、幅広い分野に
拡大してきたが、一段の進展に向けて日
本側の関心を拡げていくことも、新潟が果
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たしていく役割の1つと認識している。
　新潟市は半世紀以上も前にハバロフス
クと姉妹提携をした街だ。さらにウラジオス
トク、ユダヤ自治州のビロビジャンとも姉妹
関係を結んでいる。新潟にとってすばらし
いパートナーがロシアの極東・シベリアであ
ると思っている。そうした中で、8項目の協
力プランを具体化させる推進力の一翼を
新潟も担っていきたいと思っている。
　本日ご議論いただく内容がこれまでよりも
さらに一歩踏み込んで、かつ戦略的な政
策提言につながることを祈念する。

来賓あいさつ
在新潟ロシア連邦総領事
セルゲイ・ヤーセネフ

　この会議のテーマであるエネルギー分
野での協力は、ロ日関係で最も重要だとい
えるだろう。それは順調に拡大しており、ロ
日両国、さらにLNG基地である新潟にも利
益をもたらしている。エネルギー分野での
関係拡大の新たな可能性を常に模索して
いる新潟の努力を、我々は高く評価してい
る。新潟は石油・天然ガスの生産、加工、

輸入のノウハウを持ち、我々にふさわしい
エネルギー分野のパートナーである。同時
に、新潟は我々にとって非常に近い隣人
だということもメリットの一つだ。地理的に近
いことで、競争力のある価格でロシア極東
からエネルギーを安定的に供給でき、中東
などでの政情不安によるリスクを予防する
ことができる。エネルギー協力等の経済交
流、両国の連携全体をできる限り強化する
ために、ロシア極東と日本の日本海側の地
理的な近さを最大限に利用することが肝
要だ。
　この会議のテーマの一つである環境分
野での協力についても少し触れたい。環
境保全全般、特に生活ごみの処理の問
題は今日、いっそう切実なものとなってい
る。地球をきれいにする、あるいは少なくと
も現状を維持することは、世界共通の課
題であり、この課題の達成のために協力
することは、我々の共通の義務である。日
本、新潟に住んでいると、極東の隣人に
伝えるべきことが分かる。特に顕著な例の
一つが、日本、新潟に整備されているシス
テム、特に生活ごみの収集と処理のシス
テムだ。一方ロシアにも、原子力発電所

の事故処理も含め、環境保護に貢献でき
る優秀な研究者がいる。両国の研究者、
実務者、学生の環境対話の活発化は有
益であろう。
　我 と々新潟は長年の友好によって結ば
れている。ロシア極東にとって新潟は長年、
日本への入り口だった。残念ながら今、直
行便はないが、友好関係は維持され、継続
し、拡大している。アエロフロートの飛行機
で日本に到着するロシア人が最初に目に
するのは佐渡島、新潟市、この会議が行
われている朱鷺メッセだ。私は時々、12階
の執務室から、LNGタンカーがロシア産天
然ガスを新潟東港に運んでいるのを眺め
ている。
　エネルギー・環境分野等での互恵的協
力の今後の拡大強化が、両国の経済的
繁栄、交流、平和、両国民の友好の強
化に貢献するものと確信している。在新
潟ロシア連邦総領事館としても、今日の会
議で取り上げられた分野も含め、新潟のあ
らゆる建設的なアイデアを全面的にバック
アップしていく所存である。

今は笹川平和財団にいるが、かつて
国際エネルギー機関（IEA）の事務局長
をしていたことがあり、エネルギー安全保
障についていろいろな考え方を述べるの
が私の仕事である。最近のエネルギー
情勢は、トランプ大統領の下でのアメリカ
の外交にも大きく影響され、なかなか先
の見えない不透明性がある。新しい地
球環境問題についても、パリ合意を受
け、それをいかに実行していくかという課
題がある。私の述べるテーマは「嵐の中
の（Stormy）エネルギー戦略」となってい

る。今日は特にエネルギー安全保障と持
続性（Sustainability）の観点から、日本と
ロシアがどのような協力ができるかを中心
に話したい。
ちょうど本日、IEAの『世界エネルギー見
通し（World�Energy�Outlook）』がロンド
ンで発表される。IEAは石油の非常事態
に対応するために作られた組織で、設立
されたのは第一次石油ショックが起こった
1974年であった。石油の備蓄をし、万が一
の場合にそれを市場に出して急場をしの
ごうというのがIEAの目的で、過去3回石

油を備蓄したことがある。1991年の湾岸危
機、2005年のハリケーン・カトリーナ、それか
ら2011年のリビア危機の時だ。もともと石
油は基本的なエネルギー源であり、これを
備蓄することが安全保障の要だったが、だ
んだん各国とも石油から天然ガスにサプラ
イサイドを移し、さらに省エネをやり、原子力
をやり、再生エネルギーをやり、石油を備蓄
していればいいという時代ではなくなってき
た。非常に多くの課題をいっぺんに解決す
る包括的な安全保障が必要な時代になっ
てきた。

基調講演

嵐の中のエネルギーの将来：
　　エネルギー安全保障と持続性戦略
笹川平和財団会長
田中伸男
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特に石油の値段は大きく上下し、これか
ら石油の値段は上がるのか、それとも相当
長い間低い状態が続くのか、私にもよく聞
かれる。IEAは、低い値段の状態が続くシ
ナリオがあり得ると言っているが、それはい
くつかの条件がある。
世界最大の産油国サウジアラビアはスイ

ングサプライヤーとして価格の上下にうまく
合わせて生産を調整することでバランスを
取ってきたが、アメリカが高い値段を活用
してシェールオイル生産を伸ばしてロシア
を追い抜き、サウジを追い抜くという事態に
なった。これが2014年の話である（図1）。
これではたまらないと、サウジは戦略を変
えた。価格が下がっても生産を減らさない
戦略を取ったために、価格が大きく下がっ
てしまった。さすがに30ドル台になるとアメ
リカのシェールが減り始めたが、サウジもた
まらずに生産を削減し、ロシアもそれに協
力するという事態になった。そうすると価格
が上がり、逆にまたシェールオイルの生産
が増えてしまうということで、今後の世界は
シェールがサウジに代わって石油の市場
をバランスさせるという、アメリカが大変強
い立場に立つ時代になってきた。
アメリカはEnergy�Independence（エ

ネルギー自立）ということを言い始めた。今
のトランプ大統領はEnergy�Dominance
（エネルギー支配）とまで言っているが、
そのような時代のエネルギー安全保障は
一体どう考えたらいいか。
実は、これから2040年にかけて1400万

バレルの需要増が認められる。多くの国で
石油生産が減る中で、増える国がいくつか
ある。アメリカのシェールオイルは、2020年を
ピークに徐々に伸びが縮まっていく。カナダ
のオイルサンド、ブラジルの深海底も届かな
くなり、中東依存が非常に高まるというのが
IEAの見方である（図2）。
石油の値段が低いと中東諸国の収入

が減る。収入が減るので、中東諸国は国
の安全保障のために国民にお金をばらまく
とか、治安のためにお金を割くことが難しく
なる。中東は不安定になっていかざるを得
ない。その不安定な中東にますます依存す
るというのが低い値段が続く場合のシナリ
オになる。安い値段というのは輸入国には
いいことだが、実は中東の不安定化を招く
という意味では大きなリスクを抱えていると

図1　世界最大の石油産出国

出所：IEA

図2　中東の不安定が石油市場の大きなリスク

出所：IEA

図3　石油・ガスの輸出国と輸入国の戦略的位置

出所：IEA
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だと話した。続いてムバラク大統領、ズマ
大統領なども同じように、植民地主義が悪
いと言ったのだが、そこでオバマ大統領は
植民地主義よりはむしろCorruption（汚
職）が問題だと発言した。汚職は植民地
主義が原因ではないと言い、座がさっと静
かになったことがあった。ただし、そのあと
私が聞いた話では、カダフィ氏はこの翌年
に汚職撲滅運動をやったそうだ。
さらにこのランチの時にカダフィ氏は、アメ

リカとイギリスから頼まれて北朝鮮に核兵
器をやめるようにという話をしたが、北朝鮮
は言うことを聞いてくれなかった、という話を
した。カダフィ氏は最後までアメリカが戦争
を仕掛けてきて自分が殺されるとは思って
いなかった、と言った方がいる。結果として
それは大きなメッセージを北朝鮮に送った
ことになる。つまり、アフリカの北の出来事
が北東アジアの安全保障に大きく関係す
るのである。結果としてみると、リビア問題
はオバマ氏と、それを推進したヒラリー・クリ
ントンの大きな失敗だったが、今トランプ氏
がやろうとしているイランとの合意の廃棄
が起こると、まさにそれと同じ失敗になって
しまうのではないか。そうすると、北朝鮮を
ますます核兵器の推進に追いやることにな
るし、アメリカとの協議が無意味になるので
はないかと私は考えている。新潟県は北東
アジア、北朝鮮に近い所にあるわけであり、
こういう地政学的な問題を真剣に考えるい
い立場にあるのではないかと思う。
石炭や石油の需要がそれほど伸びない

のに対して、天然ガス、そしてローカーボン
エネルギーがこれから非常に重要な役割
を持つ。原子力ももちろん伸びるが、再生
可能エネルギーが大きな役割を果たすと
言われている。特に中国、インドなどにおい
てそれが顕著である。
ガスはこれからしばらくアメリカと豪州を
中心に大きく生産を伸ばすので、しばらく
生産過剰になる。これは日本にとって大変
結構なことで、安い値段でLNGが大量に
供給されてくる。日本は今ロシアから10％の
LNGを買っている。今後はパイプラインより
むしろLNGの時代になる、とIEAは言って
いる。ただし日本はすべてLNGなので、こ
れだけでは実は足りないのではないか、と
いうのが私の考え方である。
LNG貿易は、アジアを中心に大きく集中

ひ中国、インドにもIEAに入ってもらおうとい
う話をした。両国はまだオブザーバーのよう
なステイタスで正式メンバーにはなっていな
いが、協力はするようになっている。エネル
ギー安全保障というのは今やOECDだけ
では図れずに、いかに中国、インドと協力を
するかということが大きな課題であることが
お分かりいただけると思う。
日本の石油の輸入の約85％、世界の貿
易で言うと約4割以上がホルムズ海峡を通
過する。日本は確かに180日の備蓄を持っ
ている。問題はむしろガスであり、日本はカ
タールからガスを大量に輸入し、日本に対
する最大（約2割）の輸出国となっている。
中部電力はこのガスに大きく依存しており、
もしホルムズ海峡が通過できなくなると4割
の電源が一挙に入ってこなくなる。この事
態に対応するために、もちろん他からガス
を買うこともあり、一番手っ取り早く考えれ
ば浜岡原発を再稼働することもあるが、こ
れはなかなか難しい。ホルムズ海峡の問題
は、日本の原子力の状態と絡めて考えると
大変リスクの高い状態であり、千年に一度
の地震や津波より、こうした中東の問題は
はるかに頻繁に起こる可能性があるので、
準備をしておかなければいけない。これが
IEA元事務局長として考える大きなリスク
である。
カタールは大変重要な役割を果たしてき
た。福島の事故以来、日本が多く買って
きたのはカタールのガスである。このカター
ルが今、サウジアラビアとの間で国交をなく
し、大きな問題になっている。イランからも
多くの石油が供給されている。アメリカがイ
ランに対する核合意を継続するのか、それ
とも廃棄するのか、制裁をかけるのか、こ
れによって今後のイランからの石油供給が
大きく変わる。中東の安定がないと石油の
値段は安定しないが、中東がこれからどう
いう状態になっていくか、日本としても真剣
に考えなくてはいけない。中東の安定にお
いて、ロシアとアメリカが協力しているのは
大変立派なことだと思う。
2009年にイタリア・ラクイラで行われた

G8サミットで、私はイタリアのベルルスコー
ニ首相がホストしたG8首脳とアフリカの
リーダーのランチに呼ばれた。リビアのカダ
フィ大佐が隣に座っておられ、彼は延 と々
今のアフリカの窮状は植民地主義のせい

考えた方がいい。
図3は縦軸がガスの輸入依存度、横軸

が石油の輸入依存度を表し、両方とも輸
入している国は右上にある。日本も韓国も
100％輸入しているので、これ以上は悪くな
りようがない。中国は6割の石油を輸入し、
3割のガスを輸入しているが、これが右上
に上がってくる。インドはもっと激しく上がっ
てしまう。
日本はアセアンから4割のガスを輸入し
ているが、アセアンはこの先、国内で使って
しまうので輸出余力がなくなる。誰から買っ
てくるかというと、１つはアメリカで、アメリカ
は逆方向に動く。ガスはすでに輸出するよ
うになっており、石油もいずれ輸出すること
ができるようになるだろうと言われている。ア
メリカから買ってくるのも１つ、オーストラリア
も１つ、在来型資源の輸出国が非常に重
要になる。
中東が不安定になるために中東依存を
減らすとすれば、最も重要な国はロシアで
ある。ロシアからいかに安定的にガス、石
油を輸入することができるかは、図3の右
上の国にとって共通の課題である。他方、
アメリカはエネルギー自立を果たすので、
中東やロシアへの対応はほかの国とはだ
いぶ違ったものになる。
2035年になると、中国、インドが大量に

中東の石油を必要とし、他方、アメリカは
それを必要としない。アメリカが中東の和平
とかホルムズ海峡の自由通行に今までど
おりコミットしてくれるかどうかは大変難しい
課題になる。たぶんコミットし続けるだろうと
思うが、その他の大きな輸入国も同じように
Burden�Sharing（責任分担）をしてくれと
いう話に必ずなる。日本は確かに万が一の
場合にペルシャ湾に掃海艇を送れるような
安保法制をつくったが、今後はインド、中
国などと協力しながらペルシャ湾の安定を
図るような政策を考えていかなくてはいけな
い。これが新たな集団的エネルギー安全
保障の１つのやり方になるのではないか。
IEAも重要である。私が事務局長になっ

た時、ヘンリー・キッシンジャー氏にお願いし
たのは、OECD、IEAの国の石油輸入が
どんどん減り、他方、中国、インドの石油輸
入がどんどん増えて逆転するので、中国、
インドが一緒に協力して備蓄をし、放出を
しないと効果がなくなってしまうわけで、ぜ
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と2060年にネットゼロエミッションになる。そ
のためには再生エネルギーだけではなく、
Carbon�Capture�and�Storage�（CCS、二
酸化炭素の回収貯留）が大量に必要にな
る（図4）。
また電力の貯蔵が新しく注目されており、
バッテリーのコストが大きく下がっている。電
気自動車やソーラーと合わせると、ビジネス
パラダイムが変わる可能性があるとIEAが
言い始めている。バッテリーのコストが下が
り、電気自動車がどんどん増えていく。今は
世界を200万台が走っているそうだが、2℃
シナリオのためには１億6000万台、1.75℃
シナリオにするためには2億台の電気自動
車が走る必要があるという議論がある。
イギリスとフランスが2040年までにガソリ

ン自動車を禁止する発表をしたが、IEAは
その直前に、各国政府がそういう厳しい政
策を取るだろう、電気自動車の時代が早く
来るだろうと言っていた。これからの自動車
産業が電気自動車によって大きく構造を変
えるのではないかという議論が盛んに行わ
れているが、まさにそれをIEAは予言した
わけだ。
それで困るのはサウジアラムコも、ロシア

も同じかもしれない。石油の需要のピーク
が意外と早くくるかもしれない。サウジアラム
コが一部の株を売りに出すのも、石油の需
要が下がってしまうというリスクが少なくとも
ある。すぐに起こるとは思わないが、意外に
早く起こるかもしれないという時代になって
いる。ロシアも同じように産油国であり、今
後の石油の需要について無関心ではいら

のやりとりをし、地の利を生かした戦略を
作っている。残念ながら日本単独では、こ
れはできない。ゴビ砂漠から日本に電気を
引いてくる孫正義氏のGOBITECH構想も
ある。ロシアのロスギドロ社はサハリンから
電力線を引いてくる構想も持っている。これ
を発展させた孫正義氏のアジアスーパー
グリッドという構想もある。中国の国家電網
がやっているグローバルエナジーインターコ
ネクションという大構想もある。このように、
電気をつないでいくのも１つの戦略であろ
う。アジアスーパーリング構想は昨年のウラ
ジオストクの東方経済フォーラムで孫正義
氏が出した大構想だが、プーチン大統領
がこれは面白いとエンドースした。
世界の安全保障の中で関係国が協力

していく、近くの国が協力していく道を開く
のが、我々政策に寄与するものとして当然
考えていかなくてはいけないことであろう。
そのためには、実は国内の電力網をきちっ
と整備しなければいけない。東西で50ヘル
ツと60ヘルツの2つの周波数帯に分かれ
ている日本の脆弱性は、福島の原発が止
まってしまってよく分かったことだが、やはり
大きな電力網をきちっと作っていくことが重
要な課題であろう。
エネルギーの将来という意味で、持続性

の議論も重要だ。今は３年間、二酸化炭
素の排出が止まっている。これが将来、成
長があっても止まるようなDecoupling（分
離）が起こるのか。IEAは2℃シナリオよりも
もっと深堀した1.7℃のシナリオ、Beyond�
2℃�Scenario�を最近発表した。これでいく

している。LNG基地、LNGを上げる基地
が東シナ海、南シナ海に集中しており、シー
レーンの防衛が大変重要な課題になって
くる。中国はシーレーンよりパイプラインでガ
スを調達することが安全保障上重要だと
考えているようで、トルクメニスタンやミャン
マーから、いずれロシアとの間で契約がで
きればロシアからのガスをパイプラインで買
う。これが中国の安全保障戦略である。こ
れに対して日本もペルシャ湾やマラッカ海
峡での協力があり、南シナ海ではなかなか
中国と協力できないかもしれないが、違った
ところでの協力を中国と考えてもいいので
はないかと思う。
ヨーロッパはロシアから買うだけではな

く、LNGで多様化している。ロシアはヨー
ロッパよりもむしろ東に向かって需要を探し
てくる。ヤマルから天然ガスを運ぶ。または
中国にパイプラインで売る。日本にはサハ
リンからLNGで輸出をしているが、今後は
むしろパイプラインを作って安定的な供給
者、需要者となっていくことが二国間できわ
めて重要な問題だし、日本から見ればソー
スを多様化する、ロシアから見れば消費地
を多様化する、ウインウインの関係を作れる
のではないか思う。プーチン大統領はヤマ
ルを巡る強いイニシアチブを発揮し、LNG
船「Christophe�De�Margerie」号の命名
式にも参加した。
サハリンからパイプラインを日本に引く場
合のアイデアは、LNGよりはコストが安くなる
と言われている。アジアでもアセアン諸国は
パイプラインをずいぶん作っている。東アジ
アには、パイプライン網を作るアイデアもあ
る。
自給率が低い国、自然エネルギーとか
化石燃料が少ない国は、原子力でこれを
補完している。日本は原子力が止まってい
るので、大変脆弱な状態にある。ヨーロッパ
はいろいろな国の電力網をつないで自給
率を平均約5割にし、化石燃料、自然エネ
ルギー、原子力をうまくバランスしている。こ
れが集団的なエネルギー安全保障、また
は集団的な持続性戦略と考えたらいいの
ではないか。
ドイツはヨーロッパの真ん中にあり、原子
力をフェイドアウトして、フランスから原子力
の電気を買い、ポーランドやチェコから石
炭の電気を買い、デンマークとの間で風力

Technology area contribution to global cumulative CO2 reductions 

Global CO2 reductions by technology area Gt CO2 cumulative reductions in 2060

Reference Technology Scenario – RTS

2 degrees Scenario – 2DS

Beyond 2 degrees Scenario – B2DS

図4　技術はどこまで進むのか

出所：ETP2017
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のデブリを処理するのにこの技術が非常
にいいと言われ、福島のデブリ処理のため
に福島第二原発にこの機械を作り、そこで
処理をすれば実際にそれがワークするかど
うか、一体どのぐらいのコスト、どのぐらいの
時間をかければデブリが処理できるかとい
う計算をしてみた。トータル2000億円ぐらい
で出来るという計算がある。
原子力の問題はそう簡単ではないが、こ

うしたことを福島の方が受け入れてくれる
なら、新しいパラダイムとして原子力をもう
一度夢のある技術として考え直すことがで
きるのではないか。そういうことをやるのが、
災いを転じて福となすことではないか。
日本は福島の事故で日本の技術、日本
の原子力に対する世界の信頼を失ってし
まった。しかし、長崎で被爆しながら救護
活動に努めた医学博士・永井隆さんの発
言にも同様のことがあるが、何らかの方法
で、福島でこうしたことをやってみせること
で、その信頼をもう一度獲得し直すことが
日本に課せられた使命ではないか。そのた
めにロシアと協力するのも１つのやり方では
ないか、と私は思う。

場合は、今ある炉を動かすことすら、ガスの
方が安いので競争に負けてしまっている
状態だ。新しい炉を建てるパラダイム、昔ど
おり同じものを建てていくことが非常に難し
いとすると、違った原子力の道を探さなくて
はいけない。３世代炉より４世代炉、小型、
高速炉、金属燃料型、パッシブセーフ（受
動的安全性）など、今までの炉形とは違っ
たものを使って、ごみを処理していく。新潟
県にも大量に使用済み燃料があるわけだ
が、これを地元で処理し、地元に置けるよ
うな仕方を考えた方がいいのではないか。
実はアメリカにそれが出来るEBR-IIという
炉がある。コスト的にも比較的安く、ごみ処
理もできる。10万年、30万年のごみが300
年のごみに代わることができる。
このような持続可能な原子力を日本で
やっていった方がいいのではないか、とい
うのが私の議論である。韓国がそれをやろ
うとしている。ロシアもそういう技術を持って
いる。アメリカの技術なので、アメリカと関
係する興味ある国が協力しながら、新しい
モデルを作ったらどうか。
実は笹川平和財団でFSを行った。福島

れない。次世代の新しい技術、例えば石
油から水素だけを取り出してそれを輸送す
る、それを使うという方法もある。ロシアと
の間でクリーンな水素、例えば水力発電で
作った水素などを日本に運んでくるようなオ
プションもあり得る。千代田化工のメチルシ
クロヘキサンでの輸送、貯蔵方法など、新
しい方法による技術、協力も一つの道とし
てあり得るだろう。
最後に一言だけ原子力の話をしたい。
新潟県は柏崎・刈羽原発を持ち、今後の
原子力が一体どうなるのか大変関心の深
いところであろう。
IEAもゼロエミッション電力にするために

は、引き続き原子力の役割があると言って
いる。しかし、チェルノブイリ事故、スリーマ
イルアイランド事故、福島の事故を経て、今
後大量に原発を建てていくのは非常に難
しいかもしれないと思わざるを得ない。
中国、インド、ロシアは建てていくだろう。

しかし日本やヨーロッパは、むしろ廃炉に向
かって原子力を減らしていく傾向が強いだ
ろうと思う。今の状態では新しい原子炉を
建てることはコストが大変高い。アメリカの

先週ヴェトナムのダナンでAPEC首脳会
合が行われた際、安倍総理とプーチン大
統領との間で今年4回目、第一次安倍政
権の時から数えると20回目の首脳会談が
行われた。昨年も4回の首脳会談が行わ
れ、緊密な日露関係を象徴していると思う。
また、首脳会談の2日前には、世耕経済産
業大臣兼ロシア経済分野協力担当大臣と
オレシュキン経済発展大臣との間で会談
が行われ、私も同席したが、具体性のある
議論が行われた。両大臣は1～2カ月に1度
の頻度で会談を行っている。
11月10日の日露首脳会談では、四島で

の共同経済活動を含む平和条約問題や
北朝鮮問題に加え、8項目の「協力プラン」
の具体化をはじめ経済分野の協力につい
ても話し合われた。今後の政治対話の方
向性として、プーチン大統領から来年5月
のサンクトペテルブルク国際経済フォーラム
（SPIEF）への日本のゲスト国としての参
加を歓迎し、さらに、ボリショイ劇場での「ロ
シアにおける日本年」と「日本におけるロシ
ア年」の共通の開会式でもお待ちしている
との発言があった。今年のSPIEFのゲスト
国はインドとセルビアが務めたが、来年は日
本がゲスト国として招待され、さまざまな計

画をしている。
ここで時間を1年半ほど前まで戻した
い。日露間の貿易額は2011年から2014年
まで300億ドルを越えたが、それ以後昨年
までに約160億ドルまで落ち込んだ。ロシア
によるクリミア「併合」とウクライナ東部情勢
を受けた対露措置の影響もあるが、主た
る要因は、対日輸出品の約8割を占めるエ
ネルギー価格の下落による日本への輸出
額の減少と、それに伴うロシア経済の不調
による、特に日本からの主要輸出品である
自動車のロシア国内での販売台数・輸入
台数の減少であると考えられている。

基調報告－1

経済分野における日露協力
　　―8項目の「協力プラン」の具体化
外務省欧州局日露経済室長
島桂一
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このような状況の下で、日露関係の大き
な潜在力を活かし、互恵的な協力を通じ
て両国が共に発展していくことを目指し、
昨年5月にソチで行われた会談で安倍総
理はいわゆる8項目の「協力プラン」を提示
した。これに対し、プーチン大統領からも賛
意が示された。昨年9月の東方経済フォー
ラムの全体会合の中では、「安倍総理
が提案した協力の8分野は唯一正しい方
策」であるとの評価が述べられた。これを
受けて、ロシア側からも8項目に沿って個別
の協力プロジェクトの提案がなされた。9月
の東方経済フォーラム以降、両政府で議
論したり企業の方 と々相談したりして8項目
の作業計画がとりまとめられ、12月のプー
チン大統領訪日の際には政府・当局間、民
間と合わせて80本の文書が署名された。
その後も覚書から契約へ、紙から形へ

と「協力プラン」の具体化作業を進めてき
た結果、4月の安倍総理訪露、今年の東
方経済フォーラムにおいても、8項目関連
の文書が数多く署名された。重複するもの
を除くと昨年以来100件となり、そのうち約
4割が具体的な実施に至っている。なお、
2014年以降貿易が減少してきたと述べた
が、本年1～8月の貿易高は前年比で32％
（ロシア側の統計で17.3％）増加に転じて
いる。
8項目の「協力プラン」を具体化していく
上で、二国間の法的基盤やファイナンスも
重要であり、今年9月の東方経済フォーラ
ムの際に二重課税防止などを目的とする
租税条約が署名された。また、9月7日には
国際協力銀行（JBIC）とロシア直接投資
基金（RDIF)との間で、双方で最大10億
ドル規模の共同投資枠組が創設された。
こうした取り組みが貿易経済関係推進に
寄与することが期待される。
8項目に挙げられた分野の多くは、必ず

しも真新しいものではないが、一つのパッ
ケージとして示され両首脳がその具体化
を指示したことと、日本側においては官邸
の下で政府全体をとりまとめる体制がつく
られたことが、これまでと異なっていると言
える。
日本側では、官房副長官としてロシアと
の経済協力を主導していた世耕経産大
臣がロシア経済分野協力担当大臣に任
命された。官邸では官房副長官を議長と

し10人以上の関係省庁の次官級で構成
される「ロシア経済分野協力推進会議」
が立ち上げられ、定期的に開かれている。
ロシア側においても本年3月にオレシュキン
経済発展大臣が日本との協力を担当する
大統領特別代表に任命され、「協力プラ
ン」の具体化やプロジェクト実現の支援に
取り組んでいる。
「協力プラン」の具体化には自治体、民
間企業、金融機関、研究・学術機関の参
加が不可欠である。同じく官邸において、
政府と民間主体の間の情報共有、意見
交換を円滑にするため「日露交流促進官
民連絡会議」が定期的に催されている。8
項目の枠内では、多くの個別プロジェクトが
民間主導で行われている。両国政府は、
企業と協力して、これらの事業の進捗を
把握することに努め、必要に応じて支援を
行っている。
以上が8項目の具体化を進める上での

体制だが、続いて各項目の概要について
お話する。

（1）健康寿命の伸長は、ロシア国民の生
活環境向上に向けた協力を提案したもの
である。政府間では、小児医療、内視鏡、
健康・予防、高齢者医療などで国立研究
所の専門家間の協力が行われている。ま
た、民間でも画像診断センターが既に事業
を行っている他、日本式のリハビリ・センター
の開所が準備されている。
（2）都市作りは、政府が関心を有する民
間企業を伴ってロシア側と協議を重ね、南
西部のヴォロネジ市でロシア側と共同でマ
スター・プランを作成し、いくつかのパイロッ
ト事業を行うことで合意した。同市におい
ては既に渋滞対策の信号システムの試験
的運用、下水道管路更新事業のデモ施
工が実施されたほか、日本の住宅企業が
モデルハウスを建設し、住宅供給事業へ
の参入を計画している。ごみ処理の問題も
主要な分野として期待される。また、ウラジ
オストクにおいても日本企業がロシア側パー
トナーと共にマスター・プランの策定を行っ
ている。
　ヴォロネジでの評判を聞いて、ロシアの
他の自治体からも日本との協力に関心が
示されている。日本の経験を活かしてロシ
アにおける問題解決に貢献し、日本企業に

もビジネス・チャンスが生まれる可能性があ
る。
　日本からロシアには、我々が把握してい
るだけでも400社以上が進出しているが、
中国や東南アジア諸国に比べればまだま
だ少ない。今後、両国間の経済関係を深
めていくためには、
（3）中堅・中小企業の積極的な進出が必
要であり、政府として可能な限りの支援をし
ていく。経済産業省の下で中堅・中小企業
支援のためのプラットフォームが形成され、
関係省庁、ジェトロ、ROTOBO、民間・政
府系の金融機関が参加している。
　外務省事業である「日本センター」も中
小企業のロシア進出を支援している。「日
本センター」の強みは、6都市－モスクワ、サ
ンクトペテルブルク、ニジニ・ノヴゴロド、ハバ
ロフスク、ウラジオストク、ユジノサハリンスク
に所在し、商社やメーカーにおいて対露ビ
ジネスの経験を持つ元ビジネスマンが所長
として務めていることにある。日本からロシ
アへの進出を考えている企業においては、
現地の情報収集やビジネス・チャンスにつ
いてなど、是非「日本センター」を活用して
いただきたい。
（4）エネルギーは伝統的な戦略的協力分
野であり、我が国にとってもロシアとの協力
は引き続き重要である。新たに閣僚レベル
のエネルギー・イニシアティブ協議会が開
催されており、その下で炭化水素、省エネ
ルギー・再生可能エネルギー、原子力の3
つのワーキンググループが行われている。
既存のプロジェクトに加えて、ヤマルLNG
などの新たな協力が進展しており、両国の
政府と企業が互恵的な協力関係の深化
に注力している。
（5）産業の多様化促進と生産性の向上
は、ロシア企業の生産性診断や裾野産
業の人材育成を通じた協力が行われてい
る。これまでに生産診断は12社に対して
行われ、18社65名が訪日研修を受けた。7
月にエカテリンブルグで開催された産業総
合博覧会「イノプロム」に日本はパートナー
国として参加し、約170社の日本企業が出
展した。先週の世耕大臣とオレシュキン経
済発展大臣との会談においては、新たに
デジタル経済と労働生産性の向上を8項
目の「協力プラン」の下で進めていくことが
確認された。
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を調整していくことになっている。来年から
再来年の前半にかけて、日露双方で様々
な分野で自国に対する相手国国民の関
心や理解を深めるための行事を開催する。
これは、音楽、舞台芸術、美術展といった
文化・芸術分野に限らない。政治問題に
関するシンポジウムや経済・ビジネス関連の
セミナー、新しい施設の開所式、学生の交
流、スポーツ交流、練習船の寄港なども含
まれる。
政府として実施する行事はこれらの一

部に過ぎず、自治体、企業、学術・研究
機関、団体組織に広く行事の実施や参加
を呼びかけている。日本政府は、ロシア側
パートナーの協力を得ながら、主としてロシ
アにおける日本紹介行事を実施していく。
来年から再来年の前半にかけて日露の文
脈で行事の予定がある方は、相互交流年
の一環として行うことを検討していただきた
い。
来年は、皆様と共に相互交流年を盛り

上げ、日露関係の飛躍の年にしていきた
い。

科学技術分野の交流、スポーツ交流、地
域間交流、議会・議員間交流、観光促進
など幅広い分野が含まれる。中でも文化
交流は大変活発で、毎年双方で多くの行
事が開かれている。今年は日本において
ロシア政府が主催する「ロシアの季節」が
開かれ、40都市250以上の文化行事が催
されている。「ロシアの季節」は今年から
始まったものであり、日本が最初の開催国
に選ばれたことは光栄なことである。1990
年代後半から続いている青年交流事業に
ついては、将来の日露関係を担う世代を育
んでいくという観点から重視している。昨
年12月に日本政府は交流規模の倍増を
決め、着実に実行している。従来の500人
規模から、今年は1000人規模の交流が
実現できそうだ。

最後に「ロシアにおける日本年」「日本
におけるロシア年」について触れる。相互
交流年を来年開催することは、昨年12月
のプーチン大統領の訪日の際に合意され
た。来年5月にモスクワのボリショイ劇場で
行われる共同開会式への両首脳の出席

（6）極東開発について、プーチン大統領
は、ヴェトナムでのAPEC首脳会議出席に
際して発表した論文において改めて「ロシ
アにとって極東の発展は21世紀の国家的
な優先課題だ」と述べられた。日本がこの
地域における協力を重視していることは、
安倍総理が昨年の東方経済フォーラム
でのスピーチで、毎年8項目の進捗を同地
で共に確認することを提案し、その約束を
守って今年も同フォーラムに出席したこと
からも明らかである。今年のスピーチでは、
ウラジオストクをユーラシアと太平洋を結ぶ
ゲートウエイにしようと述べている。大規模
なものではサハリン1、サハリン2をはじめ既
に多くのプロジェクトが進められているが、
農業、港湾等のインフラ整備、エネルギー、
医療などが引き続き有望な協力分野とな
り得る。その他、支援が必要なものがあれ
ば、担当省庁に積極的にご相談いただけ
ればありがたい。
（7）先端技術については、政府間、研
究機関間、企業間で様 な々互恵的なプロ
ジェクトが進められている。
（8）人的交流には、大学・学生間の交流、

現代の北東アジアは、巨大な経済と政
治のポテンシャルを有する世界的大国が
含まれるユニークな地域である。近年、グ
ローバル経済が何らかの問題を抱えてい
るにもかかわらず、この地域の経済は安定
したプラス成長を維持してきた。
同時に、この地域では目下、域内の多
国間統合とは逆の一連の要素・要因が存
在する。そのうちの主なものは、域内諸国
の積極性不足、あるいは共同の持続的
な大規模な国際的プロジェクトを行う意欲
を大小の経済プレーヤーが欠いていること
だ。これは、経済プロジェクトとイニシアチ
ブの両方に同程度に当てはまる。それらの
実行は、当面の利益、資源へのアクセス、

相対的安全の獲得に対するプレーヤーの
関心度に直接左右され、同時にプロジェク
トの安定性、長期性、互恵性がしばしば
重要性を失う。
このような主張は、エネルギー分野等で
のロ日関係に大いに当てはまる。
いくつもの障害があるにせよ、今年はロ

シアの経済再生の年となった。我が国は
景気後退が終わり、復活成長段階に移っ
たと断言できる。実体経済の好転とともに、
ロシア連邦中央銀行が金融市場の大規
模な健全化を完了したことにより、近年で
最良の流動性リスクの数値を達成すること
ができた。
ビジネス環境の面でも大いに成果が

あった。例えば、ロシアは2017年、世界
銀行のビジネス環境ランキング「Doing�
Business」で、イタリアやベルギー、イスラ
エルを抜いて35位に上がった。ちなみに、
日本は34位だ。
2017年にロ日貿易は大幅に改善するで

あろう。ロシア連邦税関庁の統計データに
よると、2017年1～8月の両国の貿易取引
額は17.3％拡大し、約120億ドルだった。
日本の対ロ輸出額は18％拡大し49億ドル
に、ロシアの対日輸出額は16.8％拡大し約
70億ドルになった。同時に、ロシアの対日
輸出品目の多様化が続いている。確かに
エネルギー資源が依然として大部分を占
めるが、対日輸出額に占めるそれらの割合

基調報告－2

エネルギー分野での日ロ協力の新動向
在東京ロシア連邦通商代表部経済部長
アレクセイ・カライワノフ
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◦遠隔操作海洋（氷河下）掘削装置
ガス産業：
◦貯留岩性状の指向性の変更によるガス
層の生産性の向上

◦天然ガスの有用成分を抽出するメンブ
レン（膜）技術の開発と導入
◦浮体式LNGプラント
◦ガスハイドレード鉱床の開発
電力産業：
◦天然ガスを使う燃料電池によるコジェネ
レーション
◦高速中性子炉の建設と関連事業
◦風力・太陽光発電所向けプラントの開
発・建設

◦インテリジェント制御システムによるアク
ティブ・アダプティブネットワーク

以上、開発・導入に共同で取り組むとい
う観点から、日本側にとって利益を代表し
うる技術のみを挙げた。在日ロシア連邦通
商代表部は、互恵的条件で実行される日
本とのエネルギープロジェクトが両国の質
的に新しいエネルギー協力関係構築の刺
激になりうると考えている。
現状では、ロ日のエネルギー協力の明ら

かなメリットに注目し、その順調な実施のた
めの現実的条件を整備する方向に一歩
踏み出すべきであろう。両国は今、効率的
な二国間関係を構築するという理論的課
題の解決に、かつてないほど近づいてい
る。それは、あらゆる先進国の経済的幸福
の基礎としてのエネルギー政策が特別な
位置を占める関係である。

までに日本側は4億9300万ドル余りの投資
をこれら特区に行い、そこでの存在感を高
め続けている。
近年、ロシアのエネルギー系企業はイノ

ベーションプログラムを実行することにより、
一連のハイテクエネルギー製品・技術の開
発分野で躍進した。それらの一部は、ロ
シアのみならず国外でも順調に導入されて
いる。研究開発方針ごとに世界屈指の最
新式研究・実験拠点ができた。
2016年10月にロシア連邦エネルギー省

によって「2035年までのロシアの燃料エネ
ルギー産業の科学技術発展予測」が承
認された。この予測は、エネルギー分野の
戦略的計画文書の一つで、研究と技術開
発の有望分野を定め、業界の参加者に特
定の技術的方向性を示すものである。ここ
にはエネルギー分野の専門家が出席して
いるので、日本の企業や研究機関との連
携で実現されうる専門性の高い分野を示
したい。

地質探査：
◦全数地質調査と鉱床の共通地質モデル
構築のシステム

◦自律型無人探査機を使った北極などの
海洋・氷河での油ガス田の水中探査

◦ガスハイドレード鉱床探査用の特殊技
術

石油産業：
◦原油の高度分解、石油製品の品質改
善

◦耐氷プラットフォームを使った原油の深
海ボーリングと採掘

は徐 に々縮小し、2014年には86.4％だった
が、2015年には82.2％、2016年には74％
にまで下がった。この水準は2017年も続
き、2017年1～8月は75.04％となっている。
2017年1～8月の「鉱物性燃料及び鉱物
油並びにこれらの蒸留物、歴青物質並び
に鉱物性ろう」項目の日ロ貿易額は、前年
同期実績を55.1％上回り52.8億ドルを超え
た。
今日は両国の協力の基礎を成す現在
進行中の日ロエネルギープロジェクトにつ
いてたくさん報告されるであろう。それらはよ
く研究され、互恵的協力の顕著な例となっ
ている。同時に、それらの多くが成功を収
めているにもかかわらず、両国及び両国企
業には取り組むべき問題がある。
エネルギー分野のロ日経済協力のポテ

ンシャルを分析すると、学術研究、R&D事
業の分野での両国の連携への積極性が
不十分だということを特に指摘したい。しか
も、革新的エネルギー技術の開発、その実
用化、第三国への輸出におけるロ日連携
は新たな長期的トレンドになりうる。
ロシア連邦政府は、この種の連携の拠
点となりうる経済特区の成長を重視してい
る。経済特区では、ビジネス振興、開発、新
しい工業製品・ハイテク製品の製造にとっ
て好適な環境が整備されている。経済特
区は特殊な法的地位を与えられ、外国人
に一連の租税優遇措置、関税優遇措置
を提供し、公共インフラ、交通インフラ、ビ
ジネスインフラへのアクセスを保証する。こ
れらの手段によって、投資家のコストとリス
クを大幅に下げることが可能となる。現在

本日はまず日本のエネルギー状況を復
習し、中長期的に日本がどのように進むの
か、さらに今ちょうど行われている政策の見
直しの方向性、最後に日露エネルギー協
力という順で説明したい。

日本のエネルギー状況を振り返ると、
1973年に石油危機があった。その時の日
本の石油依存度は約8割、これを多様化
する努力を日本は行ってきた。代替したの
は天然ガスであり、原子力であり、再生可

能エネルギーである。2011年以降、原子
力は急激に減り、それを補うのは天然ガス
と再生可能エネルギーという状況になって
いる（図1）。
一方で、石油の中東依存度はまだ9割

基調報告－3

日本のエネルギー政策と日露エネルギー協力
経済産業省資源エネルギー庁長官官房国際課長
田中一成

ERINA REPORT PLUS No.140 2018 FEBRUARY



第10回日露エネルギー・環境対話イン新潟　開会・基調講演・基調報告

11 ERINA�REPORT�PLUS

（図2）。1973年から2015年までGDPベー
スで見ると2.6倍になったが、最終エネル
ギー消費ベースで見ると1.2倍にとどまって
いる。さらに近年は、経済成長はある程度
実現しながらもエネルギー消費は下がり、
両者のデカップリングも進みつつある。
こうしたこれまでのエネルギー状況を踏

まえながら、2030年の中期的な目標に向
けてどのような政策を打っていくか。
日本のエネルギー政策の基本原則は

「3E＋S」である。Energy�security（エ
ネルギー安全保障）、Economic�efficiency
（エネルギー効率）、Environment（環
境）、それに何よりもSafety（安全性）を
大前提としている。この下で日本の政策、
現状をどう変えていくか。2014年にエネル
ギー基本計画を策定した。2030年を目途と
してどのような政策を様々な分野で講じて
いくかを閣議決定し、それに基づいた将来
のエネルギーの姿について2015年にエネ
ルギー需給見通しという形で示した。
電力の将来見通しを描いたのが図3で

ある。左側が需要の方で、2013年と比べ
て2030年は、何も省エネを講じないBAU
に比べ17％の省エネを図っていく。右側に
は、17％の省エネを図った上で電力の構
成をどのようにしていくかを示している。再
エネの割合は全体の22～24％、足元でお
よそ15％のものをさらに増やしていく。さら
に原子力（20～22％）、LNG（27％）、石炭
（26％）など、バランスの取れた電力構成
を実現していく。これが実現すると、2014
年で約6％の自給率が2030年には約24％
にまで高まる。さらに、2014年では9割近い
化石燃料への依存度も約6割まで減る状
況になってくる。
こうしたエネルギー基本計画をそれ以
降の変化に応じて見直す必要があるのか
どうか、いまレビューを始めている。これまで
も大きなエネルギーの転機があった。石炭
から石油への転換、2度の石油危機、電
力などエネルギーの自由化、地球温暖化、
さらに直近では大きな震災と原子力事故。
さらに現時点では、2030年、2050年の将
来に向けて地球温暖化への対応が迫ら
れている。こうした大きな転機をどう捉えて
政策に落とし込んでいくか、という議論を始
めている。
最近大きく変わったこととして石油価格

降、原子力が減り、それをLNGが代替し、
2016年は約4割の電力をLNGが賄ってい
る。一方で、再生可能エネルギーが特に
太陽光を中心にシェアを伸ばしている。
日本の原子力発電は、依存度を低減し
ながらも安全なものは再稼働させていく中
で、現在では5つの発電所が再稼働し、7
つが規制庁の認可を得て、さらに14が規
制庁の見直し中にある。すでに廃炉したも
のも15カ所ある。
ではエネルギーの需要側はどうか。オ

イルショック以降、供給側で多様化を進め
ながら、需要側では省エネを進めてきた。
GDP経済成長を図りながらも、エネルギー
はそれほど使わない社会を構築してきた

近い。この原油の供給元をいかに多様化
していくか。これも我 に々課せられた大きな
課題である。
自給率でも、日本はOECD諸国の中で
下から2番目、約6％である。原子力がまだ
十分に動いてないというのが大きな原因
で、2010年には原子力がある程度動いて
いる中で20％の自給率だったが、それ以降
は6％程度にとどまっている。この自給率向
上をどこまで進めていくのかも大きな政策
課題の１つとなっている。
電力の状況を振り返ってみると、2011年

の震災前と後では大きな違いがある。2010
年は原子力、LNG、石炭が３割ぐらいのバ
ランスを取っていた状況だった。2011年以

図1　日本のエネルギー供給構造

出所：�Prepared�based�on�“Comprehensive�Energy�Statistics�2016”�issued�by�the�Agency�for�Natural�
Resources�and�Energy

図2　日本の最終エネルギー消費の推移

出所：�“Comprehensive�Energy�Statistics”�and�“Annual�Report�on�National�Accounts.”
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最後に、日本とロシアのエネルギー協力
である。8項目協力プランの大きな一つの
柱がこのエネルギーである。さらに日本とロ
シアのエネルギー関係は、エネルギーの多
様化という観点からも重要なものだ。
そのため、日本とロシアの間で「日露エネ

ルギー・イニシアチブ協議会」を設置した。
世耕大臣とノヴァク・エネルギー大臣が議
長のエネルギー協議会である。ここでは炭
化水素、省エネ・再エネ、原子力という3つ
のワーキンググループを設けている。これま
で短い間に4回の大臣級の会議を行い、
大きなレベルで進捗を確認してきた。
それぞれのワーキンググループでは、大き

く3つの議論を行っている。炭化水素では、
LNGプロジェクトやさまざまな上流権益に
おける協力分野で何ができるか。省エネ・
再エネ分野では、特に寒冷地仕様の風力
発電をもっと進めることができるのではない
か。さらに原子力では、福島第一原発の
廃炉の分野で大きな協力可能性があるの
ではないか。こうした議論をしてきている。
これらの分野では民間企業の方々のサ
ポートを得ながら、かつそれを後押ししなが
ら、我 と々しても日露でやれることを前に進
めていくことが重要だ。
日ロ間での協力覚書が多く結ばれてい
るが、エネルギーに限れば昨年のプーチン
大統領訪問時に23件、さらに今年、安倍
総理がロシアを訪問した4月で3件、9月で
は8件、多くの成果文書を結び、文書だけ
でなく具体的な契約事業に結びついたも
のも多く出てきている。
こうした観点から、本会議の趣旨である

日露エネルギー協力の分野は大きく可能
性が広がっている。政府としてもぜひそれ
を後押し、皆さんと協力しながらやっていき
たい。

再エネ）で賄おうという姿を描いていた（図
3）。2016年では約17％と開きがあり、これ
が実現できるか否か。また自給率のシナリ
オでは、2030年に24％程度という見通し
が2016年では約8％、これをどう伸ばしてい
くか。さらに、エネルギーコストをどう下げて
いくか。こうしたものを一つ一つ点検している。
もう一つ、より長期的な議論を行う「エ
ネルギー情勢懇談会」がある。地球温暖
化に向けた取り組みを各国が進めており、
2050年に向けて温室効果ガスの80％削
減を目指している。これに向けて今後どの
ような対応をしていくべきか。2050年までは
30年以上あり、少し伸びやかに議論をす
べきではないか。例えば、どんなイノベー
ションが必要か、どんな産業構造が適切な
のか。こうした議論、いろいろな可能性を
すべてテーブルに乗せた上で議論を行っ
ている。
来年を目途に、こうした検討結果を出し

ていければと考えている。

がある。2014年に1バレル100ドル以上だっ
たものが、現在ではその半分強となってい
る。再エネのコストもイノベーションによって
大きく低減している。さらに原子力について
は、いくつかの国では脱原子力を決め、一
方で中国やロシアを含め、さらに原子力を
進めていく国もある。これをどう捉えるか。
変わってないこととして、アメリカはパリ協
定から脱退したが、多くの国は気候変動
に真剣に取り組む姿勢を変えていない。さ
らに、エネルギー需要も世界的に見れば引
き続き大きく伸びることに変わりはない。こう
した大きな世界のトレンドを捉え、いかに日
本の政策を再構築していくか。
大きく2つの場を設けて議論を始めてい

る。一つは「総合資源エネルギー調査会」
で、2030年を目途としたエネルギー基本計
画を見直すべきか否かという議論をしてい
る。
例えばCO2削減の観点から、2030年に

は44％をゼロエミッションパワー（原子力と

図3　電力需要と電源構成
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第10回日露エネルギー・環境対話イン新潟　セッションA

日露エネルギー・環境分野での協力の
可能性を議論するため、少し間口を広く
とって、世界全体あるいはアジアのエネル
ギーの問題を考え、そこから両国のエネル
ギー関係や協力の話をしたい。
最初に原油価格について今、足元で起

きている現象として、石油市場がこれから
どの方向に向かうのかという問題がある。
原油価格は2011年から14年までの3年
間、100ドルを超える時代を経験した。そ
の後は逆に50ドル台の原油価格が3年間
近く続いている。いろいろな理由があるが、
一言でいえば、原油が高かったが故に、そ
の次の低い価格の時代を準備したというこ
とができると思う。特に、価格が高いことに
よって、石油供給、中でもアメリカのシェー
ルオイルの生産を刺激したことが最大の
要因である。
次に我々が考えなければならないのは、
今の50ドル台の価格が次に何をもたらすか
ということである。最近、原油価格は少しず
つ上ঢするஹしを見せている。ブレント原
油でいうと一時は64ドル台まで上がった。
WTI原油も57ドルまできている。価格が上
ঢしてきたことは、市場のை目が変わった
のかどうかを我 に々問いかけていると思う。
結論的に言うと、石油市場は価格が低

かった時期を経て、徐々にリバランス、つま
り需給が均ߧする方向に向かっていると
思っている。ただし、その均ߧには予想以
上に時間がかかっている。これから先も
簡単ではないだろう。一番の理由はアメリ
カのシェールオイルである。原油価格が50
ドルを超え、55ドル、60ドルになってくれば、
シェールオイルの生産は再び上向きに転じ
加速する可能性がある。これが市場を重く

する、上値を重くする原因の重要なポイント
だと思う。ただし、徐々にではあるが、市場
は需給均ߧの方向に向かっている。その
എ景にはOPECとロシアも参加している協
調減産がある。
これから先に、サプライズがあると思う。
1つは、今月຤に行われるOPEC総会での
決定である。多くの人たちは減産が延長さ
れると思っているが、ふたを開けてみて次
の状況を考えることができる。
もう１つ大きいのは、供給途ઈあるいは
それをもたらす地政学リスクの問題であ
る。過去3～4年間、石油市場は地政学リ
スクに全く൓応していなかった。ところが、こ
の1～2週間の価格上ঢのഎ景には、明ら
かにトルコにおけるクルド問題、サウジアラ
ビア問題のように、地政学リスクに市場が
൓応し始めている。これはまさに、マーケッ
トが少しずつリバランスに向かっていること
の証左だと思う。
我々は逆に、世界経済にも注目してみる

必要がある。今、世界的には景気拡大が
続いているが、ダウンサイドリスクもある。こ
れがどう展開するかによって、市場は大き
く൓応するであろう。いずれにせよ、私自
਎は今の50ドル、60ドルという水準は、中
期的には維持可能ではないと思っている。
2020年代のどこかのタイミングで、70ドル台
に復ؼする可能性は大いにある。しかしそ
れより先の将来となると、別の不確実性が
出てくると見ている。
これと全く同じようなことが、日本とロシア
にとって大変重要なエネルギー源である
LNGについても言える。今は供給過剰の
最中にあるが、分析の結果、その供給過
剰はおそらく2022～2023年ぐらいまでは

続くことが示されている。供給のポテンシャ
ル自体は、ロシアも含めて大量にある。しか
し、2020年代の後半以降、そのポテンシャ
ルが実際の供給となって市場に出てくるか
どうか、これが重要なポイントになる。ある意
味では、ロシアも含めた供給者は競争力を
増して市場への参入を図る状況にあると
思っている。ઈ対的な意味での価格の競
争力も大事であるが、それ以外にも総合
的な競争力がある。その1つの重要なポイ
ントは、供給のॊೈ性、஄力性である。今
の日本でも、アジアのLNG市場の買い手た
ちは、ॊೈな供給をٻめている。その意味
で、いかに供給側が様々な工෉をしてॊ
ೈ性を高めていくか。これはロシアも含め
て、すべての供給側のプレイヤーにとって
重要な課題になってきている。市場は構造
的に大きく変わってきている。そうした中で、
需要側である日本やアジアの消費国、供
給側であるロシアや多くのLNG産出国が、
LNGをもっとうまく使っていくために知恵を
出し合って、このエネルギー源をもっとうまく
活用していくことがٻめられている。
こうした中でアジア全体に目を転じてみ
ると、アジアではエネルギーをめぐる課題
がますます大きくなっている。エネルギー
の安全保障（Energy�Security）では、ま
すます輸入依存が拡大していく。石炭に
非常に依存している国が多いため、環境
（Environment）の負ՙが大きい。そして
市場の改革（Energy�Market�Reform）
が஗れている。これら3つのEの問題に加え
て、原子力がこれから増えていくのがアジ
アであることを考えると、セーフティの問題
も含めて、日本も含めたアジアの国々は非
常に大きな課題に直面している。

ηογϣン"：エネルギーݯࢿ
報告－"1

ΞδΞʗੈքのエネルギーࢢ৔の
　　　　　　　　՝୊とロγΞの໾ׂ
日ຊエネルギー経済ڀݚॴৗ務ཧࣄɾओ੮ڀݚһ
খ山ݎ
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先月、私どもの研究所は長期のエネル
ギー見通しを発表した。アジアでは、ます
ますエネルギー需要の拡大が続き、中国
が世界最大のエネルギー消費国、輸入国
であるという地位は変わらないが、中国の
エネルギー需要は2040年ぐらいをピークに
減少に転じていく。一人っ子政策の問題、
さまざまな経済成長のスローダウンの結果
として、需要量は大きいが、需要増加の伸
びは縮まっていき、代わって増えていくのが
インドやアセアンである。このように、エネル
ギー需要は、アジア中心であっても、だん
だんとその中心が中国以外に分ࢄしてシフ
トしていくという点は、留意していくべきであ
る。
アジア全体で見ると、輸入依存度の拡
大は確実に進む。石油、天然ガス、石炭の
いずれもアジアは輸入依存になっていき、と
りわけ石油の輸入依存度が極めて高い。
天然ガスの輸入依存度も、2050年代には
アジア全体でڪらく5割というレベルになっ
てくると思う。特に石油は、供給の中心が
中東であるという姿が今もこれから先も変
わらないと思う。しかし、その中東は、地政
学リスクが極めて高い状況にある。過去数
年の間、多くの課題にあまり൓応しなかっ
た原油価格が、この1～2週間の間、クルド
問題、サウジアラビアにおける多数のԦ଒・
閣僚・元閣僚の߆束やୁัといった直接
石油供給には関係のない事象で上ঢして
いる。それは何故かといえば、今、足元で
市場が少しずつ動き、供給過剰からリバラ
ンスに向かっていると関係者が見ているか

らではないか。石油先物市場での原油価
格決定は、そうした市場の動きに൓応して
いく。だからこそ、これから先、特に日本も
含めたアジアは、中東の問題にはਆ経をઑ
らせて見ていく必要があると思う。
中東に対߅してアジアへの有力な供給
源になる国はさまざま考えられるが、ロシア
はその中のච಄であると言っていい。ただ
し、既存のロシアの油田やガス田の生産
は、成ख़化とともに徐 に々減退の方向に向
かっている可能性がある。代わって新規
のフロンティアエリアの供給拡大が非常に
重要になっている。全体として供給拡大の
可能性は大いにあるものの、不確実性が
伴っているといえよう。
世界の3つの長期エネルギー見通しと

いうと、IEA、OPEC、米エネルギー省EIA
があるが、この3つのそれぞれの中心シナ
リオで、ロシアの石油生産見通しが全く異
なる。大きく増えると見ているEIAと、減少
が進むと見ているIEA、同じロシアの生産
についてこうも見通しが違うのは、明らかに
資源の問題ではない。これから先、石油産
業がどのように投資を行い、生産活動がで
きるのかという市場の問題である。主力市
場であるヨーロッパと、これから成長するア
ジア市場において、デマンドセキュリティを
いかに確保するかという大きな課題にロシ
アは直面している。ただし、同時にこれはロ
シアにとって大きなチャンスでもある。さまざ
まな不確実性の最大のものの1つが、長期
的な需要の拡大、中でも石油需要の拡大
だと思う。

今年に入って大きな話題になったのが、
石油需要ピークの問題である。イギリスや
フランスが、2040年に内燃機関自動車の
販売を禁止するという方針を出した。それ
に呼応して、中国やインドも同様の対応をし
ようとしている。同時に、自動車産業も先進
的な自動車の販売を強化しようとしている。
こうした動きを踏まえて、私どもの研究所で
は、Ծに世界の新車販売の30％が2030
年にゼロエミッション自動車になったら、そ
して、2050年に新車販売の100％がゼロエ
ミッション車になったらどうなるかという分析
をし、その結果、世界の石油需要は2030
年ぐらいをピークに減少し始めるという姿
を描いた（図1）。交通用の需要、特に非
OECDの交通用石油需要が大幅に減少
する姿が描かれている。Ծにそうしたこと
が起これば、実に大きなインパクトを世界の
エネルギー市場、世界経済にもたらすこと
になる。
この石油需要ピークが起きた場合には、
原油価格も大幅に減少し、産油国の石油
輸出収入は激減するという結果を導いて
いる。中東では、リファレンスケースに比べ
て1.6ஹドル、GDPは13％減少する。چソ連
諸国全体でも、おそらく5000億ドル、GDPで
大体7～8％の減少が起こる。Ծ想の計算
結果であるが、無視できるような将来のֆ
姿ではない。産油国、産ガス国にとって販
路の安定をٻめると同時に、経済構造の
多様化、経済構造の高度化を追及してい
くことは、長期的に正しい。そのために、日
本はエネルギー面でも、非エネルギー面で
も、産油国ロシアと協力していくことが重要
である。
さまざまな課題がある中で、今まさにエネ
ルギーの政策の見直しが進められている。
その中では国際的なエネルギー戦略が不
可欠であり、その国際的なエネルギー協
力・戦略の中には、消費国との協力、産油
国との協力、そして、とりわけロシアとの協
力が大きなアジェンダの1つである。もちろん
日本だけでなく、アジアとロシアの協力の視
点も大事である。お互いに補完しあい、ウィ
ン・ウィンの関係になる重要な消費国と産
油国の協力関係であり、同時にエネルギー
を離れて、産油国であるロシアの経済構
造の多様化、長期的な持続可能性の発展
という意味でも、協力のժがあると思う。

Oil demand peaks by rapid penetration of ZEVs

Oil consumption by cars in Non-OECD, which
continues to increase rapidly in the Reference
Scenario, also declines from around 2030. It is as
much as one third of the Reference Scenario in
2050.

⛽Oil consumption ⛽Oil for Road [Peak Oil Demand Case]

In the Peak Oil Demand Case, oil consumption 
hits a peak of 98Mb/d around 2030 then 
declines. The reduction from the Reference
Scenario is 7Mb/d and 33 Mb/d in 2030 and in
2050, respectively.

Note: Dotted lines are the Reference Scenario
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世界の石油市場は、2014年から2016
年にかけての価格急落とその後の大変
動の時期の後、一定の安定を見ている。そ
してこの数週間、グローバルな石油価格
がバーレル60ドル以上になっている。2016
年12月にOPEC諸国とロシアを含むNon-
OPEC諸国が減産合意したことのߠ定的
な成果をここに見ることができる。
2017年1～10月で日量約120万バーレ

ル余りが減産され、市場の相対的な安定、
原油価格のある程度の回復につながった
（図1）。さらに、減産合意はそのメンバー
にとってポジティブな財務効果を与えてい
る。例えばロシアだけでも、2017年1～10
月の原油輸出額は2016年全体の実績を
15％上回った。ロシアエネルギー省から依
頼されて当研究所が実施した世界の石油
市場の需給バランスの分析は、2017年第
2四半期から、まだ持続的とは言えないまで
も、一定の均ߧ状態にあることを示してい
る。これは主に減産合意メンバーの減産に
対する責任ある行動による。
しかし、達成されたバランスはまだ持続
的なものではない。それが維持できるかど
うかは多くの要因で決まる。まず、2018年も

OPECの減産合意が延長されるかどうか。
これは今年11月຤の総会で決まる。また、
新価格の下でのアメリカのシェールオイル
の産出動向に注目することが大事だ。著し
く拡大する可能性がある。また、民間石油
備蓄の縮小傾向が続くのかという問題が
残っている。この備蓄はまだ6400万バーレ
ルしか減っておらず、まだ5年平均値を大
幅に超えている。
2017年第3四半期、グローバル石油市

場で供給不足であったことは、世界中の
調査分析機関の認めるところである。ただ
し、この需要超過量については、評価機
関によって10倍（日量10万バーレル～100
万バーレル）の開きがある。このことは、グ
ローバル石油市場に存在する不確定性を
減らすために、諸外国の専門家や研究者
が協力して今後、この市場の国際的な共
同モニタリングを行う必要性を示している。
長期的にみて、少なくとも2030年までは

需要は増えていくだろう。その後、いわゆる
石油需要のピーク、さらにその後の世界の
エネルギー共同体で需要低下が起こる可
能性がある。しかし、2030年までは石油需
要は増え続け、その主要なドライバーとなる

のがアジア太平洋諸国、特にインドと中国
である。我が国は自国のエネルギー戦略
の中でこういった事情をצ案し、特に東方
指向のエネルギー資源の輸出多様化政
策を実施している。
目下、政府で検討中の「2035年までの
ロシアのエネルギー戦略案」では、ロシア
の燃料エネルギー産業の発展の優先目標
として、まず東シベリアと極東における石
油・天然ガスの生産・輸送を優先的に拡大
することをܝげている。次に2035年までに
ロシアのエネルギー資源輸出を20％強、
東方については少なくとも現水準の2～3
倍に増やす。また、2035年までにロシアの
エネルギー資源輸出構成におけるアジア
太平洋諸国のシェアを30～40％に拡大し
たいと考えている。
石油に関しては、東方向けの石油輸出

は1.7～2.3倍拡大すると我々はみている。
ロシア産ガスに関しては、アジア太平洋諸
国に向けて少なくとも現状の5倍の輸出量
の拡大が予想される。そのうちLNGについ
ては、少なくとも3倍だ。設定目標の達成を
確保するため、ロシアは国内東部で石油
を増産している。例えば、2010～2015年だ
けでも、全ロシアの石油生産量に占める東
シベリア・極東産出の石油のシェアは7％か
ら12％に拡大した。将来的には2035年ま
でに18％に達するであろう。
ロシアは2011年に建設された「東シベリ
ア・太平洋」石油パイプライン（ESPO）によ
る石油輸出を拡大し続けている。さらに一
部の区間での輸送力の拡大計画もある。
直近の過去5年間に、ロシア産石油・石油
製品の対アジア諸国輸出量は1.6倍（2012
年4800万トンから2016年7700万トン）に拡
大した。これは主に、輸送インフラ整備と、
長期契約の締結による。ロシア産石油の
対日輸出も過去5年間に日量15万バーレル

報告－"2

ੈքのੴ༉ࢢ৔動向と
　　　　　　ロγΞのエネルギー戦略
エネルギーɾۚ ༥ڀݚॴエネルギー部໳長
アレクセイ・άϩϞフ

図1　最ۙの世界の石油市場

出所：#loomberg
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から日量20万バーレルに拡大した。石油製
品の対日輸出量は年間100万トンから160
万トンに拡大した。日本は現在、ロシア産石
油໏ฑESPOとSokolのトップバイヤーの一
員だ。
ロシアは、現在の石油需要が運輸部
門から石油ガス化学へシフトしていることを
理解し、国内東部で石油ガス化学産業の
振興も計画している（図2）。国内東部での
石油ガス化学産業の振興によって日本の
投資や技術を呼び込むなどして、製造施
設をつくり、アジア太平洋諸国への石油ガ
ス化学製品の輸出を確保することができ
る。
ご存知のように、ロシアは国内東部に๲
大な（5ஹὗ強）天然ガスのຒ蔵量を持っ
ている。そして現在は、資源開発とその後

のアジア太平洋諸国への輸送に必要なイ
ンフラを積極的に整備している（図3）。す
でに「サハリン・ハバロフスク・ウラジオストク」
ガスパイプラインの第1期分（輸送力55億
ὗ）完成し、2019年12月までに「シベリアの
力」ガスパイプライン（設計上の年間輸出
力380億ὗ）が完成することになっている。
このプロジェクトの実行によって、チャヤンダ
ガス田（ヤクーチア）の大規模開発と、さら
にコビクタガス田（イルクーツク州）の輸送
網への接続、さらに締結済みの契約の枠
内での対中国天然ガス輸出が可能になる。
2017年、ガスプロムとJOGMECは「サハ

リン－北海道」ガスパイプラインの建設の
見通しに関するৄࡉな協議を開始した。そ
れが実現すれば、このガスパイプラインは
年間に最大200億ὗのロシア産ガスを日本

に供給しうるであろう。これは、現在の日本
のLNGの総輸入量の17％に相当する。し
かし、ロシアはアジア太平洋諸国へのロシ
ア産ガスの輸出用ガスパイプラインのみを
整備しているわけではない。ロシアはLNG
製造能力も拡大させている。そして、ロシ
アは日本を、アジア太平洋地域への国産
LNG輸出を拡大するための優先市場の
一つだとみなしている。
2017年にはヤマルLNGプロジェクトの枠

内で100万トンのLNGの対アジア輸出が
始まる。2018年にはその量は700万トンにな
り、2019年には設計生産力1650万トンに
達する。将来的に、2025年までに既存のサ
ハリン2のLNG工場を拡張し、第3系ྻの
製造ライン（500万トン）を建設することが予
定されている。また、サハリンでロスネフチ
の新規のLNG工場建設事業も検討され
ている。
すでに現在、日本のLNG市場における

ロシアのシェアは8.9％であり、増加傾向に
ある。また、ロシアは石油・ガスの輸出のみ
ならず石炭の供給でも日本と緊密に連携
しており、日本市場におけるロシア産石炭
のシェアも拡大している。
我々は、特にエネルギー部門の投資協

力で、日本の企業と非常に積極的に連携
している。日本企業はサハリン1、2に参画
している。最近の成果の一つが、最大10
億ドルの日本との投資基金の設立だ。ロシ
アと日本は相互エネルギー協力に前向き
で、それは拡大と強化を続けている。我々
はロシア産炭化水素資源にとっての日本
の販売市場、日本の技術、日本の投資に
積極的な関心をもっている。日本は、保証
෇きのロシアの炭化水素資源鉱床の獲得
とロシア国内での石油・ガス資源の積極的
な共同開発に前向きだ。我々は今、天然
ガスのみならず、北極海ԭの資源開発で
も積極的に活動している。日本企業もこれ
らの資源探査プロジェクトに関心を示して
いる。
今後の両国の協力は、「Win-Win」の

原則に基づいて構築されるべきだと我々
は理解している。そして、近い将来、この
ような協力は拡大していく一方であろう。

図2　ロシア東෦の石油Խֶクラスλー

図3　ロシア東෦のガスੜ産センλーとガスύΠプラΠン

ERINA REPORT PLUS No.140 2018 FEBRUARY



17 ERINA�REPORT�PLUS

第10回日露エネルギー・環境対話イン新潟　セッションA

当社は東北6県に新潟県を含めた7県
（日本の国౔の約2割）をフランチャイズ
として電力を供給している。当֘エリアは
国౔面積の約2割、販売電力量では既存
の電力会社10社合計の約1割を占めてい
る。当社の販売電力量は、東日本大震災
直後に前年度対比で約１割程度減少し
た。その後、震災復興により販売電力量は
やや持ち直したが、節電の定着、再生可
能エネルギーの導入拡大、小売全面自由
化に伴う需要離脱などの影響により、現在
も震災前の水準には達していない。
供給面では、火力発電所と原子力発電
所で約1500万kWの設備容量を有してい
る。特に、新潟県には主要なガス火力発電
所があり、重要な電源地帯となっている。こ
の他、新潟と福島を中心に水力発電所を
多数保有しており、地熱発電所や太陽光
発電所なども含めると7県全体で約1800
万kWの設備容量となる。なお、青৿県の
東通村と宮৓県のঁ川町にある2つの原
子力発電所は、現在、再稼働に向けて耐
震・安全対策工事を進めながら、原子力規
制委員会の৹査を受けている。
電源構成については、東日本大震災発
生の前後で大きく変化している。震災当初
は、原子力のఀ止に加え、主力の石炭火
力である原町火力発電所（福島県南相
അ市）がਙ大な被害を受けたため、ガス火
力と石油火力でカバーした。その後、設備
復چに伴い、石炭の割合は回復したが、
原子力が再稼働していないため、LNGข
き増しは現在も続いている。同様に、電力
会社10社計の電源構成についても、ガス
火力の比率が高い状況が続いている。
当社がߪ入したLNGは、新潟県の੟

᝷町にある日本海エル・エψ・ジー（当社グ
ループ企業）および昨年全量運開した新
ઋ台火力発電所の2つのLNG基地で受
け入れている。このうち、日本海エル・エψ・
ジーで受け入れたLNGは、新潟火力発
電所や東新潟火力発電所のみならず、
JAPEX఼所有の新潟・ઋ台天然ガスパイ
プラインを通じて、太平洋側にあるઋ台火
力発電所にも供給されており、一部は都市
ガス会社などにも販売されている。このよう
に、日本海エル・エψ・ジーは、新潟県のみ
ならず東北地域全体のエネルギーの安定
供給に大きな役割を果たしている。
続いて、当社のLNGおよび石炭の調達

状況について。当社のLNG調達量は、長
期契約を中心に年間約300万トンであっ
たが、震災発生直後に約500万トンに増加
し、その後、石炭火力の復چに伴って徐々
に減少し、現在は約450万トンで推移して
いる。追加数量は、主に短期契約やスポッ
ト契約で調達している。ロシアからの調達
数量は、2016年度で約78万トンと、当社全
体の約17％を占めている。
一方、石炭調達量は、年間約1200万ト

ンであったが、震災で原町火力発電所が
被災したため、翌年度はほ΅半減した。そ
の後、設備復چに伴って徐々に回復し、現
在は震災前とほ΅同水準に落ち着いてい
る。ロシアからの調達数量は、2016年度で
約95万トンと、当社全体の約8％を占めてい
る。
次に当社の燃料調達ポリシーについ

て。当社は従来から「安定性」、「経済性」、
「஄力性」に留意した燃料調達を行って
きたが、この3つの力点は今後もずっと変
わることはない。こうした中、電気事業を取

りרく環境は、電力システム改革や電力・
ガスの小売全面自由化、あるいは再生可
能エネルギーの導入拡大と、ここ数年で大
きく変化している。顕著な数ࣈとして、当社
の送電網に連系されている太陽光発電の
容量は、2013年3月຤と2017年9月຤で約
10倍に拡大している。こうした再生可能エ
ネルギーの導入拡大に伴い、天候の変化
に伴う出力変動が大きくなり、調整役として
の火力発電の負担が重くなっている。この
ため、3つの力点のうち、「஄力性」の重要
性が増している。
燃料調達における具体的な取り組みに

ついて。LNGを例にとると、今年度から新
たに調達が始まるオーストラリアのウイートス
トーンLNGプロジェクトでは、JERA఼との
共同調達によってॊೈ性・経済性の向上
を図っている。また、来年から受け入れが
始まる米国のキャメロンLNGプロジェクトで
は、米国天然ガス市場価格を指標とする
価格体系を導入するとともに、仕向地の変
更が可能な条件となっている。当社は、こう
した新たな調達スキームの導入や価格体
系の多様化等により、燃料調達における安
定性、経済性、஄力性を一層追ٻし、ひい
ては低྿な電力の安定供給により、今後も
地域社会に貢献していく。
最後に、ロシアは日本、とりわけ当社とڑ

離的に近く、๛෋な資源を有している。当
社はサハリンᶘプロジェクトのLNG長期契
約を柱に、LNGスポット調達や石炭調達も
行っているが、いずれも今までトラブルなく
適切に契約がཤ行されており、ロシアは信
頼に足る重要なパートナーであると感じて
いる。今後もこうした取引を通じ、相互の信
頼関係を継続していきたい。

報告－"3

౦๺ి力の೩ྉ調ୡのݱঢ়
東๺ిྗ᷂Րྗྗࢠݪຊ部೩ྉ部෭部長
๕య࡚ࣉ
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今年、ロシアから日本への原油輸入は
総輸入量の6％を超え、天然ガスは約9％
で推移している。10年前にサハリンᶗ、ᶘ
の原油輸入が始まった当時は1％程度で
あったことを考えると、この10年間で日ロの
関係は飛躍的に近くなってきている。そこ
で起きているさまざまな変化がもたらす影
響と課題、そして今後注目すべきファクター
について紹介したい。
ロシアから中国、そしてアジア太平洋へ
向けて流れている原油・天然ガスフローに
ついては、1999年にサハリンᶘの一部から
原油の輸出が始まった。その後、2006年
にサハリンᶗの原油輸出が始まり、2009年
にサハリンᶘのLNG輸出が始まった。サハ
リン石油開発の歴史をひも解くと、20世紀
初಄から100年あまりの歴史があり、1970
年代に大規模なポテンシャルが確認され、
オフショアの開発が本格的に可能となった
のは90年代である。そのഎ景には、低油価
が続いてロシア政府が外資༠கに積極的
であったこと、ັ 力的な契約方式としてPS
と呼ばれる生産物分与方式が採用された
こと、そのؼ結として最先端の外資技術
が導入されたことが大きく影響している。
その後、21世紀に入ってサハリン開発
が進む中で、ロシアは高油価時代にಥ入
する。࠴務国であったロシアがॠく間に࠴
権国に生まれ変わって現在の経済繁栄に
なり、その余剰によって、これまで西にしか
流れなかった原油・天然ガスフローを東に
も拡大して、すでに見つかっていながらイン
フラがなかったまま放置されてきた東シベリ
アの油ガス田の供給創出に東方シフトが
始まった。
具体的には、2006年から建設の始まっ

た「東シベリア・太平洋」（ESPO）原油パ
イプラインであり、現在、建設が進んでいる
「シベリアの力」天然ガスパイプラインであ

る。サハリンᶘのLNG輸出が始まったのと
ESPOが稼働化したのが同じ2009年で、こ
の年から東方シフトが拡大していったこと
を考えると、画期的な年としてهԱに残る。
他方、内陸4200ᶳに位置する東シベ

リアの油ガス田地帯はメジャーの進出も
限定的で、日本企業が参入するには情
報も不足している地域と言える。そこで、
JOGMECの前਎の石油公団が90年代
から同地域の地質探査に乗り出し、現在、
石油に関してはイルクーツク石油と共同探
鉱事業を開始している。2013年にはINK-
;apad事業を民間のҏ౻஧商事と国際
石油開発ఇ石（INPEX）に承継すること
ができ、昨年から商業生産を開始してい
る。今年は、さらに5鉱区についてイルクーツ
ク石油と探鉱に乗り出すことで合意してい
る。
ロシアの東方シフトのドライビングフォー
スとなったのが、ESPOパイプラインである。
東シベリアのタイシェットからウラジオストク
まで総延長4740ᶳを結ぶこのパイプライン
は、2009年の稼働から順調に拡大を続け
ている。日量60万バーレルから始まった容
量は2019年には160万バーレルまで拡大
する計画になっている。現在では東シベリ
アだけでは油が足りず、西シベリアのヴァン
コール油田からも原油を移送して、パイプラ
インにおけるロシアの東西接続を実現して
いる。
他方、これだけ長ڑ離のパイプラインを

運営するにあたっては、輸送コスト、タリフ
がかかる。中東から日本まで3週間でタン
カー輸送する場合のコストはバーレル当た
りおよそ1～3ドルと言われているが、ESPO
を利用する場合には5～12ドル程度の輸
送コストがかかる可能性がある。アジアで
対中東産原油に競争力を持つために東シ
ベリアでの開発を促進させたいロシア政府

は、優遇税制を設け、石油企業にインセ
ンティブを与えて投資・融資を行っているの
が実情である。
ロシアが進める東方シフトのԸ恵を最も
受けているのは、実は日本と言えるかもしれ
ない。原油調達において、日本は中東への
依存度が高く、中東有事の際、ホルムズ及
びマラッカ海峡というチョークポイントを経由
する原油調達国の多様化がٻめられてい
る。その中で、過去10年間の日本の原油
及びLNG調達国の推移をみると、ロシアは
確実に日本のエネルギー安全保障の改善
に寄与している。
図1は、左がコジミノ石油港からどの国

へESPO原油が輸出されているかを示し、
右はロシア産原油がどの地域のプロジェ
クトから日本に入ってくるかを示したもので
ある。まず、コジミノ石油港から輸出される
ESPO原油の量が、ESPOパイプラインの
稼働開始の30万バーレルから、今は約3
倍の85万バーレルまで拡大していることが
目を引く。さらに、2009年までは日本におけ
るロシア産原油はサハリンᶗとサハリンᶘが
主体だったものが、あっという間にESPO原
油が主体になってきたことがわかる。他方、
ESPO原油の調達バイヤーシェアとしては、
日本は2014年を最後に中国に首位の座
をৡっていることもわかる。このഎ景には
2015年から契約ཤ行となったロスネフ.チと
中国のCNPCとの長期契約、さらに中国国
内で原油輸入が中小のਫ਼油企業にも認め
られたことが影響していると考えられる。
日本の原油調達国に関する統計をみる

と、2006年のサハリンᶗによる原油輸入開
始までは上位6位に入っていなかったロシ
アが、2007年以降にはランクインするように
なり、2009年の鉄道併用によるESPO稼働
の開始と、2012年のESPOパイプライン全
面稼働を受けて、中東・アフリカ産油国を押

報告－"�

ロγΞ౦෦のఱવΨεݯࢿ開ൃにおける
　　　　　　��　日ロ協力のݱঢ়とల๬
ʢಠʣੴ༉ఱવΨεɾۚ ଐ߭෺資源ߏػʢ+0(.&$ʣௐࠪ部エネルギー資源ௐࠪ課୲౰ௐࠪ໾
田େีݪ
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拡大にポジティブな影響を与えるものと捉
えることもできる。
ロシアが東方シフトの中で大消費国であ

る中国との結びつきを強めていることは、自
然の理と言える。欧米の制裁がその流れを
さらに加速したというのが現状である。他
方、中国もしたたかで、中ロの長期ガス供
給契約の合意後も、果たして中国が同じ
契約量を買うのかどうか、価格交বがどこ
まで合意に至っているのかについては、不
明な点が多いことも事実である。2014年の
合意後にアルタイパイプライン、2015年には
極東新規パイプラインという2つのプロジェ
クトを中国に提案しているロシアの動きは、
私にはຶ月というよりは、ロシアの中国に対
する焦૩感に見える。中国は、今年稼働
するヤマルLNGに、中国石油天然気集団
公司（CNPC）とシルクロード基金を通じて
29.9％参画していることから、ロシアのガス
をLNGとパイプラインガスの両方で比較で
きるという、交ব上で強い立場にいると言
える。
このように上流開発における日露エネル
ギー協力の現状を見てくると、過去10年間
での大きな変化を感じずにはいられない。
その原動力は、ロシア自਎による東方シフト
にあり、その結果、日本はエネルギー安全
保障の強化という成果をڗ受している点を
認識する必要があると思う。しかし、その成
果というものはະ来永߷続くものではなく、
中国を始めとするさまざまな要因によって
変わるものである。特に中露エネルギー協
力は、日露エネルギー協力にもさまざまな影
響を与える大きな要因になってくると考えら
れる。ただ、それは日中間での資源獲得競
争とか、ゼロサムゲームという捉え方ではな
く、中ロ関係とその影響を分析し、日本がど
う日露エネルギー関係のৢ成に役立てて
いくのかを検討する材料を提供してくれて
いると捉えるべきかと考える。

ジェクトをൽ切りに、世界市場を相手にで
きるLNGとして複数のLNGプロジェクトの
計画が持ち上がっている。ちょうど先週か
らӷ化が始まり、11月に稼働を開始する北
極圏のヤマルLNGプロジェクトを始め、サ
ハリンᶘの第3トレーン、そして極東LNGプロ
ジェクト構想が進んでいる。
確かにLNG貿易は拡大の一途をたどっ

ている。アジア太平洋向けを見れば、四半
世紀で3倍以上の成長を਱げている。しか
し、天然ガスは原油と異なり世界的にภ在
しておらず、産ガス国も増えてきたことも注
目される。今後、米国のシェールガスからの
LNG、東アフリカのLNGプロジェクトが立
ち上がる中で、LNGが供給過多となって
産ガス国側は厳しい競争にさらされる時
期を迎えることが予想される。そのような中
で2014年、ロシアは中国と天然ガスの長
期供給契約で合意に至っている。いわゆ
る「シベリアの力」パイプラインにより、2019
年から年間38BCMを30年間、中国に供
給する計画である。その供給のഎ後で「シ
ベリアの力」という巨大インフラの開発が進
むことは、ロシアの東シベリア開発を促進す
ることにもつながる。従って、ロシアのアジア
太平洋市場への原油・天然ガスフローの

しのけて上位に৯い込んできたことがわか
る。その規模は油価の高かった2014年で
8.1％、1.1ஹ円までになった。供給源多様
化に貢献するロシア産原油だが、2015年
以降の中国による原油調達によって、日本
への供給にさらに制限がかかる可能性が
ある。
天然ガスについては、2009年のサハリン

ᶘのLNG輸出開始から、ロシアは堅調に
約9％の日本のLNG調達国シェアを占めて
いる。2011年の東日本大震災では、カター
ルと同様に日本への追加供給を実施し、
日本の安全保障にとって重要なプロジェク
トであることを位置づけた。また、量だけで
はなく価格面でも、産ガス国に比べてリー
ズナブルなLNG供給者となっている。過去
10年の日本のLNG主要調達国を価格順
にみると、ロシアはオマーンに次いで安価
なLNGを供給している。このഎ景には、サ
ハリンᶘの契約締結時がいわゆるバイヤー
ズマーケットであったことで、バイヤーにとっ
て良い条件であったことも影響している。ま
た、サハリンという近隣から日本に輸入する
に当たって、費用がѹ縮できることも作用し
ていると考えられる。
ロシアでは、このサハリンᶘのLNGプロ

図1　日本のエネルギー安શอোの伴となるロシア

出所：+0(.EC
�.ETI�+apan
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ฐ社はモスクワに駐在員事務所を開設
した1967年からロシアで本格的にビジネス
に取り組み始め、今年で50周年を迎える。
サハリンᶘプロジェクトや再生可能エネル
ギー、インフラ、メディカル・ヘルスケア等、多
くの分野に取り組んでいる。2016年12月に
プーチン大統領が来日した際にも、エネル
ギー、医療、農業等の分野において7件の
文書を交換した。
サハリンには๲大な石油・天然ガスຒ蔵
量が຾っている。ڑ離にして日本からわず
か1000ᶳ、サハリンからLNGを輸入する際
に要するߤ海日数はわずか2～3日というこ
とで、日本の買主には大きなメリットがある。
さらに、ペルシャ湾、マラッカ海峡に代表さ
れるシーレーン特有のリスクがなく、日本の
エネルギー安全保障という観点からもັ 力
的な資源である。ロシアの至近性から、日
本にとっての重要度はますます増し、ฐ社
は短期的な環境変化に࿭わされることな
く、中長期的な視点でロシアと取り組んで
いきたい。昨年プーチン大統領が来日した
際、日ロ間で80件の文書が交換されたが、
本日はฐ社が交換したガスプロムとの戦
略的協業を深めるための覚書と、サハリン
州政府と千代田化工建設と共に結んだサ

ハリン産ガスの有効利用策に関する協定
書の内容について紹介する。
サハリンᶘは、サハリン島ԭ合の石油・ガ

スの開発に総事業費200億ドルをかけた
巨大なプロジェクトで、ロシアにとっては初
めての海上資源開発、そして初めての大
型LNG事業である。2009年以来LNGの
輸出が始まり、サハリンᶘで生産されるLNG
の約7割が日本向けに供給されている。日
本側としては、約8％の供給を受けていると
いうことになる。サハリンᶘの拡張プロジェク
トは、地理的な優位性に加えて、高いコス
ト競争力というアドバンテージを持って進め
ている。2020年代前半に生産系ྻを1つ
増設し、生産能力を今の約1000万トンから
1500万トンに増加させる計画でプラントの
基本設計を終了し、予定では2023年半ば
から2024年半ばに生産開始をしたいと考
えている。これにより、サハリン周ลに຾る
๲大なガスຒ蔵量を商業化することができ
れば、日本向けのLNGの増加、あるいはロ
シアにおいては税収増等、日ロにとってウィ
ン・ウィンを実現する日ロ協力の象徴となり、
ビジネスになり得る。
次に、ガスプロムと締結した戦略的協業

書に含まれるLNGの船ഫ燃料供給につい

て紹介する。国際海事機関が2020年から
船ഫ燃料のེԫ分ೱ度規制を強化する
ことが決定し、業界はその対応に追われて
いるとところであるが、対応手段の一つとし
て、船ഫ燃料にLNGを使うことがさまざまな
ところで検討されている。具体的には、ウラ
ジオストクで天然ガスを小型プラントでӷ化
し、それを起点に船ഫ燃料として供給する
新規需要創出型のガスバリューチェーン
の需要化を検討している。
次に、サハリン州政府・千代田化工建設

との取り組んでいるガスマスタープランに
ついて紹介する。サハリンのガスの地元で
の有効活用あるいは地元への経済ؐ元
が足りないのではないかというところに着目
し、その有効活用のプラン作りを千代田化
工建設と一緒にしている。日本からの事業
者としては、地元に貢献することが共存共
栄という観点から重要と考えている。
日ロ経済交流の更なる発展が期待され
る中、事務所開設100周年のマイルストー
ンを迎えるために、次の50年についても各
関係者との協力の下、イノベーティブな取
り組みに従事していきたいと考えている。

報告－"�

ロγΞのఱવݯࢿ開ൃにおける日ロ協力
Ҫ෺産᷂エネルギーୈೋຊ部ロシアɾ߽ࡾ 州ఱવΨεࣄ業部
୔࿨੓ٶ

1年前のこの場で同じ演題で話をした。
今日はその1年前からこれまでの状況と今
後の見通しについて触れたい。

ロシア政府が公表している「2035年ま
でのロシア連邦のエネルギー戦略」の૲
案は、最新バージョンが今年2月に出たも

のの、現状ではまだ政府の最終認可を得
ていない。根底にあるロシアのエネルギー
輸出のベクトルが東に向くという考え方の

報告－"�

ロγΞのΞδΞଠฏ༸஍Ҭに向けͨ
　　　　　　　�　　ੴ༉・Ψεの༌ग़
業部シχアアυόΠβーࣄロシアఱવΨε᷂ࣄඛ商ࡾ
ञҪ໌࢘
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重要性が༳るぎないものであっても、その
予測を数値で表すとなると不確定要素が
多く、政府内のコンセンサスを得られない
のが現状ではないか。૲案の原油・ガスの
輸出見通しは、1年前に話した内容と変化
はなく、原油の輸出量は現状から25％増、
その中の1億1000万トンが、ガスは2000億
ὗから3500億ὗへ増加し、その増加の大
部分が、中国を始めとするアジア太平洋諸
国に向けて輸出されるという前提を組んで
いる。ロシア政府による15～20年先のロシ
ア経済についての長期予測は見当たらな
いが、今後、例えば年間の成長率が5％を
超えるような高度経済成長が何年も続くと
いった予測には出会ったことがない。従っ
て、国内需要の大きな伸びは見込めず、ロ
シアの原油あるいはガスの生産企業が今
後発展していくためには、第一にまず輸出
を増やすしかない。その点を踏まえると、こ
の戦略という文書は、ロシア政府の願望の
実現を期待する政策目標と解される。
2017年に石油・ガス両分野で起こったこ

とを振り返ると、「東進政策」に沿ってロシ
ア側が動いていると言える。原油では、ロシ
ア最大の石油企業ロスネフチが東シベリ
アで持つ鉱区に中国の企業が参入を果た
し、さらに別の中国企業はこのロスネフチ
の株式の14％を取得した。ロスネフチのみ
ならず、同じ国営系企業でロシア国内での
原油及び石油製品の輸送を担っているト
ランスネフチの株式の取得に中国企業が
関心を持っているという報道も出ている。こ
のような形で、ロスネフチあるいはロシアが、
原油の分野で中国とのつながりを強化す
る傾向が明白に見られる。
ガスでは、中国に向けての初めてのパイ
プラインガス輸出を実現すべく、「シベリア
の力」と命名されている東シベリアからの
パイプライン建設が進み、2019年12月の対
中ガス供給開始の再確認もされている。一
方、先週຤、ヤマルLNGの生産が開始さ
れ、向け先はまだ公にされていないが、一
部には中国のCNPC向けに出されるという
ニュースがロシア側から出ている。ヤマル
LNGは2019年にはキャパシティが1650万
～1750万トンに拡大されるが、その中の多
くが中国をはじめとするアジア諸国に出ՙ
されることになっている。
2018年以降、将来にわたってどのような

傾向になるかといえば、少なくとも東進政策
がエネルギー資源の需要あるいは市場を
めるという点で間違ってはいないと言えٻ
る。世界の有数の予測機関を見ても、今後
のエネルギー需要は増えるが、その中でア
ジア諸国の占める寄与度は大きい。ロシア
がそこに向かう合理性はある。
原油の輸出に関して、昨今、需要面での

ピークオイル議論が盛んであるが、アジア
諸国に限っていえば原油のピークが2035
年であるという見方はまだない。例えば、電
気自動車のようなものの拡大によって原油
の需要が縮小し、それによってロシアの輸
出の可能性も縮小するという予想はされて
いない。
価格については、少なくとも1年前のこの

時期に比べれば、市場に対して生産者側
にとってより楽観的な見方が増えている。こ
の点で、戦略は2020年までは原油価格が
55～60ドルで推移するというԾ定を設けて
いる。この面からも現状を見る限り、戦略の
想定は間違ったものではないと思われる。
ただ、原油の輸出で問題があるとすれば、
ロシア側の供給面である。生産とロシア国
内の輸送にかかるコストがどのくらいになる
かである。ロシアの領౔の中に油があるこ
とは間違いないが、それが出ՙ場所からど
れだけڑ離が離れているか、既存のパイプ
ラインインフラで輸送できるものなのか、でき
ないならばどのくらいの長さのパイプライン
を建設しなければならないのかといった、い
わゆるコスト面のৄࡉがわからない。極東
から輸出されるロシアの原油の中で最も遠
いところからやってくるのは、ڪらく西シベリ
アのさらにԞのバンコール油田で、極東の
港までのڑ離は7000キロメートルを超える。
この輸送に一体、どれだけのコストがかか
るのか、ロシアのどの文書を見ても出てい
ない。輸送タリフは決まっているが、それは
明らかに政府の補助のもとのタリフであり、
政府の補助が出ているものについて我々
がएׯの不安を持つとすれば、それがサ
ステーナブルなのかどうかということであ
る。経済的に無理があるものは長続きしな
いというのが世の真理であるとすれば、ロ
シアの原油生産と輸送のコストの問題をど
のようにロシアが対処していくのか注目しな
ければならない。
他方で、中長期的な問題として挙げら

れる西側諸国の対ロ経済制裁と、それに
よる資金や技術移転の制約の問題は、現
在ロシアが進めている輸入代替、すなわち
技術や機器の国産化で対応するしかない
だろうと思う。現在、ロシアではオフショアの
開発に必要とされる技術や機器の85％を
輸入に頼っているが、これを2025年までに
50％まで引き下げるという目標をܝげてい
る。これがԾに難しくなった場合には、ロシ
アは資金と技術を中国に依存するという形
をますます深めざるを得なくなるのではない
かと思う。
ガスの東方に向けての輸出は、原油と
同じように、あらゆる機関が需要の最も大き
な増分がアジアで実現すると予測してい
る。具体的には、中国向けのパイプラインと
LNGの輸出であり、中国向けに「シベリア
の力」の建設が進んでいる。ロシアから中
国に向けてのガス輸出をどういう価格で売
るのか決まっているのかどうかがはっきりし
ない。このลが、中国がどのような買い෇
け作戦に出てくるのかさまざまな想像をか
き立てる理由にもなる。
現にロシアが推進したがっているもう一

つの対中パイプライン案件「シベリアの力
2」、別名アルタイパイプラインという西シベ
リアのガスを中国の西部から中国内部に
送り込む計画に対して、中国は現在までの
ところ、イエス、ノーをはっきり言っていない。
2023年までは、世界はガスの供給過剰で、
大きな買い手である中国は有利な立場に
ある。その中でコマーシャルな選୒をどうし
ていくかという問題に入ると、当然のことな
がら中国はすぐにロシアにイエスとは言わ
ない可能性が高いと考えられる。
一方、ロシアのLNGがアジア市場に出

てきた際には、相当な競争を覚ޛしなけれ
ばならない。原油と違い、世界のスタンダー
ドになるような価格指標がガスの場合に
は現在のところまだ存在せず、何通りかの
ガスの価格指標がࠞ在している。この価
格競争が当面続くことをロシアは覚ޛしな
ければならない。既存のサハリンやヤマル
LNGは何とか切り抜けていけると思うが、
従来とは変わってきているさまざまな契約
条件の変化にどこまでロシアがついていけ
るのかという問題がある。ロシアにとって深
なのは、取引の形態が長期引き取り方ࠁ
式から中短期もしくはスポットにシフトしつつ
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7000万トン近くのLNGの生産計画がある
が、その中のいくつかはすでに何年も前か
らの話である。こうした急速な物事の進展
がロシア企業にとっての本当のڴҖとリス
クであり、その変化にどこまでついていける
かに、これからのロシアのLNGの命運がか
かっているのではないか。

条件の変更にロシア企業がどこまでキャッ
チアップできるのかという点が問題である。
このような変更をもたらした理由の最大
は、アメリカである。2006～2016年で、アメリ
カのガス生産は40％も増加した。アメリカが
LNGの輸出国になったのは2016年である
が、2020年にはオーストラリア、カタールに次
ぐ世界3番目のLNG輸出国になると言わ
れている。ロシアも、計画段階だけ言えば

ある現象だと思う。今以上に中期あるいは
短期、もしくはスポットの割合は、生産者の
数が増えれば増えるほど、需要家の数が
増えれば増えるほど、増えてくるものと思う。
そうなると、ロシアにとって引き取り保障がな
いLNGの生産計画に資本を投下できるか
という問いがಥきつけられている。それに対
してロシア企業がどこまで受けて立てるの
かが、最大の問題ではないかと思う。契約

東京貿易エンジニアリングは、新潟で
ローディングアームその他のエネルギー関
連製品の製造・販売をしている。前਎の新
潟᭿工所からローディングアーム事業を継
承し、2003年に設立された。本社を東京に
置き、工場は新潟᭿工が所有していた長
岡工場を主力工場とし、主製品の石油・ガ
ス用ローディングアーム及びスイベルジョイ
ント、バタフライバルブを製造している。
ローディングアーム事業は、新潟᭿工当
時の1959年に製造を開始し、1968年には
日本で最初のLNG受入基地用ローディン
グアームを製造した。1983年には日本海
エル・エψ・ジー向けに日本海初のLNG用
ローディングアームをೲ入し、新潟県及び
東北地方への電力・都市ガスの供給に貢
献した。ロシア向けには、1977年にノボロ
シースク向け、1985年にはナホトカ港向け
に石油製品用ローディングアームをೲ入
し、30年後の現在も問題なく稼働中だ。
ฐ社は、LNG用緊急離脱装置（ERS）
及び油ѹカップラーの自社開発を行い、
2005年にはロシア初のLNG輸出基地であ
るサハリンLNG向けに、ฐ社製ERSと油ѹ
カップラーを両方౥ࡌしたLNGアームをೲ
入した。続く2006年には日本海エル・エψ・
ジー向けに更新用として4基、その後も日
本海沿岸地域では中部電力上越火力発

電所及びINPEX直ߐ津LNG基地向けに
それぞれ４基ೲ入している。
当社製LNGアームは北東アジアのサハ

リンLNG向けをはじめ、東南アジア、オース
トラリア、中東及び北アフリカの海外主要
LNG出ՙ基地のほか、中国、台湾、韓国
のLNG受入基地、そして世界のLNG供給
の約6割を輸入する日本国内向けにおい
てすべてのLNG受入基地でฐ社製ロー
ディングアームが採用され、LNG輸送の重
要なՍけڮとして、その役割を担っている。
このように、ローディングアームは石油や
LNGといった日本にとって欠くことのできな
いエネルギーの運ൖに重要な役割を持っ
ており、その安全対策は万全を期さなけれ
ばならない。ローディングアームは、LNG船
または石油タンカーに接続されてՙ役を行
うが、̔ 役中に予期せ͵船の移動により
ローディングアームの可動範ғを越えた場
合や、火災、地震や津波の来ऻといった緊
急事態が発生した場合、ローディングアー
ムを緊急に切り離さなければならない必要
が生じる。しかしՙ役中でローディングアー
ムのパイプ内に石油・ガスがフルレートで流
れている状態で切り離すことはできないた
め、まずՙ役ポンプをఀ止した上でアーム
内のӷを完全にパージした後にオペレー
ター操作による切り離しとなるが、この操作

手順では時間がかかり過ぎることから、緊
急事態に対応できず、結果的に機器のଛ
ইや石油・ガスの流出といった重大な事故
につながるڪれがある。
このような重大なリスクをܰ減するた
めの有効な安全策として、緊急離脱装置
（ERS）がٻめられるようになった。ERSは
タンカー接続部෇近のアーム先端に設け
られ、2個のバルブと、そのバルブの間に
位置する切り離しカップラー及びそのۦ動
装置から成る。緊急時、その信号を受けた
ローディングアーム制御システムが、ERS
内に内蔵された2個のバルブを同時にด
止することにより、陸側及び船側をः断す
る。その直後に中間に設けられたカップ
ラーが自動的に作動して、緊急信号受信
後、数ඵ以内にアーム内のӷやガスを࿙え
いすることなく、アームを船から切り離すこと
を可能にした装置である。当社はこのERS
を制御システムの構築から機器の設計・
製作まで自社開発し、特に安全性がٻめ
られる大型LNG用ローディングアームに標
準装備している。
ERSは電気・油ѹによる高度な制御技

術と正確な機械動作によって動作してお
り、これら1つでも正常に機能しないと、作
動すべき時に作動しなかったり、逆に作動
すべきでない時にޡ作動を起こして、機

報告－"�

新潟ൃ঵のੴ༉・Ψε༻
　　　　　��　ローσΟングΞーム
東京๵қエϯδχアϦϯά᷂औక໾ɾ޻৔長ɹੴ઒ࢤ޿
ɹɹɹɹɹɹಉɹɹɹɹɹ$4部࣍長ɹߴ田ರ
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第10回日露エネルギー・環境対話イン新潟　セッションA

全で効果的な運用が維持できるが、ฐ社
はそれをお手伝いするために、ฐ社工場
もしくは専門技術員の派ݣによるトレーニ
ングも提供している。ฐ社はお٬様と共に
ローディングアームが安全かつ安定的に
稼働し、エネルギーサプライチェーンの重
要な役割を担うべく、一層の企業努力を
行っていく所存だ。

みによるオーバーホールの一括੥負工事
によるアフターサービスの提供を行ってい
る。海外等の遠隔地でお٬様による作業
が行われる場合は、ख़練技術員の現地
派ݣで対応し、現地にて緊急修理やオー
バーホールの現地サポートも提供してい
る。
また、日常のオペレーションや保守点検
には、お٬様の担当人員がローディング
アーム及びERSにਫ਼通することで、より安

器のଛইや人災を招いたりするリスクがあ
る。従って、この装置の安全性と信頼性を
常に維持するためには、日常的な点検はも
とより、分解検査を含む定期的なメンテナ
ンスが必要とされる。ฐ社は50年以上の
経験と実績を生かし、専門技術スタッフを
国内主要拠点に配置し、国内約30カ所の
LNGターミナルにೲ入されているLNGアー
ムの日常のトラブルに対するサポートや緊
急修理及び定期的な点検や工場持ち込

࣭ٙԠ౴

アϨクセΠ・グロϞϑ
日ロエネルギー環境対話の活動がより
生産的であるためには、本日の協議の結
果にしたがって、ロシアの新規油田の石
油生産原価や輸送価格等について日本
のパートナーの方々が抱える問題を取りま
とめる必要があると思う。そして、ロシアの
専門家が向こう数カ月間で回౴を用意す
れば、この日ロ対話が実際に両国関係の
抱える不確定要素を明確にできるだろう。
我々はエネルギー連携、協力に向かって
努力している。それが進展するためには、
連携が明確であること、そしてパートナー
が抱える問題を෷しょくすることが必要だ。
このような試みは非常に有益だと思う。ロ
シア・EUエネルギー対話の枠内で欧州の
同僚たちとの連携から得た経験は、このよ
うな方法でのみ、相互の関係を前に進め、
我 を々೰ませる問題を解決することができ
ると思う。

৽Ҫ༸ ʢ࢙ERINA調ࠪ研究෦௕ʣ
グロモフさんのご提案は、今日の対話が

よりॆ 実した結果を得られるようにという趣
旨と思う。これまでの9回の会議の後、2～
3カ月後にERINAの定期ץ行物である
ERINA�REPORTで主な論点を紹介して
いる。ご提案のような形で、日本側からロシ
ア側に対する質問項目、日本側が気にして
いることを整理するということはこれまでし
てこなかったが、有効なことだと思う。これま
での会議では、どなたと今後やりとりをして
いくかということが明確ではなかったが、少
なくともグロモフさんとの間では、今日の対

話の続きをしていきたいと思うので、協力を
お願いしたい。

Տ߹ਖ਼߂
田中会長に、１点質問がある。日ロ関係

の間で、特に天然ガスについては、パイプ
ラインでロシアと日本をつなぐ方がはるかに
効率的・効果的であるという話があった。日
本でもエネルギー供給の多様化・安定化
のために潜在的な需要は大きいと思うが、
そういう話が現実化しないのは、結局どこ
に問題があって、どういう問題を解決すれ
ば可能になるとお考えか。

ా中৳உ
これは歴史のある話で、コストを比べる

とLNGで輸出・輸入する場合よりもパイプラ
インの方が安いという数ࣈがある。なぜで
きないのかというと、かつては買う人がいな
かったからである。買って使うユーザーは
基本的にはガス会社か電力会社だが、パ
イプラインに新たに投資するよりは、今ある
LNGの受入施設を使って買った方が、新
たに出資するより楽であった。また、そもそも
日本の電力会社・ガス会社のコスト構造は
総括原価方式だから、いくらかかろうが全
部消費者に転Շできるので、値段は関係
なかった。基本的にガスの供給に対してٻ
められたのは安定供給で、価格競争を強く
。めてこなかったという歴史があると思うٻ
ただし、東日本大震災と津波以来、エ

ネルギー価格が異常に高くなり、原子力発
電所のఀ止で高い価格も止むなきであり、
こうした環境の中で再生可能エネルギー
を使うとさらに高くなる中で、いかに安く買っ
てくるかがが政府にも電力会社やガス会
社にもٻめられるようになった。新しいやり

方で安く買ってくる可能性が出てきたのだ
と考える。
これから日ロ関係が大きく変わっていく
可能性がある中で大きなチャンスが来たと
思う。今までは新たなものに対する投資に
あまり積極的でなかった民間企業でも、こう
いうことを考える会社が徐々に出始めてい
るので、大いに期待できるのではないか。
ロシア側も、今まで日本の市場は電力
会社・ガス会社が地方独占・地域独占する
中で競争がないために安くしてもなかなか
買ってもらえないと考えていたと思うが、電
力市場改革、ガス市場改革が行われて、
むしろ日本の市場に参入してガスを売る、
電気を売るということが可能になってきてい
る。例えば、ガスプロムやロスネフチが電
気を発電して売る、ガスプロム電力を作っ
て、そこにパイプラインを引いてガスを供給
するというビジネスモデルは、やる気があれ
ば今は制度的に可能になったと思う。福島
の事故は、ある意味ではエネルギー市場
における革命状態で、新たな競争をいろい
ろな形で行っていける。何でもありになった
と考えると、今、ઈ好のチャンスが来たとい
うふうに考えている。
孫正義氏が、ロシアのロスセチ、韓国電

力公社、中国国家電網公司の3社とソフト
バンクとで一緒にFSを行って、2ギガワット
の系統線を大きくリングにしてܨごうというこ
とをやっている。孫氏は10ஹ円の大きなファ
ンドを持っていて、このうち1ஹ円を使えば
ܨらくできるだろう。そういう形で電力線をڪ
ぐオプション、パイプラインをつなぐオプショ
ンなど、いろいろなものが競争して日本の
市場が変わる。逆に、日本の市場が韓国、
ロシア、中国と一体となった大きな電力市
場・ガス市場の中で、関係者が競争するビ
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ば電気自動車が増えた分、出てくる電力
需要に対しては、天然ガス火力発電所や
石炭火力発電所なども増えて電力を追加
的に作って電気自動車に供給するという
考え方だ。そこで、一次エネルギーの間で
も変化が起こる。Ծに、追加的に出てきた
電気が全部再生可能エネルギーでやると
すれば、全く違った世界になり、そこからま
たいろいろな可能性がある分析ができると
思う。
先週中国に行って、中国の専門家、石

油会社の人たちとこの議論をした。現在、
中国は電気自動車に熱心に取り組んでい
るが、中国の発電構成の6～7割は石炭
である。もしԾに中国で現状のまま電気自
動車が増えて、石炭火力発電所で電気を
どんどん作れば、かえって環境には良くな
い結果も起こり得る。どういう電源構成な
のか、将来それがどう変わるのかによって、
E7がもたらすインパクトはまったく変わると
いうことを我々は理解しないといけない。

ϫシーリー・クラίーϑ
ʢ৽ׁݝ஌ࣄ政ࢀہࡦ༩ʣ
E7の導入が電力消費の削減につな

がると言われたが、理解できない。E7は、
エネルギーをどこかでつくり、それを送って
バッテリーにチャージしなければならず、さら
にバッテリーが放電するからだ。このロスを
計算すると、E7の幅広い導入は環境の改
善になることは間違いないが、電力消費量
の拡大はආけられないのではないか。

খݎࢁ
Ծに自動車のパワートレーンが変化し

て、内燃機関の自動車、例えばガソリン車
やディーゼル車でなく、電気自動車に代表
されるような先進技術の自動車にシフトす
れば、最終的なエネルギー消費の形とし
てはガソリンやディーゼルの需要が減って、
代わりに電気が必要になる。その場合、電
気をどうやって作るのかを考えなければな
らない。我々は、現状と同じ形で電力が作
られるという想定で分析をしている。例え

ジネスモデルになると思う。
世耕大臣が先日のLNG会議で、日本の
国内需要はそう伸びないので、アジアの伸
びる市場と連帯しながらLNGを調達して
いくというやり方もあると言い、1ஹ円のファ
ンドを用意した。これは非常に面白い考え
で、伸びない日本の需要に新しいユーザー
をٻめて調達をしても無ବだが、仕向け地
規制がなくなるLNG貿易で、アジアの伸び
ていく市場と一緒に調達をしていくような買
い方をすれば、日本も安くなっていく価格の
中で᧐益していくことができる。第三国も含
めた大きなアジア貿易の中でガス調達を考
え、その中にパイプラインが入っていっても
いい。日本からLNGで出してもいいから、い
ろいろなビジネスモデルを可能にするような
世界になってきているのではないか。
従来どおりの電力市場やガス市場、調
達や投資の考え方では、なかなか日本の
企業が伸びていく機会は得られない。いか
に新しいビジネスモデルを考えるか、という
競争になっていると考える。

ERINA REPORT PLUS No.140 2018 FEBRUARY
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ηογϣン#：লエネ・環境・ి 力

再生可能エネルギーは、間もなくほか
のエネルギー源と十分競争出来るようにな
り、近い将来のグローバルエネルギーの
一つとなるだろう。現在、既に世界で再生
可能エネルギーへの移行が活発化してい
る。国際再生エネルギー機関（IRENA）
によれば、2016年には、再生可能エネル
ギー設備の発電容量が対前年より161ギ
ガワット増え、過去最高の伸びを示した。
再生可能エネルギー発電設備は、稼働

コストが著しく安価であるなど伝統的な発
電源と比べても明らかな利点があり、経済
的に有益であることは、多くの指標が示し
ているとおりである。ロシアには炭化水素
のຒ蔵量が๛෋だが、我が国は再生可
能エネルギーの発展及び CO2排出量の
削減を積極的に支持している。最近2年
間で7基の大型太陽光発電所が稼働を
開始したほか、風力発電の開発も活発に
推進されるなど、再生可能エネルギーの新
たな発電所の建設が進められている。
2035年までのロシアのエネルギー戦略

にܝげられた計画を実現するためには、海
外のパートナーと最新の開発技術を相互
交換することがなければ困難である。その
点、日本は技術発展レベルが非常に高い
国として、ロシアにとって最も重要なパート
ナーの一つとなっている。
また、日本にとっても自国の技術を輸出

し、海外のパートナーと経験を共有するこ
とは、関心のあるところであろう。ロ日双方
の科学技術の潜在力を結び෇け、実務分
野で利用することで、両国の貿易経済関
係にさらなるはずみがつくことになる。
この方向に沿ったロ日間の共同活動
における大きな成功事例がある。最も顕

著な実例として挙げられるのは、2015年
ळ、新エネルギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）の支援を得てカムチャツカ地
方ウスチ・カムチャツクに導入された極東最
大の風力発電所である。この発電所はۨ
井ハルテック社製の3基の発電設備から構
成され、総出力900キロワットとなっている。
再生可能エネルギー分野での共同プロ

ジェクトへの関心はロ日双方で高まってい
ると確信している。このことは、この1年間
で両国の実業界の代表者の間で何度も
会合が開かれ、二国間ないし多国間での
実現に向けて計画された再生可能エネル
ギー分野でのプロジェクトに関して多くの
提案が出されていることからも明らかだ。
これらの提案について、現在までに既に

７件の合意書が調ҹされている。これらの
合意書により、カムチャツカ、チュコト自治
管区、サハ共和国での風力エネルギー分
野の発展のための共同プロジェクトの実現
や、マガダン州でのӷ化水素製造工場建
設プロジェクトの実施を目指している。さら
に注目すべきは、ロ日共同エネルギーブリッ

ジの創設に関する合意書も調ҹされてい
ることである（図1）。
しかしその一方で、現在まだ動いていな
い日本のパートナーとの共同事業もある。
ㅡ�ロシア市場でのシェアや規模、将来性な
どから見た日本の技術導入に関する調査
ㅡ�ロシアの各地方における潜在的ユー
ザーやフィールドの調査、ハイテク技術・
設備に関する関連団体や企業への情
報提供。この情報提供については、ロ
シア連邦エネルギー庁のネットワークを
使った関連団体や企業向けの会議や
セミナー、プレゼンなどの実施が可能
ㅡ�ロシアの各地方における産業廃棄物や
生活ごみを利用する発電を含む再生可
能エネルギー発電所の潜在的な建設プ
ロジェクトの調査及び経済効果の評価
ㅡ�スマートグリッドなど知的エネルギー及び
再生可能エネルギー分野での日本の技
術による現地生産に関する潜在的プロ
ジェクトの調査
以上のような分野が近い将来、発展す

ることを期待したい。

報告－#1

ੜՄೳエネルギーと࠶
　　エネルギーޮ཰におけるロ日協力
ロシア連邦エネルギー庁ֵ৽։ൃ部長
Ϛΰϝυ・αラϜ・΢Ϛϋノフ

Perspective projects

図1　༧定͞Ε͍ͯるロ日ڞಉプロジΣクτ
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JASE-WはJapanese�Business�Alliance�
for�Smart�Energy�WorldXideの略শ
で、日本ޠでは「世界省エネルギー等ビジ
ネス推進協議会」である。経団連のࡿ下
で、会長はࡗ原定੐経団連会長、メン
バーは会員企業43社、団体会員20社とい
う構成となっている。特徴は、官民連携組
織という点である。民間企業、企業団体、
官庁、あるいはその外部機関らが相互に
連携を取りながら、日本の省エネルギー、あ
るいは再生可能エネルギーの技術を世界
に広め、地球温暖化防止に貢献しようとい
うのが組織の目的だ。経済産業省、資源エ
ネルギー庁には資金面での援助も含め指
導を受けながら政府への提案等を行って
いる。
活動は5つのワーキンググループ（省エ

ネソリューション、地熱発電、太陽光発電、

廃棄物発電、官民連携）に分かれており、
各ワーキンググループ単位でG�to�Gの提
案、あるいはプロジェクトの立案、実施の活
動をしている。
『国際展開技術集』を発行しており、
JASE-Wのホームページ（https���XXX.
Kase-X.org�、英ޠ൛https���XXX.Kase-
Xe.org�）にアクセスすると見ることができ
る。ロシアޠバージョンも作成している。
さて、日ロ省エネルギー協力は、基調講
演の田中会長の話があったように、日露エ
ネルギー協力の中の3本柱の一つである。
日ロ省エネ技術協力はいろいろな分野が
ある。ビルから産業、施設、インフラ等々に
関する省エネ案件をJASE-Wとしては官
民連携で実現化していきたいと考えてい
る。
ロシア連邦エネルギー庁（REA）との協

働による推進がその一つの核だと思ってい
る。REAとは2010年に省エネルギー技術
協力に関する覚書を交わし、2016年12月
にプーチン大統領が訪日の際、この覚書を
延長している。さらには今年４月にREAの
チホノフ長官が来日されたંに、10月のロ
シア・エネルギーウィークにJASE-Wとして
参加するという覚書を交わし、先ごろ
JASE-Wとして参加してきたところだ。
今年に入って私も2回ロシアに行き、チホ

ノフ長官も日本に来られ、信頼関係の構築
を図ってきた。実際にどういう案件をこれか
ら仕込んでいくか、これがポイントである。今
日もウマハノフ部長とミーティングし、どういう
案件を進めるかでほ΅合意している。ここ
で൸露するには早すぎるので、いずれ൸露
できればいいと思っている。

報告－#2

持続Մೳͳ੒௕に向けͨエネルギー
ޮ཰と࠶ੜՄೳエネルギー協力
ੈք省エネルギー౳Ϗδネεਪਐٞڠ会ʢ+"4&�8ʣاըҕһ長
੨山伸昭

サハ共和国（ヤクーチア）は、ロシアの国
౔の5分の1を占める大きな地域の一つで
あり、世界で最も大きな自治体である。面積
は310万ὕであり、インドの大きさにඖఢす
る。
我々の領౔には、東シベリアから太平洋

まで達するパイプラインがෑかれており、サ
ハ共和国（ヤクーチア）で生産される石油

や、ロスネフチ、スルグトネフチが生産する
石油が運ばれている。また、現在、我々は
「シベリアの力」という中国向けのガスパイ
プラインの建設に参加しており、私自਎が
直接、ガスプロムとの本プロジェクトのワー
キンググループのリーダーを務めている。サ
ハ共和国（ヤクーチア）内にも鉱床があり、
我 自々਎が、アジア地域に対する重要な石

油・ガスの供給者となっている。
一方で、我々は自らの地域で消費する

電力の供給について深ࠁな問題を抱えて
いる。サハ共和国（ヤクーチア）は広大な
領౔を有し、いくつかの電力供給κーンに
分かれている。我々が抱えている大きな問
題というのは、ローカル電源である。この
ローカル電源とは個々の小規模なディーゼ

報告－#3

αϋڞ࿨ࠃ政෎の
　　　　日本のൃిۀاۀ࢈との協力
αϋڞ和国ʢϠΫーνアʣ੓෎ୈҰ෭ट૬
アレクセイ・ίϩσζχίフ
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には、当共和国と同様、ローカル電源の問
題を抱えた多くの集落が存在することを念
಄に置く必要がある。
また、現在、当共和国では省エネプロ
ジェクトも進めており、今回の我々の代表団
にはヤクーツクの省エネ関連企業も参加し
ている。我々はあらゆる分野での省エネに
関心を持っているが、特に熱生産のコスト
が我々にとって非常に重要な問題となって
いる。共和国のౙは長く、260日から270日
はマイナスの気温が続く。今日あたりはヤ
クーツクでマイナス26℃からマイナス30℃く
らいになっているだろう。こうした状況から
も、我々が電力及び熱の供給にどれほどの
エネルギー源を消費しなければならないか
理解いただけると思う。
省エネに関して、我 と々しては、今後もさ

まざまなプロジェクトに参加し、この分野で
最も先進的な取り組みを推進している日本
企業の経験を取り入れていきたいと考えて
いる。我々はデンマークも何回か訪問し、同
国の省エネ技術も共和国で活用している。
当共和国では、毎年、再生可能エネル

ギーに関する国際会議を開催しており、日
本企業も参加している。関心がある方は、
ぜひ当共和国に足を運び、我々がどのよう
な取り組みを進めているか見ていただきた
い。我 も々今回、日本の企業や団体の経験
を学んでいきたいと考えている。

日本企業との交流について触れておき
たい。我々にとって日本側との協力は非常
に重要であり、我々の新潟での日露エネル
ギー・環境対話への参加も2回目となる。日
本企業との協力関係は、安倍首相が策定
した日露経済協力プランに沿ったものと
なっている。
昨日、東京で何件か面談を行ったが、そ

のうちNEDO及びۨ井ハルテックとチクシ
地区への風力発電設備の導入について
協議を行った。このプロジェクトは非常に難
しいものとなる。チクシ地区は北極海に近
い所に位置しており、このような極寒地で
風力発電設備を建設することは世界でも
例がないことかから、日本側でも厳しい気
候条件下での試験が必要となる。
また、昨日は双日及び川崎重工業とも面
談した。現在、サハ共和国（ヤクーチア）の
中央部にガス発電機を導入するFSを行っ
ているところであり、このプロジェクトが実現
することを願っている。ちなみに、この風力
発電設備及びガス発電機に関するプロ
ジェクトの合意書は、プーチン大統領が
2016年12月に日本を訪問した際に調ҹさ
れた。日本側としてもこれらのプロジェクト実
施に良好な成果が得られるものと考えてい
る。今後、これらのプロジェクトの経済的合
理性が認められることになれば、その経験
を共和国内で広げていきたいと考えている。
同時に、ロシア連邦の北極海沿岸地域

ル発電所であり、主に共和国の北極地域
と北部に144の発電所が点在している。こ
のような面的・量的規模でのディーゼル発
電所は、カナダとアラスカ以外には世界で
は存在しない。
電気料金について言うと、共和国の中
央部で1kW当たり約16セントになる。
共和国の中央部では、今年、ルスギドロ

が建設している大規模なガス火力発電所
（第2国営地域発電所）が稼働を予定して
いる。共和国では、大規模な水力発電所も
あれば、ローカル電源もあるという状況であ
る。このローカル電源の電気の原価が
1kW当たり約0.5ドルである。
一方、電気の価格が1kW当たり5～6ド

ルに達するような小さな集落もある。我々に
とって再生可能エネルギーを導入すること
は、単に環境問題だけではなく、何よりコス
ト削減の問題ということになる。
2年前、我々は北極圏に位置するものと

しては最大の太陽発電所をバタガイに建
設した。これは、世界最北の太陽光発電所
としてギネスブックにもొ された。我々はさࡌ
らに、サハ共和国（ヤクーチア）での太陽
光発電の導入を継続している。
また、プーチン大統領の指示を受け、
我々はローカル電源最適化プログラムを策
定した。再生可能エネルギーの導入は、北
極圏と北部地域の発展及び電力コスト削
減にとって最優先事項の一つである。

日建設計は総合設計事務所で、設立か
ら100年を経ている。50以上の国で多くの
建築の設計、あるいは都市開発、インフラ
の設計、政策をつくる手伝いをしており、例
えば、バルセロナのFCバルセロナのスタ
ジアムの建設を行っている。日建設計はグ
ループ会社になっており、私は総合研究所
にいる。総合研究所は低炭素都市、ある
いは持続可能都市、スマートシティのコン

サルやその実現の手伝いを日本国内、あ
るいはロシアも含めたいろいろな国で行っ
ている。
ロシアでは今3つのプロジェクトが走って
いる。今日、紹介するのはシベリアのクラス
ノヤルスクという100万人都市での低炭素
都市、スマート化である。クラスノヤルスクは
シベリアの真ん中にあり、たくさんの大学が
集まっており、金属工業が盛んでもある。

ここで2016年からいくつかプロジェクト
が進んでいる。住宅街の設計・建設である。
プロブラジェンスキーは、おそらくロシアで
初のスマートレジデンスである。およそ4000
の１期工事が終わり、延べ床面ډの住ށ
積は最終的には30万平米ぐらい、商業施
設も含めてかなり大規模な住宅開発が進
行中だ。
ここで、いろいろな省エネルギーも含め

報告－#�

ロγΞにおけるエネルギーεϚーτ化プロδΣΫτ
᷂日ݐઃܭ૯߹ڀݚॴཧࣄɾ্ ੮ڀݚһ
山ଜਅ࢘
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ンをしながら計画をつくっている。
交通についてはE7バスを導入すれば

低炭素になると思うが、費用が高い。30年
以上使われたトローリーバスやバスが運
行されており、燃費は非常に悪い。これに
ICTのセンサーを෇けて、どれだけの人が
乗っているか、降りたかを、センターで情報
管理している。それによって最小限の॥環
ルート・時間で、最大限の効率化を図るシ
ステムを検討している。そうするとトリップ数、
バスが走るڑ離が短くなるから、その分も
省エネルギー、低炭素になる。必ずしも価
格の高いものを使わなくても、ICTを使って
省エネできる。クラスノヤルスクでいろいろ
な方法が考えられれば、ロシアの他の都市
でも十分に適用できると期待している。
街の構造自体がエネルギーを使いにく

い都市、という考え方がある。日本はずっと
それをやってきた。東京の新॓や渋୩は、
公共交通のӺを中心にした移動ڑ離の
効率化を図った都市構造だ。こうした都市
構造も低炭素化、省エネルギーに役立つ
という考え方で今、ボロネジ州都ボロネジで
アーバンデザインの提案をしている。

思う。
また、クラスノヤルスク市政府のスマート
シティのガイドラインというものを作った。交
通、ガバナンスを含めた提案をしている。
さらに、APECの低炭素都市プロジェクト
を実施している。これは、日本の経済産業
省のイニシエーションでAPECのプロジェク
トとして始まった。2011年に中国・天津で始
まり、今年はフェーズ7でクラスノヤルスクが
対象になっている。昨年、ロシア連邦政府と
クラスノヤルスク市政府がAPECに対し、ク
ラスノヤルスクが低炭素都市の検討候補
になるよう伝え、そのフィージビリティスタディ
が今年進んでいる。街の課題をビジネスレ
ベルで解決し、なおかつ低炭素、省エネル
ギーを実現しようというものだ。
天然ガスのパイプがクラスノヤルスクの

近߫に届いておらず、地域暖房、ボイラー
ハウスは石炭が使われている。石炭のボイ
ラーハウスも、熱の再利用システムなどに
することによって30％以上効率を上げるこ
とができる。既に日本でやってきたことだが、
それらを利用してボイラーハウスのエネル
ギー改善を行う。あるいは熱融通を街区ご
とに行うことでエネルギーの効率化を図ろ
うと、街全体のエネルギーのシミュレーショ

た提案をしている。その１つが、全住ށの
エネルギーをマネージメントするエネルギー
マネージメントシステムだ。日本の考え方を
使い、設備はすべてロシアの製品を使用し
て実現したもので、このシステムで双方向
に情報のやりとりをすることで、10～30％の
省エネを実現できている。
建物の断熱性能は従来のEUの基準等

よりも1.5倍以上向上させ、あるいは設備の
システムを入れることで、50％以上の省エ
ネルギーを目指そうとしている。必ずしもす
べて日本の製品を入れなくても、日本の製
品やシステムと、ロシアの製品のいいところ
をうまく組み合わせることによって実現性の
高い現実的なスマート化、低炭素化、省エ
ネルギーができる。
セキュリティについてもいろいろなシステ

ムを入れており、部԰のセキュリティと、街
区全体のセキュリティを両方とも実現する。
子どもが学ߍからؼってきてゲートをくぐっ
たらスマホにそれが出るとか、日本でも今あ
るようなものをここで取り入れている。こうし
たネットワークにして情報をプラットフォーム
に乗せるというのは、省エネのためにはきわ
めて重要なやり方である。住宅街からさら
に広い街全体に展開する可能性があると

新潟県は日本の中では広い県であり、
山から海まで多様な地形がある。それらを
生かしながら、再生可能エネルギー等の取
り組みを進めている。具体的には、太陽光、
風力、海洋エネルギー、地熱、水力、小水
力といった再生可能エネルギーの電気や、
ઇ冷熱、地中熱といった再生可能エネル
ギーの熱について、それぞれ取り組んでい
る。また、次世代エネルギーとしての水素の
活用の検討や、次世代エネルギーであるメ
タンハイドレートの活用・開発の促進にも取

り組んでいる。再生可能エネルギーの電気
については、国ではݻ定価格買取制度
（フィードインタリフ）を支援しているが、それ
に加えて県でも地元の特৭を生かしなが
ら支援している。
エネルギーごとの具体的な取り組みに

ついて、順に説明する。まず1つ目が、太陽
光発電の導入促進である。新潟県では新
潟市東区に新潟ઇ国型メガソーラー発電
所（1メガワット）を建設し、2010年8月຤に
運営を開始した。全国初の商用メガソー

ラー発電で、ઇ国でも太陽光発電の事業
化が可能であることを実証した。また、全国
の自治体としては初めてとなる県直営での
太陽光発電所を県営東部産業団地に設
置し、現在17メガワットが稼働している。そ
のほか県有地等を活用した導入や県内
用地の情報発信よって導入促進を図って
いる。
次に風力、海洋エネルギーの取り組み

ついて説明する。新潟県は長い海岸線を
有し、それを生かす地域資源として風力、

報告－#�

新潟ݝにおける࠶ੜՄೳ・
　　次ੈ୅エネルギー分野のऔΓ૊Έ
৽ׁݝ産業࿑ಇޫ؍部産業ৼڵ課長
࿨ٱ௡ӳࢤ
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う産業܈を創出することを目的としている。
県内企業の参入拡大に向けた研究開発、
実証試験、調査の取り組みを支援している。
このように再生可能エネルギー等の導入
の拡大だけではなくて、産業面での利用な
ど地域経済にプラスになるような取り組み
を行っている。
次は、地域再生可能エネルギー面的活

用促進事業補助金である。この事業も今
年度から始めた新規事業で、分ࢄ型エネ
ルギーである再生可能エネルギーの特徴
を生かした地域単位での課題解決に向け
た取り組みを支援し、再生可能エネルギー
の導入を促進することを目的としている。今
年度は地域特性を生かした地域で生産・
消費するためのエネルギーシステムの構築
を図るため、地域単位での面的な再生可
能エネルギー等設備の導入に向けた計
画策定等の取り組みを支援している。
最後に燃料電池自動車（FC7）や水素

供給設備とそのී及を目指した事業であ
る。国では水素の利活用を拡大することで
大幅な省エネルギーやエネルギー自給率
の向上、さらには環境負ՙの低減に大きく
貢献する可能性があるということで、特に
東京などの4大都市圏を中心にFC7のී
及と水素ステーションの整備促進を進めて
いる。本県においても、新たな分野である
FC7のී及を進め、エネルギー自給率の
向上、環境負ՙの低減に貢献しながら、さ
らには本県の関連産業の振興につなげて
いきたいと考えている。本県の地域特性を
踏まえた継続的な取り組みが進められるよ
う、施策展開の柱となるビジョンを策定する。

みの紹介をする。まず、水力は全国第7位
の水力資源量をތり、その水力を活用した
水力発電、小水力発電の取り組みが行わ
れている。流域下水道終຤処理場の汚ట
処理工程で発生する消化ガスを燃料とし
た消化ガス発電も行っており、県内企業の
発電装置を用いて取り組んでいる。
また、本県は温ઘ地の数が全国で3位と
温ઘ熱が๛෋な地域であり、その๛෋な
温ઘ熱を利用したバイナリー地熱発電の
実証実験を十日町市のদ೭山温ઘで
行った。現在、導入に関する検討を行って
いる。ほかにڕࢳ川温ઘでも従来方式を
含めて地熱発電の導入に向けた新たな取
り組みが行われている。また、石油天然ガ
ス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）が上
越地域の地熱貯留層調査を行っている。
次に表層型のメタンハイドレートの開発

について説明する。日本海沿岸12府県で
構成する海洋エネルギー資源開発促進日
本海連合の活動を通じて国の資源量把
握調査を後押しするとともに、県としても新
潟県表層型メタンハイドレート研究会をつく
り、国の回収技術の調査研究に向け、活
用の可能性が見込まれる県内技術を国に
提案した。国は2013年度から2015年度に
かけての資源量調査を踏まえて、表層型メ
タンハイドレートの回収技術の調査研究や
ො存状態の解明のための調査を実施して
いる。
今年度、県で実施している事業を簡単

に紹介する。１つ目は、新エネルギー産業
参入・育成促進事業補助金である。この
事業は新規事業で、今後、成長が期待さ
れる新エネルギー産業分野への県内企
業の参入を促進し、本県経済の成長を担

海洋エネルギーの取り組みを進めている。
その1つとして、҄ 島で海流発電を行ってき
た。2014年7月に҄島Ӝ村ԭが国の海洋
エネルギー実証フィールドに選定され、
2014年度と2016年度に実証フィールドを
活用した浮体式小型海流発電装置の実
証試験が行われた。また、風力発電につい
ても、風況の良い洋上風力発電がこれか
ら期待できると考えており、昨年度、洋上風
力発電のポテンシャル調査を県の主導で
行った。今年度はその成果を生かしながら、
洋上風力を含む風力発電関連産業の県
内製造業者等の参入を促進するための
フォーラムを開催した。
ઇ冷熱エネルギーの取り組みを紹介す

る。新潟県は全国有数の豪ઇ地帯であり、
これまでࣺてられていたઇを資源ととらえ、
データセンターの冷房などに活用すること
で、コスト競争力の高いデータセンターの
立地と関連産業の振興を図ることにしてい
る。2015年8月にઇ冷熱の供給設備を設置
し、2016年度の実証実験で一定の成果を
確認している。今後、ઇ冷熱エネルギーの
導入促進によって中山間地域のޏ用創出、
関連産業の振興につなげていきたいと考
えている。
地中熱エネルギーについて、本県は地

中熱ヒートポンプの利用件数が47都道府
県の中で7位である。近年、技術開発に
よって地中熱設備の価格は低下傾向にあ
るが、依然として初期費用が課題だ。県で
は2016年度に支援制度を創設し、家ఉに
おける地中熱を利用した冷暖房や融ઇ給
౬設備導入に要する経費の一部を支援し
ている。
その他の再生可能エネルギーの取り組

࣭ٙԠ౴

๛޺ߦݪʢINNO:ARʣ
今年で10回目となるこうした場は、非常

にو重だと思う。ただ、東京でやっている
国際会議を地方で開催しているようなҹ
象受ける。私の認識では、新潟の産業は
中堅、中小の会社が多い。ロシアと直接
商売をするのは、中小企業にとってなかな
か難しい。8項目の協力プランの中にも中

小企業間の交流があるが、そう簡単では
ない。新潟や北陸の地域など、地方の中
小企業がロシアと取引をするには、日本の
大手の企業の一次下੥け、協力会社、ア
ウトソースになると思う。来年以降、できれ
ばビジネスマッチングの場を、例えばこの会
場の外に地元企業のパネル展示や商品
展示のスペースを設けるというのはどうか。

৽Ҫ༸ ʢ࢙ERINA 調ࠪ研究෦௕ʣ
新潟でなぜこの会議をやるかという中

に、いくつかの目的がある。その１つとして、
ご指摘されたように新潟の企業がロシア
と何らかのビジネス機会を見つけられない
か、そのための出会いの場という位置づけ
で10回開催してきた。提案の趣旨に近い
こととして、この会議の翌日にロシアから参
加者と県内企業のビジネスマッチング、あ
るいは個別に企業を視察することを何回
か実施してきた。具体的なビジネスに結び
つけるべく、その後も商談を続けたというよ
うな案件もある。ただ残念ながら、今の時
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੨ࢁ৳ত
新潟県がこんなに広範な活動をしてい

ることを知らなかった。和久津課長に質問
が2つある。1つは、ઇ国型ソーラーと言わ
れたが、特別に技術的な工෉をしたかどう
か。もう1つは、メタンハイドレートは取り出す
のが非常に難しいが、何か技術開発的な
支援をしているかどうか。

࿨ٱ௡ӳࢤ
ઇ国だと、ソーラーパネルが降ઇにより

ഁଛすることが問題になる。ઇ国型メガ
ソーラーは、技術的に先進的であるかは
わからないが、その設置の仕方を工෉して
いる。角度とか設置の仕方だと思う。メタン
ハイドレートは、取り出しの技術、特に表層
型は石油を掘ることとは技術も違い、国で
いろいろ取り組みをしている。国の研究開
発の中のいくつかのプロジェクトの中に新
潟大学も入って行っている。予算規模だと
県の予算だけでは足りないので国の事業
になるが、県としてもいろいろな取り組みで
支援をしていきたい。

マΩシム・シυロϑʢ৽ׁ大ֶཹֶੜʣ
１年ほど日本に住んでいるが、ී 通のア
パートに住んでいる人は各自が暖房設備
を持っていて、総合的・集中的な暖房設備
はない。家԰についても、省エネ技術が使
われているように思えない。例えばアパート
の部԰のนを くްしたり、ガラスを二重ガラ
スにしたりすることによってかなり省エネ効
果が高められると思うが、あまりそういうこと
を行っていない。

ଜਅ࢘ࢁ
クラスノヤルスクなどロシアの場合、ロシ
アだけではなくヨーロッパも、地域暖房施
設、セントラル熱供給だと思う。日本は、セン
トラル熱供給は住宅にはない。熱事業とい
うのは熱料金を設定して、フィージブルにな
らなければならないので、消費量が少ない
住宅の場合には事業として難しい。昨今、
小規模な住宅地でも、バイオマスボイラー
を使って温水を送りヒーティングする例があ
り、新潟県ではないが山口県にある。バイ
オマスや再生可能エネルギー、地域の資
源をうまく生かし、住宅地開発で熱供給を
やるのは十分事業として成り立つと思うの

アϨクセΠ・ίロσζχίϑ
我々の国際会議には、数十の国及び

100社以上の企業が参加している。今年
は、大規模な第2国営地域発電所を稼働
させる。この発電所は大統領の命を受け、
ルスギドロが建設している。この発電所で
は、ヒューストンからೲ入されたアメリカGE
製のガスタービンが使われる。サハ共和国
の首都ヤクーツクを中心に共和国の中央
部に電力を供給することから、このGE製の
ガスタービンが当地の条件下でどのように
稼働するか検証したい。
このほか、ヴィラル社の熱ポンプのೲ入
について調整を行っているところであり、さ
らにデンマークのダンフォス社とは公共施
設や住宅用の省エネ機器のೲ入案件で
良好な協力関係にある。
設置済みの太陽光発電所については、

主に中国製の設備が使われている。東方
経済フォーラムではハヴェル社と合意書に
調ҹした。ロシアでは現在、太陽光バッテ
リーの製造が始まっているが、おそらくこの
分野ではロシア企業であるハヴェル社とプ
ロジェクトを進めることになる。
世界的な新しい技術を活用したいと考

えている。世界的に名の通った企業にとっ
て、厳しい気候条件での機器の使用はい
かなる条件でも使用可能であることを証明
することになる。機器の試験や稼働にこの
ような厳しい条件を提供できる地域はほか
にはないので、ぜひ来ていただきたい。
人口の少ない集落用の省エネ分野で、

日本企業と仕事をしたいと考えている。自
前で熱や電力を生産している集落は、小さ
なパワーの機器が必要だ。川崎重工と仕
事を始めたが、残念なことに同社の機器の
最少パワーは1.7MWだが、必要なのはもっ
と小さなパワーのものだ。この分野で、我々
はアメリカ企業のキャプストン社と取引経
験があり、日本にも同種の企業があって、そ
うした企業と事業を始める用意がある。
また、ファイナンスの仕組みを活用するこ

とにも関心がある。電気料金に投資への
ঈؐ額を上乗せするので、エネルギー容
量が高ければ、それだけ投資のঈ もؐ早
まる。3年でঈؐが終了する場合もあるの
で、ヤクーチアでの事業はどの企業にとっ
ても有利である。

点で具体的な成功事例として紹介できるよ
うなものはない。今回は準備してないが、
そうした考え方はこの会議を続けていく限
り持ちながら、県内の企業の持っている技
術・シーズの部分、あるいはニーズの部分
をरい上げ、この会議を行っていきたいと
考えている。その中で、๛原さんがお持ち
の情報も場合によってはインプットしてもらい
ながら考えていきたいと思う。
私から青山企画委員長とコロデズニコ

フ第一副首相に質問したい。
青山企画委員長へは、10月のロシア・エ

ネルギーウィークに参加をされたҹ象、あ
るいは今後日本とロシアの協力でどんな案
件あるいは方向がݤになりそうかを࢕いた
い。
サハ共和国で毎年、再生可能エネル

ギーに関する国際会議を開催している。ロ
シア、日本その他さまざまな国からの参加
者いると思う。今日は日本との協力のプロ
ジェクトを紹介していただいた。コロデズニ
コフ第一副首相には、他の国々がサハ共
和国でどのようなプロジェクトあるいはどのよ
うな方向に関心を持っているのかを紹介し
ていただきたい。

੨ࢁ৳ত
ロシア・エネルギーウィークに参加したの
は１日だけだったので、ҹ象だけでਃし上
げると、ロシアで関心があるのはスマートエ
ナジー、スマートグリッドだと思う。ҹ象に
残ったのはグリッドの強化だ。もう１つは石
炭産業、環境にやさしいクリーンコールテク
ノロジーだ。これには日本のいろいろな技
術が参考になるし、適用できるのではない
かと思う。
スマートグリッドでは、サハ共和国で検討

しているような日本の効率の高いコジェネ
レーションシステムが核になると思う。グリッ
ドの強化については、日本の系統連系技
術がいろいろな意味でロシアのグリッド強
化につながると確信している。
石炭は国際社会の中ではݏわれている

が、日本の石炭活用技術、クリーンコール
テクノロジーは世界トップである。石炭は手
に入りやすい最も安価なエネルギーだと思
うので、いろいろな協力できるのではないか
と考えている。
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はJOGMECなどの組織は国の費用を使っ
てある程度の事業展開をやっていけると思
うが、100％民間の企業で政府系の資金
を使うには安すぎるプロジェクト、しかし他
の基金を使うには高すぎるプロジェクトとい
う中途半端なプロジェクトがサハにもある。
資金調達ができなければ、どんなに立派な
プロジェクトでも事業展開していけない。日
本の民間企業はどのようにしてそれをクリア
しているのか。

৽Ҫ༸࢙
大規模プロジェクトであれば、特に最近

では、国際協力銀行（JBIC）が非常に熱
心であり、相談に乗ってくれるということだ
し、非常に小さいものは自ݾ資金で何とか
できるものはそれでやっていると思う。中間
の部分は、やはりそれぞれ工෉をされてい
ると思う。いくつかの事例では、通常の資
金調達で、取引先の銀行に相談して資金
を調達したりしている。JBICも、これまでより
も少し小さめの規模のプロジェクトにも資金
を供給するようなことを考えているという話
も聞いているので、ギャップは少しຒまって
きていると思うが、今こういうやり方があると
いうことは私からਃし上げるのは難しい。

たい。

࿨ٱ௡ӳࢤ
県内中小企業では最終製品を作ってい

ない企業が多いので、そこだけをもって輸
出するというのは難しい状況だと思う。エネ
ルギー関係の新技術に対して補助金を出
す中でも、手が挙がってくるのは地中熱を
やる時のパイプなど、一部の部品を改良す
るというような話だったりする。それだけで
海外に打って出るというのは難しい。企業
によっては、水素ステーションに使うような
器具ྨを作っているところなど最新の設備
に関わっている企業もあり、技術的には海
外でも通用するものあると思っている。

ཬଜত෉ʢ一ൠࣾஂ๏ਓࡏ日αϋڞ
࿨国ҕһ会ʣ
一般社団法人在日サハ共和国委員会

は、日本でサハ共和国をサポートしている。
日本とサハとのエネルギー関係の交流を
見ていると、いくつかのٙ問点が出てくる。
例えば対露エネルギービジネス、あるい

はエネルギー開発等に関しては、ガスプロ
ム、ロスネフチなどの大手は日本政府から
の資金的なサポートがつくと思うし、あるい

で、今後の開発の際にはできるのではない
か。
日本には省エネルギー法があり、事務所

も住宅も一定基準以上の断熱性能を持た
なければならない。それをやらないと建築
確認が下りない。ここ10年前後前から新し
い省エネレギー法の水準で建物や住宅が
建てられている。街の中の住宅ストックのう
ち、いわゆる新しい省エネルギー法に適合
している建物の比率は地域によって異な
るが、おそらく地方や小規模な都市の方
がݹい住宅が多いと思う。そうすると断熱
が30～40年前のものになり、必然的に断
熱性能は低い。

安ୡ༞ ʢ࢘ERINA経済ަྲྀ෦௕୅理ʣ
新潟県の産業振興課で再生可能エネ

ルギー分野、あるいは省エネルギー分野
で県内の産業振興を後押しする一方で、
フロアからは中小企業がロシアと商売しよ
うと思ってもなかなか難しい現実があると
いう話もあった。そこで和久津課長に、例
えばこの技術、あるいはこの部品、この機
器だったら十分世界に通用する、あるいは
ロシアでも売り込みが可能であるというよう
な情報をお持ちであれば、教えていただき
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本日は日ロのエネルギー協力、石油・ガ
ス、省エネ・環境・電力の問題に関して非常
に密度の高い議論を行うことができた。基
調講演者、基調報告者、パネリストの方々
には大変有意義なプレゼンテーションを
行っていただき、フロアーからも非常に興味
深い質問やコメントを௖くことができた。以
下、各講演・報告について私の理解した限
りでのサマリーを行ってみたい。

ԋߨௐج

笹川平和財団の田中伸男会長（前IEA
事務局長）からは「嵐の中のエネルギー戦
略」という題で基調講演をいただいた。
田中会長によれば、長期的に見ると世
界全体の石炭、石油へのエネルギー依存
度は下がっていく一方、ガスや再生エネル
ギーへの依存度は上ঢしていくだろう。た
だエネルギー源としての石油依存度は下
がっていくものの、当面のところ石油の役割
は依然重要だ。この点は日本にとっても同
様である。日本はこれまで、原油輸入を中
東にかなり依存し、ガス（LNG）の輸入もあ
る程度中東に依存している。ただし、中東
は地政学的に不安定な地域であり、中東と
日本を結ぶシーレーンの問題もある。その点
を考ྀすると、原油もガスも、日本は近い国
であるロシアから輸入をもっと拡大させてい
くことが重要だ。日本から見れば供給先を
多様化できる、ロシアから見れば需要元を
多様化できるのでウィンウィンの関係を作れ
るはずだ。特に天然ガスについては、日ロ
間でサハリンと北海道を結ぶパイプライン
をෑ設して輸入することを考えてもよいの
ではないか、というお話しだった。
さらに田中会長は2&Aの中で、日本の
場合は、これまでエネルギーの供給確保に
ついて様 な々制約やビジネスモデルがあっ
たが、これからは価格や安定供給だけでな
く、エネルギーの供給先を多様化していくこ
とが重要だと言われた。また、日本の電力

問題に関して、国内発電部門にたとえばガ
スプロム電力の参入ということがありうるし、
ロシアで発電された電力そのものを輸入す
ることを考えても良いのではないかとの見
方を示された。

ࠂௐใج

外務省欧州局の島桂一日露経済室長
からは、日ロの「8項目協力プラン」について
の進捗状況について説明していただい
た。その8項目とは医療、都市開発、中小企
業・ビジネス、エネルギー、産業の多様化と
生産性、極東開発、先端技術、人的交流
であり、それぞれの分野でばらつきはあるも
のの、進捗が見られるということだった。
在日ロシア連邦通商代表部のアレクセ

イ・カライワノフ経済部長からは、ロシアから
見た日ロ協力の話があった。8項目の協力
は進捗しており、日ロ貿易も伸びており、まだ
伸び方が十分でないもののポテンシャルは
大きい。2018年はロシアにおける日本年で
あり、それを踏まえて学術分野や革新的エ
ネルギー技術分野での日ロ協力が必要だ
と考えるが、これは十分進んでいないという
ことだった。また、ロシアでの経済特区の現
状についても紹介していただいた。
資源エネルギー庁長官官房の田中一

成国際課長からは、日本のエネルギー問
題全般に関して包括的な説明をしていた
だいた。日本のエネルギー自給率は非常に
低く、OECD加盟国の中で下から2番目で
あり、自給率を将来的に高めていく必要が
あることを強調された。日本の長期的なエ
ネルギー供給を高めていくための、日本の
エネルギー政策の基本原則は3E＋Sであ
り、Safetyを第一に、エネルギー安全保障、
効率性、環境を考えるというお話しだった。

ηογϣン"：エネルギーݯࢿ

まず、日本エネルギー経済研究所の小

山堅常務理事からは、「世界のエネルギー
市場とアジアの課題、ロシアの役割」と題し
て、包括的かつ興味深いプレゼンテーショ
ンが行われた。ロシアにとっては原油と天
然ガス両者の安定的な海外市場を確保し
ていくことが重要で、そのためにはアジア市
場が有望だが、長期的には深ࠁな課題に
面する可能性が高いというお話しだった。
現在足元の原油価格は供給過剰を൓ө
して1バーレル50Ȃ60ドル前後だが、今後は
市場のリバランス（需給均ߧの動き）が進
み、原油価格は2020年代には70ドル台に
戻ってこよう。しかし、2030年から2050年に
向けて世界の原油市場の構造が大きく変
わり、原油価格が下がっていく可能性があ
る。今後、EUや中国だけでなく、世界全体
で内燃機関（ガソリンやジーゼル・エンジン）
を中心とした自動車から電気自動車（E7）
にシフトしていくことが予測されるからだ。Ծ
に2030年に世界の新車販売の30％がゼ
ロエミッション車になり、2050年に新車販売
の100％がゼロエミッション車になると想定
すると、世界の石油需要は2030年前後に
ピークアウトしてその後減少し、それに伴い
原油価格も大幅に低下することになる、と
いう日本エネルギー経済研究所の分析結
果を紹介された。このことは、ロシアのような
産油国にとっては非常に深ࠁな課題をつ
きつけ、原油依存から経済構造の多様化・
高度化を図っていく必要があると結論෇け
られた。2&Aでは、日本エネルギー経済研
究所の分析結果に関して、E7が増えただ
け電力需要が増大するが、そのための電
源構成がどうなるか（例えば再生可能エネ
ルギー発電所なのか石油火力発電所か）
によって、原油需要の予測が変わってくる
との説明を加えられた。
次いで、ロシアのエネルギー・金融研究

所のアレクセイ・グロモフ・エネルギー部門
長からは、「世界の石油市場の動向とロシ
アのエネルギー戦略」と題して、ロシアの観
点からご報告をいただいた。「2035年に向

ΫローδングϦϚーΫ
&3*/"代表ཧࣄɾॴ長
河合正弘
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けたエネルギー戦略」について紹介されつ
つ、東シベリアと極東で生産・輸送インフラ
を伴うガス・コンプレックスを建設していくこと
に加え、いくつかの具体的な数値を出され
た。例えば2035年までにエネルギー輸出を
20％以上増大させる、アジア太平洋諸国
へのエネルギー輸出のシェアを30�ないし
40％に増大させる、原油輸出を3～25％増
大させる、とりわけアジア太平洋諸国向け
輸出を1.7倍から2.3倍にする、天然ガスの
アジア太平洋諸国向け輸出を5～9倍にす
る、などの数値目標が示されている。現状を
みても、ロシアの対日原油輸出、石油製品
輸出は増えており、エネルギー輸出先とし
ての東方シフトが進められてきたということ
だった。ロシアでは東シベリアと極東地域
に大量のガスຒ蔵量があり、それを今建設
中のサハリン、ハバロフスク、ウラジオストック
の間のガスパイプラインや、「シベリアのパ
ワー」というロシア連邦最大のガス・トランス
ミッション・システム・パイプラインを用いて、中
国を含むアジア太平洋地域に大量供給す
る態勢が整うことになると説明された。サハ
リン1、サハリン2、あるいは東シベリア、イル
クーツクの石油開発やヤマルLNGプラント
開発などで日ロ協力が行われ、あるいは日
ロ共同投資ファンドの設立等で協力が進
んできた。日本にとってロシアは原油・天然
ガスの安定的な供給地となり、日ロが共同
で極東・シベリア地域での天然エネルギー
資源の共同開発を進める意義は大きい。日
ロ協力はウィンウィンのものであり、そうした
協力は今後もっと進んでいくものと考えられ
る、ということだった。
東北電力火力原子力本部燃料部の寺
崎芳典副部長からは、「東北電力の化石
燃料調達の状況」と題して、東北電力の
燃料調達の概要について説明をいただ
き、東北電力とロシアの協力の展望を示し
て௖いた。東北電力は、原子力発電所2基
（青৿県東通と宮৓県ঁ川）、火力発電
所、地熱発電所、水力発電所をもち、電源
構成としては、2011年以降、LNG火力発
電が原子力発電の代替を行っているとの
こと。また、東北電力は2基のLNG基地（新
潟੟࿜町の日本海LNG基地およびઋ台
LNG基地）をもっており、ڑ離的に近いロシ
ア（サハリン2など）からߪ入しているという
ことだった。東北電力は、これまで安定性、

経済性、஄力性という3つの要素に力点を
置いて調達を行ってきたが、今後もその方
針を堅持し、ロシアからの供給の確保を続
けるとの展望を示された。
石油天然ガス・金属鉱物資源機構

（JOGMEC）の原田大輔調査役からは、
「ロシア東部の石油天然ガス資源開発に
おける日露協力の現状と展望」と題してご
報告をいただいた。ロシアのエネルギー戦
略は、ロシアの東方シフトに基づくもので、日
本のエネルギー安全保障にとって有益な
意味をもってきたことを強調された。現在、
日本のロシアからの原油輸入は総輸入量
の6％を超え、天然ガス輸入は全体の9％
程度になり、この10年間で飛躍的に拡大し
た。それは、2009年（サハリン2のLNG輸出
開始、ESPOの稼働）に東方シフトが始まっ
たからだという。ロシアの原油は輸送コスト
が高く、アジアで対中東産原油に対する競
争力を持つために、ロシア政府は石油企
業に優遇税制を設けてきた。その点ロシア
からの原油供給は、原油調達国の多様化
をٻめてきた日本に大いに寄与していると
説明された。天然ガスについては、2009年
のサハリン2のLNG輸出開始以降、ロシア
は日本に対して堅調にかつ比較的安価な
LNGを供給してきた。天然ガスは今後、米
国のシェールガスからのLNG供給が増え
る中で、供給過剰となり産ガス国は厳しい
価格競争にさらされよう。その中でロシアは
中国と東シベリアの「シベリアのパワー」パ
イプラインによる天然ガスの長期供給契約
を2014年に合意した。中ロのガス協力は、
日中間での資源獲得競争というゼロサム
ゲームをつくり出すというよりは、「シベリアの
パワー」を機にロシアの東シベリア開発をさ
らに進め、ロシアのガス供給力の拡大に寄
与する可能性が高いという分析を示された。
三井物産エネルギー第二本部の宮沢

和政ロシア・豪州天然ガス事業部長から
は、「ロシアの天然開発における日露協力
について」と題して、ロシアのエネルギー・ビ
ジネスの潜在性と日ロ関係の発展を踏まえ
て、三井物産の取り組み事例が紹介され
た。2016年12月にプーチン大統領来日の
際に、日ロで計80件程の協力文書が交換
されたが、三井物産はロシアとの間で7件
の覚書を結び、そのうち2件がエネルギー
協力に関するものだとのこと。日本にとって

ロシアはエネルギー供給国として重要だ
が、その中でもサハリンは๲大な石油、天
然ガスのຒ蔵量を༴し、日本から1,000ᶳ
の至近ڑ離にあり、LNGのߤ海日数はわ
ずか2、3日とັ力的な資源地域だ。サハリ
ン2は、サハリン島のԭ合にある石油・ガス
の開発プロジェクトで、総額200億ドルのコ
ストをかけた、ロシア初の海上資源開発、
初のLNG開発プロジェクトだが、現在サハ
リン2の拡張プロジェクトが計画中で、2023
年半ばから24年半ばには生産開始の予
定とのことだった。最後に、ウラジオストック
でのLNGの船ഫ燃料の利用、およびサハ
リン州政府との間でのガスマスタープラン
の取り組みについての説明があった。
三菱商事欧州・ロシア石油天然ガス事

業部の酒井明司シニアアドバイザーから
は、「アジア太平洋地域へのロシアの石油
ガス輸出」と題して、ロシアの「2035年まで
のエネルギー戦略」についての評価が行
われた。この戦略の૲案では、2035年に向
けて原油やガスの輸出が拡大するという
見通しが示され、輸出拡大の大半が中国
をはじめとするアジア諸国向けだと想定さ
れている。原油に関しては、小山常務理事
の想定とは異なり、世界とくにアジアの需要
はいずれピークアウトするにしても、それは
2030年代以降のことであり、ガスについて
も世界およびアジアの需要は一貫して拡
大することから、ロシアのエネルギー戦略
の想定は間違ったものではないと評価され
た。ただし、ロシアが原油・ガスの供給能力
を拡大できるのかどうかについては根本的
なٙ問を示された。原油については、ロシ
ア国内の輸送コストが高く、現在は政府補
助のもとで輸出価格が低く཈えられている
が、それは長続きしないことから、輸送コスト
の削減が課題になるという。ガスについて
は、現在世界的に供給過剰の状態にあり
価格競争が当面続くこと、取引形態が長
期引き取り方式から中短期・スポット取引に
シフトしつつあることがロシアにとっての課
題だと指摘された。後者は、長期契約に基
づく買い入れ保障がないLNGの生産計画
に、ロシア企業はどこまで資本を投下できる
のか、という問題である。ロシアにとってアメ
リカのシェールガスという競争相手が出てき
たことで、極めて大きなチャレンジに面して
いるという話をいただいた。
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努力の現状について紹介があった。具体
的には、太陽光（ઇ国型メガソーラー）、風
力、海洋エネルギー、地熱、水力、小水力な
ど再生可能エネルギーによる発電や、ઇ冷
熱、地中熱など再生可能エネルギーの熱
利用についての取り組み、さらには次世代
エネルギーとしての水素の活用の検討や、
メタンハイドレートの活用・開発の促進につ
いての説明があった。また、県で実施して
いる事業として、新エネルギー産業参入・
育成促進事業補助、地域再生可能エネ
ルギーの活用促進事業補助、燃料電池自
動車や水素供給設備とそのී及を目指し
た事業、を取り上げて説明された。
以上のように政府関係者、各界専門家・

ビジネス関係者の方々に多くの有益な講
演・報告・パネル発表を行っていただいた。
その後のフロアーとの2&Aでもきわめてو
重な議論が行われた。
全体の共通点としては、日ロの8項目の

経済協力が進められる中で、日ロエネル
ギー協力の重要性が再認識されたことが
挙げられる。日ロ政府間のエネルギー協力
として現在、炭化水素（石油・ガス）、省エネ
ルギー・再生可能エネルギー、原子力の三
本柱があるが、今回は石油・ガスと省エネ・
再生可能エネルギーの二本に焦点をあて
た会合となった。
日本は2011年の福島原発事故以降、エ
ネルギーの安定供給やエネルギーのベスト
ミックスを模索中である。そのような状況の
中で、ロシアでは東方シフト（東進政策）を
さらに推し進めるべく、「2035年に向けたエ
ネルギー戦略」が出されている。日本は地
政学的に必ずしも安定しない中東依存か
ら脱٫して、安定的なエネルギー供給を確
保しようとしており、ロシアは安定的なエネ
ルギー輸出先を確保しようとしている。その
意味で、石油・ガスにおける日ロのエネル
ギー協力はウィンウィンである。
またロシアは環境面やCO2排出への配
ྀだけでなく、省エネや再生可能エネル
ギー発電により、エネルギー・熱効率の引き
上げ、発電コストの引き下げをめざす方向
にあり、その点で日本の省エネ・発電技術
の果たす潜在的な役割が大きい。その観
点からも日ロのエネルギー協力はウィンウィ
ンである。エネルギー協力は日ロの経済協
力全体の中で、最も中核的な部分だといっ

だった。2&Aでは、ロシアで関心があるの
はスマートエネルギー、スマートグリッドなど
であるが、日本はスマートグリッドの核となる
コジェネレーション・システムや、高効率の石
炭活用技術クリーン・コール・テクノロジーで
高い技術をもっていることから、ロシアにとっ
てきわめて有用だと指摘された。
サハ共和国政府のアレクセイ・コロデズ

ニコフ第一副首相からは、サハ共和国に
おける電力システムの課題について説明
があり、日ロの発電・省エネ協力についての
期待が示された。サハ共和国では、東シベ
リアから太平洋に達するパイプラインがෑ
かれ、中国向けのガスパイプライン「シベリ
アのパワー」が建設され、石油・ガスが採掘
されアジア地域に供給されていることが紹
介された。同時に、共和国内での電力供
給について、多数の小規模ディーゼル発
電によるローカル電源が主流であるためコ
ストが高く、再生可能エネルギーを導入し
て電力コストを削減することが課題になっ
ていると説明された。その観点から、日本側
との協力が非常に重要で、現在、安倍首
相-プーチン大統領の間で進められている
日ロ経済協力プランに沿って、風力発電設
備やガス発電機の導入について協議を
行っていることが紹介された。さらに、極寒
地であることから、省エネとりわけ熱効率の
引き上げによる熱生産コストの削減に強い
関心を持っており、この点でも日本企業と
協力していきたいとのことだった。
日建設計総合研究所の山村真司理事
からは、省エネルギー都市をつくるという視
点から、日ロ協力としてクラスノヤルスク市
での省エネ・スマートシティの建設について
紹介があった。日本の省エネ技術やシステ
ムとロシアの良い設備製品を組み合わせ
ることで省エネ・低炭素化・スマート化を実
現できることを示された。さらに、東京の新
॓や渋୩などは、公共交通のӺを中心に
して移動ڑ離の効率化を図りエネルギー
消費を཈える都市構造になっているが、こ
うした都市つくりを通じて省エネ・低炭素化
できるという考え方を、ボロネジ州都のボロ
ネジで都市計画の提案をしていることが紹
介された。
最後に、新潟県産業労働観光部の和

久津英志産業振興課長からは、新潟県に
おける再生可能次世代エネルギーの促進

東京貿易エンジニアリングの石川広志
取締役・工場長と同社高田敦CS部次長か
らは、LNGのローディングアームシステム、
特にそのセーフガードシステムについてお
話があった。ローディングアームはLNGない
し石油タンカーに接続されてՙ役を行うも
ので、LNGや石油の運ൖには欠くことので
きない役割を果たす。ローディングアーム
は、̔ 役中に不測の船の移動によりアーム
の可動範ғを越えた場合や、火災・地震・
津波など緊急事態が発生した場合には、
アーム内のӷやガスを࿙えいすることなく、
船から切り離されるようになっている、という
説明だった。

ηογϣン#：লエネ・環境・ి ྗ

ロシア連邦エネルギー庁のマゴメド・サラ
ム・ウマハノフ革新開発部長からは、「2035
年に向けたロシアのエネルギー戦略」に
沿った再生可能エネルギー分野の発展お
よび日ロ協力の拡大の可能性について、
説明をいただいた。ロシアは๛෋な炭化水
素エネルギーのຒ蔵をތるが、同時に太
陽光発電や風力発電など再生可能エネ
ルギーの発展によるCO2排出量の削減に
努めている。ただ、そのためには、海外の
パートナー、とくに技術レベルが高い日本と
の協力が欠かせない点を強調された。日ロ
協力の例として、2015年のळに、新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の
支援の下にカムチャツカ地方のウスチ・カム
チャツクに導入された極東最大の風力発
電所を挙げられた。現在までに日ロ間で、
再生可能エネルギー分野で既に7件の合
意書が調ҹされており、その中でも注目す
べきは、サハリン―北海道を結ぶ日ロ共同
エネルギーブリッジの創設に関する合意書
だと指摘された。
世界省エネルギー等ビジネス推進協議
会（JASE-W）の青山伸昭企画委員長か
らは、日ロの省エネルギー協力について紹
介していただいた。JASE-Wとしては、産
業、施設、ビル、インフラ等々の省エネ案件
を官民連携で実現化していく方針であるこ
と、とくにウマハノフ部長が所属するロシア
連邦エネルギー庁（Russian� Energy�
Agency：REA）との協力を進めており、具
体的な案件についても進んでいるとのこと
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てよい。
本日の議論からはいくつかの点がٙ問
点として残された。第1は、原油需要の将
来見通しである。アジア地域は、中国・イン
ド・ASEANを中心に今後も経済成長を続
けることから、原油需要が高まることが予想
されるが、それは2050年に向けて伸び続け
るのか、それとも30年代から40年代にかけ
てピークアウトするのか、といった点で見方
が定まっていないように思われた。この点の
議論をより深めるべきだろう。第2は、ロシア
側はロシアの「2035年までのエネルギー戦
略」に基づいて、2035年に向けて原油・ガ
スの生産・輸出を拡大させることになってい
るとしているが、日本側からは、アジア地域
の拡大するエネルギー需要に౴えるだけ
のロシアの供給能力強化が可能か、という

ٙ念が出された。日本にとっては原油・ガス
の供給先を中東から多様化すべくロシア
からの輸入を拡大することは望ましいが、い
くつかのݒ念材料がある。原油については
ロシア国内の油田採掘コスト、輸出基地ま
での輸送コストが将来的にどこまで下がる
のか、ガスについては長期契約や安定的
な価格によらずにロシアがどこまで供給拡
大の༠因をもつのか、など様 な々ݒ念があ
るとされた。第3は、サハリン―北海道を結
ぶ日ロ共同エネルギーブリッジ（電力貿易）
や天然ガスパイプラインの実現可能性に
関する技術面、費用面、政策上の分析が
十分示されなかったように思われる。こうし
たプロジェクトは、ロシアで発電された電力
やロシアで生産された天然ガスを日本に直
接輸出することをめざすものであるだけに、

日ロエネルギー協力の一環としてさらなる
議論が望ましい。第4は、天然ガスが今後
米国のシェールガスからの供給が増える
中で供給過剰となり、産ガス国が厳しい価
格競争にさらされる可能性があるという問
題である。ロシアはこの課題に応えるため
に、自国の石油・ガス依存型の産業構造を
多様化させるべく競争力のある製造業や
サービス産業を発展させる必要があろう。
こうした産業構造の転換にむけた日ロ経
済協力としてはどのようなものが考えられる
だろうか。
本日は日ロの参加者の間で日ロエネル

ギー協力を推し進めるための率直な対話
が行われた。本日出されたいくつかの論点
やٙ問を念಄に置きながら、次回の日露エ
ネルギー・環境対話での再会を願いたい。
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Special Feature
The Tenth Japan–Russia Energy and Environment 

Dialogue in Niigata

Program

⃝Date to Be Held: Tuesday 14 November 2017

⃝Venue: Marine Hall, 4th Floor, Toki Messe Niigata Convention Center

⃝Languages to Be Used: Simultaneous interpretation for Japanese and Russian

⃝Organizers: Niigata Prefecture, City of Niigata, and ERINA

9:30  Opening and Keynote Address and Reports
<Organizers Welcoming Addresses> KAWAI Masahiro, Representative Director, ERINA 

YONEYAMA Ryuichi, Governor, Niigata Prefecture 
SHINODA Akira, Mayor, City of Niigata

<Guest Welcoming Address> YASENEV Sergey, Consul-General, Consulate General of the Russian Federation in 

　Niigata
<Keynote Address> TANAKA Nobuo, Chairman, Sasakawa Peace Foundation
<Keynote Reports> SHIMA Keiichi, Director, Japan-Russia Economic Affairs Division, 

　European Affairs Bureau, Ministry of Foreign Affairs
KARAIVANOV Aleksei, Director, Economic Department, 

　Trade Representation of the Russian Federation in Japan
TANAKA Kazushige, Director, International Affairs Division,

　Commissioner’s Secretariat, Agency for Natural Resources and Energy, METI

13:30  Session A:  Energy Resources
KOYAMA Ken, Managing Director and Chief Economist, Institute of Energy Economics, Japan
GROMOV Alexey, Principal Director on Energy Studies, Institute for Energy and Finance
TERASAKI Yoshinori, Deputy General Manager, Fuels Department, Thermal & Nuclear Power Division,

　Tohoku Electric Power Company, Inc.
HARADA Daisuke, Project Director, Energy Research Division, Research and Analysis Department, JOGMEC
MIYAZAWA Kazumasa, General Manager, Russia and Australia Gas Business Division, Energy Business Unit II, Mitsui & Co.
SAKAI Satoshi, Senior Advisor, Europe/Russia Oil&Gas Business Dept., Mitsubishi Corporation
ISHIKAWA Hiroshi, Director and Plant Manager, Tokyo Boeki Engineering, Ltd.
TAKADA Atsushi, Deputy General Manager, Customer Service Department, Tokyo Boeki Engineering, Ltd.

16:00  Session B:  Energy Conservation, the Environment, and Electricity Generation
UMAKHANOV Magomed-Salam, Head, Department of Energy Innovative Development, Russian Energy Agency, 

　Ministry of Energy of the Russian Federation
AOYAMA Nobuaki, Chairman, Planning and Operation Committee, JASE-World
KOLODEZNIKOV Alexei, First Deputy Prime Minister, Sakha Republic (Yakutia) 
YAMAMURA Shinji, Executive Officer, Principal Consultant, Nikken Sekkei Research Institute
WAKUTSU Hideyuki, Director, Industry Promotion Division, Industry, Labor and Tourism Department, Niigata Prefecture

17:30  Closing Remarks
KAWAI Masahiro, Representative Director, ERINA
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I am now at the Sasakawa Peace Foundation, but I was once the 
Executive Director of the International Energy Agency (IEA), and it 
was my job to state various lines of thought on energy security. The 
recent energy situation has also been greatly influenced by US 
foreign policy under President Trump, and is quite opaque as to what 
lies ahead. As for new global environmental problems, after the Paris 
Agreement there is the issue of how to implement it. The topic on 
which I will speak is “The Stormy Energy Strategy”. Today I would 
like to speak, focusing on what kind of cooperation Japan and Russia 
can undertake, particularly from the vantage point of energy security 
and sustainability.

Just today the IEA’s “World Energy Outlook” was released in 
London. The IEA is an organization created to handle crisis 
situations for oil, and was founded in 1974 when the first oil shock 
occurred. With stockpiling oil and getting through emergencies by 
releasing it onto the market as the IEA’s aim, there has been 
stockpiling of oil three times in the past. These were the 1991 Gulf 
crisis, Hurricane Katrina in 2005, and the 2011 Libya crisis. 
Originally oil was a fundamental source of energy, and stockpiling it 
was a linchpin of energy security, but gradually every country has 
shifted its supply side from oil to natural gas, and furthermore by 
pursuing energy conservation, nuclear power, and renewable energy, 
the times of having to stockpile oil have gone. They have become 
times where comprehensive energy security resolving a great many 
issues at one stroke is necessary.

In particular the price of oil has fluctuated greatly, and I am also 
often asked if the price of oil will rise in the future or stay low for a 

considerably long time. The IEA has said the scenario of continuing 
low prices is possible, but there are several conditions for that.

Saudi Arabia, the world’s largest oil producer, has maintained 
balance by skillfully matching the ups and downs in price and 
adjusting its production as a swing supplier, but the United States, 
making use of high prices, increased its shale oil production, 
overtook Russia and was overtaking Saudi Arabia. This was the story 
in 2014 (Figure 1).

With this situation not ending, Saudi Arabia has changed its 
strategy. As they adopted a strategy of not reducing production even 
when the price falls, the price has dropped greatly. As expected, US 
shale began to fall to the US$30-level, and Saudi Arabia then had no 
choice but to curtail production, and Russia too cooperated in that. 
Then the price rose, and with the production of shale oil conversely 
having increased again, the world in the future will enter a period 
where the United States stands in an extremely strong position, with 
shale balancing the oil market and the United States taking the place 
of Saudi Arabia.

The United States has begun to talk of “energy independence”. 
The sitting President, Trump, goes as far as to say “energy 
dominance”, so how should we regard energy security in such a 
period?

In fact, an increase in demand of 14 million barrels is seen to 
2040. While oil production is decreasing in many countries, there are 
several where it is increasing. US shale oil will peak in 2020, and its 
growth will gradually decline. The IEA’s view is that Canada’s oil 
sands and Brazil’s deep sea fields will fall short, and the reliance on 

Keynote Address
The Stormy Energy Future: 
Energy Security and Sustainable Strategy
TANAKA Nobuo
Chairman, Sasakawa Peace Foundation

Figure 1　The 8orld`s Largest Oil Producers

出所：IEA
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upper right. India is rising more forcefully.
Japan imports 40% of its gas from ASEAN, but as ASEAN will 

use it up domestically in the future, it will lose its capacity to export. 
With the United States as one of those to buy from, the United States 
is moving in the opposite direction. Gas has already come to be 
exported, and it is held that oil will also be exportable at some future 
date. Renewable energy-exporting countries will be extremely 
important, with buying from the United States and Australia as 
examples.

Assuming that dependency on the Middle East is reduced because 
it becomes unstable, the most important country will be Russia. How 
stable imports of gas and oil from Russia can be achieved is a 
common problem for the countries in the upper right of Figure 3. On 
the other hand, because the United States is accomplishing energy 
independence, dealing with the Middle East and Russia will be a 

the Middle East will grow greatly (Figure 2).
When the oil price is low, the revenue of Middle Eastern countries 

decreases. As revenue decreases, it becomes difficult for the 
countries of the Middle East to spare money for public order, such as 
dispensing money to their citizens for the sake of national security. 
The Middle East will be driven to instability. Increasingly depending 
on such an unstable Middle East will result in a scenario of 
continuing low prices. While low prices are a good thing for 
importing nations, in fact it is best to think that there is great risk in 
the sense of destabilizing the Middle East.

Figure 3 shows the degree of dependence on gas imports on the 
vertical axis and on oil imports on the horizontal axis, and the 
countries importing both are in the upper right. As both Japan and the 
ROK have imports at 100%, their situation will not worsen. China 
imports 60% of its oil and 30% of its gas, and this is rising to the 

Figure 2　Instability in the .iddle East Is a .aKor RisL to Oil .arLets

出所：IEA

Figure 3　The Strategic Positioning of Oil and Gas EYporting and Importing Countries

出所：IEA
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Berlusconi of Italy. Colonel Gaddafi of Libya was sat next to me, and 
he spoke at great length that Africa’s present predicament was the 
fault of colonialism. Next President Mubarak, President Zuma, and 
others, also similarly said that colonialism was at fault, but following 
that President Obama stated that rather than colonialism, corruption 
was the problem. He said that colonialism was not the cause of 
corruption and the gathering suddenly went quiet. However, 
according to what I subsequently heard, the following year Gaddafi 
undertook a corruption eradication campaign.

Furthermore during that lunch, Gaddafi spoke to the DPRK about 
giving up nuclear weapons, at the request of the United States and 
Britain, but the DPRK would not listen. There were people who said 
that to the end they didn’t think that the United States would contrive 
a war and that Gaddafi himself would be killed. As a result, this was 
to send a strong message to the DPRK. That is, events in North 
Africa had a great relation to Northeast Asian security. Looking at the 
results, the Libya question was a great failure for Obama and Hilary 
Clinton, who pursued it, but if the annulling of the agreement with 
Iran occurs, which Trump is now saying he would do, it would 
probably end up as exactly the same failure. I think it would then 
probably lead to pushing the DPRK to pursue nuclear weapons all 
the more, and to discussions with the United States becoming 
meaningless. For the reason that Niigata Prefecture lies close to 
Northeast Asia and the DPRK, I think it a good place to carefully 
consider such geopolitical questions.

In contrast to the demand for coal and oil not growing that much, 
natural gas and low-carbon energy will play an extremely important 
role in the future. Of course nuclear power is also growing, but it is 
widely held that renewable energy plays a large role. In particular it 
is notable in China, India, and elsewhere.

Because gas, centered on the United States and Australia, will 
grow in production greatly for some time into the future, for a while 
there will be a production surplus. With this situation good for Japan, 
low-priced LNG will be supplied in large amounts. Japan is currently 
purchasing 10% of its LNG from Russia. The IEA has said that in the 
future it will be more an era of LNG via pipeline. However, I am of 
the thinking that as Japan uses wholly LNG, would that alone 
actually be sufficient?

The LNG trade is largely concentrated in Asia. LNG terminals and 
platforms are concentrated in the East and South China Seas, and 
defense of the sea-lanes is becoming a major issue. With China’s 
procuring of gas via pipeline rather than sea-lanes being considered 
pivotal to security, if they can make contracts with Russia in due 
course, they will purchase gas from Turkmenistan, Myanmar and 
Russia via pipeline. This is China’s security strategy. In response to 
this, Japan is cooperating in the Persian Gulf and the Strait of 
Malacca, and while it is very likely they may not be able to cooperate 
with China in the South China Sea, I think it would be good to 
consider cooperation with China in other places.

Europe buys not only from Russia, but is also diversifying into 
LNG. Russia is looking for demand to the east, in preference to 
Europe. It is transporting natural gas from Yamal. Additionally, it is 
selling to China via pipeline. Japan is importing LNG from Sakhalin, 
but in the future I think a bilaterally pivotal problem will be 
becoming stable suppliers and consumers with a preference for 
building pipelines, and diversifying sources from Japan’s viewpoint 

rather different matter than with other nations.
In 2035, China and India will see the necessity of large volumes of 

Middle Eastern oil, whereas the United States will not. Whether the 
United States will continue its commitment to date to peace in the 
Middle East and to the free navigation of the Strait of Hormuz will 
be a very difficult issue. I think it will probably continue its 
commitment, but there will definitely be talk of other large importing 
nations undertaking burden-sharing in the same fashion. Certainly 
Japan has created security legislation for dispatching minesweepers 
to the Persian Gulf in the case of an emergency, but in the future it 
will have to consider policy to promote stability in the Persian Gulf 
while cooperating with India, China, and others. That will probably 
be one method for a new collective energy security.

The IEA is also important. When I was Executive Director, 
because the oil imports of OECD and IEA countries were rapidly 
decreasing, while on the other hand in reverse fashion the oil imports 
of China and India were rapidly increasing, I made a request to 
Henry Kissinger and said that we should definitely get China and 
India to join the IEA, for the reason that China and India would 
cooperate together in stockpiling, and that the effect of not releasing 
the oil would be lost. Both nations still have observer status, and 
neither has become a full member, but it appears they will cooperate. 
I think he could understand that how to cooperate with China and 
India, and not only aiming at the OECD now, is a major issue 
regarding energy security.

Approximately 85% of Japan’s oil imports and more than 
approximately 40% of global trade passes through the Strait of 
Hormuz. Japan indeed has a 180-day stockpile. The problem is rather 
one for gas, with Japan importing a large volume of gas from Qatar, 
and for Japan it has become the largest exporting country 
(approximately 20%). Chubu Electric depends greatly on this gas, 
and if passage of the Strait of Hormuz becomes impossible, 40% of 
its power supply will be lost at a stroke. In order to cope with this 
situation, naturally there is buying gas from elsewhere or, considered 
the quickest way, restarting the Hamaoka Nuclear Power Plant, but 
that is fairly difficult. The Strait of Hormuz problem when 
considered together with Japan’s nuclear power situation is a very 
high-risk situation, and because there is the possibility of such 
Middle Eastern problems occurring far more frequently than a once-
in-a-thousand-year earthquake and tsunami, Japan must put 
preparations in place. This is the great risk which I considered as 
former IEA Executive Director.

Qatar has been playing a very major role. Ever since the 
Fukushima accident, the great amount of what Japan has bought has 
been gas from Qatar. Qatar currently has no diplomatic relations with 
Saudi Arabia, and this has become a great problem. A great amount 
of oil is also being supplied from Iran. The oil supply from Iran in the 
future will change greatly depending on whether the United States 
will continue the nuclear agreement with Iran, annul it, or impose 
sanctions. If there is no stability in the Middle East, the oil price will 
not be stable, Japan too must carefully consider what state the 
Middle East will henceforth continue to be in. I think the cooperation 
of Russia and the United States would be a very worthy act for the 
stability of the Middle East.

At the G8 Summit held in L’Aquila, Italy, in 2009, I was invited to 
the lunch of G8 and African leaders hosted by Prime Minister 
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domestic network squarely in order. Japan’s weakness in having an 
east–west division into two voltages, 50 Hz and 60 Hz, became clear 
when the Fukushima Nuclear Power Plant came to a stop, and as 
expected the perfect-fitting creation of an electricity network will be 
an important issue.

In the energy future sense, continued discussion is also important. 
Currently carbon dioxide emissions have been flat for three years. 
Will a decoupling occur where this is flat in the future, even with 
growth? The IEA has recently published the “Beyond 2°C Scenario”, 
a 1.7°C scenario which goes even deeper than the 2°C scenario. If 
this continues we will reach net-zero emissions in 2060. To that end, 
not just renewable energy, but carbon capture and storage (CCS) will 
be necessary in large quantity (Figure 4).

In addition electricity storage is a new focus of attention, and the 
cost of batteries has been falling greatly. The IEA has begun to talk 
about the possibility of a change in business paradigm, bringing 
together electric vehicles and solar power. The cost of batteries will 
fall and electric vehicles will continue increasing. Currently 2 million 
vehicles are in use around the world, but there is the argument that 
for the 2°C scenario, 160 million electric vehicles will be necessary 
and for the 1.75°C scenario, 200 million vehicles.

Britain and France have announced that they will ban gasoline 
vehicles by 2040, and immediately prior to that the IEA had said that 
all governments will probably adopt such a strict policy, and the era 
of electric vehicles will quickly arrive. Much debate has taken place 
on whether the automotive industry in the future will greatly change 
its structure by way of electric vehicles, and the IEA has certainly 
predicted that.

Both Saudi Aramco and Russia are likely the same in planning for 
that. Peak oil demand may come unexpectedly soon. Saudi Aramco 
has minimal risks of putting part of its stock up for sale and of the 
demand for oil falling. I don’t think it will happen straight away, but 
an era is approaching which may occur unexpectedly fast. In the 
same way, Russia is also an oil-producing country, and can no longer 
be disinterested about future oil demand. There is also the method of 
using next-generation new technology, for example by extracting 

and diversifying consuming areas from Russia’s viewpoint to be able 
to create a win-win relationship. President Putin set forth a powerful 
initiative concerning Yamal, and also attended the naming ceremony 
for the LNG tanker “Christophe De Margerie”.

The idea of building a pipeline to Japan from Sakhalin is said to be 
lower cost than LNG. In Asia also, the nations of ASEAN have been 
building a lot of pipelines. In East Asia there is also the idea of 
building a pipeline network.

Nations with a low degree of self-sufficiency and nations with 
little natural energy resources or fossil fuels are compensating for that 
with nuclear power. As nuclear power has halted in Japan, it is 
extremely fragile. Europe, by forging an electricity grid among 
various countries, has made its average degree of self-sufficiency 
approximately 50%, and is skillfully balancing fossil fuels, natural 
energy sources, and nuclear power. This can be considered collective 
energy security, as well as a collective sustainable strategy.

Germany is at the very center of Europe, is phasing out nuclear 
power, buys electricity generated by nuclear power from France, 
buys coal-generated electricity from Poland and the Czech Republic, 
exchanges wind power with Denmark, and has created a strategy 
making full use of its geographical advantages. Unfortunately this is 
not possible for Japan alone. There is also Masayoshi Son’s Gobitech 
concept to bring electricity from the Gobi Desert to Japan. RusHydro 
of Russia also has a concept of installing electrical power lines from 
Sakhalin. There is also the concept of the Asia Super Grid of 
Masayoshi Son, who developed that. There is, too, the major concept 
of Global Energy Interconnection which the State Grid Corporation 
of China is undertaking. In this way there will be one strategy for 
connecting electricity networks. The Asia Super Grid concept is a 
major concept which Masayoshi Son set out at the Eastern Economic 
Forum in Vladivostok last year, and President Putin endorsed this as 
of interest.

That the nations concerned in global security continue to 
cooperate and open paths for nearby countries to continue to 
cooperate will be a matter which we naturally must consider as 
contributing to our policy. Therefore, we must actually put our 

Technology area contribution to global cumulative CO2 reductions 

Global CO2 reductions by technology area Gt CO2 cumulative reductions in 2060

Reference Technology Scenario – RTS

2 degrees Scenario – 2DS
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hydrogen from oil and transporting it. There could also be the option 
of transporting Russian clean hydrogen to Japan, including for 
example hydrogen produced by hydropower. There could be another 
path for technology and cooperation via new methods, such as the 
Chiyoda Corporation’s transportation and storage methods by 
methylcyclohexane.

Lastly, I would like to say something about nuclear power. Niigata 
Prefecture has the Kashiwazaki-Kariwa Nuclear Power Plant, and 
what will become of nuclear power in the future will be of greatly 
profound interest.

The IEA has also been saying that there is a continuing role for 
nuclear power in generating zero-emission electricity. However, after 
the Chernobyl disaster, the Three Mile Island accident and the 
Fukushima disaster, I can’t help but think that it will probably be 
extremely difficult to continue building nuclear power plants on a 
large scale in the future.

China, India and Russia will probably continue building them. 
However, I think Japan and Europe will rather have a strong 
tendency to continue reducing nuclear power, aiming toward 
decommissioning of reactors. In the current circumstances, building 
new reactors is extremely expensive. In the case of the United States, 
just making use of its present reactors is losing out in competition, as 
gas prices are lower. Assuming that the paradigm of building new 
reactors and building them the same as in the past is extremely 
difficult, they must look for a different path for nuclear power. They 
should use reactor types differing from those to date, such as third-
generation to fourth-generation reactors, small-scale reactors, fast 
reactors, metallic-fuel reactors, and passively-safe reactors, and 
continue to dispose of waste. For the reason that there is also a large 
volume of spent fuel in Niigata Prefecture, I think they should 
consider how to dispose of that locally and how to locate that locally. 

In fact in the United States there is the EBR-II, a reactor which is 
capable of that. Cost-wise it is also relatively cheap, and it is also 
capable of waste disposal. 100,000 to 300,000 years-worth of waste 
can be converted to 300 years-worth of waste.

My discussion is whether it is better to generate such sustainable 
nuclear power in Japan. The ROK is intending to do that. Russia also 
has that technology. Since it is US technology, how about 
constructing a new model with the United States and interested 
countries cooperating?

The Sasakawa Peace Foundation has actually undertaken a 
feasibility study. It has been said that the technology was excellent 
for disposing of the debris in Fukushima, and constructing this 
apparatus in the Fukushima Daini [No. 2] Nuclear Power Plant in 
order to dispose of the debris in Fukushima, we then attempted to 
estimate whether it would work, how much it would cost, and how 
much time it would take to be able to dispose of the debris. The 
estimate was it could be done for a total of some 200 billion yen.

Nuclear energy problems are not so simple, but if those in 
Fukushima take on board such a fact, then a reconsideration of 
nuclear energy in a new paradigm as a once-again dreamed of 
technology could be possible. Wouldn’t doing so turn a potential 
disaster into an advantage?

With the Fukushima disaster, Japan lost the confidence of the 
world in Japanese technology and nuclear energy. However, 
although similar to the statement of the Doctor of Medicine Takashi 
Nagai who worked in the relief effort of the atomic bombing in 
Nagasaki, in some way by showing such actions in Fukushima, 
wouldn’t it be a mission which the regaining of that confidence has 
imposed on Japan? I think that it would be a method for cooperating 
with Russia to that end.

[Translated by ERINA]
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Today we were able to conduct extremely content-rich 
discussions on Japan–Russia energy cooperation, including oil and 
gas issues, and energy conservation, environmental and electricity 
issues. We received excellent presentations from the deliverers of 
the keynote address and reports, and the panelists in the two 
sessions, as well as challenging questions and comments from the 
floor. Now, I would like to summarize the address, reports, panel 
presentations and discussions to the best of my understanding.

Keynote Address

Mr. Nobuo Tanaka, Chairperson of the Sasakawa Peace 
Foundation �former Executive Director of the International Energy 
Agency �IEA�� delivered a keynote address, entitled ³The Stormy 
Energy Strategy.´

According to Mr. Tanaka, in the long run global energy 
dependence on coal and oil will probably continue to fall, while 
dependence on gas and renewable energy will continue to climb. 
However, even though global dependence on oil will continue to 
fall, for some time to come the role of oil as an energy source will 
remain important. This also applies to Japan. To date Japan has 
depended considerably on the Middle East for oil imports, and to a 
certain extent has depended on the Middle East for natural gas 
�LNG� imports. But geopolitically the Middle East is an unstable 
region, and there is also the problem of maintaining the sea lanes 
connecting the Middle East and Japan. Taking this into 
consideration, it is important for Japan to continue expanding 
imports from its close neighbor, Russia, of both crude oil and 
natural gas. Japan and Russia should be able to build a win-win 
relationship, with the diversification of suppliers from the vantage 
point of -apan, and the diversification of demand sources from the 
vantage point of Russia. Regarding natural gas in particular, he 
said that the construction of a pipeline between Japan and Russia, 
connecting Sakhalin and +okkaido, is worthy of consideration.

In the question and answer session, Mr. Tanaka stated that in 
Japan, while there have been a variety of constraints and business 
models to date regarding how to secure energy supplies in a stable 
manner and at low and stable prices, in the future it will be 
important to further diversify energy supply sources in addition to 
paying attention to prices and stable supply. With regard to 
electricity issues in Japan, he suggested that Japan might allow the 
entry of Gazprom electric power into the domestic electricity 
generation sector and/or consider the import of electricity 
generated in Russia.

Keynote Reports

Mr. Keiichi Shima, Director, -apan±Russia Economic Affairs 

Division, European Affairs Bureau, the Ministry of Foreign Affairs, 
explained the progress regarding the ³eight points for economic 
cooperation´ between -apan and Russia. The eight points include 
medical care, urban development, SMEs and business, energy, 
industrial diversification and productivity, development of the Far 
East, high technology, and human exchange. He stated that although 
the extent of discussions and implementation varies across these 
areas, there has been overall progress.

Mr. Aleksei Karaivanov, Director, Economic Department, Trade 
Representation of the Russian Federation in Japan, talked about 
Japan–Russia cooperation as viewed from Russia. He viewed 
cooperation on the eight points to be progressing, trade between 
Japan and Russia to be growing, and great potential to exist for 
further growth. Given that ��1� is the Year of -apan in Russia, he 
wanted Japan–Russia cooperation to expand particularly in the 
academic and innovative energy technology fields, but it has not 
advanced much. He also explained the current situation for special 
economic zones in Russia.

Mr. Kazushige Tanaka, Director, International Affairs Division, 
Commissioner’s Secretariat, Agency for Natural Resources and 
Energy, provided a comprehensive overview of -apan’s energy 
issues in general. +e stated that -apan’s energy self-sufficiency 
rate is extremely low, being next to last among OECD member 
countries, and stressed that Japan needs to continue raising the 
self-sufficiency rate in the future. +e said that the basic principle 
of -apan’s energy strategy to raise its long-term energy supply is 
³�E�S´, that is, energy security, efficiency, and the environment, 
with safety as the top priority.

Session A:  Energy Resources

First, Mr. Ken Koyama, Managing Director, Institute of Energy 
Economics, -apan �IEE-�, made a comprehensive, interesting 
presentation on the subject of ³Challenges in Asia and the World 
Energy Market and the Role of Russia.´ +e said that Russia needs to 
continue securing stable overseas markets for both crude oil and 
natural gas, and that while the Asian market is promising to that end, 
Russia will likely face serious challenges from the long-term 
perspective. The current crude oil price is low at around US���±�� a 
barrel, reflecting excess supply, but in the future market rebalancing 
�equalization of supply and demand� will proceed, and the crude oil 
price will return to the US�7� level in the ����s. +owever, there is 
the possibility that from ���� to ���� the global crude oil market 
structure will change greatly, and the crude oil price will continue 
falling. This is because in the future, for the world as a whole, and 
not only in Europe and China, there will be a shift from automobiles 
centered on internal-combustion engines (gasoline and diesel 
engines� to electric vehicles �E9s�. +e introduced the results of an 
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Seiro Town in Niigata Prefecture, and a Sendai LNG terminal�, and it 
has been purchasing gas for these terminals from Russia (such as 
from Sakhalin II�, which is close geographically. +e said that in 
procurement, Tohoku EPCO has so far emphasized the three factors 
of stability, economic efficiency, and resilience, and will continue to 
secure supply from Russia in the future while adhering to these three 
factors.

Mr. Daisuke +arada, Project Director, -apan Oil, Gas and Metals 
National Corporation �-OGMEC� provided a report on the subject of 
³-apan±Russia Cooperation in Oil and Gas Upstream in Eastern 
Russia� The Current Status and Prospects Thereof.´ Acknowledging 
that the energy strategy of Russia is based on its eastward shift, he 
emphasized its favorable significance for -apan’s energy security. 
According to him, currently -apan’s crude oil imports from Russia 
exceed �� of total imports and gas imports are some 9� of the total, 
and both have leapt up in the last decade. This is because of the 
eastward shift �the commencement of exports of LNG from Sakhalin 
II and the coming into operation of ESPO� in ���9. +e said that as 
the transportation costs of Russian crude oil are high and in Asia 
Russian crude oil is competing with crude oil produced in the Middle 
East, the Russian government has been providing tax incentives to oil 
firms. In this sense, he viewed the crude oil supply from Russia to 
contribute greatly to -apan, which has required diversification of the 
supply sources from which it procures crude oil. Regarding natural 
gas, since the commencement of LNG exports from Sakhalin II in 
���9, Russia has been supplying -apan with relatively cheap LNG. 
+e said that with the LNG supply from US shale gas increasing, 
there will be an excess supply of natural gas in the future, and the 
gas-producing nations will be exposed to fierce price competition. 
Amongst them, Russia in ��14 agreed a long-term supply contract 
with China for natural gas from East Siberia via the ³Power of 
Siberia´ pipeline. +is analysis showed that Sino±Russian gas 
cooperation, rather than creating the zero-sum game of competition 
for resources between -apan and China, will further advance the 
development of East Siberia in Russia using the opportunity 
provided by the ³Power of Siberia´, and has great potential to 
contribute to the expansion of Russia’s gas supply capacity.

Mr. Kazumasa Miyazawa, General Manager, Russia and Australia 
Gas Business Division, Energy Business Unit II, Mitsui 	 Co., 
talked about ³-apan±Russia Cooperation in the Development of 
Russian Natural Resources.´ +e explained the case examples of 
Mitsui 	 Co.’s initiatives in the light of the potential of Russia’s 
energy business and the development of Japan–Russia relations. 
When President Putin visited -apan in December ��1�, �� or so 
-apan±Russia cooperation documents were exchanged, and Mitsui 	 
Co. concluded seven Memoranda of Understanding with Russia, of 
which two were related to energy cooperation. According to him, for 
-apan, Russia is important as an energy supplier, and Sakhalin is one 
of the most attractive regions for resources, having huge oil and 
natural gas reserves, lying at a close distance of 1,��� km from 
-apan, and being a mere �±�-day voyage by sea for LNG 
transportation. +e explained Sakhalin II is a project for oil and gas 
development offshore of Sakhalin, has had a total cost of US��� 
billion, and is Russia’s first offshore resource development and first 
LNG development project, and currently projects for expanding 
Sakhalin II are in the planning stage, and commencement of 

IEE- analysis in which, assuming that globally ��� of new vehicles 
sold in ���� will be zero-emission vehicles, and 1��� in ����, 
global oil demand will reach its peak in around ���� and 
subsequently fall, and along with that the crude oil price will also fall. 
He said that this poses a serious challenge for oil-producing countries 
like Russia, which will have to strive for the diversification and 
improvement of the economic structure away from dependence on 
crude oil. In the question and answer session, regarding the results of 
the IEE- analysis, he added an explanation that the demand for 
electricity is likely to increase just with E9s increasing, but the 
forecast for crude oil demand will vary depending on the 
composition of the primary energy sources of electricity to that end 
�for example, whether renewable energy or oil-fired power plants�.

Next, Mr. Alexey Gromov, Director of the Energy Department, 
Institute for Energy and Finance, Russia, delivered a report on the 
subject of ³Global Oil Market Trends and Russia’s Energy Strategy´ 
from Russia’s vantage point. Referring to the ³Energy Strategy of 
Russia for the Period up to ����´, he presented several concrete 
figures, in addition to mentioning the continued construction of the 
gas complex together with the production and transportation 
infrastructure in East Siberia and the Far East. +e cited some 
numerical targets to be reached by ����, that is, Russia will� increase 
energy exports by more than ���� increase the share of energy 
exports to Asia-Pacific countries to ��±4��� increase crude oil 
exports by �±���, and exports to Asia-Pacific countries in particular 
by 1.7 to �.� times� and increase natural gas exports to Asia-Pacific 
countries by � to 9 times. Looking at the current situation, he said 
that Russia’s exports of crude oil and petroleum products to -apan 
have been rising, and the eastward shift of energy export destinations 
has been progressing. He explained that in Russia there are large gas 
reserves in East Siberia and the Far East, and they are gearing up to 
supply it in large quantities to the Asia-Pacific region, including 
China, using the gas pipelines between Sakhalin, Khabarovsk, and 
9ladivostok now under construction, and the ³Power of Siberia´, the 
Russian Federation’s largest gas transmission system pipeline. 
-apan±Russia cooperation is taking place in Sakhalin I, Sakhalin II, 
and the development of oil in Irkutsk and of LNG plants in Yamal in 
East Siberia, and cooperation in the establishment of a joint -apan±
Russia investment fund has been progressing. For Japan, Russia will 
be a stable supply source for crude oil and natural gas, and there is 
great significance in Japan and Russia jointly advancing 
collaborative development of natural energy resources in the Far East 
and Siberian regions. -apan±Russia cooperation is a win-win matter, 
and such cooperation will go on advancing in the future.

Mr. Yoshinori Terasaki, Deputy General Manager, Fuels 
Department, Thermal 	 Nuclear Power Division, Tohoku Electric 
Power Co., Inc., outlined Tohoku Electric Power’s fuel procurement, 
on the subject of the ³Current Situation of Tohoku EPCO’s Fuel 
Procurement,´ and explained future projects for cooperation with 
Russia. Tohoku Electric Power Co. �Tohoku EPCO� possesses two 
nuclear power stations �+igashidori in Aomori Prefecture and 
Onakawa in Miyagi Prefecture�, thermal power stations, geothermal 
power stations, and hydroelectric power stations. Regarding its 
power source composition, there has been a substitution of nuclear 
by LNG thermal generation since ��11. Moreover, Tohoku EPCO 
possesses two LNG terminals �a -apan Sea coast LNG terminal in 
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cooperation with overseas partners, particularly Japan with its high 
technological level, is vital. As an example of Japan–Russia 
cooperation, he raised the largest wind electricity generation plant in 
the Russian Far East, which was installed in Ust-Kamchatsk in 
Kamchatka Krai with the support of the New Energy and Industrial 
Technology Development Organization �NEDO� in autumn ��1�. 
He pointed out that to the present time, seven agreements have 
already been signed in the renewable energy sector between Japan 
and Russia, and noteworthy among those is the agreement on the 
establishment of the Japan–Russia joint energy bridge linking 
Sakhalin and +okkaido.

Mr. Nobuaki Aoyama, Chairman, Planning and Operation 
Committee, -apanese Business Alliance for Smart Energy 
Worldwide �-ASE-W�, talked about -apan±Russia energy-
conservation cooperation. +e explained that -ASE-W’s plan is to 
continue to realize, in private±public partnerships, energy-
conservation projects including industry, plants and facilities, 
buildings, and infrastructure, and to strengthen cooperation with the 
Russian Energy Agency �REA� to which Mr. Umakhanov belongs, 
for specific projects. In the question and answer session, he pointed 
out that Russia is interested in smart energy and smart grids and is 
eager to work with Japan because of its high technology, including 
cogeneration systems at the core of smart grids and highly efficient 
clean-coal technology.

Mr. Alexei Kolodeznikov, First Deputy Prime Minister, Sakha 
Republic, discussed the challenges for electricity generation systems 
in the Sakha Republic and expected fruitful -apan±Russia 
cooperation on electricity generation and energy conservation. He 
said that in the Sakha Republic, a pipeline reaching the Pacific Ocean 
from East Siberia is being built, the ³Power of Siberia´ gas pipeline 
to China is under construction, and oil and gas are being extracted 
and supplied to Asia. He explained that at the same time, concerning 
the electricity supply within the republic, costs are high because local 
electricity sources from multiple small-scale diesel generation are the 
main ones, and the challenge is to introduce renewable energy and 
reduce the cost of electricity. From that perspective he expressed the 
view that cooperation with Japan is extremely important, and 
currently, in accordance with the Japan–Russia economic 
cooperation plan being promoted by Prime Minister Abe and 
President Putin, discussions are taking place on the introduction of 
wind power electricity generation facilities and gas electricity 
generators. He added that as it is a frigid region, there is strong 
interest in the reduction of heat production costs by raising energy 
conservation and in particular thermal efficiency, and the republic 
would like to continue cooperating with -apanese firms on this point.

Mr. Shinji Yamamura, Executive Officer, Nikken Sekkei Research 
Institute, introduced the construction of an energy-saving smart city 
in the City of Krasnoyarsk, as an example of -apan±Russia 
cooperation. +e showed that it is possible to realize energy 
conservation, low carbonization, and smartization by combining 
-apan’s energy-conservation technologies and systems and Russia’s 
good equipment products. Furthermore, considering the likes of 
Shinjuku and Shibuya in Tokyo which have become urban constructs 
with low energy consumption by achieving high efficiency in travel 
distance centered on public-transportation stations, he said he and his 
team are proposing urban planning in 9oronezh, capital of 9oronezh 

production is planned between the middle of ���� and the middle of 
���4. Mr. Miyazawa also explained the initiatives for the utilization 
of LNG shipping fuel in 9ladivostok and for a gas master plan with 
the government of Sakhalin Oblast.

Mr. Satoshi Sakai, Senior Advisor, Europe�Russia Oil 	 Gas 
Business Department, Mitsubishi Corporation, evaluated the 
³Energy Strategy of Russia for the Period up to ����´ on the subject 
of ³Oil and Gas Exports by Russia to the Asia-Pacific Region.´ +e 
said that in the draft strategy a forecast is shown of exports of crude 
oil and gas expanding to ����, and the bulk of the increase in exports 
is assumed to be to Asian countries, starting with China. Regarding 
crude oil, differing from the assumption of Managing Director Ken 
Koyama as to when global and particularly Asian demand will peak 
in the future, Mr. Sakai said it will be from the ����s on. Regarding 
gas, he stated that Russia’s energy strategy assumptions may not be 
unrealistic because of consistently rising global and Asian demand. 
However, he expressed a fundamental doubt as to whether Russia 
could increase its supply capacity for crude oil and gas production. 
Regarding crude oil, as Russia’s domestic transportation costs are 
high and currently the export price is being held low with 
government assistance, he questioned whether such assistance will 
be maintained for a long time and said the reduction of transportation 
costs will be a must. Regarding gas, he pointed out as challenges for 
Russia the fact that currently there is excess supply globally and 
price competition will continue for some time, and the fact that the 
form of transactions is shifting from long-term to short-term and spot 
transactions. For the latter, in the planning of LNG production which 
has no guaranteed purchase based on long-term contracts, he doubted 
how much capital Russian gas firms can invest. +e said that Russia, 
with the emergence of US shale gas as a competitor, is facing 
significant challenges.

Mr. +iroshi Ishikawa, Director and Plant Manager, and Mr. 
Atsushi Takada, Deputy General Manager, Customer Service 
Department, both of Tokyo Boeki Engineering, Ltd., talked about the 
loading arm system for LNG, and in particular about its safeguard 
system. The loading arm is connected to an LNG or oil tanker and 
carries out cargo handling, thus playing an essential role in the 
transport of LNG and oil. They explained that when, during cargo 
handling, the loading arm exceeds the range of movement of the arm 
via the unexpected movement of a vessel, or an emergency situation 
arises such as a fire, earthquake or tsunami, it automatically 
disconnects from the vessel without any leakage of liquid or gas 
from within the arm.

Session B:  Energy Conservation,
the Environment, and Electricity Generation

Mr. Magomed-Salam Umakhanov, +ead of Innovation 
Development Department, Russian Energy Agency, explained the 
potential for the development of the renewable energy sector in line 
with the ³Energy Strategy of Russia for the Period up to ����´ and 
the prospect of the expansion of Japan–Russia cooperation. He said 
Russia boasts abundant hydrocarbon energy reserves, and at the 
same time is making efforts to reduce CO� emissions via the 
development of renewable energies such as solar and wind power 
electricity generation. +owever, to that end, he emphasized that 
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and electricity generation technologies. From this perspective, 
Japan–Russia cooperation on energy conservation and renewable 
energy is also win-win. It is fair to say that energy cooperation is the 
core component of Japan–Russia economic cooperation.

From today’s discussion several questions remain unanswered. 
First, there is the question about the future outlook for crude oil 
demand. As Asia, centered on China, India and ASEAN, will 
continue rapid economic growth in the future, demand for crude oil 
will inevitably rise, but the question is until when. The introduction 
of electric vehicles could be a factor, but clear views have yet to be 
provided as to whether demand will continue to grow to ����, or 
peak sometime in the ����s to ��4�s. Second, Russia is planning to 
expand its production and exports of crude oil and gas to ����, based 
on the ³Energy Strategy of Russia for the Period up to ����´, but 
doubt has emerged from several Japanese experts about whether 
Russia can strengthen its supply capacity to meet Asia’s rising energy 
demand in the future. For Japan the expansion of imports from 
Russia to diversify crude oil and gas supply sources away from the 
Middle East is desired, but there are several concerns. Regarding 
crude oil, the question is how far the Russian oil-field extraction 
costs and the transportation costs to the export terminal will fall in the 
future, and, regarding gas, the question is how much incentive Russia 
will have in expanding supply capacity without relying on long-term 
contracts and stable prices. Third, sufficient analysis, in terms of 
technological challenges, costs, and required policy changes, has yet 
to be provided on the feasibility of the Japan–Russia joint energy 
bridge �for electricity trading� and the natural gas pipeline, both 
linking Sakhalin and +okkaido. As these initiatives allow -apan to 
import Russian electricity and natural gas, further discussion and 
debate will be useful as part of Japan–Russia energy cooperation. 
Fourth, with the rising gas supply from US shale gas, excess supply 
of natural gas can be expected in the future, and the gas-producing 
nations will face fierce price competition. The question is whether 
Russia has started to address this challenge and begun its effort to 
transform its economic structure into a more diversified one by 
developing competitive manufacturing and service sectors. In this 
transformation, what role can Japan play as part of Japan–Russia 
cooperation?

Once again, we had a frank dialogue among the participants from 
Japan and Russia to move Japan–Russia energy cooperation forward. 
While keeping in mind several of the discussion points and questions 
which emerged today, I hope to meet you again at the next -apan±
Russia Energy and Environment Dialogue.

>Translated by ERINA@

Oblast, with the aim of energy conservation and low carbonization 
via the creation of such cities.

Lastly, Mr. +ideyuki Wakutsu, +ead, Industry Promotion 
Division, Department of Industry, Labor and Tourism, Niigata 
Prefecture, talked about the current efforts to promote renewable, 
next-generation energy in Niigata Prefecture. Specifically, he 
explained: initiatives on electricity generation via renewable energies 
such as solar power �Snow Country-style mega solar�, wind power, 
marine energy, geothermal power, hydropower, and small-scale 
hydropower� the utilization of renewable heat energy including heat 
from snow and geothermal energy� the examination of the practical 
use of hydrogen as a next-generation energy source� and the 
promotion of the practical use and development of methane hydrates. 
In addition, as projects being implemented in the prefecture, he 
proposed: subsidies for projects promoting the entry and nurturing of 
new energy industries� subsidies for projects promoting the practical 
use of local renewable energies� and projects for fuel-cell vehicles 
and hydrogen stations and their dissemination.

As stated earlier, many useful addresses, reports and panel 
presentations were made by government officials, experts and 
business persons. These were followed by equally valuable 
discussions in the question and answer sessions with the floor.

Throughout today, amid the pursuit of the eight points for 
economic cooperation between -apan and Russia, we reaffirmed the 
vital importance of Japan–Russia energy cooperation. Japan–Russia 
intergovernmental energy cooperation currently includes the three 
planks of hydrocarbons �oil and gas�, energy conservation and 
renewable energy, and nuclear power, and today we focused on the 
first two, i.e., oil and gas, and energy conservation and renewable 
energy.

Since the ��11 Fukushima nuclear power plant disaster, -apan has 
been searching for a stable supply of energy and the best energy mix. 
On the other hand, Russia has been formulating the ³Energy Strategy 
of Russia for the Period up to ����´ to further push forward the 
³eastward shift´ �the policy of promoting the east�. -apan has been 
trying to reduce its over-dependence for oil and gas on a Middle East 
that as always is not stable geopolitically, and diversify energy 
supply sources, while Russia has been attempting to secure stable 
energy export destinations. Thus Japan–Russia cooperation on oil 
and gas is win-win. 

In addition, Russia has been aiming to address environmental 
issues and CO� emissions and raise thermal efficiency and lower 
electricity generation costs via energy/heat conservation and 
renewable energy development. Here, Japan can play a 
complementary role through the provision of its energy conservation 
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Ͱ Δ͋ɻʮ෼ݖʯγεςϜΛͯͬ࠾ ͍ΔΞϝϦ
Χ΍ε΢Σʔσϯͷ��̀ લޙɺυΠπͷ��̀
Λ্ճͬͯ Γ͓ɺʮ෼ܕࢄʯ͕ ಛ௃Ͱ͋Δɻ
ਆ໺ ʮ͕ूݖత෼ࢄγεςϜʯͱ໊͚ͮ
ͨ੓෎ؒࡒ੓͕ؔ܎೔ຊͷಛ࣭ͱͳͬ ͯ
͍Δ�ɻ࠷ऴࢧग़ͱે੫ऩೖͷࠃɾ஍ํؒ
഑෼ʹେ ͳ͖ဃ཭͕ Γ͋ɺ஍ํަ෇੫Λ
த৺ͱ͢ Δ͔ࠃΒ஍ํ΁ͷେ෯ͳࡒ੓Ҡ
స͕ဃ཭ΛຒΊ߹Θ͍ͤͯΔɻ஍ํ੓෎
੓Ҡసࡒग़ʹର͢Δதԝ੓෎͔Βͷࢧ
ͷൺ཰͸೔ຊͰ͸����̀ Ͱ Γ͋ɺΞϝϦΧɺε
΢ΣʔσϯɺυΠπͷ��ʙ��̀ ͱൺֱ͠ ࡍͯ
ཱͬͯ ɻ͍ߴ

（２）韓国：強集権中間システム
Ͱ͸ɺેࠃؖ ੫ऩೖͷ഑෼͸ࠃ�ʗ�ɺ

஍ํ�ʗ�ʢ����೥౓ʣͱͳͬ ͯ Γ͓ɺ೔ຊΑ
Γ΋ूݖతੑ͕֨৭ೱ͘ ɺʮܕݖूڧʯͰ
͋Δ�ɻࠃຽ経済ࢉܭϕʔεͷҰൠ੓෎
Λআۚ͘جग़ʢࣾձอোࢧ ʣͷ഑෼ʢ����
೥ʣΛΈΔͱɺ೔ຊͷ̀��ࠃ ɺ஍ํ��̀ ʹର
ͯ͠ɺؖ ��ɺ஍ํˋ��ࠃͰ͸ࠃ ͱ̀ͳͬͯ
͍Δ�ɻ೔ຊͷʮ෼ܕࢄʯɺΠΪϦεͷʮूத
ग़ͷ�ׂΛ෼୲͢ࢧऴ࠷ʯʢதԝ੓෎͕ܕ
ΔʣͷதؒͷλΠϓͱ͍ Α͑͏ ɻ஍ํͷγΣΞ
͸࠷ऴࢧग़Ͱ͸೔ຊΑΓ΋௿͍ ΋ʹ͔ ͔Θ
Βͣɺે ੫ऩೖʹ͓͍ͯ͸೔ຊΛେ෯ʹ
ԼճΔɻͦ ͷ݁Ռɺ࠷ऴࢧग़ͱે੫ऩೖ
ͷࠃɾ஍ํؒ഑෼ͷဃ཭ɺ஍ํࡀೖͷࠃ
Β͔ͷࡒ੓Ҡస΁ͷґଘ౓͸೔ຊΛ্ճ
Δɻ

2ɽ 地方੫ମܥ
（１）日本：所得課税中心の「重複課税」式
தԝɾ஍ํͷ੫ऩ഑෼ͱ஍ํ੫ମܥ

ʢ����೥ʣʹ ͍ͭͯΈΔͱɺ೔ຊͷ஍ํ੫
ମܥͰ͸ॴಘ՝੫ͷ΢ΤΠτ͕ ����̀ ͱߴ
ʢ͍දࢀ�রʣɻʮࡾҐҰମͷվֵʯʹ ΑΓ
����೥౓ʹॴಘ੫͔Βݸਓॅຽ੫΁ͷ
੫ݯҠৡ͕ߦΘΕͨ݁Ռɺݸਓॴಘ՝
੫ͷ�ׂ͕ڧ஍ํʹ഑෼ Ε͍ͯ͞ΔɻҰ෦
͸֎ܗඪ४՝੫Խ Ε͞ ΋ͨͷͷɺଟ͘ ͷઌ
ਐࠃͰ͸���̀ ੫ͱͳͬࠃ ͍ͯΔ๏ਓॴಘ
՝੫ͷ�ׂ͕ڧ஍ํʹ഑෼ Εͯ͞ Δ͍ͷ΋
೔ຊͷಛ௃Ͱ Δ͋ɻΞϝϦΧ઎ྖԼͰγϟ΢
ϓ͸ɺࠃͱ஍ํͷ੫ݯ഑෼ํࣜͱ͠ ʮͯ෼
཭՝੫ʯΛ͕ͨ͠ࠂקɺઓޙ੫੍Ͱ͸ॴ
ಘ՝੫͕஍ํ੫੍ʹ͓͍ ΋ͯװج੫ͱ
ͳͬ ͯ Γ͓ɺʮॏෳ՝੫ʯ͕ ຊͱͳͬج ͍ͯ
Δɻ

1�小ઘ政権下で2003～2006年度に実施された財政レベルの分権改革。全国知事会など地方団体は、財政運営の自律度を高めるために、国から地方への税
源移ৡと国ݿ支出金の削減をٻめた。これに対して政府は、税源移ৡと国ݿ支出金改革に加えて、地方交෇税改革の3つのレベルの改革を一体的に行っ
た。税源移ৡ約3ஹ円に対して、国ݿ補助金改革約4.7ஹ円整理・削減、地方交෇税約5.1ஹ円削減と政府からの財政移転の削減が大幅であった。使途が自
由で自律的な地方財政運営を࿪めない地方交෇税の大幅削減に対して、地方団体側は分権改革に൓するとして強く൓発した。
2�ਆ野Ģ1998Ĥ118～125ท。
3�Korea Statistical Yearbook, 2016より。
4�参議Ӄ総務委員会調査室『地方財政データブック』2016年より。

日本とؖࠃにおける஍ํࡒ政と「ट౎ݍҰۃ集中」
ઐमେֶ໊༪ڭतɺ&3*/"ڞಉڀݚһ
ொ田ढ़඙

ද1　日本と韓国におけるે੫ऩ入における地方のシΣアと地方੫の構成ʢ2014೥ʣ
ʢˋʣ

出所：�0EC%
�Revenue�Statistics�1�6��201�
�2016
�p.�00
��01

地方のシェア 地方税の構成
日　本 韓　国 日　本 韓　国

所 得 課 税 37.9 9.3 51.5 16.0
個 人 42.2 10.1 34.0 9.7
法 人 31.7 8.3 17.5 6.3
財 産 課 税 78.1 69.4 28.2 45.3
経 常 不 動 産 税 100.0 86.5 27.2 16.3
相 続 税 ・ଃ 与 税 0.0 0.0 0.0 0.0
金 融・資 本 取 引 税 26.4 74.4 1.0 29.0

消 費 課 税 等 22.8 15.3 19.2 27.2
一 般 消 費 税 16.2 9.3 8.4 9.5
個 別 消 費 税 等 23.3 10.2 6.0 6.5
財産使用・業務活動課税 72.9 100.0 4.8 11.2

そ の 他 の 課 税 100.0 59.9 1.1 9.8
合　　　　　計 38.9 23.1 100.0 100.0
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日本と韓国における地方財政と「首都圏一極集中」

஍ํަ෇੫ͷ૯ ʢֹϚΫϩͷܾఆʣʹ
͍ͭͯɺؖ Ͱ͸೔ຊͷΑ͏ࠃ ͳ๏ఆࢿݪ෼
ʹର͢Δ্ੵΈ͸ߦΘΕͣɺີݫͳࠃ੫
ϦϯΫํ͕ࣜ࠾ΒΕ͍ͯΔɻ๏ఆ཰෼ͱॴ
ཁֹ͕ဃ཭͠ ͨ৔߹ʹ͸ɺ྆ ऀ͕Ұக͢
ΔΑ͏ ʹௐ੔཰͕ద༻ Ε͞ɺ֤ ࣏ࣗஂମͷ
ෆ଍ֹʹௐ੔཰Λ৐͡ݯࡒ ֹ͕ͨۚ഑
෼ Ε͞Δɻௐ੔཰͸����೥౓ʹ͸�����Ͱ
Γ͋ɺ��̀ Λ௒͑ͯ ͍ͳ͍�ɻ
๏ఆ཰͸����೥౓ͷ����ˋ͔Βग़ൃ

͠ɺ����ʙ����೥౓ʹ͸ཹอ͞Ε͕ͨɺ
����೥౓ʹ෮͠׆ ͨ࣌ʹ͸�����̀ Ͱ͋ͬ
ͨɻ����೥౓ʹ͸ۚେத੓ݖʢ����೥��
݄੒ཱʣ͕ ެ໿ͨ͠��ˋ΁ͷҾ্͖͛ͷ
Ұ؀ͱ͠ ͯ��ˋ΁Ҿ্͖͛ΒΕͨɻҎޙɺ
����೥౓�����̀ ɺ����೥౓�����̀ ͱҾ͖
্ Β͛Εͨɻ
೔ຊʹ͓͚Δ஍ํަ෇੫ͷ૯ֹ͸ɺ๏
ఆࢿݪʹର͢Δ্ੵΈ෼͕ɺࡒ຿লͱ૯
຿লͷަব ΑʹΓܾ ఆ Ε͞Δ஍ํࡒ੓ର
ըܭ੓ࡒͱ஍ํࡦ Αʹͬ ܾͯ·Δͨ Ίɺࠃ
ͷྔࡋʹґଘ͠ ͍ͯΔɻؖ ͷ৔߹ʹ͸ɺࠃ
๏ఆ཰ͷҾ্͖͛ʹ͸ࠃͷ఍͍ڧ͕߅
͕ɺҾ͖ Լ͛ ΑʹΓ૯ֹֹ͕ݮ Ε͞Δ͜ ͱ͸
ͳ͍ɻ

̐ɽ ࡀ入構成
（１�）一般会計：地方税の比率が高い日本、
国庫補助金の割合が高い韓国
ʮॏෳ՝੫ʯΛجຊͱ͢Δ೔ຊͰ͸ɺݸ
ਓॴಘɺ๏ਓॴಘɺҰൠফඅͱ͍ ͘͏޿ ɺ
৳ுੑʹ෋Ή՝੫ϕʔε͕஍ํʹҰఆ
ఔ౓഑෼ Ε͍ͯ͞ΔɻҰํɺʮ෼཭՝੫ʯ
Λجຊͱ͢ ΔؖࠃͰ͸ɺ͜ΕΒͷ՝੫ϕʔ
εͷ஍ํ΁ͷ഑෼ׂ߹͕ Θ͖Ίͯ௿͍ɻ
ͦͷ݁Ռɺ����೥౓ʹ͓͚Δࡀೖʹ઎
ΊΔ஍ํ੫ͷׂ߹͸ɺ೔ຊʢී௨ձܭʣ
ͷ����ˋʹରͯ͠ɺؖ ʣͰ͸ܭʢҰൠձࠃ
����̀ ͱʹͲ·ͬ ͍ͯΔʢදࢀ�রʣɻ
஍ํަ෇੫ͷߏ੒ൺ͸೔ຊ����ˋɺؖ

̀����ࠃ Ͱେ͖ ͳࠩ͸ͳ͍ɻؖ Ͱ͸஍ํࠃ
ͷ����೥౓ޙͷൺ཰͸ϦʔϚϯγϣοΫ࠴
ʹ����̀ ͱ্ٸঢ͠ ͕ͨҰ࣌తͳ΋ͷͰ͋
Γɺ����೥౓ʹ͸���̀ Ͱ೔ຊʢ����̀ ʣͱൺ
ֱ͠ ͯஶ͠ ௿͍͘ɻ݁ ɺؖہ ੒ൺ͕ߏͰࠃ
ॿۚͰิݿࠃͷ͸͍ߴ Δ͋ɻ

����೥౓ʹফඅ੫ʢ෇ՃՁ஋੫ʣ͕ ࠃ
੫ͱ͠ ͯಋೖ͞ Εɺͦ ͷҰ෦͸஍ํৡ༩੫
ͱ͠ ͯ഑෼͞ Ε͕ͨɺ����೥�݄ ʹಓ෎ݝ੫
ͱ͠ ͯͷ஍ํফඅ੫ʹ੾Γସ Β͑Εͨɻ
����೥�݄ʹ ੫཰Ҿ͖ ্ ʢ͛ࠃɾ஍ํܭͰ
�̀ ʹʣ͕ ࢪ࣮ Εͨ݁͞Ռɺ����̀ ͕஍ํʹ
഑෼͞ Εͯ Δ͍ɻ
（２�）韓国：国は所得課税・消費課税中心、
地方は財産課税中心の「分離課税」方式
Ͱ͸ɺ஍ํ΁ͷ഑෼ൺ཰͸経ৗࠃؖ
ෆಈ࢈੫Ͱ����ˋɺۚ ༥ɾࢿຊऔҾ੫Ͱ
���� ͱ̀͘ߴ ɺ஍ํ੫ମܥ͸ஶ͠ ՝࢈ࡒ͘
੫ʹࣼ͠܏ ͖ͯ ͨɻ����೥�݄ʹ੒ཱ͠ ͨ
ཥ໌ത੓ݖ͸஍ํ੫ͷॆ࣮ʹॏ఺Λஔ
͖ɺ஍ํॴಘ੫ͱ஍ํফඅ੫ʢࠃ੫ͷ෇
ՃՁ஋੫ͷ෇Ճ੫ʣΛಋೖ͠ ͨɻࠃ੫ͱͷ
੫ݯͷॏෳ౓ΛߴΊΔվ ͱֵ͍ Δ͕͑ɺ஍
ํʹ͸ݸਓॴಘ՝੫ͷ����̀ ɺ๏ਓॴಘ
੫ͷ���̀ ɺ෇ՃՁ஋੫ͷ���̀ ͕഑෼ Ε͞
͍ͯΔʹ ͗͢ ͳ͍ɻ
഑෼͸ʮ෼཭ݯͱ஍ํͷ੫ࠃͷࠃؖ
՝੫ʯ͕ ຊͱͳͬج ͯ Γ͓ɺ஄ྗੑʹ෋Ή�
ͭͷװج੫ʢݸਓॴಘ՝੫ɺ๏ਓॴಘ՝
੫ɺҰൠফඅ੫ʣ͕ த͠ूʹࠃ ͍ͯΔ఺
͕ಛ௃తͰ͋Δɻ஍ํ੫ͷװج੫Ͱ͋Δ
՝੫͸औҾ՝੫ͱอ༗՝੫ʹ۠෼࢈ࡒ
Ε͞Δ͕ɺ໿�ׂͱେ ͳ͖΢ΤΠτΛ઎Ί͖ͯ
ͨͷ͸औಘ੫ͱొ࿥੫͔Β੒ΔऔҾ՝੫
Ͱ Δ͋ɻ

3ɽ 地方ަ෇੫
（１�）日本：法定国税原資への上乗せによる
総額確保
஍ํަ෇੫͸ɺࠃ Β͔஍ํ΁ͷ్͕࢖
ಛఆ͞Εͳ͍ҰൠิॿۚͰ Γ͋ɺࣗ ࣏ମ
ؒͷ՝੫ྗ֨ࠩͱधཁʢίετʣ֨ ࠩΛੋ
ਖ਼͢Δࡒ੓ௐ੔ػೳΛՌͨ͢ɻ࠷ऴࢧग़
ͷଟ͘ Λ஍ํ͕୲ ೔͏ຊͰ͸ɺ͕ࠃඞཁͱ
ೝΊͨඪ४ߦ੓ΛશࠃҰ཯ʹ਱ߦͰ͖ Δ
Α͏ ʹ͢Δݯࡒอো΋ॏཁͳػೳͱͳͬ ͯ
͍Δɻઌਐࠃͷ஍ํࡒ੓ௐ੔Ͱ͸ᶃ՝੫
ྗ֨ࠩͷΈΛௐ੔͢Δɺᶄ՝੫ྗ֨ࠩͱ
धཁ֨ࠩΛผݸʹௐ੔͢Δɺᶅ՝੫ྗͱ
धཁͷΪϟοϓΛิర͢Δͱ͍ �͏ͭͷํ
͕ࣜ Δ͕͋ɺ೔ຊ͸ΦʔετϥϦΞͱͱ΋ʹ ࡒ
ͳᶅྗڧೳ͕ػ੓ௐ੔ࡒೳͱػอোݯ

ͷํࣜΛͯͬ࠾ ͍Δɻ
஍ํަ෇੫ͷ�� Λ̀઎ΊΔී௨ަ෇

੫ͷ֤࣏ࣗମ΁ͷ഑෼ ʢֹϛΫϩͷܾఆʣ
͸ɺج४ࡒ੓धཁֹϚΠφεج४ࡒ੓ऩ
ೖ ʢֹඪ४੫཰ ΑʹΔී௨੫ऩೖͷ��̀ ʣ
ͱ͠ ग़ࢉͯ Ε͞Δɻ஍ํަ෇੫ͷ૯ ʢֹϚ
Ϋϩͷܾఆʣ͸ɺ஍ํ࣏ࣗମͷඪ४తߦ
੓ͷ͏ ͪҰൠݯࡒඞཁֹΛΊ͙ Δࡒ຿ল
ʢچେଂলʣͱ૯຿লʢ࣏ࣗچলʣͷަব
ΑʹΓɺ஍ํࡒ੓ܭըʹ্ܭ Ε͞Δɻ஍ํ
ަ෇੫ͷࢿݪͷத৺͸ɺ๏ఆࢿݪͱ͠ ͯ
ͷࠃ੫ʢ����೥౓·Ͱ͸ॴಘ੫ɾ๏ਓ੫ɾ
ञ੫ͷࡾ੫ɺ����೥౓ Β͔ফඅ੫ɾͨ ͹͜
੫ΛՃ͑ͨޒ੫ɺ����೥౓Ҏ߱͸ͨ͹͜
੫Λআ͍࢛ͨ੫ʣͷҰఆׂ߹ʢ๏ఆ཰ʣͰ
Δ͋ɻ
ϛΫϩͷܾఆ ΑʹΔॴཁ ͱֹطఆͷ๏ఆ
཰ ΑʹΔަ෇੫૯ֹ͕Ұக͢Δอো͸ͳ
͍ɻࠃ੫ͷ৳ͼ͕ॱௐͳߴ౓੒௕ظʹ͸
๏ఆ཰Ҿ͖ ্͛ ΑʹΓҰகͤ͞Δ͜ ͱ͕Ͱ
͖ͨ ͕ɺࠃ੫ͷ৳ͼ͕ಷԽ͢Δͱࠃ͸๏
ఆ཰ͷҾ͖ ্͛ʹԠ͡ ͳ͘ ͳͬ ͨɻେ͖ ͳဃ
཭͕ੜ͡ ͨͷ͸ߴɺ ౓経済੒௕͕ऴଉ͠
ͨ����೥౓Ҏ߱Ͱ͋Δɻͦ ͷဃ཭ΛຒΊ
Δͨ Ίʹ࢖ΘΕͨओͳखஈ͸ɺަ ෇੫ಛผ
ձܭͷआೖ ΑʹΔੵ্ࢿݪΈͰ͋ͬ ͨɻ
ʮࡾҐҰମͷվֵʯʹ ΑΓ஍ํަ෇੫
͕େ෯ʹ͞ݮ࡟ΕΔ௚લͷ����೥౓ͷ
஍ํࡒ੓ܭըΛΈΔͱɺ஍ํަ෇੫ͷ๏
ఆ཰෼͸����ஹԁͰ͋ͬ ͨɻ͜Εʹର͠ ͯ
஍ํަ෇੫ͷ࣏ࣗମ΁ͷ഑෼ֹ͸���ഒ
ͷ����ஹԁʢྟ࣌ࡒ੓ର࠴ࡦΛؚΊͨ޿
ٛͷ஍ํަ෇੫͸���ഒͷ����ஹԁʣʹ ୡ
͍ͯͨ͠ɻ
ʢ̎ʣ韓国：૯ֹのີݫな国੫リンク
ࢀͷ஍ํަ෇੫͸೔ຊͷ੍౓Λࠃؖ

͠ʹߟ ͯಋೖ Εͨͨ͞Ίʹɺ֨ࠎ͸ۙ͠ࣅ
͍ͯΔɻ஍ํަ෇੫ͷ��ʗ��͸ී௨ަ
෇੫ɺ�ʗ��͸ಛผަ෇੫ͱ͠ ͯ഑෼ Ε͞
Δ�ɻී ௨ަ෇੫ͷ֤࣏ࣗஂମ΁ͷ഑෼
ʢֹϛΫϩͷܾఆʣ͸ɺ೔ຊͱಉ༷ʹج४ࡒ
੓धཁֹͱج४ࡒ੓ऩೖֹͷֹࠩͰ͋
Δɻج४ࡒ੓धཁֹ͸ج४धཁ ʢֹଌఆ
୯Ґͷ਺஋ʷ୯Ґඅ༻̫ ิਖ਼܎਺ʣͱิ
ਖ਼धཁֹͷ߹ܭͰ Δ͋ɻج४ࡒ੓ऩೖֹ
͸ී௨੫ऩೖਪֹܭͷ��̀ Ͱ Δ͋ɻ

5�韓国の地方交෇税については、١Ģ2004Ĥ11～12ท、ཥ⁝ऎĢ2016Ĥ103～106ทによる。
6�ཥఃຬĢ2006Ĥ95ท。
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ऴଉ͠ ͯҎ߱͸όϒϧظʢ����೥୅຤ʙ
����೥୅ॳʣΛআ͘ ͱɺਓޱͷ஍ํ͔ݍΒ
̏େ౎ݍࢢ΁ͷసग़௒ա͸ॖখ͠ɺʮ஍
ํͷ࣌୅ʯ͕ ग़͠ݱ ͨɻ�େ౎ݍࢢʹ͓͚
Δ࿑ಇྗෆ଍ͱ޻৔ཱ஍ن ʢ੍ۀ޻౳
ʹ๏ʣݶ৔౳੍޻๏ɺݶ੍ ΑΓɺਫ਼ີɺి
ɺࣗػ ಈंͳͲͷػցۀ޻ͷ੡଄ݱ৔͕
஍ํ΁෼͠ࢄ ͨɻ·ͨ ஍ํࡒ੓ௐ੔੍౓
ࢧʹ Β͑Εͯɺެ ࣼ܏ʹݍ஍ํ͕ࢿ౤ڞ
తʹ഑෼ Εͨ͞ɻ
����೥୅຤͔Β࠶ͼ஍Ҭ͕֦֨ࠩେ

͕ͨ͠ɺ̏ۃ΁ͷूதͰ͸ͳ͘ ɺʮ౦ݍژ
Ұूۃதʯͱ͠ ͯਐ͠ߦ ͨɻ౦ݍژͷରશ
Ͱ͸����೥ͷ����̀ޱγΣΞ͸ɺਓࠃ ͔Β
����೥ͷ����̀ ΁ɺҬ಺૯ੜ࢈Ͱ͸����
೥౓ͷ����ˋ͔Β����೥౓ͷ����ˋ΁্
ঢ͠ ʢͨද̏ࢀরʣɻҬ಺૯ੜ࢈ʹ͓͚Δ
ट౎ݍͷରશࠃγΣΞͷ্ঢ͸ɺ́ͱΜͲ
౦ژ౎ͷد༩ ΑʹΔ΋ͷͰ Γ͋ɺ経済׆ಈ
ͷ໘Ͱ͸ʮ౦ژ౎Ұूۃதʯ͕ ਐΜ ͱͩ
͍ Δ͑�ɻ
����೥୅຤͔Β੓෎͸ɺ経済ͷάϩʔ

όϧԽʹରԠͨ͠ࡍࠃతͳ౎ڝؒࢢ૪
ʹଧͪউͭͨΊʹɺ����೥ʹۀ޻౳੍
ը౳ܭࢢɺ౎ࢭ๏Λഇݶ৔౳੍޻๏ɾݶ
Ͱେ෯ͳ੍ن؇࿨Λߦ ͱ͏ͱ΋ʹ ɺߴ ଎ಓ
࿏ɺۭ ໛ϓϩδΣΫτΛن࿷౳ͷେߓɺߓ
༏ઌతʹ഑෼͠ ͯɺʮ౦ژॏࢹʯͷ੓ࡦΛ
ల։͠ ͨɻ౦ژ౎৺෦ʹ͓͚Δ౎جࢢ൫
ͷ֦େʹࢧ Β͑Εͯɺେۀاຊࣾͷ౦ژ
Ҡస͕Ճ଎Խ͢Δͱͱ΋ʹ ɺ̞̩ ٕज़ͷൃ

ਓޱ・Ҭ಺૯ੜ࢈ͷʮट౎ݍҰۃ
集தʯͱ஍ํ੫ऩ֨ࠩ

̍ɽ  日本：「東ژ都一極集中」と֦大
͠な͍地方੫ऩ֨ࠩ
ਓޱɾ経済ͷ஍Ҭ֨ࠩʹେ ͳ͖ӨڹΛ

ཁҼͱ͢͠΅ٴ ͯɺᶃٵ༺ޏऩྗ͕େ͖
͍੒௕ۀ࢈ͷཱ஍ɺᶄۀ࢈౳ͷཱ஍ن
੍ɺᶅ஍Ҭؒͷࡒ੓ௐ੔͕͋ Β͛ΕΔɻ
೔ຊʹ͓͍ͯ͸ߴ౓੒௕ظʢ����೥୅
൒͹ʙ����೥୅൒͹ʣʹ ͸ɺ૯ੜ࢈ͱਓ
ͱ͠ۀ࢈͸੒௕ޱ ͯͷॏԽ学ੵू͕ۀ޻
ͨ̏͠ େ౎ݍࢢʹूத͠ ɻߴͨ ౓੒௕͕

（２�）韓国は地方教育費特別会計を合算：
地方交付税の比率が高い韓国
੓͕Ұൠࡒҭڭͷಛ௃͸ɺ஍ํࠃؖ
ձܭͱ͸ಠཱ͠ɺ஍ํڭҭಛผձܭͱ͠
ͯӡӦ Ε͞Δೋݩతͳߏ଄ʹͳͬ ͍ͯΔ͜
ͱͰ͋Δ�ɻ஍ํࡒ੓͕ҰݩԽ͍ͯ͠Δ೔
ຊͱڭҭࡒ੓ͱҰൠࡒ੓͕ೋݩԽ͠ ͍ͯ
ΔؖࠃΛൺֱ͢Δ৔߹ɺ೔ຊͷී௨ձܭ
ͱؖࠃͷҰൠձܭɾ஍ํڭҭඅಛผձ
Λൺֱ͢Δඞཁ͕ܭ७ܭ Δ͋ɻ
஍ํڭҭඅಛผձܭΛؚΊͨؖࠃͷ
ͷ஍ํަ෇੫ͱٛ޿੒ͷಛ௃͸ɺߏೖࡀ
ͯ͠ͷ஍ํڭҭࡒ੓ަ෇ۚΛซͤΔͱɺ
஍ํަ෇੫ͷߏ੒ൺ͕����̀ ͱ೔ຊͷ஍
ํަ෇੫ͷߏ੒ൺʢ����ˋʣΛେ෯ʹ্
ճͬͯ ͍Δ͜ ͱͰ͋Δɻઌड़͠ ͨ௨Γɺ࠷ऴ
͚͓ʹɾ஍ํؒ഑෼ࠃग़ͱે੫ऩೖͷࢧ
Δဃ཭͕ɺओཁઌਐࠃͰ࠷΋େ෯ͳ೔ຊ
Λ͞ Βʹ ্ճͬͯ ͍Δ͜ ͱʹ ΑΔɻٛڱͷ஍
ํަ෇੫ͷ๏ఆ཰ʢ�����ˋʣͱ஍ํڭҭ
ࠃ੓ަ෇཰ʢ�����ˋʣΛ߹ΘͤΔͱɺ಺ࡒ
੫ͷ�����̀ ͱ͍ ஍ํ͕߹ׂ͍ߴΊͯۃ͏
੓ௐ੔ʹॆ౰͞ࡒ Ε͍ͯΔɻ

7�韓国の地方教育財政については、١Ģ2015Ĥ186～210ท、ཥ⁝ऎĢ2016Ĥ100～103ทによる。
8�東京都への一極集中の要因については、町田Ģ2016ᶗĤ13～21ทを参রのこと。

ද2　日本と韓国における地方ࡀ入構成の日韓ൺ ʢֱ2012೥౓ʣ
ʢˋʣ

஫1ɹؖࠃのҰൠձܭ・஍ํڭҭඅ特ձ७ܭの஍ํަ෇੫には஍ํڭҭࡒ੓ަ෇ؚ͕ۚ·Εる。
ɹ2ɹ日本のิݿࠃॿۚはࢧݿࠃ出ۚ。
ɹ�ɹؖࠃのҰൠձܭのิݿࠃॿۚのཝは੓෎ؒิॿ ʢۚิݿࠃॿۚʣͩ ͚ではͳ͘、ࢢ・ಓのิॿؚ͕ۚ·Εる。
出所：�日本のී௨ձܭʜ「஍ํࡒ੓നॻ」201�೥൛

�201
ʜ,orea�Statistical�:earbooLܭのҰൠձࠃؖ�
ʜ١ॏ᭩Ģ201�Ĥ12�ท、ද��1ܭҭඅ特ձ७ڭ஍ํ・ܭのҰൠձࠃؖ

2014年度 2012年度

日　本 韓　国 日　本 韓　国

ී通会計 一般会計 ී通会計
一般会計・
地方教育費
特会७計

地 方 税 36.0� 28.7� 34.5� 27.3

地 方 交 ෇ 税 17.1� 16.5� 18.3� 37.7

地 方 ৡ 与 税 2.9� － 2.3� －

国 ݿ 補 助 金 15.2� 32.1� 15.6� 14.8

地 方 ࠴ 11.3� 0.6� 12.4� 0.7

そ の 他 17.5� 22.2� 16.9� 19.5

合　　　　　計 100.0� 100.0� 100.0� 100.0

ද3　日本におけるਓޱɺҬ಺૯ੜ産ɺ地方੫ऩ入における東ژ圏のରશ国シΣア
ʢˋʣ

஫1ɹҬ内૯ੜ࢈と஍ํ੫ऩೖは೥౓ܭ਺。
ɹ2ɹҬ内૯ੜ࢈と஍ํ੫ऩೖの201�೥౓のཝは201�೥౓のܭ਺。
出所：�૯຿ল౷ہܭ「日本౷ܭ೥ؑ」2016೥൛、「ত࿨27೥ࠃ੎ௐࠪਓޱ଎ใ集݁ܭՌ」

内ֳ෎「201�೥౓ݝຽࢉܭࡁܦ೥ใ」ʢC%�R0.൛ʣ
૯຿ল「஍ํ੫にؔ͢るܭߟࢀ਺資料」֤ ೥൛

1990 1995 2000 2005 2010 2015

人　口

東京圏 25.7� 25.9� 26.3� 27.0� 27.8� 28.4�

　東京都 9.6� 9.4� 9.5� 9.8� 10.3� 10.6�

　　特別区 6.6� 6.3� 6.4� 6.6� 7.0� 7.3�

　　市　部 2.9� 3.0� 3.0� 3.1� 3.2� 3.3�

域内総生産
東京圏 31.2� 30.2� 30.7� 32.5� 32.4� 32.2�

　　東京都 17.0� 16.2� 16.5� 18.9� 18.4� 18.3�

地方税収入
東京圏 35.0� 33.0� 33.7� 34.0� 34.3� 34.8�

　　東京都 18.7� 16.3� 17.5� 17.3� 16.9� 17.5�
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日本と韓国における地方財政と「首都圏一極集中」

Δࡒൊۀا͸ɺट౎ɾι΢ϧಛผࢢʹ։ൃ
ಓʹओزژ಺ͷݍΔͱɺट౎੍͔͔͕ن
৔ΛҠస͠޻ྗ ͨɻزژಓͷۀ޻ͷٸ଎
ͳൃల͸ɺ*5ؔ࿈ۀاثػͷू ʢੵશࠃ
ͷ໿�ׂ͕෼෍ʣͱ݁ܭ ͼ͍͍ͭͯΔɻ
੍͔͔͕نಓʹ։ൃـژ͸ۀاൊࡒ

Δͱɺट౎ݍʹྡ઀͢Δத෦ݍͷ஧ਗ਼ೆ
ಓʹओྗ޻৔ΛҠస͍ͯ͠Δɻէࢢࢁʹ
αϜεϯͷୈ̓ ੈ୅Ҏ߱ͷӷথύωϧ޻
৔ɺ-(ͷΞοϓϧࣾͷεϚʔτϑΥϯ͚޲
༗̡̚ػ ύωϧ޻৔ɺར઒ʹϋΠχοΫε
ͷ൒ಋମ޻৔ͳͲཱ͕஍ɺ஧ਗ਼ೆಓ͸ά
ϩʔόϧ*5ۀاͷ੡଄ڌ఺ʹ੒௕͠ ͍ͯ
Δɻ੡଄ऀۀैۀͷ஍Ҭ෼෍Ͱ͸ɺ����
ʙ����೥ʹट౎͕ݍ����ˋ͔Β����ˋʹ
௿Լ͠ ͨ൒໘ɺத෦ݍ͸����̀ ͔Β����̀
ʹ্ঢ͍ͯ͠Δɻ����೥୅൒͹Ҏ߱ɺҬ
಺૯ੜ࢈ͷ໘Ͱʮट౎ݍҰूۃதʯʹ ϒ
ϨʔΩ͕͔͔ͬͨͷ͸ɺۀ޻ੜݱ࢈৔ͷ
ट౎͔ݍΒඇट౎ݍ΁ͷεϓϩʔϧݱ৅
͕ੜ͡ ͨ ͱ͜ʹ ΑΔɻαʔϏεۀ࢈ͷߴ౓
Խཱ͕ͪ஗Εͯ Δ͍ؖࠃͰ͸ɺ೔ຊͷΑ͏ ͳ
ʮ౎৺ճؼʯ͸ੜ͡ ͍ͯͳ͍ɻ
೔ຊͱؖ ௨͠ڞʹࠃ ͍ͯΔͷ͸ɺट౎ݍ
΁ͷूத౓͕஍ํ੫ऩೖͰ͸Ҭ಺૯ੜ
Λ্ճͬͯ࢈ ͍Δ͜ ͱͰ Δ͋ɻ೔ຊͰ͸ͦͷ
ဃ཭͸����೥୅ʹ�ʙ�ϙΠϯτʹ ͱͲ·ͬ
ͯ Δ͍͕ɺؖ ʹͰ͸�ʙ��ϙΠϯτࠃ ୡ͠ ͨɻ
ʮ෼཭՝੫ʯํ ࣜΛͯͬ࠾ ͍Δʹ ΋͔ ͔Θ
Βͣɺؖ ݍ஍ํ੫ऩೖͷट౎͍͓ͯʹࠃ
ूத౓͕ஶ͠ ͘ߴ ͍ͷ͸ɺ࢈ࡒ՝੫ͷ͏ ͪ
औಘ੫ʢෆಈ࢈ɺػցɺઃඋ౳ͷऔҾՁ
͕֨՝੫ϕʔεʣΛத৺ͱ͢Δภ͕ੑࡏ
औҾ՝੫ͷ΢ΤΠτ͕͍ߴ େ͖͍ ͱ͜ʹ Α
Δɻͨ ͩ͠ ஍ํ੫ऩೖʹ͓͍ ΋ͯɺट౎ݍ
ͷγΣΞ͸����೥ͷ���� Λ̀ϐʔΫͱ͠ ͯ
����೥ͷ����̀ ΁ͳ Β͔ͩ ʹ௿Լ͠ ͯ Γ͓ɺ
ʮट౎ݍҰूۃதʯʹ ϒϨʔΩ͕͔͔ͬ
͍ͯΔɻι΢ϧಛผࢢͷγΣΞͷ௿Լ͸ଓ
͍͍ͯΔ͕ɺγΣΞ্ঢͷத৺Ͱ͋ͬͨ ژ
ಓͷγΣΞ΋����೥୅ʹ͸ͳͩΒ͔ͳـ
௿Լʹస͡ ͍ͯΔɻࡒൊͷओྗ޻৔ͷژ
ಓـ Β͔஧ਗ਼ೆಓ΁ͷҠసͷӨ͕ڹɺ஍
ํ੫ऩೖ ΋ʹݱΕ͍ͯΔɻ

2ɽ  韓国：スプロールԽΛ൐ 「͏首都圏
一極集中」と大෯な地方੫ऩ֨ࠩ
೔ຊͰ͸����೥୅લ൒ʹߴ౓経済੒
௕͕ऴଉ͢Δͱͱ΋ʹ ਓޱɾ経済ྗͷ̏ େ
౎ूݍࢢத͸ݮ଎͠ ͕ͨɺؖ ����Ͱ͸ࠃ
೥ʹ੒ཱͨ͠๿ਖ਼ᗁ੓ݖԼͷ༌ग़޲ࢦ
தʯूۃҰݍԽઓུҎ߱ɺʮट౎ۀ޻ܕ
͕Ұ؏͠ ͯଓ͍͍ͯΔߴɻ ౓੒௕͸����
೥ͷ௨՟ػة ΑʹΓऴଉ͕ͨ͠ɺट౎ݍ
ʢι΢ϧಛผࢢɺਔ઒޿Ҭࢢɺـژಓʣͷ
ରશࠃγΣΞ͸ਓޱͰ͸����೥ͷ����ˋ
͔Β����೥ͷ����ˋ΁্ঢ͠ ����ɺޙͨ
೥����̀ ͱ্ঢʹϒϨʔΩ͕͔͔ͬͯ ͍Δ
ʢදࢀ�রʣɻ
Ҭ಺૯ੜ࢈Ͱ͸ɺट౎ݍͷγΣΞ͸

����೥ʹ��ˋ୆ʹߴ·ͬ ͸ɺ́ޙͨ ΅ԣ
͹͍ͰਪҠ͠ ͯ Γ͓ɺʮट౎ݍҰूۃதʯ
ʹϒϨʔΩ͕͔͔ͬͯ ͍Δɻਓ̍ޱ ਓ౰ͨ
Γ(%1Λࢦඪͱ͠ ൺֱ͢Δͱɺؖࡍࠃͯ ࠃ
͸経済ͷൃలஈ֊Λ͔ΒΈͯ੡଄ۀͷ΢
ΤΠτ͕ ஶ͘͠ ߴ͘ ɺͦ ͷ஍Ҭ෼෍͕஍Ҭ
֨ࠩʹܾఆతͳӨڹΛٴ΅͠ ͍ͯΔɻؖ
ɺߴͷཱ஍ͷಛ௃͸ۀͷ੡଄ࠃ ౓੒௕
͕ऴଉ͠ ͯҎ߱ͷ೔ຊͷΑ͏ ͳʮ஍ํ෼ࢄ
ʯͰ͸ͳ͘ܕ ɺਓޱɾ࿑ಇྗ͕ूੵ͠ ͍ͯΔ
ट౎ݍ΁ͷʮूதܕʯʹ ͳͬ ͍ͯΔ͜ ͱͰ
͋Δɻͨ ͩ͠ ट౎ݍͷ಺෦Ͱ͸εϓϩʔϧ
৅͕ੜ͡ݱ ͯ Δ͍ɻ੒௕ۀ࢈Λࢧ഑͠ ͍ͯ

ୡ ΑʹΓ׆ۀاಈʹ͓͍ͯຊࣾͷ໾ׂ͕
ͬ·ߴ ɻ࢈ͨ ࠃ৔ͷதݱ଄Ͱ͸ɺ੡଄ߏۀ
ͳͲ΁ͷւ֎Ҡస ΑʹΓʮ஍ํ෼ܕࢄʯͷ
ʯͷ৘ใ௨ܕதूژ͸ॖখ͠ɺʮ౦ۀ޻
৴͕ۀ࢈੒௕ੑ͘ߴ ɺٵ༺ޏऩྗ͕େ͖
ͳװجతۀ࢈ͱͳͬͨɻ����೥୅ʹೖΔ
ͱɺಛผ͔۠Βͷਓޱͷεϓϩʔϧݱ৅͸
ʹʯؼΈɺʮ౎৺ճࢭ ΑΓॅډ஍ͱ͠ ΋ͯಛ
ผ۠ͷ஍Ґ͕ߴ·ͬ ͨɻ
தԝɾ஍ํͷ੫ݯ഑෼ํࣜͱ஍ํ੫ऩ
ೖͷ஍Ҭ֨ࠩͱͷؔ࿈Ͱ͸ɺҰൠ ʮʹ෼
཭՝੫ʯํ ࣜͷํ ʮ͕ॏෳ՝੫ʯํ ࣜΑΓ
΋஍ํ੫ऩೖͷ஍Ҭ֨ࠩΛখ͘͞ ͱͲΊ
΍͍͢ɻ̓ ఆੑɺී วੑɺԠӹੑͱ͍ ͬͨ
ଇͱ͸۠ผݪ੫ࠃ Ε͞Δ஍ํ੫ݪଇʹɺ
ʮ෼཭՝੫ʯํ ࣜͷํ͕ద߹͠ ΍͍͔͢
ΒͰ Δ͋ɻʮॏෳ՝੫ʯํ ࣜΛͯͬ࠾ ͍Δʹ
΋͔ ͔ΘΒͣɺ����೥୅ʹ஍ํ੫ऩʹ͓
͚ΔγΣΞ͸ट౎ݍͰ͸��ʙ��ˋɺ౦ژ
౎Ͱ͸��̀ લޙͱԣ͹͍ͰਪҠ͠ ͍ͯΔɻ
ͦͷ理༝ͱ͠ ͯ͸ɺᶃ๏ਓۀࣄ੫ͷཱ஍
࣏ࣗମؒͷ෼ׂج४ͷݟ௚͠ ɺᶄ๏ਓࣄ
ඪ४՝੫ͷಋೖɺᶅ஍Ҭܗ֎੫΁ͷۀ
͕֨ࠩখ͍͞ ஍ํফඅ੫ͷಋೖɺᶆݸਓ
ॅຽ੫ͷ̏ ஈ֊੫཰ Β͔ൺྫ੫཰΁ͷ੾
Γସ͑ͳͲɺ౦ژ౎΁ͷ஍ํ੫ͷूதΛ
؇࿨͢Δાஔʢ੫ऩภੋࡏਖ਼ાஔʣ͕ ࠾
ΒΕͨ͜ ͱ͕ ͋ Β͛ΕΔ�ɻ

9�税収ภ在是正措置については町田Ģ2016ᶘĤ27～46ทを参রのこと。

ද4　韓国におけるਓޱɺҬ಺૯ੜ産ɺ地方੫ऩ入における首都圏のରશ国シΣア
ʢˋʣ

஫1ɹ201�೥のਓޱは༧ଌ஋。
ɹ2ɹҬ内૯ੜ࢈の201�೥のཝは201�೥の࢑ఆ஋。
ɹ�ɹ஍ํ੫ऩの201�೥のཝは201�೥。
出所：�,orea�Statistical�:earbooL�֤೥൛

1990 1995 2000 2005 2010 2015

人　口

首都圏 42.8� 45.3� 46.3� 48.2� 49.1� 49.7

　ソウル特別市 24.4� 22.9� 21.4� 20.8� 20.2� 19.5

　京ـ道 14.2� 17.1� 19.5� 22.0� 23.4� 24.5

域内総生産

首都圏 46.7� 46.0� 47.8� 48.2� 48.8� 48.9�

　ソウル特別市 26.2� 24.2� 24.0� 24.0� 22.9� 22.1�

　京ـ道 15.5� 16.7� 19.3� 19.5� 21.1� 22.2�

地方税収入

首都圏 53.4� 53.9� 57.2� 57.6� 56.2� 54.0�

　ソウル特別市 32.8� 28.3� 30.1� 27.8� 25.7� 24.6�

　京ـ道 15.6� 20.6� 22.2� 24.9� 25.7� 24.3
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஍ํࡒ੓ௐ੔ػೳͷऑମԽ͸ɺ஍ํ
ɺͱΓΘ͚ԕִ஍Ҭʹ͓͍ͯɺެݍ ࢿ౤ڞ
ͷݮ࡟ ΑʹΓݐઃޏۀ༻Λେ෯ʹॖখ͠
͚ͨͩͰ͸ͳ͘ ɺʮ஍ํࡒ੓ܭըʯΛ௨͡ Δ
ʮྔݮ経Ӧʯͷڧཁ ΑʹΓਖ਼ن஍ํެ຿
һΛେ෯ʹݮ͠࡟ ͨɻ
ެతधཁͷ৳ͼ཰֨ࠩΛओҼͱ͠ ͯɺ

����ʙ����೥౓ʹ͓͚Δݝ಺૯ࢧग़ͷ
৳ͼ཰ʢ೥౓ฏۉʣ͸౦ݍژͷ����̀ ʹର
ͯ͠ɺ஍ํݍͰ͸����ˋ ͱʹͲ·Γɺ͏ͪԕ
ִ஍ҬͰ͸����ˋݮগ͍ͯ͠Δɻ஍ํࡒ
੓ௐ੔੍౓͸ɺʮ౦ݍژҰूۃதʯͷՃ
଎ԽཁҼͱ͠ ೳ͢ΔΑ͏ػͯ ͳʹͬ ͱ͍ͨ ͑
Α͏ ɻ
খઘ੓ݖҎ߱͸ɺ஍ํݍͷ࣏ࣗମͷ

൓ൃ͔Β஍ํަ෇੫ͷݮ࡟ʹ͸ϒϨʔΩ
͕͔͔ͬͨ ͕ɺ஍ํࡒ੓ௐ੔੍౓͸ʮ౦
ʹதʯूۃҰژ ΊΛ͔͚Δࢭࣃ Ͳ́ͷޮ
Ռ͸ൃ͠ش ͍ͯͳ͍ɻ

̎ɽ  韓国：地方ަ෇੫の૿ֹによる
地方財政調੔ػೳのڧԽ
஍ํ੫ʹର͢Δ஍ํަ෇੫ͷൺ཰͸ɺ

����ʙ����೥౓ʹ����ˋ͔Β����ˋ΁ٸ
্ঢ͠ ͨ൒໘ɺؖ ˋ����Ͱ͸����ˋ͔Βࠃ
΁௿Լ͍ͯ͠Δʢදࢀ�রʣɻؖ Ͱ͸஍ࠃ
ํ੫͸ࠃ੫Λ্ճΔ͍ߴ৳ͼΛࣔ͠ɺ஍
ํަ෇੫ͷ๏ఆ཰͕ਾ͑ஔ͔ΕͨͨΊɺ
஍ํަ෇੫ͷ஍ํ੫ʹର͢Δൺ཰͸௿
Լ͠ ͨͷͰ Δ͋ɻ
����ʙ����೥౓ʹ͸஍ํ੫ʹର͢Δ

஍ํަ෇੫ͷൺ཰͸ɺ೔ຊͰ����ˋ͔Β
����̀ ΁ٸམ͠ ͨͷͱ͸ରরతʹɺؖ Ͱࠃ
͸����ˋ͔Β����ˋ΁্ٸঢ͍ͯ͠Δɻ೔
ຊͷ஍ํަ෇੫૯ֹͷྔࡋతͳܾఆํ
͕ࣜɺ����೥୅ʹ͸૯ֹͷݮ࡟Λ΋ͨ Β
ͨ͠ɻҰํɺؖ ੫ϦϯΫํࣜࠃͳີݫͷࠃ
͕ɺ๏ఆ཰ͷҾ্͖͛ ΑʹΓ����೥Ҏ߱
ʹ͸૯ֹͷେ෯ͳ૿େΛ΋ͨ Β͠ ͨɻ஍ํ
ަ෇੫ͷ૿ֹ ΑʹΔ஍ํࡒ੓ௐ੔ػೳ
ͷڧԽ΋ɺ੡଄ݱ৔ͷट౎ݍ֎΁ͷεϓ
ϩʔϧͱͳΒΜͰɺ����೥୅൒͹ ʮʹट౎
ʹதʯूۃҰݍ ϒϨʔΩ͕͔͔ͬͨओͳ
ཁҼͰ Δ͋ɻ

ͷݮ࡟ͱ͠ Εͨɻެݱͯ తधཁ͸ґଘ౓
͕େ͖͍ ஍ํݍɺಛʹԕִ஍ҬͰେ෯ʹ
ݮ࡟ Εͨ͞��ɻ����ʙ����೥౓ͷެతध
ཁͷมಈ཰ʢ೥౓ฏۉʣΛΈΔͱɺެ తध
ཁ͸౦ݍژͰ͸����ˋ૿Ճ͠ ͨ൒໘ɺ஍
ˋ����Ͱ͸����ˋɺ͏ͪԕִ஍ҬͰ͸ݍํ
ݮ࡟ Ε͞ ʢͨදࢀ�রʣɻʮ஍ํͷ࣌୅ʯΛ
ʣࢿ౤ڞ੒ʢެܗຊࢿఆݻ੓෎૯ͨ͑ࢧ
͸શࠃతʹݮ࡟ Ε͕ͨ͞ɺݮ࡟཰͸஍ํ
ʹɺಛʹԕִ஍ҬͰେ෯Ͱ͋ͬͨɻओݍ
ਖ਼ن஍ํެ຿һͷਓ݅අ͔Β੒Δ੓෎
ग़ͷ৳ͼ͸௿Լ͠ࢧऴফඅ࠷ ͕ͨɺ౦ژ
ͷ����̀ݍ ʹର͠ ͯɺ஍ํݍ͸����̀ ͷ৳
ͼ ͱʹͱ·Γɺ͏ͪԕִ஍ҬͰ͸����̀ ݮ࡟
Εͨ͞ɻ

஍ํަ෇੫ͱ஍ํࡒ੓ௐ੔

̍ɽ  日本：地方ަ෇੫のݮ࡟とެ的需
要の大都市ภॏ
೔ຊʹ͓͚Δߴ౓੒௕ظҎ߱ ʮʹ஍ํ
ͷ࣌୅ʯΛ΋ͨ Β͠ ͨओͳཁҼͷ͏ ͪɺ஍ํ
ࢧʹ੓ௐ੔ࡒ Β͑Εͨެڞ౤ࢿͷ஍ํ
ࢭ഑෼΋����೥୅຤Ҏ߱ఀࣼ܏΁ͷݍ
͞Εͨɻࠃɾ஍ํͷࡒ੓࠷͕ݐ࠶༏ઌ໨
ඪͱͳΓɺ஍ํަ෇੫͸େ෯ʹݮ͞࡟ Εͨɻ
ʮࡾҐҰମͷվֵʯͰ͸ɺ஍ํ΁ͷ੫ݯ
Ҡৡ͸ෆे෼Ͱɺ੫ݯҠৡΛେ෯ʹ্ճ
Δن໛Ͱ஍ํަ෇੫͕ݮ࡟ Εͨ͞ɻ
஍ํަ෇੫ͷେ෯ݮ࡟ ΑʹΔ஍ํࡒ
੓ௐ੔ػೳͷ௿ԼͷӨڹ͸ɺެ తधཁ

10�公的需要への依存度（県内総支出に対する比率）は、地方圏では27.7％（うち北海道、北東北、北陸、山ӄ、遠隔圏、南四国、南۝州・ԭೄからなる
遠隔地域で33.9％）で3大都市圏（18.9％）を大幅に上回っている（2011年度)。

ද�　日本におけるݝ಺૯ࢧ出とެ的需要の圏Ҭผ૿ݮ཰ʢ೥౓ฏۉʣ
ʢˋʣ

出所：�内ֳ෎「ݝຽ݁�ࢉܭࡁܦՌの֓ཁ」ʢ201�೥݄̓2�日గਖ਼ʣ

全国計
３大
都市圏

地方圏

東京圏 中間地域 遠隔地域

2001～
2007年度

県内総支出 0.47 0.78 0.81 0.09 0.27 ô1.59

公的需要 ô1.14 ô0.36 0.41 ô1.79 ô1.41 ô3.32

　政府最終消費支出 0.48 0.78 1.05 0.21 0.45 ô1.14

　政府総ݻ定資本形成 ô6.76 ô5.13 ô3.23 ô7.80 ô7.38 ô9.12

2007～
2010年度

県内総支出 ô2.50 ô2.83 ô2.50 ô2.08 ô2.13 ô1.67

公的需要 0.39 0.59 0.79 0.21 0.30 0.05

　政府最終消費支出 0.69 0.94 1.04 0.46 0.61 0.17

　政府総ݻ定資本形成 ô1.00 ô1.29 ô0.62 ô0.80 ô1.07 ô0.35

ද6　地方ަ෇੫のن໛ʢ地方੫ൺʣの日韓ൺֱ
ʢˋʣ

出所：�日本は૯຿ল「஍ํ੫にؔ͢るܭߟࢀ਺資料」֤ ೥౓൛、ؖ �2001
���は�,orea�Statistical�:earbooL�1ࠃ
�
2006
�2011
�201�ΑΓ࡞੒

1990 1995 2000 2005 2010 2014

日　本
（ී通会計）

地方税（10億円）✔ 33,450� 33,675� 35,546� 34,804� 34,316� 34,316�

地方交෇税（10億円）✕ 14,328� 16,153� 21,776� 16,959� 17,194� 17,194�

比率（％）✕ʗ✔̫ 100 42.8� 48.0� 61.3� 48.7� 50.1� 50.1�

韓　国
（一般会計）

地方税（10億ウォン）✖ 6,379� 15,317� 20,361� 35,977� 50,080� 62,629�

地方交෇税（10億ウォン）✗ 2,765� 5,671� 8,449� 20,018� 28,192� 35,895�

比率（％）✗ʗ✖̫ 100 43.3� 37.0� 41.5� 55.6� 56.3� 57.3
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日本と韓国における地方財政と「首都圏一極集中」

ੜ͕͡ࢄ ͍ͯΔΘ͚Ͱ͸ͳ͍ɻ
ʮ౦ژ౎Ұूۃதʯ͕ ਐΜͰ͍Δ೔ຊ
Ͱ͸ɺେن໛ͳެۀࣄڞϓϩδΣΫτͷू
தΛؚΊͨࠃ౔੓ࡦͷʮ౦ژॏࢹʯΛస
Δ͜͢׵ ͱ͕ ɻ࢈ΊΒΕ͍ͯΔٻ ଄Ͱߏۀ
౦ژ౎ཱ஍ܕͷ৘ใαʔϏεޏ͕ۀ࢈
ͱͳͬͯۀ࢈੒௕͍ߴऩྗͷٵ༺ Γ͓ɺ
ຽؒେۀاͷ஍ํ෼ࢄʹ͸ݶ౓͕ Δ͋ɻ
ैͬͯ ஍ํࡒ੓ௐ੔੍౓ͷ࠶ੜ ΑʹΓɺ
஍ํʹ͓͍ͯެతधཁɾެ తޏ༻Λ֦େ
͢Δ͜ ͱ͕ ஍Ҭ֨ࠩॖখͷओཁͳ੓ࡦख
ஈͱͳΔɻ
Ұํ࢈ɺ ऩٵ༺ޏ͕ۀ଄Ͱ੡଄ߏۀ

ྗͷ͍ߴ੒௕ۀ࢈ͱͳͬ ͍ͯΔؖࠃʹ͓
͍ͯ͸ɺຽؒେۀاͷຊ֨తͳ஍ํ෼ࢄ
Λଅਐ͢Δ༗ޮͳࠃ౔੓ࡦʢट౎ݍʹ͓
͚Δ޻৔ཱ஍ن ͱ੍޻৔௥͍ग़͠ ੫ͷಋ
ೖͳͲʣ͕ ΊΒΕ͍ͯΔɻซͤͯ஍ํͷٻ
ҭ੒Λଅਐ͢ΔࡐΠϯϑϥͷ੔උɺਓۀ࢈
ͨΊʹɺ஍ํࡒ੓ௐ੔੍౓ͷҰ૚ͷڧ
Խ͕ٻΊΒΕΔɻ

Լ͕ɺʮ౦ژ౎ҰूۃதʯͷओҼͱͳͬ ͨɻ
೔ຊҎ্ʹ੫ऩ഑෼͕ࠃʹूத͠ ͍ͯ
ΔؖࠃͰ͸ɺ஍ํࡒ੓͸஍ํަ෇੫΁
େ෯ʹґଘ͠ ͍ͯΔɻ஍ํަ෇੫ͷ૯ֹ
ܾఆ͕ີݫͳࠃ੫ϦϯΫํࣜΛ࠾Δͨ Ίɺ
����೥୅·Ͱ͸஍ํࡒ੓ௐ੔ػೳ͸ऑ
ମͰ͋ͬͨ ɻۀ࢈װجͱͳͬ ͖ͯ ͨ੡଄ۀ
ͷـژಓ΁ͷεϓϩʔϧΛ൐͍ͳ͕Βट
౎ཱݍ஍ܕͰ͋ͬͨ ͱ͜ͱͳΒΜͰɺ੬ऑ
ͳ஍ํࡒ੓ௐ੔ػೳ ʮ͕ट౎ݍҰूۃ
தʯΛ΋ͨ Β͠ ͖ͯ ͨɻ
����೥୅ʹೖΔͱɺ๏ఆ཰ͷҾ্͖͛
ΑʹΔ஍ํަ෇੫૯ֹͷ૿େ ΑʹΓɺ೔ຊ
ͱ͸ରরతʹ஍ํࡒ੓ௐ੔ػೳ͕ڧԽ
Εͨ͞ɻ����೥୅൒͹͔Β੡଄͕ۀट౎
઀͠ྡʹݍ ͨ஧ਗ਼ೆಓʹ༙ग़͠ ͨɻ͜ ͷ�
ͭͷཁҼ ΑʹΓɺ����೥୅൒͹Ҏ߱ɺʮट
౎ݍҰूۃதʯʹ ϒϨʔΩ͕͔͔ͬͯ ͍
Δɻ経済׆ಈͷ༙ग़ઌ͸ඇट౎ݍͱ͸͍
͑ɺट౎ݍͱҰମతͳ஍ҬͰ Γ͋ɺ೔ຊͷ
ʮ஍ํͷ࣌୅ʯͷΑ͏ ͳຊ֨తͳ஍ํ෼

Ή͢ͼ

ʮूݖ෼ࢄγεςϜʯΛಛ࣭ͱ͢ Δ೔ຊ
͸ɺࠃ Β͔஍ํ΁ͷࡒ੓Ҡసͷن໛͕ओ
ཁઌਐࠃͰ࠷΋େ͖͍ ɻߴ ౓੒௕͕ऴଉ
ͯ͠Ҏ߱ɺࡒ੓Ҡసͷத৺ͱͳΔ஍ํަ
෇੫ͷ๲ு͸ɺۀ޻ͷ஍ํҠసͱͱ΋ʹ ɺ
ਓޱɾҬ಺૯ੜ࢈ͷ̏ େ౎ݍࢢ΁ͷूத
ʹϒϨʔΩΛ͔͚ɺʮ஍ํͷ࣌୅ʯΛݱग़
͢ΔओͳཁҼͰ͋ͬͨ ɻ஍ํަ෇੫๲ு
ͷݯࡒ͸ɺ๏ఆͷࠃ੫ࢿݪͰ͸ෆे෼Ͱɺ
ަ෇੫ಛผձܭͷआೖʹґଘ͠ ͍ͯͨɻ
����೥୅ʹೖΓɺࠃɾ஍ํͷࡒ੓͕ݐ࠶
༏ઌ Ε͞Δͱɺަ ෇੫ಛผձܭͷआೖͷ
ࢭఀ ΑʹΓɺ஍ํަ෇੫͸େ෯ʹ͞ݮ࡟
Εɺ஍ํࡒ੓ௐ੔ػೳ͸ऑମԽ͠ ͨɻᶃ
ʮ෼ܕࢄʯࠃ౔੓ࡦ Β͔ʮ౦ژॏࢹʯͷ੓
౎΁ژຊࣾͷ౦ۀاɺᶄେ׵΁ͷసࡦ
ͷूதͷՃ଎Խɺᶅʮट౎ཱ஍ܕʯͷ৘
ใ௨৴ۀ࢈ͷۀ࢈װجԽͱ޻৔ͷւ֎
Ҡసͱͱ΋ʹ ɺᶆ஍ํࡒ੓ௐ੔ػೳͷ௿
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In Japan, entering the 2000s, the reconstruction of national and 
local government finance became a matter of priority, and local 
tax allocation was greatly reduced via the cessation of borrowing 
from the tax allocation special account. The local government 
finance adjustment function has weakened, and has become a 
principal cause of the ³overconcentration in Tokyo´. In the 
ROK, entering the 2000s, the local tax allocation was increased 

greatly via the raising of the statutory rate. In contrast to -apan, 
the local government finance adjustment function has 
strengthened, and accompanying the seepage of manufacturing 
industry to the areas adjoining the capital region, they are 
applying the brakes to the ³capital region overconcentration´.

>Translated by ERINA@

Local Government Finance in Japan and the ROK and 
“Capital Region Overconcentration” (Summary)
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「五つの発展理念」が示す今後の中国経済の展望

1ɽ͸͡Ίʹ

「理念は行動の前ۦ体であり、理念は
発展を指導し、発展の成果を決定するの
は発展理念である」という理念と発展の
関係が習近平国家主席により示された。
2015年7月20日に開催された中国共産ౘ
中央委員会政治局の会議において、「第
13次ޒカ年計画期間（以下13・ޒ期間）に
中国発展の環境、条件、任務、要ٻなどの
すべてが新しい変化を਱げてきた。中国の
経済と社会の持続的かつ健全な発展を
維持するためには、新常態を認識し、適応
し、リードしなければならない。したがって、
新しい理念、新しい行動、新しい構想が必
要である。発展理念は発展行動の先導
であり、発展構想、発展方向、どの部分に
集中的に発展の力を注ぐかを൓өするも
のである」ということがすでに提案されてい
る。2015年10月26日に開催された中国共
産ౘ第18期第5回全体会議で、初めて革
新的な発展、調和のとれた発展、྘の開
発、開放、発展成果の共有、という「ޒつ
の発展理念」が示され、イノベーション、調
和、྘、開放、共有と略শされている。「中
国経済社会発展の第13次ޒカ年計画に
関する提案」の中に、「ޒつの発展理念」
に関するৄࡉな説明がある。第一に、イノ
ベーションは発展をリードする原動力であ
るということである。理論革新、制度革新、
科学技術革新、文化革新など、さまざまな
分野で革新を続けなければならない。第二
に、調和は持続的かつ健全な発展にとっ
てݻ有の要件である。都市部と農村部の
協調的な地域開発、社会経済の協調的
な発展の促進に焦点を当て、新しい工業
化の推進、情報化、都市化、並びに農業
近代化の同時発展を図る。第三に、྘は
資源節約と環境にやさしい社会の建設を
加速し、持続的な発展とより良い生活の
人々の追ٻのための必要な条件である。
第四に、開放は国の繁栄と発展のための

唯一のルートである。国内と国際市場の
需要を同時にש起し、輸出と輸入のバラン
スを図ると同時に海外から投資や人材を
༠கし、より高いレベルの開放経済の発展
と、グローバル経済の管理、公共財の供給
に積極的に参加することを主張している。
第ޒに、共有は中国の特徴的社会主義
の本質的要件である。その意味するところ
は、発展が国民のためであり、国民に依存
し、その成果が国民と共有でされるべきで
あるということである。
発展理念は、発展行動を先導するとい

うだけではなく、国レベルの政策の策定
や、地域社会経済発展計画の策定を指
導するものでなければならない。現在、「ޒ
つの発展理念」は国レベルの社会経済発
展に関する指導をしているが、今後、「ޒ
つの発展理念」に基づき、地域社会経済
発展の政策の策定から、企業レベルの経
営方針の策定まで、社会経済に関する全
般において、「ޒつの発展理念」を൓өし
なければならない。本ߘでは、「ޒつの発
展理念」の概念について解説し、現行の
地域政策である北京・天津・河北地域の
政策の内容を紹介することで、今後の経
済政策において「ޒつの発展理念」がい
かに൓өされていくかについて占う。また、
ここでまとめた成果は、今後の地域経済
発展に関する研究の参考になるものであ
り、地域経済の発展を評価する際の新た
な基準となる可能性をもつものである。

�ɽʮͭޒͷൃలཧ೦ʯͷ֓೦ͱ
࣮ફͷྫࣔ

ʢ1ʣΠϊϕーション
֓೦ͷग़ॴ
中国ݹ代のᓵ商時代に、すでに「道の
利益、時により変化し෇ਵする」という革新
に関する認識がある。経済学者シュンペー
ターは、生産要素と生産条件の「新たな組
み合わせ」を生産システムに導入し、新し

い生産関数を構築することをイノベーション
と定義している。彼は、起業家の革新的な
ਫ਼ਆの指導の下、資本主義社会の全体
のプロセスが、この「新たな組み合わせ」を
達成し続けることを経済発展であると説明
している。イノベーションは具体的に、ᶃ新
製品の導入�ᶄ新しい技術の導入、つまり
新しい製造方法ʀᶅ新たな市場の開拓ʀᶆ
原材料供給の新しい源のコントロールʀᶇ
新しい企業組織、とシュンペーターが指摘
している。
改革開放以降、中国共産ౘは常にイノ

ベーションに関する新たな理念と観点を提
示している。↾小平の「科学と技術は主な
生産力である」、「科学と技術は第一の生
産力である」という有名な言༿や、その後
のߐ沢民の「革新は国家の進歩のࠢであ
り、国の繁栄のਚきることのないパワーであ
る」、ۋމ౭の「独立した技術革新の道を
取り、革新的な国を建設する」といった言
説においてもイノベーションを重視する姿
勢が見られる。また、習近平は「イノベーショ
ン主導型開発戦略」、「要素ۦ動、投資ۦ
動からイノベーションۦ動へと転換する」と
いう言༿で中国発展の戦略をイノベーショ
ンۦ動型へ転換すること、技術革新と持
続可能性の必要性を強調している。
Πϊϕーシϣϯͷ࣮ફ
1970年代後半には、中国は経済発展を

果たすための革新を追いٻめる探検の期
間に入った。1978年12月の中国共産ౘ第
11期第3回全体会議は「中国は主に世界
の先進的な技術と設備を輸入し、積極的
な自立の下で、他の国 と々の経済協力を
図る」ことを発し、技術輸入、科学技術が
第一の生産力であるという基本的な発展
原則を確立した。
20世紀後半から21世紀初಄にかけて

の期間は、中国のイノベーションの開拓段
階である。独立した技術革新の道を開拓
することはこの段階の主要な方針であり、
科学技術により国を繁栄させるということ

͕「のൃలཧ೦ͭޒ」 経済のల๬ࠃの中ޙࠓࣔ͢
滁州ֶӃ経済؅ཧֶӃࢣߨ
Ԧᛲ
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なレイアウトをしっかり把握し、発展の中で
現れるあらゆる関係を正しく処理し、都市と
農村の調和のとれた発展を重要視し、経
済と社会の調和のとれた発展を促進し、
新型工業化、情報化、都市化、農業の現
代化の発展を同時に促進し、国としてのߗ
い実力を重要視すると同時に、ソフト面の
実力を重視しなければならない」ということ
と、「全般的な発展を向上させる」というこ
とを提案した。それを実現するために、第
一に、発展の中で現れた主要なিಥや、
重大な関係を正しく処理しなければならな
い。第二に、弱い部分と立ち஗れた分野
に集中して問題を解決することが必要で
ある。さらに地域間の経済資源や、社会資
源、生態環境資源の配置を調整すること、
地域間の調和のとれた発展を促進し、要
素の自由に流動できる環境や、基本的な
公共サービスの均等化、環境資源の受容
性に十分に配ྀする新たな環境が必要で
ある。
また政府は、地域間、各分野の物質文
明とਫ਼ਆ文明のバランスのとれた発展を
促進することを目指す。そのために、第一
に、地域間の協調的な発展、都市と農村
の調和のとれた発展を堅持しなければな
らない。具体的には西部大開発、東北部
の振興、中部の台಄という地域発展の総
括的な戦略や、京津ၺ（北京、天津と河北
省の略শ）の共同発展、長ߐ経済帯の協
調的な発展において引き続き調和のとれ
た発展を模索するとともに、「一帯一路」
戦略においても物質文明・ਫ਼ਆ文明の調
和のとれた発展促進を重視する。そうした
中で資源と環境の主な機能を保持しなが
ら、バランスの取れた地域開発を推進し、
地域発展の新しいパターンを作成する。第
二に、経済建設と社会建設を同時に発展
させながら、経済建設と国防開発の統合
的な開発を堅持し、経済発展を推進すると
同時に、教育、ޏ用、社会保障、医療と公
共衛生、環境保護により注力し、国民の関
心が最も高い分野についての問題を解決
し、国民全体が発展の成果を共有できるよ
うなシステムを構築しなければならない。
2016年8月16日に国家発展改革委員会

は「調和のとれた地域開発を促進するた
めの地域開発戦略の実施に関する指導
意見」を公෍し、イノベーション、調和、྘、

が、主な原則である。この段階は依然とし
て先進国の科学技術を追ٻする期間で
あるが、先進国との科学技術レベル、特に
情報技術やネットワーク、ハイテク領域にお
ける技術水準のࠩの縮小はこの段階の
特徴である。2006年1月にۋމ౭は中国
が独立した技術革新の能力を強化し、大
規模な近代化のあらゆる側面を実装する
ために、中国の特৭を持つ独立した技術
革新の道にݻ執する必要があることを示
しࠦた。そのために国務Ӄは、「長期科学
技術発展計画（2006-2020）」を策定し、革
新的な国を形成するための2020年までの
具体的な目標を提示した。
中国共産ౘ第18期代表大会以降、中
国は全面的な革新を果たす段階に入っ
た。中国共産ౘ第18期代表大会の主要
な報告書は、イノベーション主導型の開発
戦略の実施を提案するものであった。2014
年11月9日に習近平は「新常態は中国に
新たな発展の機会をもたらし、新常態は中
国が新たなイノベーション段階に入ることを
促進する」ことを、APECサミットで提案し
た。2015年3月に発表された「メカニズムの
改革を深め、イノベーション主導型の開発
戦略の実施を加速する意見」の中で、技
術の革新と開発、主な目標と具体的な措
置などが提案された。中国共産ౘ第18期
第5回全体会議は、再びイノベーション発
展を強調し、さらにイノベーションを中国発
展の中核として位置づけた。これは中国が
国全体、あるいは、国民全体がイノベーショ
ンをڗ受するような段階に入ったことを意
味する。
「インターネット＋」はイノベーションとの関
係において、単७に「ഁյ的なイノベーショ
ン」や「յ滅的なイノベーション」ではなく、
「建設的な革新」や「技術革新」を共有
することを意味する。この革新は、起業家
の革新、技術の革新、市場の革新だけで
なく、国民全体としての革新、観念革新、
体質革新、メカニズム革新、制度革新も含
む。科学技術の革新は、企業競争の能力
だけではなく、グローバル競争の中に参加
する国の能力にも関連するものである。中
国の科学技術革新能力を高めるために、
基盤の革新、技術の革新、市場の革新、ブ
ランドの革新、文化の革新、つまり「ޒ位一
体」の総合的な開発能力を発揮しなけれ

ばならない。
イノベーションが、マクロコントロールに൓
өされると、第一に、工業化、情報技術化、
新型都市化、農業の近代化、インフラの近
代化の面での開発を同時に促進する。第
二に、構造転換のための供給側の改革を
進めることで、設備投資などの総需要の役
割がより効率的なものに転換される過程に
おいて、消費が積極的にアップグレードされ
ることになる。これにより、消費が経済成長
をݗ引する役割を強化することになり、13・
期間内に経済成長への消費の寄与率ޒ
が55％に達することが目指されている。そ
れとともに投資構造が最適化され、投資の
効率性が重視され、国際貿易自由化推進
の加速、自由な投資及び円滑なサービス
業の推進が期待される。第三に、サービス
業の大きな発展が促進され、サービス産業
の全体的な品質と競争力が向上される。
第四に、合併や買収事業を通じて、企業グ
ループのコア競争力が育成され、市場メカ
ニズムに基づく経済的な手段の使用により
過剰の生産能力が解決されることが期待
される。

ʢ2ʣ調࿨
֓೦ͷग़ॴ
調和のとれた発展という概念は、中国ݹ

代の「中༱」という思想から生まれた。「中
༱」は、「過度」と「不足」をආけ、物事に発
展の余地を与え、物事の調和のとれた発
展を実現するという中国の伝統的な思想
である。
2003年7月28日にۋމ౭は「社会経済

と人間の発展を促進するために、人間本
位性に従い、包括的、協調的かつ持続的
な発展理念をथ立しなければならない」と
いうことを明確にし、「都市と農村の調和
のとれた発展、地域間の調和のとれた発
展、経済と社会の調和のとれた発展、人間
と自然の調和のとれた発展、国内の開発
と対外開放の調和のとれた発展」、という
「調和のとれたޒつの関係」を提案した。
ௐ和ͷͱΕͨൃలʹؔ͢Δ࣮ફ
中国政府は、調和という理念を、地域間

の調和のとれた発展として説明する。中国
共産ౘ第18期第5回全体会議が、「調和
は健全な発展に内在する要ٻである。中
国の特徴のある社会主義事業の総括的
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「五つの発展理念」が示す今後の中国経済の展望

の建設、社会の建設など各方面と建設の
過程に༹け込ませる」ことを示した。報告
は「生態文明の建設を進める」を題目とし
て、独立した一つのষを使って、具体的に
どのように生態文明を建築するかを述べ、
経済、政治、文化、社会、生態文明の「ޒ
位一体」の中国の特৭のある社会主義の
レイアウトを着実に構築する。
「第12次ޒカ年計画」では、その計画中
において経済発展方式の転換を加速す
るためのものとして、初めてグリーン発展を
重要な焦点として位置づけた。「第12次ޒ
カ年計画」の第6ฤでは「グリーン発展」を
テーマとし、「資源節約型と環境にやさし
い社会づくり」とのه述がある。「第12次ޒ
カ年計画」では、྘の開発指標が強調さ
れ、資源環境指標は8個で、合計24個の
国民社会と経済発展に関する指標のうち
の3分の1を占めている。2015年4月25日に
発表された「生態文明の建設を加速する
意見」では、初めて「グリーン化」という概
念を提出し、前の「四つの現代化」に加え、
へ変わり、生態文明の構「つの現代化ޒ」
築への中国政府の重要視を示している。
中国共産ౘ第18期第5回全体会議に

おいてさらに「グリーン発展」を「13・ޒ期
間」の発展、༟福な社会を実現するため
の新たな目標、「ޒつの発展理念」の一つ
として強調し、中国の生態文明の構築とい
う概念がグレードアップされることとなった。
「第13次ޒカ年計画」は、初めて生態環
境の改善を2020年の目標として示した。中
国の「グリーン発展」及びその実ફは、ޒ
つの点に分けることができる。第一に、生
態レイアウトを最適化し、主要な機能領域
の戦略を加速すること。第二に、気候変化
に適応できる社会を構築すること。ここで
いう気候変化に適応できるとは低炭素॥
環型発展スタイルの構築を促進することを
意味しており、そのためのコア目標は、炭素
排出総量をコントロールし、できるだけ早く
炭素排出の「ઈ対的な削減」段階に入る
ことである。その一方で、॥環型経済と「イ
ノベーション主導型の開発」、「経済構造
改革」戦略を密接に関連させ、科学技術
の革新を重視、新型グリーン産業化の実
現、エネルギー生産と消費革命を推進し、
経済発展と資源利用の方式において根
本的な変化を促進する。第三に、資源節

的な発展の角度から、生態建設と環境保
護について戦略を作成することとした。
2002年の中国共産ౘ第16期大会報告

は「持続可能な発展」を全面的に小康社
会の構築目標に組み入れた。「第10次ޒ
カ年計画」に初めて持続可能な発展を国
家発展戦略として示し、「中՚民଒の生存
と長期的な発展に対して最も重要な戦略
である」と位置෇けた。その上に、初めてグ
リーン発展に関する一連の定量化できる
発展指標を定めた。主要な目標として三つ
をあげている。一つは、人口の自然増加率
を0.9�以内におさめ、2005年の総人口数
を13.3億人以下にまでコントロールする。さ
らに二つ目は、生態環境の悪化を止め、৿
ྛ被෴率を18.2％まで高め、都市グリーン
化率を35％まで増加させる。三つ目として、
都市と農村部の環境の質を改善し、主要
な汚છ物の排出総量が2000年と比較し
て10％減少することを目指す。2007年の中
国共産ౘ第17期大会報告は、「全面的か
つ協調のとれた持続可能な発展」を重要
な内容として「科学発展観」に含め、「資
源節約型、環境にやさしい社会を構築す
る」ことを提案し、「生態文明の構築」を正
式に༟福な社会を構築するޒつの主要な
目標の一つとして位置づけた。
「第11次ޒカ年計画」はグリーン発展
の戦略を࡮新し、主に以下の四つの点が
「初めてのもの」として示された。第一に、
初めて「資源節約型、環境にやさしい社
会」の構築を加速することを示した。第二
には、社会経済発展の۝つの目標の中に
初めて資源と生態環境の二つの目標をྻ
挙した。第三に、初めて計画の中に「資源
節約型、環境にやさしい社会を構築する」
ことを独立する部分として論述し、合計ޒ
つのষが書かれた。第四に、初めて߆束
性のある指標を定めた制度を実行し、地
方政府の責任を明確に強化し、達成しづ
らい資源環境目標を߆束性のある指標に
含めたことによりグリーン発展目標とװ部
ঢ進の際の評価を関連෇けさせた。2012
年の中国共産ౘ第18期大会報告を見る
と、「生態文明」の位置をさらに重視し、༟
福な社会を構築するޒつの主要な目標の
一つとして位置づけただけではなく、同時
に「生態文明の建設を目立つ地位に位
置づけ、経済の建設、政治の建設、文化

開放、共有の、合わせてޒつの発展理念
を貫పしなければならないということを定
めた。積極的に経済発展の新常態に適
応し、地域の総括的な発展戦略に基づき、
「一帯一路」戦略、京津ၺ（北京、天津と
河北省の略শ）の共同発展、長ߐ経済帯
の協調的な発展を促進し、主体機能区の
制度を改善し、地域規画と地域発展政策
の革新、健全で協調的な地域経済発展メ
カニズムの模索、全国統一の市場建設の
推進を目指すとともに、沿海・沿線経済帯
を中心に縦横の経済軸を作り、国民経済
の持続的かつ健全な発展に新たな貢献を
し、๛かな社会を構築する。

ʢ3ʣ྘
֓೦ͷग़ॴ
྘という概念は、「人と自然の調和」とい

うݹ代の知恵に根ざしており、その根底に
は自然を利用し、自然法則に順応し、人間
と自然が共存するという߃久的な共存共
生の఩学がある。中国は、持続可能な発
展の道を探りながら、海外から先進的な持
続可能な発展の理念をٵ収し、またその
理念を省みることで、イノベーションを重要
視し、持続可能な消費モデルの形成を先
けて示し、20年あまりの実ફから得られۦ
た経験を生かして中国の特徴のある創造
的な発展理念―グリーン発展理念を提示
した。
άϦーϯͷൃలཧ೦ʹؔ͢Δ࣮ફ�
中国の建国初期のࠒには、国が発展目
標を策定する際に、生態環境に与える影
響について考 しྀてこなかった。改革開放
以降、「経済発展を中心にする」という発
展目標に対する認識がภっていたため、経
済成長の成果だけを追ٻし、生態環境へ
の影響を配 しྀなかった。経済成長ととも
に現れた環境問題が顕現した後もなお、
当時の発展段階と認識不足により、環境
保護は初期段階のまま維持された。
1990年代以後、ますます激化してきたグ

ローバル環境危機とともに、中国の生態環
境問題も徐々に浮きூりになり、中国政府
はようやく生態文明の建設と国の全面的
な発展の密接な関係を認識してきた。した
がって、中国共産ౘ第15期大会において
持続可能な発展戦略の実施を明示した。
この時期において、中国政府は主に長期
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終的な目標にしなければならない。
ຊతͳ໨ඪج༗ൃలͷڞ
共有発展の基本的な目標として、地域

発展の格ࠩ、都市部と農村部の住民の所
得格ࠩを引き続き縮小させ、国民財産を
増加し、より๛かな生活を送ることができる
ようにすることが挙げられる。また都市部と
農村部の公共サービスを均等化し、社会
発展指標で評価される発展の格ࠩを縮小
させ続け、農村部と発展の立ち஗れた地
域の人間資本と発展レベルを大幅に高め
ることや、人口を農村部から都市部へ、発
展の立ち஗れた地域から発展している地
域へ移転させることを進め、都市部と発展
している地域の発展成果を共有できるよう
になることを政策により追ٻする。さらに、公
正かつ公平な再分配システムを確立し、෋
を増やすために人 を々঑ྭするだけでな
く、ශ෋の両極分化をආけ、より高い水準、
より๛かな社会を構築する。
2020年以降、中国は「共に๛かな生活

を送ることができる時代」、つまり、共通の
発展、共通の繁栄と共通෋༟の時代に入
ることを目指している。共通෋༟を評価す
る指標として、都市部と農村部の格ࠩ、地
域の間の格ࠩ、人と人の間の格ࠩ、という
「三つの格ࠩ」を縮小することが挙げられ
る。その格ࠩには、所得、健康、教育、公共
サービスの提供などの多次元的なものを
含む広範な開発格ࠩが含まれる。また国
際的な観点から、平均寿命、教育の年数、
人間開発指数（HDI）など人間開発の高
いレベルを達し、改善し続けることが含まれ
る。

�ɽྫࣄ঺հ

は、一つずつ独立し「つの発展理念ޒ」
たものではなく、ޒつの要素がお互いに連
動し、国レベルの政策の策定や、地域社
会経済発展計画の策定に൓өさせるた
めのものである。この「ޒつの発展理念」
が現行の政策とどの程度関わりを持って
いるかを概観し、今後の政策に発展理念
がどの程度൓өされるかを占う目的で、こ
こからは、京津ၺ（北京、天津と河北省の
略শで、地理的に連接している）地域の発
展について紹介する。
北京、天津と河北省の౔地面積は中

ると、1970年代には、中国対アメリカ、日本
の貿易が急速に発展した。1971年の中米
貿易額は490万ドルほどであったものが、
1974年に9.3億ドルになるまでの急成長を
果たし、アメリカは中国の第二位の貿易相
手国となった。また、1972年の中日貿易額
は11億ドルだったものが、1975年には37.8
億ドルまで達し、日本は中国第一位の貿易
相手国であった。
中国の対外開放の歴史をみると、1970
年代初಄のໟ沢東の中米外交回復戦略
は1970年代຤の↾小平の対外開放戦略
の策定に対して、強力な前提条件を設け
た。それに基づき、↾小平は対外開放とい
う決定的な一歩を踏み出した。↾小平時
代は中国経済が大きな発展を਱げた時
代であるのみならず、本当の対外開放時
代のスタートの時期である。対外開放戦略
は中国を変え、世界にも大きな影響を与え
た。
21世紀に入ると、中国はWTOに加盟

した。対外開放は全面開放、全面参加、
全面協力、全面進化の新たな段階に入っ
た。例えば、1980年代初಄、中国の関税率
は世界中でもっとも高い税率であったが、
1990年代に入ると、税率が大幅に低下し
た。外資や外部人材の༠கにより形成し
た市場競争は中国の本౔企業に競争の
ѹ力を与え、企業の品質を向上させる目標
を果たした。そして中国の特৭のある市場
経済を育成し、多様な経済発展を促進す
る目的を達成できた。

ʢ�ʣڞ༗
֓೦ͷ༝དྷ
習近平は、「国民全体が改革の成果を
共有することは、社会主義の本質であり、
社会主義体制の優越性の集大成であり、
中国共産ౘが国民に十分なサービスを提
供するという基本的な目的に׎う」、というこ
とを示した。ۋމ౭は、「共有という概念は
共通の繁栄の道を取ることによって人の全
面的な発展を促進することである。発展は
国民のためであり、また発展は国民の力に
頼り、さらに発展の成果を国民で共有する
必要がある。」と述べている。
共有に関する理解は、単なる経済成長

分野を超え、経済、社会、政治の三つの領
域から全面的な発展を促進することを最

約型社会を構築することである。省エネル
ギーかつ効率的な資源利用を達成するた
めのコア目標は、エネルギーの総消費量を
コントロールすることであり、水資源、建設
用地の使用量を཈え、総消費量と消費原
単位を制御する。それを実現するために、
まず石炭消費のグリーン化を実現しなけ
ればならない。もう一つは非化石燃料の開
発である。農業用水を効果的に使用し、農
産物の෇加価値と農業用水のデカップリ
ングの達成に向けて努力する。また、工業
用水量はすでにピークになったため、工業
෇加価値と工業用水のデカップリングを達
成した。資源の利用を節約・集約型へと転
換し、資源利用の方式を根本的に転換さ
せ、エネルギー、水、౔地利用の効率を高
める。生産、流通、消費に関わる産業の全
ての面において減量化、再利用、資源化
を促進させる。第四に、環境に配 しྀた社
会を建設する。主要な目標は、主要な汚છ
物質の総排出量を大幅に削減することで
ある。
「グリーン発展」は、無視される時期から
重要視される時期、目標がない時期を経
て様々な目標の策定、一般的目標から重
要な目標へと変ભし、最終的には、経済、
政治、文化、社会、生態文明の「ޒ位一
体」の中国の特৭を持っている社会主義
建設の全体像の重要な柱になっている。

ʢ4ʣ開์
֓೦ͷ༝དྷ
開放は中՚伝統的な思想のਫ਼਷の集
大成である。歴史෵源を見ると、中՚文明
は独特な継続性、೜耐、開放性などのҨ
伝子を持っている。中国ݹ代からは「和を
以てوしとなす」の文化伝統がある。2100
年前、中国人は東西の文明交流を推進
し、互恵協力をٻめるためにシルクロードを
開き、それにより沿道で各国の人民が大い
に利益を受けた。
։์ʹؔ͢Δ࣮ફ
「国内と国際の二つの大局を統括し、
内部と外部の発展問題をリンケージさせる
ことに注意を෷う」ということを開放的な発
展の本質であると、中国共産ౘ18次第5
回全体会議第2次分科会において習近平
はޠっている。
中国の対外貿易の歴史を振り返ってみ
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「五つの発展理念」が示す今後の中国経済の展望

れる可能性がある。

�ɽऴΘΓʹ

は理論と実ફの相「つの発展理念ޒ」
互作用からなる。「ޒつの発展理念」は全
面的な科学発展観の構成部分であり、そ
れ自਎が一つの巨大な発展フレームとして
構築され、厳密な発展論理、実務のある発
展アイデアを含み、相互に関連し、相互に
促進して支え合うものである。この理念に
沿って、以下の点が目指されることになる。
ᶃ革新的な発展を堅持し、発展のۦ動力
にかかわる問題を優先的に解決し、経済
の中高速的な成長の維持を推進する。ᶄ
協調的な発展を堅持し、発展の不均ߧ問
題の解決を強化し、発展の全面性を強調
する。ᶅグリーン発展を堅持し、人と自然と
の調和問題を解決し、美しい中国を建設
する。ᶆ開放発展を堅持し、内部および外
部リンケージの開発問題の解決に焦点を
当て、ᶇさらに開放型経済を強化する。
本ߘは「ޒつの発展理念」の思想の

根源と実᪙中での発展の過程を論述し、
現行の地域政策を通して「ޒつの発展理
念」が地域経済の政策策定や発展方式
の決定とどのような点で整合性を持つかを
示した。政策が理念に沿って実行され、そ
の理念の実現が政策目標となっていること
から、この理念の達成度合いをもって政策
を評価する際の一つの基準となることが
考えられる。本研究を踏まえて、「ޒつの発
展理念」を地域競争力や産業競争力の
評価体系の中に組み入れ、評価体系の評
価指標を明確にし、新たな評価体系を作
り、それを使って中国の地域競争力や都
市間の競争力を評価することが、今後の
研究方向の一つであると考えられる。

河北省はいまだ工業化の中期で、伝統的
な産業の割合が大きいという、それぞれの
地域で産業発展段階に、違いがみられる。
2017年1月12日に国家発展改革委員会

は中国のマクロ経済状況について、発表
会を開催し、その際に、発展改革委員会
政策研究室の副主任᪅ୢℙ氏が京津ၺ
の共同発展について報告した。その成果
は以下の四つに総括できる。一つは、協調
的な開発システムが基本的に確立されて
いるという点で「京津ၺの共同発展に関
する13・ޒ計画」の中で౔地、水利、医療
衛生に関する12個の特別規画のฤ成とい
う形で実施されている。二つ目は、北京の
非首都機能の分ࢄはடংのある形で行
われているという点である。合計117の商
品取引市場を解体、335の一般的な製造
企業を౫ଡ、一部分の学ߍやපӃなどを
北京の中心部から移動した。三つ目は、主
要な分野に重要な進展が਱げられたとい
う点である。四つ目は、改革・イノベーション
のデモンストレーションを継続するということ
である。京津ၺ起業連盟を設立し、合計
200余りの起業基地が建設された。京津ၺ
は中国全国で初めて交通インフラの建設
と運営に社会資本の加入を導入し、ハイ
エンド機械製造業の基準化の推進を積極
的に推進する。
以上みてきたように京津ၺ共同開発は、

それぞれ異なる特徴を持つ地域が調和の
とれた発展を目指すとともに、発展を進め
ていく上で、イノベーションをエンジンとする
経済の発展と生態環境の修復改善を進
めるという目標を明示しており、ޒつの理
念を踏ऻしていると考えられる。こうした形
で、部分的に、あるいは中国全体でもより質
の高い経済の構築や調和のとれた社会
発展が、地域政策の中で前面に押し出さ

国全体の国౔面積のわずか2％ほどであ
るが、人口は中国総人口の7.98％、地域
GDPは中国全国GDPの10.9％を占めて
いる。2015年4月30日に開催された中国共
産ౘ中央委員会政治局の会議は「京津
ၺ協同開発規画ߝ要」を発表した。その
計画は、京津ၺを一体とした、全体的な
位置෇けと北京、天津と河北省のそれぞ
れの位置෇けを明確にし、京津ၺ共同開
発の短期、中期、長期計画目標を定めた。
計画はさらに京津ၺ共同開発を重大な
国家発展戦略として位置づけた。会議で
は「戦略の中核は北京の非首都機能を、
டংをもって分ࢄさせ、経済構造とۭ 間構
造を調整し、内包的かつ集約的発展の新
しい方法を探り、人口密集地区に相応し
い経済開発の最適化モードを模索し、ま
た地域経済の協調的な発展を促進し、新
たな成長極を形成する」と示した。京津ၺ
を一体とみなした際の全体的な位置෇け
は、「首都を核心にする世界級都市܈、地
域全体の共同発展改革を示すモデル、イ
ノベーションが経済をݗ引する新しいエン
ジン、生態環境の修復、改善のモデルエリ
ア」という認識である。それぞれの地域に
ついて、北京は「中国の政治中心、文化中
心、国際交流中心、科学技術イノベーショ
ンセンター」、天津は「全国の先進的な研
究開発・製造基地、金融イノベーションモデ
ル区、改革開放先導区」であり、河北省は
「産業転換とアップグレードの実験区、新
型都市化や都市部と農村部の共同発展
の模範区、京津ၺ生態環境のサポートエ
リア」であると位置づけられている。
産業発展段階に関連して、北京はすで

に経済資源集約の段階を終了し、ポスト
工業化の時代に入った。天津は集約時期
の中にあって、工業化後期に入っており、
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The “Five Development Concepts” are the overall component 
parts related to China’s scientific development concept, of 
themselves forming a single developmental architecture, and 
containing within them the reasoning and specific mindset for 
development. Moreover, they have a synergy through being 
interconnected. In that sense, the “Five Development Concepts” 
in China are guiding principles for the development of the 
society and economy of China, and it is necessary to gain an 
understanding of the policy content within this area as a way of 

understanding the future prospects. In order to deepen the 
understanding of the source of the thinking for the “Five 
Development Concepts” and the process of their tangible putting 
into action, this paper, via a case analysis, relates the process 
which the “Five Development Concepts” confer to the 
formulation of regional economic policy and the determination 
of development methods.

[Translated by ERINA]

The Future Prospects for the Chinese Economy Indicated 
by the “Five Development Concepts” (Summary)
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会議・視察報告

2017年10月25日から28日にかけて、ロ
シア・ハバロフスク市にある極東国立交通
大学において同ߍの創立80周年をه念
する様 な々行事が行われた。全体を通して
の行事の名শは、「交通フォーラム『極東：
交通ɽ発展఩学』」である。このコーナーで
は通常、参加した会議の模様を紹介する
が、今回は周年行事に参加したことでもあ
り、大学自体の紹介を中心に小ߘをまとめ
た。
まず、この大学の名শに注意を促してお

きたい。本ߘでは「極東国立交通大学」と
表هするが、これは大学名の公式英༁で
あるFar�Eastern�State�Transport�
Universityを和༁したものである。この
うち、交通́ Transportに相当する部分の
ロシアޠはɉɭɬɢ ɫɨɨɛɳɟɧɢɣであり、直༁
すると「連絡路」といった意味であるが、ロ
シア国内では通常は「鉄道」の意味で用
いられる。（ロシアޠには、これとは別に文
通り「鉄の道」という表現であるࣈ
ɀɟɥɟɡɧɚɹ ɞɨɪɨɝɚという用ޠも存在する。）
ソ連時代からロシア連邦初期には運輸部
門を担当する役所として鉄道を所管する
鉄道省とそれ以外の輸送手段を所管する
運輸省が別々に存在したが、この「鉄道
省」という日本ޠでの呼শは、直༁すれば
「連絡路省」となるところを所管業務の内
容から判断して鉄道省と༁したものであ
る。その例から言えば、この大学も、極東
国立鉄道大学と༁すべきなのかもしれな
いが、大学自らが英༁にあたってRailXay
ではなくTransportを当てているので、本
。でも極東国立交通大学とするߘ
༁ޠはともかく、実態としては鉄道大学

というべき存在である。そもそもの出発点

が、シベリア鉄道をはじめとして極東地域
や東シベリア地域での鉄道建設、運行等
に係る技術者、専門人材をཆ成する機関
として設立されたところにある。1937年の
設立時点の名শは「ハバロフスク鉄道技
術者大学」と言った（この時点では、直接
的に「鉄道」と呼শしていた）。現在大学
で教えているのも、鉄道車両や交通౔໦、
電力供給、自動化・電気通信といった鉄道
の建設、運行を支える工学系が主流であ
る。ただし、近年は経済、経営、法律、心
理学、観光など文系の学部、学科もॆ 実
してきており、単科大学から総合大学へと
変容しつつある。工学系科目においても、
鉄道に軸足をおいて研究、教育を行いつ
つも、それ以外の輸送手段へと幅を広げ
ているとのことだ。こうした実情を踏まえ、大
学名の英ޠ表هではTransportを用い
ているものと理解している。
ロシアでも大学の国際交流が拡大する
傾向にあり、極東国立交通大学も積極的
に国際交流を進めている。HP上の情報に
よれば、世界各国の大学、研究機関等と
合計62件の協力協定を締結しているとの
ことである。いくつかの大学との間では、単
位の相互認定や複数学位の授与などの
体制を整えている。2009年の「アジア太平
洋諸国交通大学国際協会1」の設立にあ
たっては、この大学が主導的な役割を果た
しており、2011年～15年には会長大学も
務めている。日本では、国立寒地౔໦研
究所（ࡳຈ市）や国立長岡工業高等専
門学ߍ（長岡市）などとの交流を行ってい
る。会議に参加していた長岡高専の青༄
成俊先生の話では、ここ数年、Ն期及び
ౙ期に短期の学生派ݣを行っていて、教

会ٞ・࡯ࢹ報告

Ճͯ͠ࢀϑΥーラムにࡍࠃの࠵௨େֶओަཱࠃ౦ۃ
&3*/"ௐࠪڀݚ部長ɾओ೚ڀݚһ
৽Ҫ༸࢙

育効果も高いとのことだった。例えば、毎
年12月には当地で学生の技術力を競うコ
ンテストがあり、長岡高専の学生も参加し
て好成績を収めているとのこと。実は、ちょ
うど本ߘの準備中に新潟県の地元紙「新
潟日報」が、ハバロフスクで開催された3D
プリンターを使った技術を競う学生コンテス
トで長岡高専の生ెが優উしたといううれ
しいه事をࡌܝしていた。
一連のه念行事のうち、メインともいえる

式典は10月26日のޕ前中に開催された。
地元行政や鉄道関係機関のװ部、国内
外の関係機関の代表者らが次々にॕࣙ
を述べた。その中でҹ象に残ったのは、ଔ
業生であり、ロシア連邦の初代鉄道大臣、
さらには民営化後の初代ロシア鉄道社長
を務めたゲンナージー・ファデーエフ氏であ
る。割り当て時間を大幅に超過しても熱ห
をふるう姿は年齢を感じさせず、また฼ߍ、
そして鉄道に対する思い入れの強さを感
じた。外国からの参加者も国別に順次ొ
ஃしてॕࣙを述べたが、その数は中国か
らが̔ 団体、日本が３団体、韓国が２団体
で、中国の存在感が大きかった。日本の順
番の際には、寒地౔໦研究所のח田র
幸所長、長岡高専の஛ໜߍٻ長らととも
にච者もステージに上がり、おॕいをਃし
上げた。
翌27日のޕ前中には「アジア太平洋諸

国の経済発展戦略における交通の役割」
というテーマでのパネルディスカッションが
行われた。モデレータは、同じくハバロフス
クにあるロシア科学アカデミー極東支部経
済研究所のパーベル・ミナキル会長であっ
た。この場では、ロシア鉄道極東支局のゲ
ンナージー・ネステルク第一副支局長が、

1�ຊίʔφʔͷผ ΋߲ࢀরͷ͜ ͱɻ
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日本では知られていないが、アジアで
は、中国、ロシア、韓国などの鉄道系
の大学が中心となった国際協力組織
が存在、活動している。2009年に設
立された「アジア太平洋諸国交通大学
国 際 協 会（International�Association�
of�Transport�Universities� of�Asian-
Pacipc�Countries）」がそれである。同協
会のホームページ（http���iastu-ap.org�
en�）によれば、現在のメンバーは10カ国
から計31大学（準メンバー1ߍを含む）が
加盟している。加盟ߍ数が多いのは、中
国（13ߍ）、ロシア（6ߍ）であり、その他
の国々からは1～2ߍとなっている。交通
分野での研究・教育面で、相互に協力し
て、現代社会のニーズに応えるような知的
貢献をしていくことを目的としている。その
主要な活動の一つが、年次総会を兼ねた
国際会議の開催である。2017年11月1日

には、第10回目となる国際会議が韓国交
通大学の主催によりソウルで開催された。
会議のテーマは、「第4次産業革命のた
めのユーラシア運輸・ロジスティクスシステ
ム」であった。主催者によれば250名が参
加した。
会議は、開会式の後に４つのセッション

が続く、という構成で進行した。開会式で
は、ホストである韓国交通大学のキム・ヨン
ホ学長の開会あいさつに続いて、教育部
副大臣、国౔交通部副大臣、韓国鉄道
社長などハイレベルの参加者からのॕࣙ
があった。韓国政府としても、この行事を
重視している姿勢が感じられた。そして、
韓国交通研究Ӄ（KOTI）のイ・チャンウ
ンӃ長が「第４次産業革命に向けたモビ
リティとビッグデータ」と題して基調講演を
行った。特にスマートフォンのී及を踏まえ
た乗٬行動の分析やその応用の重要性

を強調していた。その上で、՟物輸送に
おいてもデータ活用が重要であることを෇
言していた。
第１セッションは「ユーラシアにおける運

輸・ロジスティクスインフラの現状と課題」、
第２セッションは「ユーラシアにおけるະ来
の運輸・ロジスティクス技術の研究・開発」、
第３セッションは「モビリティ4.0運輸技術の
状況」と題して、韓国内外からの参加者
による報告と質ٙが行われた。第４セッショ
ンだけは、パネルディスカッションの形式を
とり、「ユーラシアにおける運輸・ロジスティ
クス発展のアジェンダ」というテーマで意
見交換が行われた。
会議全体として、また各セッションにおい

ても『ユーラシア』をףしてはいるものの、
個別の報告は、都市交通などを主題とす
るものやあくまでも技術的（地域に依存し
ないීว的）な内容の発表もあり、必ずし

国家的プロジェクトとして進められているシ
ベリア鉄道・バム鉄道の近代化プロジェクト
など、最近の取組を説明した。また寒地౔
໦研究所のח田所長は、北海道における
ౙ期の道路維持（除ઇ等）に関連する研
究やその実用化の状況などを紹介した。こ
れらのテーマは、現実に極東国立交通大
学との研究交流の対象となっているとのこ
とだ。北京交通大学のᬗय़福教授は、中
国の高速鉄道網整備のこれまでの進展
状況や計画等について説明した。ロシア
科学アカデミー極東支部経済研究所のア
ンナ・バルダリ研究員は、ロシア極東地域と
北東アジア諸国、特に中国との間での交
通インフラ整備の進展状況等について発
表した。ච者は、シベリアランドブリッジ
（SLB）やチャイナランドブリッジ（CLB）と
いった、ユーラシア大陸をまたぐランドブリッ
ジ輸送が、ۭߤ輸送と海上輸送の間の

ニッチに位置づけられるという考え方を൸
露した。
極東国立交通大学は、以前にも何回か

訪れているが、今回はおॕいということも
あってか、皆が明るく、温かく迎えてくれ、
非常に好ҹ象が残った。

మಓେֶؒのࡍࠃ協力ネοτϫーΫ
ʕ第10回ΞδΞଠฏ༸ॾަࠃ௨େֶࡍࠃγンϙδ΢ムにࢀՃͯ͠ʕ
&3*/"ௐࠪڀݚ部長ɾओ೚ڀݚһ
৽Ҫ༸࢙

ʢ出所ʣචऀࡱӨ
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も国際輸送にだけ焦点を合わせたもので
はなかった。ච者としては、個人的に都
市問題にも関心はあるのでそれらは興味
深く聞いたが、技術的な報告では理解が
ついていかない部分もあった。
国際物流に関しては、主にセッション1

で論じられた。例えば、ERINAとも長く
交流しているKOTIのアン・ビョンミンະ来
運輸戦略研究部長が、パナマ運河の拡
幅、北極海ߤ路の発展、ユーラシア経済
連合（EAEU）の発足、中国の「一帯一
路」の進展など大きな情勢変化を踏まえ
ながら、ユーラシア大陸を横断する物流
における協力の重要性等を論じた。文在
ಪ政権下での新たなユーラシア政策であ
る「新北方経済政策」にも触れ、鉄道、
港湾など̕ 分野での協力を「 つ̕のՍけ
として推進することを紹介した。韓国「ڮ
とユーラシア諸国との連結を進めるにあた
り、ロジスティクス分野やۭߤ分野での協
力や知識の共有なども重要であることを指
摘した。同様にERINAとも交流実績の
ある中国国家発展改革委員会総合運輸
研究所のԦ彦ܚ副所長も、やはりユーラ
シアランドブリッジをテーマとして取り上げ
た。中国発欧州向けのルートとして、ロシ
ア経由や中央アジア経由など複数のルー
トが存在することを紹介しつつ、中国と欧
州を結ぶ直通ྻ車 CRXの運行が急増
し、2016年には1702本に達したことなど
を示した。ච者は、北東アジアにおける
複合一貫輸送という切り口で、ユーラシア
横断輸送と北東アジア域内の日本海横断
輸送の現状と課題、展望などについて報
告した。
第４セッションは、韓国交通大学のソ・カ

ンソク教授がモデレーターを務めた。この
セッションは同氏の発案で設けられたもの
で、ユーラシア地域でどのような協力を進
めるかについて議論を深めようとするもの
であった。ච者は会議準備のかなり早い
段階で同氏から、この国際協会の活動を
より一層実のあるものにするために、具体
的な協力案件を特定する必要があるとの
問題意識を聞かされていた。ච者もパネリ
ストとして参加したが、非会員である目で
見て、各パネリストの議論を深めるにはもう
少し時間が必要だとの感想をもった。翌日
の加盟大学相互の会議でも「ユーラシア

交通研究センター」を立ち上げようとの構
想は打ち出したものの、具体的な協力案
件の特定には至らなかった模様だ。
この文脈でච者が気になるのは、日本
の大学の参画がなくてよいのかという問題
である。この協会の中では、「当然日本の
大学も加盟すべきだ」という意見がある。
これについては、韓国交通大学関係者
のみならず、ロシアの極東国立交通大学
関係者などからも過去に言われたことがあ
る。ところが、現実問題として、日本には
いわゆる鉄道大学が存在しないため、ק
༠相手がいないのである。言われてみる
まで意識したことが無かったが、諸外国か
らしてみると、新װ線をはじめとして世界
の鉄道技術をリードする鉄道大国・日本に
鉄道大学が存在しないのが不思議でなら
ないようだ。パネルディスカッションの中で
ච者は、日本では学会レベルで大学と民
間の技術者が鉄道関連技術に関して研
究協力、研究交流を行っていることなどを
紹介した。潜在的な交流相手は様 な々機
関にࢄ在していることを示したわけだが、
改めて交通系の高等教育・研究体制につ
いて考えてみると、日本にはかつて商船系
の大学が存在し、他大学と合併した今も
学部レベルとして存続している。国際ロジ
スティクス関連分野に限って言えば、商船
系の大学との研究交流があってもよいかも
しれないとも考えた。
もう一点、気にかかったのは、今回、

も加盟している中国の大学からのߍ13
参加が無かったことである。いわゆる
THAAD問題以降の韓国と中国との交
流ఀ滞の一例である。今になって振り返
ると、この会議の開催に前後して、中国
側から交流再開に向けての様々な動きが
あった。その視点であえて深読みすれば、
加盟大学の公式代表団は参加しないもの
の政府系シンクタンクから前述のԦ副所
長がゲスト参加したというところに、ඍົな
バランスがあったのかもしれない。いずれ
にせよ、韓国からの参加者が「政治とは
関係なく交流を進めたい」と࿙らしていた
のが心に残った。
日本も「一帯一路」に協力する方向へ
姿勢を転換してきており、ユーラシア大陸
の動向への関心を高めていかなければな
らない。別項でもهしたように、ච者はこ
の会議の前週にはハバロフスクの極東国
立交通大学のイベントに参加し、そこでお
会いした学長とソウルで再会した。と同時
に、両大学の交流の深さを見聞きすること
にもなった。ೱ୶の違いこそあれ、中央ア
ジアの大学等とも交流があるようだ。これ
までも、韓国と比べて、日本は対中央アジ
ア交流が弱いのではないかという感じを抱
いていた。今回の国際シンポジウムに日本
から唯一人参加して、単にૄ外感というよ
りは、日本の出஗れ感を改めて強く意識し
た。

ʢ出所ʣචऀࡱӨ
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11月1日から11月11日までの11日間北京
に滞在し、北京科学学研究センターでの
共同研究活動に従事した。主な具体的
業務は北京科学学研究センターと環日本
海経済研究所の他、外部研究機関が共
同で進めている、中国・日本・ドイツのイノ
ベーション政策に関する『北京科学学研
究センター国際協力プロジェクト』の一環
である日本のイノベーション政策に関する
調査報告である。また、その一方で、研
究所所属の研究員と互いの研究分野や、
具体的な研究内容についての意見交換
を行うなどの交流を持ったこともو重な経
験となった。研究所の෇近には6つの大
学が立地しており、またかつての北京にお
けるイノベーションの中心地として知られた
中関村の෇近にあることから、知識の集
積地という意味でイノベーション研究を行う
のにふさわしいと感じた。
日本のイノベーション政策について調査
を進める一方で、ච者は中国の生産性
向上の現状にも関心を持った。多くの中
国人があらゆるところでスマートフォンを使
い、インターネットにアクセスし、位置情報、
ళฮ情報の検索、タクシーやレストランの
予約をし、支෷いまでを完了する。こうし
たサービスを支える情報関連技術分野の
向上は、日本よりも幅広く消費者にਁ透し
ており、利便性という点で中国全体の生
産性を向上させていると中国を訪れるたび
に実感させられる。中国の情報関連技術
分野は、国有企業がその資本力により拡
大してきた分野ではなく、起業家の創意
工෉により現在の巨大な企業形態に至る
までに成長した分野である。現在でも中
国では起業のブームにあるが、2011年以
来中国の起業を支えてきた起業カフェ（中
国ޠでは創業ᘖᘣ）とよばれる஥介所が、
中関村には多くある。
以前起業カフェの経営業務に関わって

おり、現在北京科学学研究センター科学
技術・経済研究部で助理研究員として研
究を行っているᦴԏ܉氏に起業カフェに
ついての しৄい話を聞くことができた。彼
によると起業カフェは2011年ごろにો菂氏
が始めた車ݿᘖᘣという名前の٤஡ళが
先ۦけであり、彼が米国で触れたカフェ
文化を中国に取り入れたものが始めである
という。ヒューレットパッカード社長が٤஡
ళで商談を行いガレージで創業したという
起業のҳ話から名づけられた٤஡ళは、
中国にカフェ文化を根෇かせたという。
車ݿᘖᘣでは、ۭߤӉ஦、コンピュータ、

インターネットなどの広い分野で、起業家、
投資家とメディアのه者などが商談する場
を提供し、多くの起業家を生み出したとい
う。また当初の起業カフェの目的は、商談
の場を提供するというものだったが、のちに
カフェ内で起業のアイディアについての発
表会を開催したり、企業経営についての
制度面、法律面での説明により起業家の

支援を行う他、投資家の育成を行うなど、
そのサービスは多ذにわたるようになったと
いうことである。同様のサービスを情報関
連技術のみに特化して行ったのが3Wᘖ
ᘣという名の起業カフェである。3Wという
のは、多くのインターネットサイトのURLに
෇されるXXX（World�Wide�Web）を
意味しており、2014年にཥ国強首相が参
観したことで知られている。
ཥ国強首相が来ళした際に注文した

コーヒーは、現在総理コーヒーという名前
で販売されており、ච者が来ళした2017
年11月現在でも総理カフェは販売されて
いた（一ഋ30元）。政府が起業カフェに
注目したことからもわかる通り、現在の中
国では政府が起業を後押しするように働
きかけをしている。首相の3Wカフェ訪問
以前の2012年より、政府は起業促進のス
ローガンを発し、また起業を後押しする政
策も発表している。中央政府の方針に従
い各省でも起業家に対するオフィス௞料や

日中イϊϕーγϣン΁のཧղΛਂΊͨ
๺ژՊֶֶڀݚηンλー଺ࡏ

&3*/"ௐࠪڀݚ部ڀݚһ
ೆ઒ൣߴ

ΧϑΣの一つ38ۀى ΧϑΣ外؍

ʢ出所ʣචऀࡱӨ
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インターネット環境の整備に対する補助金
や、起業カフェのような஥介組織が起業ア
イディア発表会のような大会を開催する際
の補助を行うなど、積極的に起業促進策
が出されているという。
また中関村以外でも、北京にはイノベー
ションセンターを独自に作ろうという試みが
あるという。北京は16の区に分けられてお
り、ほとんどの区でその区の特徴を生かし
た独自の起業促進の措置を講じている。
北京の市区の一つণ平区では、近隣の
商業区へのアクセスの良さと家௞の安さか
ら、多くの住民がډ住していたものの起業
の事例が多くないという状況だった。区政
府はこの点にؑみて、起業家に対する優
遇措置などをとり、インターネット関連会社
腾讯（tengsent）の༠கに成功した。ま
た、故宮等歴史的な文化財を多く有する
東成区という市区では、ཱྀ 行業方面で起
業が盛んであるなど、それぞれの区ごとに
特৭を活かした起業については、市や区
などそれぞれの政府の支援が大きいとの

ことである。
こうした中国の活発な起業の現状につ
いて話を聞き、また実際に現場にෝくこと
で、中国のイノベーションの現状に関する
一側面に触れながら、研究所では日本の
イノベーション政策についての調査を行っ
た。日本の経済発展に伴い、どの段階で
技術水準の向上が起こり、どの段階で政
府がイノベーション政策を本格化させ、現
在のイノベーション政策はどのような特徴
にあるのかという視点でイノベーション政策
を整理し、最終日に報告会で報告を行っ
た。そこで日本の技術水準が「バブル期
以前に理工系大学・大学Ӄの定員拡大さ
れた」ことをഎ景とし、「民間の中央研究
所ブームにより基礎研究と欧米の技術導
入を積極的に進める」という方法により向
上した点を示し、イノベーション政策が本
格的に開始されたのは、その後のいわゆ
る平成不況期であることを示した。
またこの20年間政府が実行しているイ
ノベーション政策である「科学技術基本

計画」の内容について紹介し、中国側の
参加者から関心を集めた。特に、長く日
本では、イノベーションを技術革新を指す
として認識していたが、近年イノベー۟ޠ
ションが技術革新から商品化、事業化の
渡しに至るまでを含む広い概念であるとڮ
いう認識に変わり、政策にそれが൓өさ
れているという話は、報告会前の交流で
前述のᦴ氏の興味を引いた。現在の中
国の起業カフェはまさにそのڮ渡しに֘当
する役割を果たしており、中国経済のイノ
ベーションに寄与しているといえる。
イノベーションの本来の意味は、経済学
者シュンペーターが提এした、労働や資
本・౔地などの生産要素の新結合として
解ऍされるものである。そうしたものを自然
発生的ではなく、生み出そうとする場合に
は、当然リスクを伴う。新商品、技術、新
材料の発見や新しい市場の開拓、原材
料供給地の発見は、実現しなかったとき
に収益を生み出さないという可能性をはら
んでいるからである。イノベーションの政策
がうまくいくかは、そのリスクをどれだけの
経済主体がとるかであり、またリスクを制
御することを政府が支援できるかである。
現在の中国における起業ブームは、׶え
てリスクをとる起業家で構成されているもの
であり、起業にر望を持てることがその起
業家ਫ਼ਆを支えているのではないか。
最後に、こうした研究の機会を提供して

いただいた北京科学学研究センターの優
れた研究者と温かいサポートをしてくれた
スタッフの皆様に感ँの意を示したい。

૯理ίーώーΛҙຯする总理咖啡

ʢ出所ʣචऀࡱӨ

報告会෩ܠ

ʢ出所ʣࢀՃऀࡱӨ
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11月に韓国で開催された二つの国際
学術会議に出席し報告を行った。
11月3、4の両日、ソウル市の中央大学
及びコンベンション施設ߍ COEXを会場
として、中央大学ߍ韓国電子๰績研究Ӄ
（KETRI）の主催により、第16回電子貿
易国際フォーラムが開催された。
今回は「東アジアの電子商取引におけ

るパラダイムシフト」というテーマのもとに、
中国、日本、そしてホスト国韓国の専門家
から、電子商取引、経済協力、交通イン
フラ整備、環境問題、一帯一路構想、ア
ジアインフラ開発銀行（AIIB）のインパク
トなど、幅広い分野について報告が行わ
れ、活発な議論がなされた。
興味深い報告としては中国の延ล大学

のቐ文氏から、北朝鮮の金融部門の近
代化と電子商取引の発展について発表
があった。国際的な経済制裁にࡽされる

状況においても、北朝鮮において徐々に
ではあるが金融機能の近代化が図られて
いる実態が事例をもとに説明された。
続いて11月9～11日、韓国中部の大田

広域市の஧南大学ߍ及び大田コンベン
ションセンターを会場として、韓国貿易協
会、大田世फ研究Ӄ、஧南大学ܚ、ߍ
⁝大学ߍ、経済人文社会科学国立研究
協議会、韓国対外経済研究Ӄ（KIEP）
の主催により、第4回韓国貿易国際会議
（ICKT2017）及び第11回国際三国シン
ポジウム（ITS2017）が開催された。
今回は「一つのアジアに向けた経済・

経営の新たな課題：新たな保護主義の台
಄とアジア主要国の貿易政策」というテー
マのもとに、中国、日本、台湾、ベトナムな
ど各国、そしてホスト国韓国の専門家か
ら、貿易政策、経済統合、国際ヴァリュー
チェーン、経済協力、交通インフラ整備、

環境問題等、中国の一帯一路構想のイ
ンパクトなど、幅広い分野について報告が
行われ、活発な議論がなされた。
興味深い報告としてはベトナムのツォン

マイ大学の研究者から、ベトナム産水産
物の日本市場への進出戦略について発
表があった。日本市場における非関税障
นを乗り越えて、市場開拓を図るベトナム
企業の手法について、具体的な事例をも
とに報告がなされた。
両会議おいて、ERINAからは中島が

報告者として参加し「北東アジアの経済
的相互依存」をテーマに報告を行った。
内容としては北東アジアの経済的結びつ
きを、人的移動、貿易及び直接投資、交
通インフラの接続性、地域内 FTAの効
果などの諸側面から明らかにし、必要とさ
れる政策提言と今後の展望を示した。

第1�回ిࢠ๵қࡍࠃϑΥーラム
第�回ؖࠃ๵қࡍࠃ会 ʢٞ*$,5�01�ʣ・
第11回ࠃࡾࡍࠃγンϙδ΢ムʢ*54�01�ʣ
ௐࠪڀݚ部ओ೚ڀݚһ
中島๎ٛ

2017年11月6～17日の間、ドイツのボン
において国連気候変動会議がフィジーを
ホスト国として開催された。この会議は、
国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の
23回締約国会議（COP�23）、京都議定
書第の13回締約国会合（CMP�13）なら
びにパリ協定第1回締約国会合の再開会
合（CMA�1-2）を含む。また、三つの補
助的な会合として、科学的・技術的助言
に関する補助機関第47回会合（SBSTA�

47）、実施に関する補助機関第47回会合
（SBI�47）ならびにパリ協定第1回特別
作業部会第4部（APA�1-4）も開催され
た。
国連気候変動会議へは1万6000人以

上が参加し、その中には9200人以上の
政府関係者、5500人以上の国連関係組
織、政府間組織、市民社会組織の代表
者と1200人以上の報道関係者が参加し
た。COP、CMPおよび、CMAの下で

実施された合同ハイレベル級会議には、
15人の各国政府の首脳に加えて、閣僚
や代表団のトップが参加した。
会議場には「ブラκーン」と「ボンκー

ン」の二つのエリアがあり、交বは「ブラ
κーン」で、補助的な会合は「ボンκーン」
でそれぞれ行われた。
パリ協定が発効する2020年をまもなく迎

えるにあたり、今回のCOPは、2020年
の前と後の時代のڮ渡しを試みた会合と

ม動会ީؾ࿈ࠃ ʢٞϘンʣ
&3*/"ओ೚ڀݚһ
Τϯクόヤル・γϟクμル
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会議・視察報告

なった。会合の中では、既存の枠組みや
取り組みをいかに運用するか、財源や政
策的な積極性をいかに引き出すかなど、
意義深い結果を導く方法について議論が
交わされ、「より先に、より速く、共に行動
せよ」という約束を交わすこととなった。多
くの国家や地域が、気候変動対策につい
ての取り組みを発表し、その中には、健全
な海洋と国連気候変動プロセスを通じた
気候変動対策を結びつけるための「海洋
を通じた取り組み」の開始や、300を超え
る地方・地域レベルの指導者がパリ協定
に向けて採୒した「ボン�フィジーએ言」
などがある。
COP23の議長と国連気候変動会議事
務局長は、2017年の国連気候変動会議
の交ব結果などについて、以下の通り総
括した。
・�長期資金の融通：参加国は、途上国
が気候変動に対する取り組みを行うこと
を支援するために、2020年まで年間で
1000億ドルの融資を実現するためにより
一層の努力を行うことを確認した。
・�農業における歴史的な技術革新：国家
によるより速くより組織された൓応が期待
され、エネルギー部門に次いで2番目に
大きな排出部門である農業部門におい
て、歴史的かつ政治的に大きな革新が
あった。
・�ジェンダー関連の取り組みの計画：気候
変動との戦いにおけるঁ性の重要な役
割が計画を通じて正式に支援されること
になる。これはঁ性が特に気候変動の
影響に対して脆弱であるということと、気
候変動の取り組みと解決に関する意思
決定からঁ性が除外されてはいけないと
いう観点から重要である。
・�地域共同体と先住者たちの地域：気候
変動の取り組みにおける先住者たちの
完全で公正な役割を政治面、実行面か
ら支援すると同時に、これらの決定の中
で、先住者たちの権利がଚ重されるとい
うことに対して政府が責任を認識する。
・�海洋を通じた連携の開始：2020年まで
に取り組みの強化と資金力の強化を目
指し、国連気候変動のプロセスや国家
級の気候に対する取り組みの一層の進
展、実現を通じて気候変動の取り組み
と健全な海洋のための取り組みを結び

つける。
・�金融的な支援：本構想は2020年までに4
億人を超えるශ困者、弱者に対して救
援を行う目的でグローバルな連携とドイツ
政府からの1億2500万ドルの追加的な
支援を表明した。
・�フィジーリスク回ආ除去活動の開始：新
たな人工知能を用いたオンラインのプラッ
トフォームによりශ困国、脆弱国に対し
て適切な保証と気候変動リスクの低減を
提供する。
・�アメリカの੤約：民間、公的な立場の
指導者らが米国を排出削減におけるグ
ローバルリーダーの座にとどめさせ、諸
国を気候変動のゴールに༠導することを
確認する。
・�石炭排除同盟（PoXering�Past�Coal�
Alliance）が25の国と地域とともに、石
炭火力を速やかな౫ଡ、関連産業の労
働者と地域に対して移行を促すことを進
める。
・�13の 国と国 際 エネルギ ー 機 構
（International�Energy�Agency）が
世界中でクリーンエネルギーへの移行が
進むように支援するための3000万ユーロ
を投入することをએ言した。
・�ボン�フィジーએ言が採୒された。これ
は300以上の地域における指導者が、
すべてのレベルでパリ協定に向かい、ア
フリカ、諸島、工業都市と気候変動報
告スタンダードに焦点を当てた20の構想
を支援することを確認するものである。

ERINAはUNFCCC 会議のオブザー
バーとして、「グリーン投資と経済構造に
おけるイノベーションで2022年までに一人
当り炭素排出量2トンの実現を」のタイトル
で英国のグリーンエコノミクス機構（GEI）、
韓国の「我らの共通のະ来のための連
合（COCF）」、ソウル国際法律アカデミー
（SILA）とナイジェリアの「水の安全構想
財団（WSIF）」との共催で2017年11月15
日にイベントを行った。
このイベントは、COP23において排出削
減の機運が高まる中で、2022年までの5
年以内に地球上のすべての人が年間炭
素排出量2トンの実現のための議論をਚく
すことを目的としている。現在、一人当た
り平均の年間炭素排出量は4トンであり、

この排出量は、産業化以前の水準よりも
ઁ氏3度の上ঢをもたらした。この産業改
善の水準は過去40万年の間維持されて
いた水準であるとされる。
ERINAのセッションは、「炭素収支、

現代の科学、そして経済」のタイトルで、
モンゴルのUNFCCC、IPCC、GCF の
国際૭口所属のザンバ・バトジャルガル博
士、ロシアの国立高等経済学Ӄ環境・天
然資源経済研究センター長のゲオルギー・
サフォーノフ博士、そしてච者の3名が報
告をした。サフォーノフ氏とච者は、最近
の共同研究「気候変動の؇和：北東アジ
アからブレイクスルーを」における主要な
観点を紹介した。この研究は、2017年3
月にERINAブックレット7ol.7として発行
されているものである。バトジャルガル博士
は、モンゴルにおけるグリーン発展と再生
可能エネルギー政策とその実ફを概説し
た。
このイベントに先立ち、サフォーノフ氏と
ච者は、2017年11月14日にボンのユニベ
ルスタッツクラブで開催されたGEI 主催の
会議に出席した。会議のタイトルは、「グ
ローバル炭素収支とグローバルな投資」
で、化石燃料の売٫、グリーン投資と炭
素収支に関する問題がこの会議で議論
され、その中で、2022年までに一人当り2
トンの炭素収支を達成するためのグリーン
イノベーションと経済構造について理解を
深めた。会議の中で取り上げられた問題
と議論された問題は以下のように複ࡶで、
かつ、幅広いものであった。
・�極端な気候へのダメージに対するૌু
が金融の枠組みを変更させるかどうか。
・�資産構成について－化石燃料に資金を
投ずることは、金融的にあまりにリスクが
高いのではないか。
・�グローバルな炭素収支とは何か、それら
は我々の計画の一助となるものなのか、
また（そのために）何がされるべきか、重
要な取り組みは何であるのか。
・�ゼロカーボン家԰とライフスタイルを変更
するための方法。
・�急速な気候変動にさらされる中での野
性的な生活がもつ含意は何か。
・�気候安定化のために৿ྛが果たす役
割は何か。
・�気候変動がঁ性に与える影響、および
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急進的気候現象の厳しさになぜঁ性た
ちが耐えなければならないのか。
・�農業、農業の気候変動への役割とその
迫られる変化について－৯ྐ、຀ச業
に関連する問題、およびどのような切り
替えが必要なのか。
・�すべての人にとってより公正で公平な社
会－グリーン投資は、公正な社会を約束
するのか。
・�グリーン活動と投資の役割は何か。
・�現行の方法はどの程度の可能性をもっ
て、持続可能な発展のゴールを達成す
るのか

COP23の期間中、世界気象機関は、
大気中の二酸化炭素の集中量は、過去
80万年の間で最も高いレベルであるという
੠明を出し、またUNEPの「排出ギャッ
プ」報告は、自発的な排出削減に関する
国家的な੤約は、気候変動が危ݥ水域
に入るのを回ආするために2030年までに
要ٻされる水準の三分の一程度にしか達
していないことが確認された。このことは、
現場の人間がより高い意識を持って行動
しなければならないという危機感をもたらす
ものである。しかし、国家間の交বが行
われているブラκーンでは、こうした意識
は感じられない。実際に市民団体等で構

成されるボンκーン、正確には自治体政府
や企業、市民団体がネットワークを形成し、
知見を交換し、੠明や高い意識、強いメッ
セージを発信する場であるが、そこでは、
米国を含むすべての国の経済主体や強く
気候変動に対する取り組みにあたり続ける
ということを伝えた。
パリ協定が発効する2020年に向けて、

このCOPは2020年の前と後のڮ渡しを
するための઴次的な段階と認識されてい
る。24回締約国会議（COP24）ならびに
UNFCCCと関連会合は、2018年の12月
3～14日にかけてポーランドのカトヴィツェで
開催される。

2017年12月7日、韓国・ソウルで開か
れた「International� Forum� on�One�
Korea」に参加、発表した。同会議は、
朝鮮半島の早期の統一を願って活動する
「Global�Peace�Foundation」と「Action�
for�Korea�United」、米国「East�West�
Institute」が共催するもので、11月14～
15日に米国・ワシントンで前半部分が開催
され、ソウルでの開催はその後半部分とな

るものであった。
同会議では、朝鮮半島の危機を回ආ

し、早期の統一を可能にするための現状
分析と市民レベルでの活動について議論
された。ච者が参加した朝鮮半島の危機
とその対応に関する分科会では、北朝鮮
の核、ミサイル問題にどのような対応をす
ればよいのかが主要なテーマとなった。
ච者は、商品経済が発達し、利५を得

るための企業活動が盛んになっている北
朝鮮経済の現状を紹介するとともに、北
朝鮮を北東アジアの国際社会に復ؼさ
せ、新たなடংを作るためには、経済の
力で北朝鮮を変えていくアプローチも有効
であり、北朝鮮にも韓国の1960年代のよ
うな高度経済成長の時期を作り出すことも
一つの方法であることを紹介した。

*OUFSOBUJPOBM�'PSVN�PO�0OF�,PSFB
&3*/"ௐࠪڀݚ部ओ೚ڀݚһ
ଜޫ弘ࡾ
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Ϟンΰルͱ日ຊͷؔ܎
モンゴルと日本の間には1972年2月24日

に外交関係がथ立された。今年は両国
の国交थ立45年のه念の年になる。5年
後の1977年に、両国は経済協力協定を
結んだ。当時のモンゴルは社会主義国で
あり、日本が経済交流することはなかなか
難しかったが、まずは経済協力協定を結
う̈́ということになった。そして、それに基
づき、ゴビ・カシミア工場（国営）を建設す
ることになった。これは無ঈ資金協力だっ
た。当時の日本のODAの方針でも、社
会主義国に資金協力することはなかなか
無かった。そのゴビ・カシミア工場は2007
年から民間企業になっている。他の経済
交流は1990年までほとんど進まなかった
が、ゴビ・カシミア工場の技術支援、人材
育成が進められ、日本の無ঈ資金協力で
日本で研修を受け、全部で8人が日本に
留学させてもらった。
その後モンゴルで民主化が起こり、社
会主義国から資本主義国、計画経済か
ら市場経済に移行し始めてから、日本の
支援が盛り上がった。「モンゴル支援国
会合」も日本のイニシアチブで始まった。こ
うした民主化支援の中で、二国間協力が
動いていった。当時、日本から受けた支
援をモンゴル国民はઈ対に๨れないだろ
う。「モンゴル支援国会合」はこれまでに
10回開かれ、そのうち1回がパリで行われ
たほかは、初会合も含めすべて東京で開
催されている。
1990年3月にはモンゴル・日本貿易協
定、さらに2001年に投資促進保護協定、
2003年に技術協力協定を結び、いちばん
最近は2015年にモンゴル・日本経済連携

協定（EPA）を結んだ。
日本との経済交流が1990年から拡大し
ていったが、ほとんどがODAに基づいて
進んだもので、民間同士の交流はまだま
だ足りない。ODAについては、日本の外
務省で4つの協力方針を決めた。その中
の一つが市場経済を担う制度整備・人材
育成に対する支援ということで、2002年に
日本センターができ、そこを通じて日本の
技術が紹介されてきた。それから、無ঈ
資金協力として学ߍを43ߍ建設してもらっ
た。また、中小企業育成・環境保全ツー・
ステップ・ローン事業（有ঈ資金協力）は
評価すべき案件だ。私が最初の大使館
在任中の2005年に第1フェーズができ、
2009年から第2フェーズ、今は第3フェー
ズで、JICAにお願いしてモンゴルの中
小企業を中心やっていくことになっている。
金額は最初少なく、第1フェーズは30億円
だったと思う。第2フェーズは50億円、今
回は150億円の案件が予定されている。
金額はまだ小さいが、中小企業を育てる
意味ではたいへん重要だと思う。
第2に、日本政府は地方開発の支援に

も力を入れている。農業・຀ச業の支援、
複合農຀業モデル構築支援、技術協力、
૲の根・人間の安全保障無ঈ資金協力を
主にやってきた。第3に、環境保全のため
の支援として、ウランバートル市のごみ処
理に力を入れてくれたことは特に覚えてい
る。
第4に、経済活動促進のためのインフラ

整備支援としては、既に2つの案件があ
る。1つはウランバートル市の都市開発マ
スタープランで、2フェーズ両方が完了し
た。JICAの人が当初、日本の過ちを܁り

返すな、とよく言っていたのを覚えている。
何でも民営化してはいけない。౔地の事
はよく考えて民営化しないといけないと言
われた。しかし残念ながら、モンゴルはそ
の過ちを൜してしまった。モンゴルでもイン
フラを整備したいところに家を建ててしまっ
たとか、౔地を戻すために大金がかかる
という問題も今、出てきている。新ウラン
バートル国際ۭ港は、2006年のエンフボ
ルド首相訪日の際に小ઘ首相にお願いし
て੥けてもらった案件だ。ようやく2017年3
月に工事が終ったが、運営会社の決定な
どで、開業は来年3月を予定している。ウ
ランバートルから約40キロ離れていて、高
速道路も今工事中だ。ODAとして、計
2900億円近くの援助が行われた。
今後の日本の支援の方針は、強ݻな

政府行政機能、新たな開発戦略、包括
性ある社会の3つにߜられた。この中で、
我々がいちばん期待しているのは、安倍
首相のよく言う日本のインフラ技術輸出だ。
引き続きモンゴルへのODAを続けていた
だければ有難い。

Ϟンΰルͷ๵қ
モンゴル国は次のような経済発展期が

あり、貿易関係も発展した。
1921年まで
1921～1990年　社会主義時代
1990～1996年　経済危機の時代
1996～2010年　市場経済移行時代
2012～2013年　高度成長期
2014年～
モンゴルは昔から世界の貿易ネットワー

クに貢献してきた。シルクロードはモンゴル
も通り、貿易を拡大していきたい、貿易を

ॿձηϛφーࢍ"/*3&

ηϛφー報告

಺཮ൃల్্ࠃϞンΰルのՄೳ性
日ɹ ɿ࣌平੒��೥��݄��日
৔ɹॴɿग࡝ϝοηɹத会ٞ室���
ɹڠ ɿྗ৽ׁݝϞϯΰルަྲྀڠ会
ɹόονδϟルΨル・μϯόμルδϟー࢖ɿற日Ϟϯΰル国ྟ࣌代ཧେࢣɹߨ
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料品の安全性を考え、できるだけ国産を
買うよう呼びかけている。例えば、ジャガイ
モなどの野ࡊの輸入は90年代から急に下
がっている。社会主義時代、わが国は৯
ྐ自給国で、余剰を輸出さえしていた。し
かし残念ながら、資本主義に入って野ࡊ
作りもダメになり、ほとんど輸入する状況が
長く続いた。2010年にこれを止めよう、自
分たちができていたことに力を入れようとい
う当時の政府の方針で、野ࡊ作りに力を
入れ、ジャガイモの8割、野ࡊの7割くらい
は国産を৯べるようになっている。
約82カ国から輸入しているが、中国が

最も多い。2番目はロシアで、その90％以
上は石油製品（ガソリンとディーゼル）だ。
日本は3位。これはほとんど車と機械で、
中ݹ車も多く入っている（図3）。

今は、世界150カ国に輸出している。日
本はベストテンにも入らない。対日輸出品
のほとんどはಔ、モリブデン、カシミアで、もっ
と増やしていきたい。品目別でいちばん多
いのはಔだ。石炭は一時期たいへん盛り
上がったが、今は相場も下がり輸出量も
下がっている。中国には石油も出している。
೑は中東によく行っており、最近、クウェー
トが輸入に力を入れているので期待して
いる。日本にも持って行きたい。日本の場
合、അ೑はいいが、༽とڇ೑は衛生問題
でなかなか難しい。ただ、༽は熱処理し
たものは大ৎ෉だ。
輸入を地域別にみるとアジア、国別で

は中国が多い。ほとんどのものが入ってく
るが、特に今までは中国からの৯料品、
日用品が多かった。しかし、国としては৯

支えていきたい、という国民の強いر望が
あった。モンゴルは世界初の紙ฎも創っ
た。1921年までは、当時の首都（現在の
ウランバートル）に日米独෹からも商社が
入って通商が行われていた。日本たばこ
産業が1920年にはモンゴルに販売ళを
持っていた。
モンゴルは1921年に独立国となり、
1934年にݑ法を改正し、真の社会主義
国となった。当時はコメコンに加盟し、貿
易相手というと次のような相手しかいな
かった（カッコ内は貿易協定締結年）。
（1992年）ソビエト
（1953年）中国
（1956年）チェコ、東ドイツ、ブルガリア
（1957年）ポーランド、ハンガリー、北朝鮮
（1958年）ルーマニア、ユーゴスラビア
（1959年）ベトナム
（1960年）キューバ
（1968年）インド
（1976年）フィンランド
当時、フィンランドから工事用機械が少

し入っていた。フィンランドは資本主義国
でもソ連とたいへん஥が良かったので大
ৎ෉らしかった。インドはそれほど社会主
義国から離れた国ではなかった。
ピークは高度成長期と呼ばれた2012年
で、約116億ドルがه࿥された。社会主
義時代の貿易はそれほど盛んでなく、90
年代から盛んになった。貿易品目も増えた
し金額も伸びた。ここ4年は少し落ち込ん
だ。貿易ࣈࠇとなっているが、ҝ替の変
動によるものだ（図1）。この2、3年は経済
状況も落ち込んでいて、財政੺ࣈが続い
た。国民もそれを理解している。できるだ
け国産を使おうと国も呼び掛けており、日
用品も国産を使うようになる見通しだ。
モンゴルからの輸出先はほ΅中国で占

められ、88％に上っている（図2）。主に資
源だ。本当はこの流れを一部でもモンゴ
ルの外交方針である第三の隣国、日本、
アメリカ、フランスに持って行きたい。ある
意味、貿易バランスが่れていると言って
も過言ではない。イギリスが入っているの
は、モンゴルがロンドン取引所と緊密な関
係を築いているからだ。モンゴル産出の金
はほとんどイギリスにデポジットしている。そ
のため、イギリスの方がロシアよりも多いよう
に見えている。

図2　Ϟンΰルの輸出૬ख国

図1　Ϟンΰルの๵қֹ推移
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果が出るよう努力していきたい。
日本側の問題は情報不足であろう。
EPAが結ばれていることが知られていな
い。そういう意味で、我々からもっと情報を
流していかないといけない。
税関に提出する書ྨもかなり多く、両

国でこの問題が発生している。モンゴル
政府はできるだけ減らそうとؤ張っている。
2012～2016年の民主ౘ政権時代に半
分以下に減らし、今後ももっと減らしていく
つもりだ。逆に、モンゴル人が輸出する場
合にも同じ問題が発生している。
日本で売れているが、EPAの対象商
品に入っていないものもある。フェルト商品
（スリッパ等）がそうだし、チャチャル（中
国名：サジー（ࠫᑜ））のジュース、革製品
もある。

&1"ͷ࣮ࢪ
EPAは非常に良い協定だ。これが最

終形ではなく、交বを続け、改正もできる。
両国間委員会の会議が毎年行われ、問
題に気෇くことができる。前述の対象外商
品を加えることもできるし、原産地証明関
連の問題も解決できると思う。今、大使館
で動き始めていて、年内に第2回会合を
東京で開こうとしている。日本とモンゴルの
外務省、関連省庁の関係者も参加して行
うことにしている。
以上に述べたように、日本との経済交

流は、今まではほとんどODA中心で来
た。EPAはわが国が目指す民間同士の
交流、ウィン・ウィンの経済交流に役立つ
と思う。EPAのおかげで貿易も経済交流
も大いに盛り上がっていくことだろう。投資
も受け入れている。モンゴルに日本から投
資する際の優遇もある。特にJICAから
の技術協力案件は実施できると思う。新
製品の開発もEAPの中に入っている。そ
ういう意味でも、この協定の意義は深い。
EPAをもっとうまく利用し、貿易拡大ととも
に、モンゴルにできるだけ投資していただ
きたい。皆さんのモンゴルへの関心が高
まっていけば、うれしい。

9300品目の関税をఫ廃する。発効後すぐ
にゼロになる商品もあれば、ఫ廃に時間
がかかるものもある。モンゴルは税金10％
の国と呼ばれ、法人税、所得税、何でも
10％だ。そのため投資しやすい国、と海
外の投資家から言われる。
EPAの実行過程で、原産地証明が大

きな問題になっている。EPAが発効して
から1年3カ月経つが、それが上手くいって
いない理由の一つだ。原産地証明には厳
しい条件あって、どうしても60～70％がモ
ンゴル産でなければならないという条件を
ຬたす必要がある。例えば、エルデネトと
いうឿᓾ工場で生産しているឿᓾを日本
市場に売っている人がいる。ウールなどほ
とんどがモンゴルの原料だが、ކやࢳは
輸入物らしく、モンゴル産とは言えなくなる
商品もある。日本に持って行く上の問題は
品質だが、日本のニーズをຬたす品質の
ものはまだモンゴルには少ない。
それから、衛生問題もある。特に、೑
の輸出は大変だ。モンゴルの೑は美味し
いが、衛生問題の解決が高いハードルに
なっている。モンゴルには຀場というものが
なく、家சはউ手に移動してӤを探して৯
べている。約470種ྨの栄ཆがある຀૲
を৯べているので、೑が美味しいのだとい
う。また、運送時間が長く、高額なことも
問題だ。EPAが発効してから上手くいっ
ていないが、他の国の例を見ると、ي道
に乗るのに2、3年かかる場合もあるようだ。
しかし、国民が期待しているので、早く結

品目別で多いのはディーゼル燃料、車、
ガソリン、電気製品、電力も入っている。
電力はロシアから買っている。

&1"క݁·Ͱͷ܎ؔྗڠ
モンゴルは日本とEPAを結ぶ2016年ま
で、多角的な貿易経済交流協定を結んで
いない国の一つだった。モンゴルは、努
力はずっとしてきた。中国、ロシアとは昔か
らFTAを結びたいとر望していた。日本
と交বする前、韓国も関心を持っていた。
しかし、モンゴルはFTAに対して経験が
ないので、1997年にWTOに加盟してか
らどの国とFTAを結ぶか調査していた。
問題の一つは、協定交বの専門家がい
ないことだった。国益を考えなければなら
ない。いちばん我々に近い日本とやろうと
いうことになり、2005年に初めて日本政府
ѼにFTAを結びたいと提案した。経産
省では「モンゴルは貿易金額が少なく、ま
だ早い。今後10年は無理だろう」という話
もあった。2008年、バヤル首相の訪日中
に再提案したら日本側が受け、その年に
調査が始まり、2012～2014年にEPA交
বを行った。これは早い方だと思う。最速
は日本とブルネイのEPA交বで1年半くら
い、その次に速かったのがモンゴルだと思
う。ほとんどの国は3、4年かかるし、ずっ
と交বを続けている国も多い。2015年に
両国の国会が承認し、2016年6月に発効
した。
EPAではモンゴルの5700品目、日本の

図3　֤国かΒの輸入 ʢ্ֹ位10Χ国ɺ2014ʙ2016೥ʣ
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そういうことも含め、検討する余地がある
のではないか。দの実は健康৯品で、こ
れをどう広めるかは経済以外の問題でもあ
ると思う。厳しい৹査をクリアすれば、経
済的な輸出になると思う。দの実の認知
঱への効能や、サジーの؞߅性、酸化
防止、࿝化防止への効能については日本
でもっとૌえたいので、モンゴルでもっと研
究して発表してほしい。

̦ɽEPAが発効して1年余り、それを活
用した実績はゼロなのかʁ

̖ɽゼロではない。昨年と比べて貿易金
額は2割くらい増えている。しかし、どちら
かというと日本からの輸出、自動車が多い。
新商品にもっと活用してほしい。

導入したい。また、モンゴルでは野ࡊの種
ྨが少ないので、いろいろな野ࡊができれ
ばいい。いちばん欲しいのは౾だ。モンゴ
ル人の平均寿命は非常に短いので、౾を
もっと৯べれば健康になると思う。
また、中小企業のやり方も教えてもらい
たい。今のए者たちの中には、新製品を
開発して日本に持って行きたいと思ってい
る人もたくさんいる。その中に、দの実油
を日本に輸出したい人がいる。দの実油
は脳にいいようだ。おかげさまで東京の会
社が見つかった。ただ、日本の基準は非
常に厳しく、クリアするのがなかなか難し
い。日本の技術をモンゴルに入れて作った
ものを、日本に持って来るのがいちばんや
りやすいのではないか。

̦ɽチャチャル（サジー）は北海道でも࠿
ഓしている。フィンランドから移植している。

ʻ࣭ٙԠ౴ʼ

̦ɽ新潟県に対する期待には何があるかʁ

̖ɽ新潟はモンゴルの地方自治体との交
流の模範であり、あらゆる分野で෇き合っ
ている。特に、文化交流が活発だ。引き
続き経済交流も期待している。
モンゴルに対しては大૲原、༡຀民とい

うイメージが強いと思う。しかし、農業も昔
から盛んだった。新潟とは農業関係での
෇き合いを期待している。北海道で白๠
米を作ろうとしたことがあり、品種は「こし
ひかり」だったらしいが、上手くいかなかっ
たと聞いている。新潟とコメ作りができたら
いいと思う。モンゴルでは特に、日本の美
味しいご൧を৯べたいと思われているの
で、そういう技術があればモンゴルにぜひ
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˙ϩγΞۃ౦ɹɹɹɹɹɹɹɹ

Ԋ海地方で国ࡍΦーταロン開࠵΁
ʢ極東開発省 )P 11݄2日ʣ
定期的に国際オートサロン「7IAS」

（ 7 l a d i v o s t o k � I n t e r n a t i o n a l�
AutoSalon）が開かれる専用展示セン
ターが2018年य़、観光・レクリエーションク
ラスター「プリモーリエ・リング」内にオープ
ンすることを、沿海地方政府公式HPが報
じている。7IASは2018年3月30日～4月1
日に開催される。
オートサロンのエカテリーナ・プシェニチ
ニコワ社長によれば、展示センターの第1
段階は最新式のテント型構造物（約4000
平方メートル）になる。新しい複合施設の
ઈ対的な長所は、ウラジオストク国際ۭ港
や主要な交通機関に近いことと、自動車
1000台分の駐車場、観光・レクリエーショ
ンクラスター「プリモーリエ・リング」のスポー
ツޘ楽施設だ。
第1回7IASは今年9月にウラジオスト

ク市で、Moutul、NGK、ToyoTires、
Subaru、Denso、Yokohama、Tone、
PIAA、ABROなどのブランドを展示した
企業40社、成長中のロシア企業、ブランド、
チェーンళ（CO7A、NNK、1000サイズ、
Fitserviceなど）が参加して開催された。

ロシア極東開発૬と
韓国北方経済ڠ力ҕһ௕が会ஊ

ʢ極東開発省 )P 11݄6日ʣ
アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣
は韓国大統領෇属北方経済協力委員会
の૙永٢（ソン・ヨンギル）委員長と6日、ソ
ウルで会談した。「ハサン－ཏ津」物流プ
ロジェクトが主要な議題の一つとなった。こ
のプロジェクトは国家間プロジェクトとして
立ち上げられ、ロシア、韓国、北朝鮮が平
等な参画者となるはずだった。
ガルシカ大臣は、同プロジェクトの枠内
での今後の作業に関する協議は三者形
式で行うことが必要だと考えている。૙委
員長は、当事者はすべての当面の問題
を、全3カ国の代表者の臨席の下、個別
会談で協議しなければならないということ

に同意した。
ガルシカ大臣は、現時点でロシア側だけ
が三者プロジェクトに100億ルーブルを投
資しており、北朝鮮側もプロジェクトの実施
に物的支援を行い、昨年のߑ水で流され
た線路の復چに必要な対策を適時に講じ
ていたことを述べた。
会談では、今後プロジェクトが拡大する

見通しにも触れられた。2016年10月1日以
降、ウラジオストク自由港法に従い、ウラジ
オストク、ナホトカ、ザルビノ、ポシェットで
国境チェックポイントが24時間体制で営業
しているほか、՟物の電子ਃ告システムが
稼働しており、例えば自動車の通関の最
大所要時間は20分と設定された。

極東開発૬が韓国ロッςװ෦と会ஊ
ʢ極東開発省 )P 11݄7日ʣ
アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣
は訪韓中、韓国ロッテのԫ㧓ܓ（ファン・ガ
クキュ）社長と会談した。この会談にはアレ
クサンドル・クルチコフ極東開発次官、極東
投資༠க・貿易支援エージェンシーのレオ
ニード・ペトゥホフ局長も同席した。
ԫ氏は会談の๯಄で、ロッテはロシアと

既に30年以上取り引きしており、その間、
複数のシンボリックなプロジェクトを成功さ
せたと述べた。その中にはモスクワ、サン
クトペテルブルク、サマラのホテル複合体
があり、ロッテはさらにウラジオストクですで
に営業中のホテルを買い取り、イルクーツク
でもう一つホテルを開業する予定だ。同社
の対ロシアビジネス投資総額は11億ドルに
なった。
ガルシカ大臣は、ロシア極東が現在アジ
アの観光٬の間で人気になりつつあること
を話し、ウラジオストクのハイアットホテルの
完成事業を検討するよう、ロッテの専門家
に提案した。
会談では、ロッテの他の活動方針（৯

品加工）についても協議された。ԫ氏によ
れば、現在カムチャツカにスケトウダラ加工
工場を建設する可能性を探っているという。
「我々はロシア極東の外৯業界も調査し
ている。当社にはファストフードళロッテリア
があり、現在ウラジオストクでこのチェーン

ళを開業するチャンスを探っている」とԫ
氏は述べた。

Ԋ海地方の中ロ߹หτラック޻場
౰ॳੜ産୆਺は�00୆

ʢΠンλーϑΝクス11݄14日ʣ
企業グループ「SUMOTORI」と中国

の第一ؿ車（FAW）が合ห設立した製
造企業「Yubo-Sumonori」社（沿海地方
アルチョーム市）は、2018年にFAWのト
ラック500台を組み立てることにしている。
SUMOTORIのビターリ・ベルケエフ社長
がアンドレイ・タラセンコ沿海地方知事代行
の企業視察の際、こう報告した。
「年内に生産・出ՙを開始する予定だ。
現在、部品は国境にある。当社は輸入部
品を使って自動車を組み立てている。来年
にはトラック500台、2019年には2000台を
組み立てることにしている。ダンプカー（6̫
4、8̫ 4）を生産する」というベルケエンコ社
長の談話を沿海地方広報室が伝えてい
る。
タラセンコ知事代行は既存の生産施設
を視察し、国内のみならず国外でもYubo-
Sumotori の製品を販売する必要性を強
調した。「早急にو社の自動車が売れて
流通するように、欧州からではなく沿海地
方から買ってもらえるように、連邦中央とこ
の問題をప底検討しなければならない。こ
この自動車は性能が良く、採石場や工事
現場で重ๅするだろう」と知事代行は述
べた。
既に報じられたように、合ห会社Yubo-

Sumotoriは2016年12月、ウラジオストク自
由港入ډ契約を締結した。

韓国が「9本のՍけڮ」ΛఏҊ
ʢ極東開発省 )P 11݄1�日ʣ
ロシア極東での投資プロジェクトを実行
するという韓国のイニシアチブにロシアが
賛同していることを、メドベージェフ首相が
韓国の文在ಪ（ムン・ジェイン）大統領との
会談で述べた。
メドベージェフ首相は、いわゆる「9本の
Սけڮ」イニシアチブは最重要分野での
両国の協力を本格的に進展させうる、と考

ւ֎Ϗδネε৘報
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えている。首相は「我が国政府はこれらの
アイデアを実現する用意がある。今はそれ
らに現実的な஄みをつけることが大事だ」
と力強く述べた。
文在ಪ大統領は、「韓国は大統領෇属
北方経済協力委員会の主導するロシア
極東地域開発プロジェクトを全面的に支
援するつもりだ。新しい対北朝鮮政策を実
行するため、我々は全力を傾け、9分野で
の協力を大々的に進展させていく。これが
いわゆる『9本のՍけڮ』（造船、港湾イン
フラ整備、北極海ߤ路など）だ」と明言し
た。
ロシア極東開発省は文在ಪ大統領の

「9本のՍけڮ」イニシアチブを実現する
ための具体的なプランをまとめた。9分野
の協力の「ロードマップ」はソウルで、ガル
シカ極東開発大臣の訪韓時の韓国側と
の交বで協議されてきた。「韓国大統領
の提案はプーチン大統領の賛同も得た。
我々はこれらの目標が現実的な形となるよ
う、必要なことを全て行う方針だ。我々は
具体的な『9本のՍけڮ』実現プランをま
とめた。今後5～6カ月中に第一歩を踏み
出すことができるだろう」とガルシカ大臣は
述べた。
現在、ロシア極東における韓国企業の
投資は大きくはなく、4億3400万ドル、全民
間投資の0.7％、外国投資の8.2％となって
いる。近くソウルに極東投資༠க貿易支援
エージェンシーの駐在事務所が開設され
る。

ロ極東での߭ۀ・μΠϠϞンυ産ۀ
議ڠ力につ͍ͯೆアとڠ

ʢ極東開発省 )P 11݄1�日ʣ
政府代表団の南アフリカ共和国公式訪
問の枠内で、アレクサンドル・ガルシカ極東
開発大臣は南アの複数の大手企業関係
者らと会談した。鉱業およびダイヤモンド産
業におけるロシア極東での協力、さらにߤ
ۭ機・機械製造、農業への投資の可能性
が協議された。
ガルシカ大臣は南アの鉱物資源大臣と
会談し、ユーリー・トルトネフ副首相兼極東
連邦管区大統領全権代表と共に、南アの
大手鉱業会社の関係者との円୎会議に
出席した。会議の終わりに、ガルシカ大臣
は南アの関係者を2018年9月6～7日にウ

ラジオストクで開催予定の第4回東方経済
フォーラムに招待した。
トルトネフ副首相を団長とするロシア政
府代表団はこれ以前に、アンゴラを訪問
している。アンゴラの国営「カトカ」におけ
るALROSA（ロシアのダイヤモンド生産会
社）の権益を41％に拡大することに関する
両社の契約締結が複数の公式会談の主
要議題の一つとなった。さらに、エネルギー
分野、農業分野での協力に関する議題も
アンゴラ指導部と協議された。

Ԋ海地方の৯඼Ճۀ޻界
日本ۀاに੡඼Λ঺հ

ʢԊ海地方ߦ政෎ )P 11݄20日ʣ
日ロ৯品フォーラムがウラジオストクで開
かれた。これは日ロ関係関連で初の非政
府系の大型イベントとなった。また、第3回
東方経済フォーラムでなされた合意の確
立でもある。
フォーラム参加者らは両国の貿易・投資
協力の拡大の見通しについて協議した。
「沿海地方では現在、30社余りの日本企
業が活動している。しかし、農業、৯品製
造の分野での沿海地方と日本の協力水
準はまだ低く、現地のポテンシャルが十分
生かせていない」と沿海地方国際協力局
のアレクセイ・スタリチコフ局長は述べた。
このフォーラムの枠内で沿海地方のビジ
ネスマッチングが開かれ、企業30社余りが
自社のプロジェクトや製品を、個別面談形
式で日本企業の関係者に紹介した。例え
ば、AKTIRMAN社は౶೘පױ者用と
ダイエット用の製品を日本側に紹介した。も
う一つ、日本のイヨスイ㈱の関心を引いた
プロジェクトが、ڇの排ᔔ物のリサイクルを
ベースにしたڕのӤの製造だ。
第1回日ロ৯品フォーラムは、日本国農

ྛ水産省、沿海地方投資エージェンシー、
極東連邦大学経済・経営学部、サクライン
ターナショナル㈱の後援で、2017年11月
15～17日に開催された。「我々は、このイ
ベントから現実的な協力が始まることを期
待している。それが日本のパートナーにとっ
ての好例になりうる」と沿海地方投資エー
ジェンシーのボグダン・ラグリン副局長は述
べた。

Ԋ海地方の石油ίンビナーτ
ண޻は12݄

ʢロシースΧϠ・ガθーλ11݄20日ʣ
沿海地方パルチザンスク地区での石油

化学コンビナート建設プロジェクトが国家
ؑ定を通過したことを、アンドレイ・タラセン
コ知事代行との会談で㈱東方石油化学
会社のビクトル・グレベニュコフ社長が伝え
たことを、沿海地方政府広報室が伝えて
いる。
総面積1300ヘクタールの石油化学コン

ビナート建設作業部会をアレクサンドル・コ
ステンコ第一副知事が主導するようにタラ
センコ知事代行が指示した。コンビナート
建設の着工は1カ月後、12月20日だ。極東
開発公社がインフラ施設の建設に資金を
提供する。送電線の整備だけで35億ルー
ブル余りが使われることになるだろう。ナホト
カの取水場の修સや、コンビナートまでの
長さ30キロ超の水道のෑ設が計画されて
いる。
コンビナートの設計上の年間生産力は、
原油3000万トン。コンビナートはロシア極東
で高まる高品質のエンジン用燃料の需要
をຬたし、原料輸出から高෇加価値製品
の製造へのシフトを可能にすることだろう。
石油化学製品のポリマーは国内とアジア
の市場に供給されることになる。同プロジェ
クトへの投資金額は8000億ルーブルほど
になるとみられている。

ੜ産 ・ऀՃۀ޻ ・ऀൢ ചऀධ議会
Ԋ海地方でઃཱ΁

ʢԊ海地方政෎ )P 11݄20日ʣ
生産者・加工業者・販売者の地域評議

会が沿海地方で設立される。その会合を
来週にも開くよう、アンドレイ・タラセンコ沿海
地方知事代行が20日の会議で指示した。
沿海地方知事代行はかねて約束して

いた通り、どうやれば良質の地場産品を手
な価格で沿海地方住民に届けられるかࠒ
共に協議するため、大型チェーンళ、商
ళ、農業生産者を一ಊに集めた。「我々
は、それぞれがຬ足するように、そして農
業が発展して商ళに品数が増え、価格が
住民にとって手ࠒになるよう、最適な連携
方式を見つけなければならない」とタラセン
コ知事代行は出席者に呼びかけた。
双方から意見が述べられた。生産者
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済連合に加盟していない国々の国民だ。1
日当たりの買い物金額が1万ルーブルを超
える場合、対象諸国の国民は、໔税オペ
レータの手数料を除いて18％の7ATと
同額のؐ෇金を受けることができる。ؐ ෇
金を受け取るためには、買い物の際に໔
税書ྨを発行してもらい、税務機関に提出
しなければならない。
໔税制度は間接税のかかる商品（᩵

沢品、ᅂ好品等）を対象としない。また、
政府は໔税対象外商品の特別リストを承
認する権限を持っている。

アムール઒は
ロシアで最΋ഇਫにԚછ͞ΕͨՏ઒

ʢD7�land 11݄30日ʣ
アムール川はロシア極東で最も長く、ロシ

アの河川の中で最も廃水に汚છされてい
る、とアムール川流域自然保護検事局の
セルゲイ・アブロシモフ副検事が述べた。
「アムール川はロシアの他の大河と比較
して、廃水の放出による公害がもっとも深
だ。河川の自ড়作用は事実上、失わࠁ
れている」とアブロシモフ副検事は説明し
た。それによると、2017年にはアムール川
と沿海地方のその支流に12万7000立方
メートル強の廃水が放出され、そのうち3万
8000立方メートルはະ処理だという。
これほど深ࠁな汚છの原因は、地元当
局の不手際と廃水処理施設のະ整備だ
とアブロシモフ副検事は述べた。「地元自
治体の機関は廃水問題に必要な配ྀをし
てこなかった。多数の企業に必要な廃水
処理設備がなく、既存の廃水処理設備は
放出されている廃水の量に見合わない」と
アブロシモフ副検事は説明した。アムール
川は延長約2800キロ。水域面積はエニセ
イ、オビ、レナに続いて国内第4位だ。
ところで、セルゲイ・ドンスコイ天然資源・
環境大臣は昨年、アムール川の水質が改
善したことを発表した。川の汚છ度は4級
から3級に下がった。

マπμंの޻場のਓࡐ調ୡ
力ڠがؔػ地ݱ

ʢ極東開発省 )P 11݄30日ʣ
極東人材開発エージェンシーと

「MA;DA�SOLLERS�Manufacturing�
Rus」（MSMR）が戦略的パートナーシップ

変に対応していく。これを受けて我々は、
事務所の活動への支援を日本側に要੥し
た」とクルチノフ次官は述べた。
現在、同エージェンシーの在外駐在員

事務所が既に北京にある。2018年初めに
はハルビン、上海、ソウル、ムンバイにも開
設される。

12݄に΢ラジΦで
「日本౤資Ոσー」がॳ開࠵
ʢ極東開発省 )P 11݄27日ʣ
12月18日にウラジオストクで初めての「日

本投資家デー」が開催される。貿易経済
に関する日ロ政府間委員会会合の結果に
従い、アレクサンドル・クルチコフ・ロシア連
邦極東開発省次官がこれについて発表し
た。
「ロシア極東における日ロ投資協力を強
化するため、ユーリー・トルトネフ第一副首
相兼極東連邦管区大統領全権代表と世
耕弘成・日本国経済産業大臣の臨席のも
と、『日本投資家デー』が開催される。中
国や韓国との同形態の活動は、それがロ
シア極東で外国人投資家がਝ速に動くの
に役立つことを示した。我々は日本側に、こ
のような事業を定期的に実施するよう提案
した」とクルチコフ次官は述べた。

ロシアで໔੫੍౓がಋ入͞Εる
ʢ極東開発省 )P 11݄29日ʣ
外国人がロシアでߪ入した商品にかか

る෇加価値税（7AT）のؐ෇システムが
ロシアで導入される。沿海地方も試験導
入地域に選ばれるかもしれないと、同地方
政府広報室が報じている。ウラジオストク自
由港を試験導入地域リストに入れる提言
が沿海地方政府からロシア連邦産業商
務省に送られた。
この法律は11月16日に国家Ӄ（下Ӄ）、
22日に連邦Ӄ（上Ӄ）を通過。大統領に
署名されて、法務情報公式ポータルサイト
で公表された。関連条文が税法典に盛り
込まれた。この法律は、一部の技術規定
（2018年10月1日以降の発効）を除き、正
式発表日（11月27日）に発効する。໔税制
度はまず、モスクワ、サンクトペテルブルク、
ソチで施行される。
ロシア国内での買い物にかかる一部税
金のؐ෇を受けられるのは、ユーラシア経

は、販売ళฮに届く過程で製品の値を高く
してしまう割増金や、移入・輸入品との競
合の保障、商品の配送の問題を解決する
必要性、一次産業の支援全体について
発言した。チェーンళ側は共通の販売条
件、受発注に応じた地場産品の量の拡大
を主張した。

韓国౤資Ոαϙーτセンλー
΢ラジΦにΦープン

ʢ極東開発省 )P 11݄24日ʣ
11月24日、ウラジオストクに韓国投資家

サポートセンターがオープンした。盛大な開
所式にはレオニード・ペトゥホフ極東投資༠
க・輸出支援エージェンシー局長、アレクサ
ンドル・コステンコ沿海地方第一副知事、
大韓貿易投資振興公社（KOTRA）の金
弘社長、イ・ソクベ在ウラジオストク大韓࠻
民国総領事、極東連邦管区で活動する
韓国とロシアの企業関係者が出席した。
ウラジオストクでの韓国投資家サポート
センター設立は2017年の東方経済フォー
ラムで合意された。極東投資༠க・輸出支
援エージェンシーのペトゥホフ局長によれ
ば、年内にホットラインの開設が予定されて
おり、そこに電話すれば、投資家はロシア
極東でのプロジェクトの実行について韓国
。で助言を得られるようになるޠ
2018年上半期に第2回「韓国投資家

デー」が予定されている。その第1回は今
年6月28日にハバロフスク市で開催され、
韓国の大手企業関係者がユーリー・トルト
ネフ・ロシア連邦副首相兼極東連邦管区
大統領全権代表、アレクサンドル・ガルシカ
極東開発大臣と直接交流した。

ର極東౤資ࢧԉؔػのࣄ຿所
東ژに開ઃ

ʢ極東開発省 )P 11݄2�日ʣ
極東投資༠க・輸出支援エージェン

シーが東京に駐在員事務所を開設する。
貿易経済に関する日ロ政府間の会合の結
果に従い、アレクサンドル・クルチコフ・ロシア
連邦極東開発省次官がこれについて発
表した。
「2018年5月຤までに、極東投資༠க・
輸出支援エージェンシーの駐在員事務所
が東京に開設される。ロシア極東での活
動に関心のある日本人投資家に臨機応
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工性製品の製造の拡大・近代化に係るプ
ロジェクトへの融資も予定されている。

Ԋ海地方と済भ
クルーζޫ؍ৼڵでڠ力

ʢ極東開発省 )P 12݄12日ʣ
沿海地方と韓国が協力してクルーズ観

光をロシア極東で展開する。アジアクルー
ズフォーラムの枠内でこのような合意がな
されたことを、沿海地方政府広報室が伝
えている。韓国側の૭口は済州観光公社
（JeKu�Tourism）と済州特別自治道だ。
「我々は韓国側と、ウジオストクと済州を
クルーズの発着点とする新たなクルージン
グルートや、これらの港を中継地とするルー
トを組織する見通しについて協議した」
とウラジオストクシーターミナル社のワレー
リー・ナゴルψイ社長は話している。近く、共
同のルートが立案され、国際的なクルーズ
会社に提出されることになっている。検討
中の案として、ロシア－日本－韓国のルート
がある。
「現時点でウラジオストクのシーパッセン
ジャーターミナルはアジア太平洋地域のあ
らゆる船を受け入れる用意ができている。
ᔱᕕ作業を行えば、我々の受入れ能力は
大幅に拡張されるだろう」とナゴルψイ社長
は述べた。「ロシア西部からۭ路や鉄路で
ウラジオストクに到着するロシア人観光٬
は市内名所چ੻巡りのオプションとして、
北東アジアの隣国へのクルーズに出かけ
ることができる」とナゴルψイ社長は説明し
た。
韓国の済州ۭߤは10月、沿海地方と韓

国を結ぶ定期便の運ߤを開始した。これ
は観光٬にとってこの地を訪れるもう一つ
の理由になりうる。

ナϗτΧにಁ析センλーがΦープン
ʢ極東開発省 )P 12݄13日ʣ
ナホトカに13日、新たな透析センターが

オープンしたことを沿海地方政府公式ウェ
ブサイトが伝えている。同センターによって、
ຫ性的ਛ不全のױ者が人工透析を受け
られるようになる。
同センターは、日本のメーカー「ニプロ」

の9台の人工透析器、高性能ড়水システ
ム「メディアナ・プラス」、さらに必要な消໣
設備、消໣品を備えている。同センターで

ボシビルスク（ロシア）のルートの輸送計
画は、FESCOの定期ྻ車「Mongolian�
Shuttle」と「Silk�Way�Shuttle」（中国
発の՟物をモンゴル経由で運ぶ）をベース
に、プロジェクトで始まったウラジオストク港
とサンクトペテルブルク港経由のサービス
に加えて作成された。
陸路のプラント輸送には、FESCOのコ

ンテナと台車、Mongolian�Shuttle サービ
スの提携相手「Eurosib」グループの台車
が使用されている。建設中のHA7AL組
立工場向けプラント輸送において、コンテ
ナ՟物の約30％はモンゴル経由の陸路、
70％はウラジオストク港経由で運ばれること
になっている。小型プラントはサンクトペテ
ルブルク港経由で運ばれることになる。
長৓ؿ車は2019年にトゥーラ州の工場

の操業を開始する予定だと、これまでに報
道されている。投資金額は5億ドルとなって
いる。

ロ極東にϋΠςク技術開発基ۚ
ʢロシースΧϠ・ガθーλ12݄11日ʣ
極東高度技術開発基金の設立に関す

る原則的決定が下され、஗くとも来年2月
には手続きされる。ユーリー・トルトネフ副首
相兼極東連邦管区大統領全権代表が先
週຤、沿海地方への出張中にこのように
発表した。
この当初資産額50億ルーブルの基金
は、政府系企業のロスナノ、極東発展基
金、（株）ロシアベンチャーキャピタルが設
立する。「現在、ロシア極東のGRP構成
におけるハイテク製品のシェアは15％にຬ
たない。これは明らかに少ない。プーチン
大統領によって、ロシア極東でイノベーショ
ンシステムの成長を促進するための財政メ
カニズムを整備し、最先端技術の導入を
拡大するという課題が設定された。ハイテ
ク開発と導入のための基金がこの課題に
取り組むことになっている」とトルトネフ副首
相は述べた。
基金はその後、銀行や外国人パート

ナー、戦略投資家を呼び込むことで拡大し
ていくものとみられている。同基金は株式
資本に投資し、時代にかなった有望な技
術・製品・サービスを開発している成長中の
ロ極東企業にローンを提供する。また、国
外からの技術移転（輸入代替等）、高加

協定書を締結した。エージェンシーは、沿
海地方の「ナデジディンスカヤ」TOR（先
行経済発展区）にMSMRがつくる新しい
エンジン工場向けの人材を集める。
MSMRはロシア唯一のマツダ車の工場

だ。このマツダと（株）ソラーズの合ห会社
は5年余り沿海地方でマツダCX-5とマツ
ダ6を製造しており、それらは国内70以上
の販売代理ళで売られている。今日現在
で、工場は13万台余りを製造した。
MSMRは今年、「ナデジディンスカヤ」
TORの入ډ資格を得、自動車とエンジ
ンSkySctiv-Gの工場の建設に着手した。
「職員の教育課程は工場の౔台作りと
同時に始まった。本プロジェクトの実行準
備の枠内で、来年には同社は130人程の
技術者（主にエンジニア）が必要で、その
うち100人は作業人材だ。現地の労働市
場にはこのような専門家が不足しているよ
うだ。そこで当社は、極東人材開発エー
ジェンシーが我々に必要な人材を呼び込
むというパートナーシップ協定書に署名し
た」とMSMRのドミトリー・クディノフ社長は
述べた。
工学系人材は現在、ロシア極東経済の
主要産業（造船、ۭߤ機・機械製造、運
輸・物流業、大規模農産業、製造業、石油
化学工業）で必要とされている、とエージェ
ンシーのロマン・ジャブロフ・ウラジオストク支
部長はޠった。エージェンシーは現地労働
市場の需要と供給の不均ߧ是正を助ける
一連のモデルソリューションを開発したとい
う。

௕৓ंؿの޻場向けプランτ
FESCO がϞンΰル経༝で輸ૹ

ʢΠンλーϑΝクス12݄�日ʣ
FESCOはトゥーラ州で建設中の長৓
車の「ᄒ෶」（HA7AL）の組立工場ؿ
にプラントの第1便を届けた。FESCOの
報道資料によると、この՟物はプロジェクト
専用に組織されたモンゴル経由の回࿓を
通るコンテナྻ車で運ばれた。この輸送は
「HA7AL�Motor�Manufacturing�Rus」
（長৓ؿ車子会社）との契約の枠内で
実施された。輸送日数は11日、第1便は40
フィートコンテナ78個だった。
天津（中国）－エレンホト（中国）－ザミ

ンウデ（モンゴル）－ナウシキ（ロシア）－ノ
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は50人が人工透析を受けられ、ナホトカ市
立පӃは現時点で60名のױ者を受け入
れている。
同施設は官民連携により沿海地方で営
業している透析センターとしては既に4つ
目。同センターは強制医療保ݥの対象と
なっている。官民連携で営業している他の
3つの施設はウラジオストク、ウスリースク、
スパッスク・ダリニーにある。さらに、重度の
ຫ性ਛ不全ױ者向けに来年、ナホトカ市
立පӃに24時間営業の透析ベッドがオー
プンする予定。

ϝυϕージΣϑ首૬
ロ極東の޻場のՔಇにө૾で出੮

ʢλス௨৴12݄1�日ʣ
メドベージェフ首相は遠隔会議方式で
モスクワから、ヤクーチアの選鉱工場「イグ
ナリンスカヤ2」の稼働式典、ハバロフスク
地方のJGC�Evergreenの温室施設開所
式典、アジア・レス社のペレット工場稼働式
典に出席した。
トルトネフ副首相兼極東連邦管区大統
領全権代表が中継前に首相に説明したよ
うに、選鉱工場「イグナリンスカヤ2」は「南
ヤクーチア」先行経済発展区（TOR）に
入ډするコルマル社が経営する。トルトネ
フ副首相によれば、プロジェクトの総生産
力は1200万トン、投資金額は625億ルーブ
ル、期待されるޏ用創出数は3000人だ。
ハバロフスク地方ソルネチψイ地区ベレ

κフスキー集落のペレット工場の投資家は
「アジア・レス」。投資金額は94億ルーブ
ル、期待されるޏ用創出数は690人。ハ
バロフスク地方ではJGC�Evergreenの野
プロジェクトの第2期完成分܈ഓ温室࠿ࡊ
も稼働する。トルトネフ副首相によれば、温
室܈の総面積10ヘクタール、投資額10億
ルーブル（推定）、期待されるޏ用創出数
は114人となっている。
「今日稼働する企業を含むと、ロシア極
東ではロシア連邦政府の支援の下で計
80社（実質的な投資総額は1200億ルー
ブル）が設立され、6000人のޏ用が創出
されることだろう」とトルトネフ副首相は総括
した。
メドベージェフ首相は「極東での製造業
や農業の様々な製品の製造拡大に我々
が前向きであることにٙいの余地はない。

私や同僚たちは常時対応体制でそれに取
り組んでいる」と述べ、ロシア極東で深ࠁ
化する製造業の人材確保問題にも触れ
た。

外国ਓઐ໳Ոのロシアの଺ؒظࡏ
Ԇ௕Λݕ౼

ʢ極東開発省 )P 12݄1�日ʣ
極東開発省は外務省、内務省、連邦

保安庁と共同で2018年2月1日から先行
経済発展区（TOR）及びウラジオストク自
由港の企業の外国人従業員に対する数
次ビザの取得手続きの簡素化と滞在期間
延長の可能性を検討する。ロシアのメド
ベージェフ首相が極東・バイカル地域社会
経済発展政府委員会会合の結果に沿っ
てこのような指示を出した。
「例えば、デニソフスキー選鉱・採鉱コン
ビナート用に中国製プラントをߪ入し、プラ
ントの設置、調整、整備のためにメーカー
のエンジニアを招へいした『コルマル』がこ
れに֘当する。ビザ手続きは൥ࡶで、数次
ビジネスビザでの国内滞在は最大90日と
いう制限もある。外国人専門家がプラント
の整備・調整作業をし、ロシア人専門家に
機械の使い方を教えられるよう、我々は外
国人専門家の滞在期間を2倍に増やした
い」とアレクサンドル・ガルシカ極東開発大
臣は述べた。

大ֶੜが E7 Λ૊Έཱͯる
ʢ極東開発省 )P 12݄1�日ʣ
企業グループ「SUMOTORI」と極東

連邦大学が変わった実験を行う。自力
でE7を組み立てることが同大学の学
生に提案されている。優秀者数名には
SUMOTORI が沿海地方で来年着工す
るE7 工場での研修を提供することを、
SUMOTORIのビターリ・ベルケエンコ社
長が発表した。
沿海地方のE7 工場「プロメテイ」

（SUMOTORIと日本のߥ井商事（株）
の合ห事業）はロシア初のエコカー製造
工場になる。同工場は「ナデジディンスカ
ヤ」先行経済発展区で来年着工し、E7
の出ՙは2019年に始まる。目下、設計見
積書が作成中で、会社側は既に人材問
題に取り組んでいる。新しい工場は約100
人の高度技術者を必要としている。

極東連邦大のミハイル・シフツェフ職業
教育・職業専門分野開発部長によれば、
複数のཆ成コース（主に工学系）の学生
たちがこの実験に参加する。シフツェフ部
長によれば、ޏ用主を教育課程や共同プ
ロジェクト、研修に呼び込むことは、なにより
も高い人材育成の水準を確保し、経済競
争力の向上に貢献する。

΢ラジΦで中国౤資Ոσー開࠵
ʢ極東開発省 )P 12݄19日ʣ
ウラジオストクで19日、ユーリー・トルトネ

フ・副首相兼極東連邦管区大統領全権
代表、アレクサンドル・クルチコフ極東開発
次官・極東投資༠க輸出支援エージェン
シー長官、その他中国の大手企業の社長
らが出席する中国投資家デーが開催され
ている。
中国投資家デーの枠内での最初の実
務会談は、中ఞ຀業（;hongding�Dairy�
Farming）社のSun�GuoRiang 社長ほか
経営ਞとの会談だった。中ఞ຀業は中国
の大手農業系持株会社の一つで、中国
の大手ڇೕ生産者トップファイブに入って
いる。沿海地方での同社の投資プロジェク
トは、複数のཙ農場（5ڇ万಄）の建設と
自社のࣂ料基地（5万ヘクタール）の展開
を想定し、2000人余りのޏ用創出が見込
まれている。

৽΢ラジΦ市௕にஶ໊な࣮ۀՈ
ʢΠンλーϑΝクス12݄21日ʣ
ウラジオストク市議会は21日、実業家の

ビターリ・ベルケエンコ氏を賛成多数でウラ
ジオストクの市長に選出した。「大部分の
議員がベルケエンコ氏に投ථした」と市議
会広報担当者はインターファクス通信に伝
えた。
アレクセイ・リトビノフ市長代行、「ロシア
の支柱」沿海地方支部のアレクサンドル・
ユルタエフ副支部長もウラジオストク市長
に立候補していた。ベルケエンコ氏は著
名な沿海地方の実業家で、企業グループ
「SUMOTORI」社長。

ガスプロムと CNPC
ロ極東ʵ中国のガス輸出৚݅Λઃ定

ʢD7�land 12݄21日ʣ
ガスプロムのアレクセイ・ミレル社長と中
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新築のཱྀ٬輸送連合検査ビルは風格
のある૖大な建物で、機能が整っており、
スマート検証機械など中国国内最先端の
検査設備と技術が導入されている。関係
によると、このビルはំᢹ河道路口岸改ے
造プロジェクトの一環で、そのほかに国境
ゲートの新設や՟物輸送連合検査ビルの
建設工事もある。総建設面積は7.2万平方
メートル、投資総額は7.9億元に上る。

ϋルビンʵំᢹՏʵ΢ラジΦʵ佂ࢁ
ίンςナ列ं9Χ݄で�2ճӡߦ

ʢߐཾࠇ日報11݄3日ʣ
ំᢹ河市発展改革委員会の情報によ

れば、今年9カ月間で、ំ ᢹ河市はハルビ
ン－ំᢹ河－ウラジオストク－ז山（ᄒំූ
陸海一貫輸送コンテナྻ車を52回運（ז
行し、5976TEU、約9万トン、5.4億元となっ
た。大多数の՟物は上海、ೡ波、ԫᆏな
ど中国南方港向けのもので、一部は台湾
地域や日本や韓国向けだった。
これまでの経験から、ౙ季に入ると北方
の৯ྐが南方に運ばれるピークになり、ࠇ
省全体の鉄道輸送もひっ迫する。こߐཾ
の輸送ルートはこの状態を؇和し、ཾ のߐ
՟物を「南下北上、東出西連（東西南北
あちこち）」に運ぶԫ金ルートになる。
離の優位性は明らかで、ハルビンからڑ

韓国・ז山まで、ᄒំූזの輸送ڑ離は
1711キロで、ハルビン－大連－ז山港ルー
ト（1935キロ）より224キロ近く、ハルビン－
ᘦय़－ザルビノ－ז山港ルート（1689キロ）
と同程度となる。ハルビン－ំ ᢹ河－ウラジ
オストク－新潟港のルートは1530キロで、ハ
ルビン－大連－新潟港ルート（2920キロ）よ
りも1390キロ近く、ハルビン－ᘦय़－ザルビ
ノ－新潟港ルート（1600キロ）より70キロ近
い。
このߤ路の運ߤが成ख़化すれば、将来
的に韓国・ז山、日本・下関などの港に依
拠し、ߐཾࠇ省の日・韓・長ߐデルタ・चߐ
デルタ地域との貿易やԟ来、商品の集ࢄ
や産業集積などを拡大するのに大きな役
割を果たすだろう。

ۭ「ݖҎԕ」省2本໨のߐཾࠇ ࿏
開௨΁

ʢߐཾࠇ日報11݄�日ʣ
ハルビン太平国際ۭ港の関係ےによれ

－7億5700万トン、P2－3億7000万トンと認
定されている。
炭鉱の開発プロジェクトは石炭の採掘と

選鉱コンビナート、さらに製品の中間貯蔵
施設、道路75キロ、大型૔ݿ、輸出を視
野に入れた෈಄と石炭を外ߤ船に積替え
る設備を含んでいる。この投資プロジェクト
の実施の際に1500人以上のޏ用の創出
が期待されている。

プーνン大౷ྖɺロ極東での
LNG ੵସڌ఺੔උのݕ౼Λࢦ示

ʢD7�land 12݄26日ʣ
アジア太平洋諸国の利益を保障するた
めのLNG積替・貯蔵拠点をロシア極東に
つくることの合理性を、2018年3月1日まで
に検討するよう、プーチン大統領が政府に
指示したことが、大統領府公式ウェブサイ
トで報じられている。
大統領はLNG生産プロジェクトの展開

に関する会議を総括し、この指ྩを出し
た。報道されたように、Novatek 社はカム
チャツカのLNG積替ポイント（600億ルー
ブル）にパートナーを呼び込む交বを行っ
ている。同社はすでにؙߚ、商船三井と
の三者覚書に署名した。この覚書は、プロ
ジェクト展開への投資も含め、各社の意図
と、カムチャツカ地方にLNG積替・貯蔵拠
点をつくる可能性を探る事業の具体的計
画を明確にするものだ。
Novatekのレフ・フェオドシエフ副社長

兼営業部長によれば、同社は、このターミ
ナルを介してLNGを北極海ߤ路でヤマ
ロ・ネネツ自治管区からアジア太平洋諸国
の港まで運ぶ計画だ。将来的に、ターミナ
ルの営業は北極海のߤ行シーズンに左右
されず、通年になる予定だ。

˙தࠃ౦๺�

ំᢹՏಓ࿏؛ޱ
ཱྀ٬輸ૹ࿈߹ࠪݕビルが供༻開࢝

ʢߐཾࠇ日報11݄1日ʣ
先ࠒ、ំ ᢹ河道路口岸で新しいཱྀ٬

輸送連合検査ビルが供用開始されたこと
により、東北三省の対ロシア口岸の中で面
積が最も広く、機能が完備され、環境が優
れ、先進的な設備を備えたཱྀ٬輸送連合
検査機関が஀生した。

国CNPCのԦٓྛ౹事長が、ロシア極東
から中国への天然ガス輸出の基本条件
に関する合意書に署名したことが、ガスプ
ロムの広報資料にهされている。
広報資料によると、本合意書は将来の
輸入の基本情報（輸出量、契約有効期
間、供給開始期日、輸出量拡大期間、
国境通過ポイント）を定めている。双方は
2018年に契約調ҹに踏み切る方針だ。
北京での実務会談で双方はガス産業

での連携を高く評価した。両社が東ルート
によるロシア産ガスの対中国輸出組織プロ
ジェクトを順調に実行していることが指摘さ
れた。他の一連のもの、特にガスの地下備
蓄、ガス火力発電、エンジン用燃料として
のガスの利用の分野でも、連携は活発に
進んでいる。

Πンυの Tata Power
ΧムνϟπΧの大ܕ୸߭開発ݖམࡳ

ʢNAD7 12݄22日ʣ
インドの電力大手 Tata�PoXer の子
会社「Far�Eastern�Natural�Resources
（FENR）」がカムチャツカの「クルトゴロフ
スコエ」炭鉱の25年の地下資源利用権
を落ࡳした。プロジェクトの投資金額は5億
6000万ドルとみられている。
カムチャツカの開発権は競売にかけられ
た。連邦地下資源利用庁が競売参加を
・可したのは（株）イナグリンスキー選鉱ڐ
採鉱コンビナート（イナグリンスキーGOK）
とFENRだった。同社には今後近いうち
に、25年の期限で調査・探鉱・石炭生産の
ためのクルトゴロフスコエ炭鉱の地下資源
利用ライセンスが発給される、と競売委員
会のメンバーであるカムチャツカ地方のワ
シーリー・プリイドゥナ天然資源・環境大臣
が発表した。
この炭鉱はカムチャツカ地方ソボレボ地
区に立地。1934年に発見された。石炭の
ຒ蔵量の探査と算定は1951～1954年に
行われ、商業開発に値する11の石炭層が
発見された。クルトゴロフスコエ炭鉱の石
炭は長ᷜ炭で、高品質だ。2017年1月1日
現在の国のొ࿥によると、クルトゴロフコエ
探鉱の資源量は石炭B－390万トン、C1－
9252万9000トン、C2－1億6216万5000ト
ン。一方、ະొ࿥可用資源量 C2－5428
万4000トン。また石炭の予想資源量はP1
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る。輸送時間は伝統的海上輸送と比べて
半分に短縮された。
大連港は「一帯一路」構想に組み込ま

れた東北地域における唯一の港で、この2
年間で6路線の選ばれた中欧൝ྻを次々
と開通し、日本、韓国、東南アジア、中国
沿海地域とヨーロッパをつなぐ安定的、効
率的、競争力のある国際物流ルートを構築
した。

ᖟཅ౤資・๵қマッνング会
2�0݅成໿

ʢྒྷೡ日報11݄16日ʣ
11月15日、ᖟ陽市政府と中国銀行ྒྷೡ

省支ళが共同で主催する「2017中国ᖟ
陽投資・貿易」マッチング会がᖟ陽で開か
れた。26カ国・地域から200社余りの海外
企業の代表者らが、ᖟ陽市、Ҍ山市、෡
順市、本ܢ市、営口市、ෞ新市、ྒྷ 陽
市、鉄ྮ市などからの中国企業の責任者
600名余りと面談した。当日、476件に及
ぶ協力合意があり、マッチングの成功率は
51.26％で、そのうち280件が署名された。
会場では、英ޠ、日本ޠ、フランスޠ、

ロシアޠ、イタリアޠなどがת能な通༁者
190名余りが対応した。
今回のマッチング会は、「グローバル資

源を共にڗ受し、ᖟ陽の振興を共に促進
する」をテーマに、ᖟ陽の振興発展需要と
産業基礎を結び෇け、投資環境と政策促
進を発展し、マッチング商談に有効なプロ
ジェクトを༠கし、重点Ԃ区の現地視察な
どの関連イベントを行い、海外企業と国内
企業の「1対1」マッチング・商談・協力合意
の達成を通じて、ᖟ陽の産業構造調整を
促進し、ᖟ陽の対外開放と経済協力の水
準を向上させる。
ᖟ陽市は現在188国家・地域との経済・

貿易交流を実現し、「フォーチュン・グロー
バル500」企業の76社がᖟ陽で112のプ
ロジェクトを投資・運営しており、過去10年
間で428億ドルの外資を༠கし、51カ国が
72時間以内通過ビザ໔除政策のԸ恵を
受けている。今年に入ってから、ᖟ陽市は
投資総額1億元以上のプロジェクトを631
件༠கした。市場主体が新たに13.8万
社、前年同期比62.7％増え、ొ ࿥資本金
は新たに1.56万億元、前年同期比697％
増となった。

るロシア産石油の輸入能力は、現在の年
間1500万トンから3000万トンに増える。
中ロ原油パイプライン第2ルートの工事

は中国石油パイプライン公司により施工・
管理され、ߐཾࠇ省漠河県漠河石油ス
テーションを起点とし、ߐཾࠇ、内モンゴ
ル両省区を経て、ߐཾࠇ省大ܚ市ྛ源
石油ステーションを終点として、2016年8月
に着工した。パイプライン公司は現場の施
工状況に応じて科学的な管理方法を導入
し、寒冷地域における原油輸送パイプライ
ンの建設にو重な経験を積んだ。

௕य़ۭߓ「1000ສਓߓۭڃ」入り
ʢ٢ྛ日報11݄14日ʣ
11月14日ޕ前、C;6155便が長य़から

上海に飛び立ち、長य़ཾՅ国際ۭ港の
1年のཱྀ٬数が初めて1000万人をಥ しഁ
た。これにより、全国で30番目の「1000万
人級ۭ港」となった。
2012年から、同ۭ港は毎年100万人の

速度でه࿥を更新してきた。今年10月まで
に、ཱྀ ٬数と離陸着陸回数はそれぞれ前
年同期比22.5％と17.7％増え、その成長は
東北地域の4大ۭ港で第1位、2017年の
年間ཱྀ٬数は1155万人に達する見込み
だ。
٢ྛۭ港グループのમྱێ総経理は

「現在、ۭ港の第2期拡張改造工事が
最終段階に入り、新しいターミナルビルを来
年7月に供用開始する。ۭ港のཱྀ٬数は
1600万人、՟物取ѻ量は20万トンに達す
るだろう」と述べた。

大࿈ߓ中Ԥ൝列ɺスロόΩアに౸ண
ʢྒྷೡ日報11݄1�日ʣ
17日間の長時間輸送を経て、大連港－

スロバキア中欧൝ྻが現地時間11月13
日ޕ前、無事に首都ブラチスラバに到着し
た。これはスロバキアに直通する中国初の
中欧൝ྻであり、大連港発のྻ車が初め
てEU加盟国に入ったことも意味する。
今回のྻ車は41TEUの՟物を積み、

金額ベースで300万ドルを超えた。主な՟
物は、՚東、՚北、山東、ྒྷ ೡ大連など
で生産された電子製品、機械部品、ܰ 工
業製品だった。ドナウ川港Ӻに到着した՟
物は再配分され、ハンガリー、ドイツ、イタリ
ア、スペインなどのヨーロッパ諸国に運ばれ

ば、ߐཾࠇ省で2本目の「以遠権」ۭ 路と
なるウラジオストク－ハルビン－バンコク線が
11月19日に開通する。
ウラジオストク－ハルビン－バンコク線はウ

ラルۭߤが運ߤし、フライトナンバーはU6-
781ʗ U6-782、毎週水༵、日༵の運ߤを
計画している。ウラジオストク－ハルビン－バ
ンコク線の開通は、ハルビン経由のロシア
－東南アジア間のۭ中ڮྊをつくることに
なる。

ᘦय़中ロޓ市঎඼展示ަқセンλー
ӡӦ開࢝

ʢ٢ྛ日報11݄6日ʣ
先ࠒ、ᘦय़中ロ互市商品展示交易セ

ンターの運営開始式および互市貿易情報
化管理プラットフォームの開通式がᘦय़市
で行なわれた。センターの運営開始により、
ᘦय़市民と国内の観光٬は中国を出なく
ても໔税のロシア商品を買えるようになっ
た。
ᘦय़中ロ互市商品交易センターの大

ホールにはロシアから輸入した最初の৯
品が並べられ、商品価格も表示されてい
る。国境住民と観光٬は、提出した਎分
証明書などのه࿥用書ྨが৹査を通過し
た後に国境住民カードあるいは観光٬カー
ドを取得し、カードで互市貿易区を出入り
して取引・決済を行なう。
新しい中ロ互市商品展示交易センター

の運営が始まったことで、取引可能な対象
商品はサケ、スケトウダラ、ヒラメ・カレイ、ア
オウオの4種ྨの商品から、7大区分360
種余りの商品に拡大された。現在までに、
ロシアの取引先24社が互市商品交易セン
ターに入り、商品の十分な供給を確保した
上に、信用できる品質で掛け値のない商
品を提供している。

中ロݪ油ύΠプラΠンୈ2ルーτ
શ線؏௨

ʢ٢ྛ日報11݄13日ʣ
中国石油天然ガス集団公司によると11

月12日、最後の接続༹接が終了し、全長
941.8キロメートルの中ロ原油パイプライン
第2ルートの工事が全線貫通し、給油の条
件をຬたした。2018年1月1日に中ロ原油
パイプライン第2ルートは正式に稼働を開
始する。東北の原油輸送パイプラインによ
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省共産ౘ委員会書هが締結式に出席し、
日本代表団と会談したほか、ཱུ 国中・٢ྛ
省長と平井信治・ௗ取県知が協定に調ҹ
した。
೹音朝࿋書هは省共産ౘ委員会と省
政府を代表して平井知事一行の訪問を
歓迎するとともに、両省県の近年の友好
交流を振り返った。「٢ྛ省はௗ取県との
交流・協力を極めて重視している。双方は
1994年に友好交流覚書を締結して以来、
多分野における交流・協力活動を展開し、
目覚ましい発展と成果を਱げた。双方が
友好省県協定締結を契機に、協力分野を
積極的に拡大し、そのレベルを向上させ、
貿易、環境保護、観光、文化などの分野
における全面的な交流・協力を促進し、両
省県がともに新時代を切り開くことを願って
いる」とޠった。
平井知事は「『一帯一路』構想の下

で、両県省は同じ夢を抱いており、双方が
交流と協力をさらに強化し、自治体の繁栄
と発展をともに実現することを願っている」
と述べた。

ྒྷೡࣗ༝๵қ۠ݧࢼ
13݅のશ国ॳのા置

ʢྒྷೡ日報11݄27日ʣ
11月24日のྒྷೡ省商務庁からの情報に

よれば、ྒྷ ೡ自由貿易試験区が成立して
以来、体制・機構改革や制度革新を中心と
したさまざまな業務が着実に推進され、第
三者評価機関を経た29件の改革࡮新案
が初めて商務部に上ਃされた。そのうち、
13件が全国で初めての試みとなる。
13案件は、貿易の利便化、金融改革、

国有企業・国有資産改革、地域開放協力
など多分野にわたり、具体的には「関検
合作（税関と検査検Ӹ部門の協力）」に
よる税金担保モデルによる新改革の実現、
「保税ࠞ鉱（異なる産地や成分の鉱産品
を保税状態のままࠞ合させること）」の؂
ಜ管理制度の改革、「一帯一路」の複合
一貫コンテナ輸送の標準化改革などの措
置を含む。重点分野における௅戦的なもの
もあれば、組織的かつ集中的な制度革新
もある。
11月20日17時までに、ྒྷ ೡ自由貿易試

験区に新しくొ ࿥した企業は1万8834社、
ొ࿥資本は2669.7億元に達した。

テーレス事務総長からのॕ電も൸露され、
エジプトのシャラフ元首相、ルーマニアの
ポンタ元首相、中国民間組織国際交流
促進会（中促会）の孫家正会長がѫࡰし
た。
今年5月に開かれた「一帯一路」国際

協力サミットフォーラムの開ນ式で、習主席
がシルクロード沿線国家・地域における民
間組織協力ネットワークの構築をએ言した
ことを受け、中促会は民間組織協力のネッ
トワーク化をܝげ、「一帯一路」沿線国
家・地域における民間組織間の情報交換・
行動協調・協力強化のための実効性のあ
るプラットフォーづくりに取り組んでいる。現
在までに、60余りの国・地域から300以上
の民間組織がこの協力ネットワークに加入
した。

ίンςナऔѻྔߓभۋ
今೥100ສ TE6 ಥഁ

ʢྒྷೡ日報11݄24日ʣ
11月22日、ۋ州港の年間コンテナ取ѻ

量がはじめて100万 TEUをಥ しഁ、世界
のコンテナターミナルの「ඦ万クラブ」に஥
間入りした。
州港は今年度の第3四半期までに取ۋ

ѻ量が7800万トンとなり、31.37億元の営
業収入を実現した。ۋ州港株式有限公
司のًཱུ総裁は、「特にコンテナが100万
TEUの目標を達成し、ۋ州地域に約39
億元の直接経済効果をもたらした」とޠっ
た。
路ネットワークや海運・鉄道ߤ州港はۋ

複合一貫輸送などの優位性に依拠してコ
ンテナ取ѻ量を急増させた。特に中ロコ
ンテナ海運・鉄道複合一貫輸送ルートが
開通した後、ۋ州港の海運・鉄道複合一
貫輸送サービスはヨーロッパまで拡大し、
州港のコンテナと世界の海上輸送プラッۋ
トフォームの結合をはじめて実現した。ۋ
州港総合輸送大通路建設の進展にともな
い、ۋ州港は2018年のコンテナ取ѻ量を
150万 TEUに増やす計画を策定した。

٢ྛ省とௗऔݝ
༑޷省ڠݝ定Λక݁

ʢ٢ྛ日報11݄27日ʣ
11月26日、٢ྛ省とௗ取県は長य़で友

好省県協定を締結した。೹音朝࿋・٢ྛ

大࿈市
೥຤までにੜ׆ΰミ分ผٛ຿ͮけ

ʢྒྷೡ日報11݄21日ʣ
今年຤までに、大連市は公共機関と公
共スペースで生活ゴミの強制分別を実施
する。11月20日の大連市都市建設局から
の情報によれば、大連市のౘ・政府機関、
Է売市場、Ӻやۭ港などの公共機関、公
共スペースにおける生活ゴミを決められた
日時に分別して廃棄しなければならないと
し、もし実行しなければ、都市管理総合法
律執行部門により関係法規に基づいて処
േされる。
有害ゴミ、回収可能なゴミ、生ゴミ、そ

の他のゴミの4区分により、管理部門は所
在地のゴミ収集方法に合わせて分別収集
容器を設置するとともに、各地の環境衛生
部署の規定に従って分別処理しなければ
ならない。
大連市は今年、国の関係部署により生
活ゴミ強制分別先行区に指定され、現在
すでに184の分別モデル地でゴミの分別
を先行実施している。ゴミの分別は都市の
ゴミ処理の大きな負担をܰ減し、資源のリ
サイクルを促進することができるが、国内で
実行するには習׳の育成、分別設備の建
設、収集システムの整備、資源化利用な
ど、多くの難題がある。大連市は公共機
関、公共スペースにおける生活ゴミの強制
分別を実施することにより、ゴミ分別全体の
推進速度を上げようとしている。

ୈ1ճシルクローυԊ線ຽؒ૊৫
力ネッτϫークϑΥーラム開ນڠ

ʢ಺Ϟンΰル日報11݄22日ʣ
習近平国家主席は、11月22日に北京

で開ນした第1回シルクロード沿線民間組
織協力ネットワークフォーラムにॕ電を送っ
た。
習主席はॕ電で「シルクロード沿線国
家・地域における民間組織の協力ネット
ワークの構築は、各国の民間交流・協力を
強化し、民心の通じ合いを促進する重要
な措置だ。今回のフォーラムの開催をきっ
かけに、参加代表者たちが民心の通じ合
いの促進策を協議し、各国国民の相互理
解と友好促進、共同発展の実現、人ྨ運
命共同体の構築に貢献できるよう願ってい
る」と期待を寄せた。そのほか、国連のグ
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させ、周ล諸国との生態環境保護の協力
を強化する。

ំᢹՏ؛ޱ
今೥の՟෺ྔ1000ສτンಥഁ

ʢߐཾࠇ日報12݄13日ʣ
12月5日までに、ំ ᢹ河口岸の2017年

の輸出入՟物量がྦྷ計1060万トン、前年
同期比23.2％増を達成した。
ំᢹ河は国家の「一帯一路」の発展

の機会に恵まれたなかで、「中モロ経済回
࿓」の建設に積極的に参与し、「一つの
૭口を創造し、四つの区を建設する」とい
う発展の位置づけにより、相互連結設備
を完成し、国内的にはचߐ・長ߐデルタと
つながり、国際的にはロシア・日本・韓国な
どとの陸海複合一貫輸送の結節点とつな
がっている。
共産ౘߐཾࠇ省委員会や省政府の支

援のもと、ំ ᢹ河では口岸のインフラ改造
を強化し、国際化した集ࢄ輸送システムを
建設している。ロシア公民のビザ໔除入
国、車の輸入、ロシアへのಲ೑の輸出、
物の輸入、水産物と冷ౚ・冷蔵水産物ࠄ
輸入、国外ཱྀߪ٬買の税返ؐ指定口岸
などが相次いで承認された。また、中ロ税
関相互؂視・認証、大口商品の国外事前
検査、特殊商品の事後検査などの措置を
推進し、商品国検（国家検査検Ӹ）試験
区の建設を積極的に進め、輸出入貿易の
質と効果を全面的に高めた。

省ɺ42݅のߐཾࠇ
PPP プロジΣクτΛॏ఺的に推঑

ʢߐཾࠇ日報12݄13日ʣ
省発展改革委員会と省財政庁ߐཾࠇ

は12月12日、「ߐཾࠇ省 PPP 重要プロ
ジェクト戦略投資マッチング会」および「民
間投資PPPプロジェクト促進会」を共催し
た。これにより政府と社会資本の協力モデ
ル（PPP）をさらに促進するとともに、中央
国有企業の改革に積極的に助力し、民営
企業がPPPに関する最新政策を把握す
ることを支援する。
今回のマッチング会には、40社以上の

中央国有企業、80社以上の民営企業と
金融機関が参加した。イベントでは、省発
展改革委員会と省財務庁の関係責任者
が従来型のインフラ施設分野と公共サー

速鉄道、国家の「ീ縦ീ横」における京
ᄒ（北京－ハルビン）高速鉄道の重要な構
成部分として、東北三省に「高速鉄道経
済回࿓」を構築し、地域経済社会発展と
人々の生活改善を大きく促進した。
ハルビンཱྀ٬輸送のᄒ大高速鉄道車
ୂ共産ౘ支部書هの話によれば、ཱྀ ٬
輸送は年々増加し、2013年は400万人、
2016年は580万人で、今年のय़節運行期
間のハルビン西Ӻのཱྀ٬数は6.2万人に
上った。
ここ数年、鉄道部門は運行密度を高め
ており、現在すでにハルビンから上海・青
島・෢׽・北京・జ州・大連・ᖟ陽・୮東・天
津・盤ۋ・延٢・ᘦय़の12の方向に46ฤ成
のྻ車を運行し、外出ストレスを؇和して
いる。

中Ϟロੜଶ環境อޢビッグσーλ
戦略ڠ議క݁

ʢ಺Ϟンΰル日報12݄12日ʣ
中国－東南アジア連合・上海協力機構
環境保護センター、内モンゴル自治区環
境保護庁、自治区ビッグデータ発展管理
局は12月10日、北京で「中国・モンゴル・ロ
シア生態環境保護ビッグデータサービスプ
ラットフォーム戦略協議」に署名した。これ
は「一帯一路」国際フォーラムで提起され
た「一帯一路」生態環境保護ビッグデー
タサービスプラットフォームの構築に関する
構想を着実に実行するためだ。
協定の主な内容は次の通り。内モンゴ

ルで中モロ生態環境保護ビッグデータサー
ビスプラットフォームを構築し、対話・協力プ
ラットフォームを作り上げ、国務Ӄが要ٻし
たグリーンシルクロードの建設を着実に実
行する。業界を超えた環境保護および国
際協力による技術支援を強化する。国際
的技術協力を強化し、環境保護技術の導
入と輸出を促進する。人材交流のメカニズ
ムを確立し、共同研究を展開する。
中モロ生態環境保護ビッグデータサー

ビスプラットフォームは国家の「一帯一路」
生態環境保護ビッグデータサービスプラッ
トフォームの中に組み込まれ、中モロ経済
回࿓の生態建設を支える。同時に、環境
保護をめぐる各地域における国家間の対
話、環境保護技術と産業の交流、人的交
流と協力を促進し、環境保護能力を向上

ϋルビンʵシンガϙール線開௨
ʢߐཾࠇ日報12݄2日ʣ
12月1日8時50分、シンガポールからハル

ビンに直行するTR154便がハルビンۭ港
に順調に到着し、スクートの直行便が正式
に開通したことを示した。
この便はハルビンとシンガポールを結ぶ
唯一の直行便で、毎週火・金・日༵の週3
便運ߤする。機体はスクートのボーイング
787で、フライトナンバーはTR154�5、2時
にシンガポールを離陸し、8時50分にハル
ビンに到着する。ハルビンからは10時15分
に離陸して、17時50分にシンガポールに
到着する。

ྒྷೡࣗ༝๵қ۠ݧࢼӦޱκーン
؅理ҕһ会がड৆

ʢྒྷೡ日報12݄�日ʣ
11月29日から12月2日、ࣛ児島市で開

かれた第16回環ԫ海経済・技術交流会
議で、ྒྷ ೡ自由貿易試験区営口κーン管
理委員会と山東省Ԏ台市投資促進局が
中国側を代表して、「2017年環ԫ海経済・
技術交流大৆」を受৆した。
今回の会議は۝州経済国際化推進機
構、中国商務部、韓国産業通商資源部
が共同で主催した。3カ国の政府、経済団
体、企業などの300名余りの代表が一ಊ
に会し、「地域間の交流促進」「イノベー
ションを通じた新産業と新市場の創出」を
テーマとして、地域間協力の枠組み構築、
環ԫ海地域における貿易・投資・技術など
各分野の交流と協力の強化、環ԫ海経
済圏の形成および産業・経済の共同発展
などの議題を検討した。
ྒྷೡ省・河北省・山東省・ߐો省・ބ南
省・北京市・天津市・上海市の8省市がそ
れぞれ代表団を組織して会議に参加し
た。交流会議では環ԫ海地域の経済発
展と交流協力に重要な貢献をしている6
組織が表জされた。

ᄒ大ߴ଎మಓ開௨�೥
安શӡߦでཱྀ٬3000ສਓಥഁ

ʢߐཾࠇ日報12݄�日ʣ
12月1日、ハルビン－大連高速鉄道が開
通5周年を迎え、ྦྷ 計運行ڑ離9000万キ
ロ、ཱྀ ٬3000万人をಥ しഁた。この高速
鉄道は世界で初の高地寒冷地域での高
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テーマとした「中国・ຬऱཬ第19回中国・ロ
シア・モンゴル国際氷ઇࡇおよび第14回ミ
ス中国・ロシア・モンゴル国際コンテスト」が
開ນした。
「一節一ᩱ」（氷ઇࡇとコンテスト）を軸
とした今回の氷ઇࡇは、中国・ຬऱཬ第
19回中ロモ国際氷ઇࡇ開ນ式および中
心会場開Ԃ式、中ロモ氷ઇ観光プロモー
ション・イベント、第14回ミス中ロモ国際コン
テスト、第3回ຬऱཬ国際フォーラム、第1
回氷ઇࡇ影ֆ展示会、中ロモ国際ダーツ
招待試合、中ロモビリヤード招待試合、中
ロモઇ中少年サッカー試合、中ロ青少年
国際アイスホッケー招待試合、ඦ٢楽グ
ループ協賛のౙ季ナーダムを含め、氷ઇ
文化・氷ઇスポーツ・氷ઇ観光など計16件
のイベントを開催する。
今回の氷ઇࡇは内モンゴル自治区政

府、ロシア・ザバイカリエ地方政府、モンゴ
ル・ドルノド県政府が共催している。

˙Ϟンΰル�

E6 ୅ද෦Λ開ઃするڠ定ॻがॺ໊
ʢ.ONTSA.E 11݄2日ʣ
モンゴルと欧州連合（EU）は2日、モ

ンゴル政府とEU・欧州原子力共同体
（Euratom）との間で駐モンゴルEU 代
表部開設協定書に署名した。協定書には
モンゴルのツォグトバータル外相、駐モンゴ
ルEU大使がウランバートル市内の政府
宮఼で署名した。ウランバートルのEU代
表部の開設はモンゴルとEUの二者関係
における著しい進展だと、ツォグトバータル
外相は明言した。
今日現在でEUから800社がモンゴルに

計32億ドルの投資を行い、それはモンゴル
の直接外国投資の約13％を占めている。
2016年のEUとモンゴルの貿易取引高は
10億ドルに達し、それはモンゴルの外国貿
易の8％に当たる。今後は、あらゆる方面で
の二者交流を強化するためのより幅広い
可能性があると、駐モンゴルEU大使は述
べた。

΢ランόーτルʵΠルクーπクؒに
৽͍͠国ࡍ列ं

ʢ.ONTSA.E 11݄10日ʣ
12月11日から、ウランバートル－ウラン・

が、予定工期よりも7カ月前౗しして12月15
日に運用段階に入った。この工事の完成
により、٢ྛ省ひいては東北三省の余剰
電力を、省区を越えて輸送するշ速ルート
が開通し、٢ྛ省西部地域の国家1千キ
ロワット級風力発電基地と՚北の電力ロー
ドセンターとの直接の連関を促すことにな
る。
この工程の運用後は、240キロワットの
安定した電力輸送能力をもつことになり、
過去に輸送が難しかった٢ྛ省西部地
域のクリーンエネルギーを՚北に直送し、
風力発電・ソーラー発電機が長期的に直
面している「無ବな電気」の問題を؇和
することになる。当初は、٢ྛ省だけで՚
北地域にクリーンエネルギーを毎月4億キ
ロワット送ることができ、これは՚北地域の
二酸化炭素33.5万トン、二酸化ེԫ1088
トン、஠素酸化物947.2トンの削減に相当
する。

แ಄ۭߓの೥ཱྀؒ٬਺
200ສਓ୆ಥഁ

ʢ಺Ϟンΰル日報12݄21日ʣ
先ࠒ、ਸ਼ྷۭߤが運ߤするࠛ明－包಄

線DR6567便が包಄ۭ港に着陸し、包಄
ۭ港の2017年の利用者が200万人をಥ
しഁた。
内モンゴル自治区内最大の地方ۭ港と

して、包಄ۭ港は「包಄に立٭し、盟と
市をつなぎ、全国を視野に入れ、世界と結
びつく」ۭߤネットワークを઴次構築してい
る。2016年6月に国際ۭߤ口岸として政府
に承認されて以来、同ۭ港はモンゴル・ウラ
ンバートル、タイ・バンコク、韓国ソウル、ベ
トナム・ニャチャン、ロシア・イルクーツク、߳
港、カンボジア・シェムリアップなどの国・地
域との国際線を相次いでबߤさせた。現
在、包಄ۭ港は、ۭߤ会社28社（ゼネラ
ル・アビエーション2社を含む）༠கし、ߤ路
28本開通し、बߤ先は直׋市4市、省都
24市、経済・観光重点都市10市、自治区
内10市、国際あるいは地区9市の計57都
市をカバーしている。国際線ཱྀ٬数は6.6
万人を超えた。

ୈ19ճ中ロϞ国ࡍණઇࡇɺ開ນ
ʢ಺Ϟンΰル日報12݄24日ʣ
12月23日、「ઇӆ氷 ・ࠢ美ྷล৓」を

ビス分野におけるPPP 政策を しৄく説明
すると同時に、現状と「十三・ޒ」（第13次
省にߐཾࠇ、し٭年計画）の発展に立ޒ
おける重要インフラ施設の整備と公共サー
ビスの拡大などを考ྀして選ばれた42件
の投資価値の高いPPPプロジェクトを重
点的に推঑した。42件のプロジェクトは投
資総額が1000億元を超えると推算され、
交通・水利・市政施設・医療・教育など数多
くの分野をカバーしている。

中ロఱવガスύΠプラΠン東ルーτ
Λશ໘的にՃ଎ࣄ޻

ʢ٢ྛ日報12݄14日ʣ
中国石油天然ガスグループは12月13

日、中ロ天然ガスパイプライン東ルートのࠇ
河－長ྮ区間内11カ所での༹接作業を
一੪開始し、工事を全面的に加速すること
を発表した。
中ロ天然ガスパイプライン東ルートの
工事は2015年6月に着工され、北部区間
中部区間（長ྮ－永ਗ਼）、（河－長ྮࠇ）
と南部区間（永ਗ਼－上海）に分けて段階
的に行われている。2019年10月には北部
区間が営業運転を開始し、2020年຤には
全線が開通する見込みだ。
中ロ天然ガスパイプライン東ルートプロ

ジェクトは中ロ国境にあるߐཾࠇ省ࠇ河
市から始まり、٢ྛ、ߐཾࠇ、内モンゴル、
ྒྷೡ、河北、天津、山東、ߐો、上海な
ど9省・区・市を経由し、終点の上海に至
る全長3371キロメートルで、中国国内で口
離天然ガス輸送ڑ最大・ѹ力最高の長ܘ
パイプラインだ。
中ロ天然ガスパイプラインプロジェクトが
営業開始すると、中国は毎年ロシアから
380億立方メートルの天然ガスを輸入す
る。これは、中国国内のエコエネルギー
の供給量の増加、エネルギー構造の最適
化、省エネ・排出ガス削減の実現、大気環
境の改善に長期的に積極的な影響を与え
る。

٢ྛʵジϟルーτの
電力輸ૹ޻ఔがӡ༻ஈ֊に

ʢ٢ྛ日報12݄20日ʣ
国家電力網٢ྛ省電力有限公司の情
報によれば、٢ྛからジャルートض（内モン
ゴル自治区通ྒྷ市）までの電力輸送工程
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だ。
国家統計委員会と移民局のデータによ

ると、モンゴルでは毎年、労働移民の増加
がみられる。様 な々企業が外国人をޏ用し
ている。

中ԝۜ෇ଐの
Ծ૝௨՟のؔするۀ࡞෦会ઃ置

ʢ.ONTSA.E 12݄6日ʣ
モンゴルで先日、中央銀行෇属のブロッ

クチェーン技術活用可能性研究作業部
会が設置された。そのメンバーは10名の
専門家（数学者、経済学者、技術者）だ。
彼らの主要な目的はテクノロジーの側から
のԾ想通՟のৄࡉな研究と、チャンスとリ
スクの定義だ。
プラットフォーム「エゲレグ」の発起人、
ハスチュルー氏によれば、モンゴルにԾ
想通՟の法律ができ、2018年に発効す
ることを踏まえ、前述の作業部会が「エゲ
レグ」というԾ想通՟の買取りの可能性
を研究する。この際、エゲレグはブロック
チェーン技術をベースにしている。１エゲレ
グの価値は1トゥグルグとなる。「今後モン
ゴルで紙ฎはほ΅完全にԾ想通՟にとっ
て代わられるだろう。これは国内外のトラン
ザクション市場で銀行と競争するチャンス
をもたらすもので、オンライン取引や電子決
済システムの発展にプラスの影響を与える
ことだろう」とハスチュルー氏は述べた。

資ۚચড়๷ࢭΛ国ؔػࡍがࢧԉ
ʢ.ONTSA.E 12݄7日ʣ
モンゴル金融調整委員会と国際投資
銀行（IIB、ロシア）が、マネーロンダリング、
テロ資金供与防止でのモンゴルへの技術
（コンサルティング）協力に関する覚書を
締結した。技術協力プロジェクトは IIBが
スロバキアと共同で設立した技術協力基
金を介して行われる。
技術協力基金と提携するスロバキアの

専門家がモンゴル側に提供するコンサル
ティング協力は、モンゴルの法律をマネー
ロンダリングに関する金融活動作業部会
（FATF）の規格に合わせることを目的と
する。これにより、モンゴル経済の投資上
のັ力を高めることができ、経済システム
の安定性と安全性が強化され、世界の金
融インフラへとの連携が強まる。

り汚れている。

国産の E7 スクールόスΛ੡造
ʢ.ONSTA.E 11݄24日ʣ
Ecolog�bus 社（電気自動車製造）がウ

ランバートル市内のスクールバスの製造を
開始した。同社のジャルガルサイハン社長
によれば、3台のスクールバスは既に、運
行の準備が整っている。バス1台の製造
原価は1億2000万トゥグルグで、輸入車より
もずっと安い。我が国の規格で、新しいス
クールバスは28席となっている。この3台の
バスの運転開始後、同社はさらに4台を製
造することにした。
「首都で使われている大型バスの少なく
とも2500台、小型バス600台は規格や基
準をクリアしていないので、モンゴルは保有
するバスの更新をしなければならない。こ
のため、我々は中型と大型の߫外用E7
バス、さらに連節バスも製造するつもりだ。
このほか、当社はE7バス8台を提供す
る契約をウムψゴビ県ダランザドガド市と締
結した」とジャルガルサイハン社長は述べ
た。

ଠཅޫ発電所にλΠۀاが出資
ʢ.ONTSA.E 11݄27日ʣ
タイのエネルギー系 企 業 会 社
Sermsang�PoXer がホシグ峡୩での太
陽光発電所（16メガワット）の建設に投資
する。
Sermsang�PoXerは、日本・モンゴル

の合ห会社が建設する太陽光発電所の
75％を獲得する。Sermsang�PoXerから
の情報によると、同社は、プロジェクト実施
中に出資金額が変更される可能性を踏ま
えたうえで、1700万ドルを投資することにし
ている。太陽光発電所出資契約は年内
に締結されることになっている。発電所は
2019年第1四半期の運転開始を予定して
いる。

外国ਓ໿2ສ�000ਓがϞンΰルに定ॅ
ʢ.ONTSA.E 11݄2�日ʣ
モンゴル外国人・国੶庁の発表による

と、2017年11月຤現在、117カ国の2万
5000人余りがモンゴル国内に定住してい
る。彼らの40％強はモンゴル国内でのब
労契約中で、約30％は家ఉや個人の事情

ウデ－イルクーツク間で国際急行ྻ車
No.305�306が運行を開始する。
ྻ車の運行は週3回。毎週月・火・౔
༵の現地時間15�22にウランバートルを出
発し、いずれも火・水・日༵日の現地時間
05�53にウラン・ウデ、現地時間14�37にイル
クーツクに到着する。専門家の࢑定的な
予想では、新しいྻ車の利用者数は年間
2万1500人になる。

৽国ߓۭࡍの開ۀは2019೥か
ʢ.ONTSA.E 11݄10日ʣ
バトエルデネ道路・運輸開発大臣は9

日、日本の三井の関係者や新ウランバート
ルۭ港建設プロジェクトの責任者と会談し
た。この会談で双方は、工事の進捗状況
とۭ港の開業期限について話し合い、投
資、権益分配、新ۭ港のマネジメントにも
触れた。
バトエルデネ大臣は、ۭ 港の営業や約
1000人の従業員のշ適な労働条件の確
保の際、国際的な租税水準を超えないこ
とが大事だと指摘した。同時に、大臣は、
新ウランバートルۭ港を2019年までに開業
させることが重要だとも述べた。日本側は
この期限までにۭ港を開業させるよう努力
する意向を表明した。

中ԝԼਫॲ理場はདྷ೥ண޻
ʢ.ongolnow 11݄16日ʣ
11月15日の閣議で新しい中央下水処
理場の建設が৹議され、決定が下された。
フレルスフ首相の指示で、バデルハン建
設・都市計画大臣の主導する中央下水処
理場新規施設建設を調査する作業部会
が1カ月前に設置された。閣議では、作業
部会がまとめた提案書を検討し、来年第2
四半期に中国の特別融資で中央下水処
理場の新規施設建設に着工することが決
まった。
中央下水処理場の新規施設建設に

よって、ウランバートル市民100万人余り
の好適な住環境を整備し、環境汚છをܰ
減することが可能になる。現在、225社が
様 な々ಟ物や化学物質で汚れた水（ڐ容
基準を2.8～4.1倍超過）をড়水施設に流
している。その結果、処理後の水の汚છ
物質はڐ容量を5.9～12.5倍超過してい
る。市のҿ料水の水源、トゥール川はかな
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農຀業、ܰ 工業のプロジェクトの実行に特
に注目し、それらの効率的推進で積極的
に協力していく所存だと述べた。

ର中国境の集མのࣗ༝経済۠એݴΛ
෭首૬がఏএ

ʢ.ongolnow 12݄19日ʣ
モンゴルのエンフトゥブシン副首相は18

日、ザミンウド集落（対中国国境の鉄道
Ӻ）を訪れ、早急にこの地域を自由経済区
だとએ言するよう提এした。国は既にこの
鉄道中継点のインフラ整備に5900万ドル
をつぎ込み、水道を整備し、ড়水施設も建
設した。
南の隣人も関心を寄せている。中国は

ザミンウドに総領事館を開設した。モンゴ
ル・中国国境を毎日5000人に及ぶ人が移
動し、ె 歩及び自動車の横断ポイントでの
手続きは5～7分以上かからない。
エンフトゥフシン副首相は国境サービス、
税関、環境省、その他の機関に、自由経
済区の開設の際、対ロシア国境のアルタ
ンブラク経済区の問題を考ྀするよう呼び
かけた。アルタンブラクでは、法規のໃ६
や法律違൓が常に起きているのだという。

ビリティスタディの進捗状況、この工場の
技術・製造面について意見を交換した。
Engineers�India 社はモンゴル国代表団
との会談で、同社は2018年2月に製油所
建設事業のF�Sをモンゴル側に提出する
と伝えた。サインシャンド工業団地に建設
が予定されている製油所の年間生産力
は、ユーロ5規格の燃料1.5トンになる。モン
ゴル国会は今年5月31日、インド政府から
提供される10億ドルの特別ローンで製油
所を建設するプロジェクトを൷।した。

೶ۀ分໺で世ۜプラグラム࣮ࢪ΁
ʢ.ONTSA.E 12݄14日ʣ
12月13日、バトκリグ৯ ・ྐ農຀業・ܰ 工

業大臣は世界銀行のシタラムチャンドラ上
級アグリビジネス専門官、ジグジドマー上級
民間セクター専門官と会談した。この会談
で双方は世銀の成果連動型プログラム融
資制度（Program-for-Results��PforR）
の枠内での今後数年間の৯ྐ、農຀業、
ܰ工業分野の協力方針を決定した。
バトκリグ大臣は、PforRの枠内での世
銀とのプロジェクト、৯೑・農産品輸出プロ
グラムの推進に前向きな姿勢を示した。シ
タラタムチャンドラ専門官は、世銀が৯ྐ、

覚書の署名式は12月6日、銀行コンプラ
イアンスに関する国際会議（ԙ：ブラチスラ
ヴァ市、スロバキア）の第108回 IIB 評議
会ビジネスプログラムの枠内で行われた。
この覚書に従い、IIBはまず、2つの方針
（資金ચড়・テロ資金供与防止分野の国
内法制度の改善とFATF規格に沿った
修正、同分野における国民の金融リテラ
シーの向上）に沿って実施されるプロジェク
ト向けにモンゴルへ20万ユーロの無ঈ援
助を行う。

ே઱൒島情੎のਖ਼ৗԽに
韓Ϟがڞಉでऔり૊む

ʢAsia Russia Daily 12݄�日ʣ
韓国とモンゴルの国防担当大臣が朝鮮
半島情勢の正常化に共同で取り組む。モ
ンゴルと韓国の国防担当閣僚が7日、朝
鮮半島の現状の打開方法について協議
したことを、大韓民国国防部が報じてい
る。
韓国の૙永෢国防部長官は、北朝鮮

に対する国際社会の制裁に積極的に参
加するようモンゴルに要੥した。国防部の
資料によると、૙長官はモンゴルと北朝鮮
両政府のݹくからの外交関係を踏まえ、非
核化の必要性を北朝鮮にೲ得させるため
にモンゴルが全力をਚくすよう要੥した。モ
ンゴルのエンフボルド国防大臣は前向きに
応じたと、韓国国防部は報じた。
エンフボルド国防大臣は、朝鮮半島の

みならず世界の平和と安定をڴかす半島
の緊張状態を解除するため、韓国との協
力を継続していく用意があると述べた。エ
ンフボルド大臣は、都合の良い時にいつ
でもモンゴルを訪れるよう૙長官を招待し、
૙長官はこれを受けたという。

Πンυの資ۚԉॿによる੡油所
F�S ఏ出は2݄

ʢ.ONTSA.E 12݄13日ʣ
鉱業・重工業省とモンゴル製油所社の
合同代表団が12月4～10日にインドを訪問
し、同国外務省、Engineers�India 社、イ
ンド輸出入銀行の関係者との実務会談を
行ったことを13日、モンゴル外務省広報室
が伝えている。
双方は、インド政府の特別ローンによ

るモンゴルでの製油所建設に係るフィジ
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この会談でアマルサイハン議長は投資
と小型太陽光発電所の建設に対するँ
意を表明した。議長は、KOSPOの活動を
政治がサポートし、プロジェクトの順調な完
了、安定した活動の保証、メンテナンスや
修理を重視していく方針も表明した。

鉱業所、炭鉱の౔地再生時の石炭փ利
用研究にも携わっている。
現在、KOSPOは韓国政府の全面投

資により、マライフ地区で環境に優しく高効
率の都市建設プロジェクトを推進中。出力
400キロワットの太陽光発電所を建設して
いる。

6B 市議会議௕が韓国の電力会ࣾと会ஊ
ʢ.ONTSA.E 12݄20日ʣ
ウランバートル市議会のアマルサイハ

ン議長は20日、韓国の南部発電会社
（KOSPO）の代表団の訪問に応じた。同
社は韓国の発電量の9.9�を占めている。
さらに同社は、鉱山会社や開発後の石炭
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˙ळాݝɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

ϕラルーシ大࢖　஌ࣄΛදܟ๚໰
ʢळాտ৽報12݄13日ʣ
ベラルーシ共和国のルスラン・イエシン駐

日大使が12日、ब任あいさつのため県庁
に佐஛ܟ久知事を表ܟ訪問した。イエシ
ン氏は4月に大使にब任した。
本県はベラルーシの研修医を受け入れ

るなど医療支援に取り組んでいる。NPO
法人日本ベラルーシ友好協会の本部がळ
田市にあり、交流を続けてきた。

ळాۭߓɺ୆࿷νϟーλーաڈ最ߴ
٬が૿Ճݝ120ศɺདྷܭ

ʢळాտ৽報12݄26日ʣ
ळ田県は25日、台湾のۭߤ会社3社が
ळ田ۭ港発着のチャーター便計22便を来
年1月17日から3月11日にかけて運ߤする
と発表した。本年度の台湾チャーター便は
計120便となる。本県を訪れる台湾人観光
٬の増加に伴い、便数は2005年度の61
便を上回って過去最多となる。
台湾便の内༁は、遠東ߤ （ۭ台北市）

が10便、エバーߤ （ۭ౧Ԃ市）が8便、
中՚ߤ （ۭ同市）が4便。県観光振興課
によると、台湾人観光٬向けのౙ季観光
ツアーとして、田沢ބのઇ景৭やळ田内
陸線の乗車などを計画。日本人観光٬向
けの台湾ツアーも予定している。延べ約
3000人の利用を見込む。

ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹݝܗࢁ˙

τルクϝχスλンかΒަྲྀஂ
ఱಐɺ東ژ五ྠ΁੝り্͛

ʢܗࢁ৽ฉ11݄12日ʣ
2020年の東京ޒ ・ྠパラリンピックで、
天ಐ市がホストタウンొ࿥し事前キャンプ
の覚書を締結しているトルクメニスタンの文
化交流団を招いた集いが11日、同市民プ
ラザで開かれた。
同国のՎ手、舞གྷのプロなど約40人が
訪れた。山本信治市長が「今後も友好的
な交流を祈念する」と歓迎し、グルバンマ
メット・エリャκフ駐日大使は「文化やスポー

ツのほか、将来は観光の分野でも交流を
発展させたい」と述べた。約300人が٧
め掛け、ضྠޒ・パラリンピックضがܝ༲さ
れたホールで、同国の素๿なટ律が特徴
のՎや舞གྷを楽しんだ。

ɺ߳ڇ産࿨ݝ ྃັߓ
JA શ೶ܗࢁがϑΣア

ʢܗࢁ৽ฉ11݄22日ʣ
JA 全農山形（長沢๛運営委員会長）

は、߳ 港で県産和ڇの消費拡大に向け
たフェアを初めて展開している。現地の高
級মき೑ళで「総শ山形ڇ」を提供。日
本৯への関心の高まりとともに、高品質で
味の良い和ڇをٻめる人は増えており、1
カ月間のPRで山形ڇファンの拡大を目指
す。
フェアは、現地のJAグループ直営মき
೑レストラン「७」の2ళฮで、「Ａ5」クラ
スのࢬ೑のカルビやロースなどをメニューと
して出している。昨年から߳港輸出を開
始した「山形おしんಲ」（ঙ内産ಲ೑）と
共に提供し、デザートの֟やリンゴ、ラ・フ
ランス、県産ブランド米「つやඣ」などを含
め、県産農ச産物のおいしさを、味にうる
さい߳港の人やཱྀ行で訪れている中国人
などに知ってもらうことがૂいだ。

定Λక݁ڠ޷市と୆ೆ市　༑ܗࢁ
ʢܗࢁ৽ฉ12݄7日ʣ
山形市は6日、台湾・台南市と「友好交
流促進に関する協定」を結んだ。山形市
のホテルで締結式を行い、佐౻޹弘山形
市長とཥໞݵ台南市長が協定書を交わ
し、友好関係を深め、交流のྠを広めて
いくことを確認した。
台南市代表団9人と山形商工会議所

のਗ਼野伸昭会಄ら約100人が出席した。
協定書では、平等互恵、相互ଚ重に基
づいて協力、発展する民間交流活動を目
指し、̃ 観光˜経済˜文化˜教育˜ス
ポーツの5分野での交流促進を明هした。

北前ધ௨͡͞Βにަྲྀ
ञాでߓد地ϑΥーラム

ʢܗࢁ৽ฉ12݄12日ʣ

全国の北前船寄港地の経済界・自治体
関係者が交流する「北前船寄港地フォー
ラム」の10周年ه念ॕլ会が10日、酒田
市で開かれた。全国の交通・観光業界トッ
プを含む約300人が集い、今年4月の日本
Ҩ産認定の౔৕をつくってきた民間主導
の交流のさらなる発展を੤った。
寄港地間交流は2006年に酒田市で開

催された北前船コリドール（回࿓）会議を
ൽ切りに始まり、第1回フォーラムが07年に
酒田市で開かれた。その後全国の寄港
地を回って交流、研修を重ねている。フォー
ラムは来年5月、海外で初めて中国・大連
で開催する。

˙新潟ݝɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

૿ˋըྔ0�9ܭ産ถ輸出ݝ
શ国シΣア�ׂに

ʢ৽ׁ日報11݄7日ʣ
本県の2017年産米の輸出計画量が、

16年産と比べて0.9％増の3534トンとなり、
6年連続で増加したことが農ྛ水産省のま
とめで分かった。全国の計画量に対する
シェアは48.1％と前年産を4.0ポイント上回
り、都道府県別で6年連続の1位。18年
産からの国による生産調整（減൓）の廃
止や国内需要の減少を受け、輸出に活
路を見いだす動きが続いている。
全国の輸出計画量は前年産比7.6％減

の7349トンで2年連続で減少した。農水
省によると、国内の৯用米の価格上ঢを
受け、生産者が輸出用から国内用に生
産を振り向けた可能性があるという。

Ӻࢁؔ “ ࿈݁ ” ࢞ຓఏܞ
͑ͪ͝τΩΊきమಓと୆࿷ެӦమಓ

ʢ৽ׁ日報11݄14日ʣ
えちごトキめき鉄道（上越市）は14日、
ົ高市の関山Ӻと台湾公営鉄道の関山
（かんざん）Ӻを姉妹Ӻとする協定を結
んだと発表した。Ӻ名をԑに相互の༠٬
促進を目指す。
公営鉄道の台湾鉄路管理局は日本と

の連携強化を目的に姉妹Ӻを増やしてい
る。同じӺ名同士の姉妹Ӻは JR 四国

ྻౡϏδネεલઢ
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ಔ器製造の四津川製作所（高岡市金
԰町、四津川元将社長）は12日、オリジ
ナルブランド「kisen（تઘ）」のย口とぐい
ҿみのシリーズが、台湾のデザイン認証
制度「ゴールデン・ピン・デザイン・アワード」
でベストオブ作品に選ばれたと発表した。
高岡ಔ器の技法を用いて仕上げた真

ちΎう製。口の部分から下に向かって؇
やかに広がるシンプルなラインと底を くؙし
たデザインが特徴で、ゆらゆらと༳れる動
きが楽しめる。本年度は中国や߳港、マ
カオなどから2919点のエントリーがあった。
455点がゴールデン・ピン・アワードに選ば
れ、このうち23点がベストオブ作品となっ
た。同社は受৆を契機に国内外への販
路開拓に取り組む。

ίーセルɺ中国市場の開୓ڧԽ
৽੡඼΍Ӧڌۀ఺

ʢ北日本৽ฉ12݄14日ʣ
電源製造のコーセルは、中国市場の開

拓を強化する。現地の開発部門が手掛
けた新製品を初めて市場投入するほか、
来年3月には෢׽市に新たな営業拠点を
開設。中国を中心としたアジア地域の売り
上げを、6年後に現在の1.6倍に引き上げ
る。
現地の開発部門は昨年8月、中国・無

ऎ市の生産拠点内に設けた。市場調査
などに基づき電源の開発を進めており、来
年2月に第1号となるࣹ出成形機向けの電
源を発売。現地のニーズを踏まえ機能を
り、低価格で販売する。新たな営業拠ߜ
点は「෢׽事務所」として開設し、中国
では5カ所目となる。ބ北省や四川省など
西部エリアで営業活動を展開し、レーザー
加工機や半導体関連の需要の獲得につ
なげる。

ධՁߴ産ίシɺ中国でݝ
༺࠾大ҿ৯νΣーンڊ

ʢ北日本৽ฉ12݄17日ʣ
෋山県産のコシヒカリが、中国本౔で

約600ళฮを展開する現地資本の外৯
チェーンのメニューに採用され、16日に販
売が始まった。入善、朝日両町をエリアと
するJAみな とึコメԷ最大手のਆ明（ਆ
市）が2016年産のコメを試験的に輸出ށ
したところ৯味が高く評価され、17年産か

に決まっていたが、ドーピング問題でྠޒ
への同国選手団派ݣが禁止され、実現
が不安視されていた。市によると、同国フィ
ギュアスケート連盟との協議の結果、個
人参加の選手が当初予定通り合॓をする
ことが15日に決まった。

ແྉ௨৴Χーυ๚日٬にఏ供΁
でߓɺ৽ׁۭݝ

ʢ৽ׁ日報12݄26日ʣ
本県の観光 PR 動画をӾ覧した外国

人ཱྀ行٬を対象に、県は26日から新潟ۭ
港で、スマートフォンなどに しࠩ込むと滞在
中にデータ通信ができる「SIMカード」を
650ຕ限定で無料配෍する。NTTドコモ
（東京）が地方自治体などと連携して提
供するサービスで、本県は北海道と並ん
で全国で初めて導入する。
外国人ཱྀ行٬がデータ通信を行う際、

このSIMカードをࠩし込めば来県から15
日間、無料で日本国内のドコモの通信サー
ビスが利用できる。SIMカードの配෍条
件は訪日前にドコモの専用サイトからਃし
込み、本県の観光 PR動画をӾ覧するこ
となど。SIMカードの引き換えコードを得ら
れ、新潟ۭ港の総合案内所で受け取れ
る。

˙෋ݝࢁɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

দଜਫ਼ܕɺ大࿈޻場のઃඋ૿ڧ
日ۀاܥの૿産にରԠ

ʢ北日本৽ฉ11݄�日ʣ
金型・自動車部品製造のদ村ਫ਼型（高

岡市、দ村ߒ史社長）は、中国・大連市
にある現地法人「দ村ਫ਼型大連有限公
司」の設備を増強した。٬ސの日系大手
自動車メーカーからの増産ニーズにこたえ
るためで、金型状加工の新型マシニング
センタ（MC）などを導入し生産能力を3割
アップさせた。
日系の大手自動車メーカーはいずれも
中国市場で好調な販売を続けており、こう
した動きに伴い受注増が見込まれることか
ら態勢を整えた。

୆࿷のϕスτΦϒ࡞඼
࢛௡઒੡࡞所ɺยޱと͙ ͍ҿΈड৆

ʢ北日本৽ฉ12݄13日ʣ

のদ山Ӻ（দ山市）と山陽電鉄のُ山Ӻ
（兵ݿ県）に続き3Ӻ目だ。トキめき鉄道
にとっても台湾との関係は重要で、リκー
トྻ 車「ઇ月Ֆ」を利用する外国人の9割
は台湾人だという。

Ԃܳ༻͹͞Έの外ࢁਕ෺
中国輸出Λ本֨Խ

ʢ৽ׁ日報12݄�日ʣ
Ԃ芸用Ⴉ定（せんてい）ばさみ製造の
外山ਕ物（三条市）は、中国への輸出を
本格化させる。近年、中国では公共施設
や自宅などの྘化に関心が高まっており、
ガーデニングを楽しむ෋༟層などが主な
ターゲットとなりそうだ。海外にも販路を広
げ、業容拡大を目指す。
1年ほど前、中国の金属加工メーカーに
植໦ばさみのਕの部分を供給する商談が
あり、日本政策金融公ݿ新潟支ళの融資
を元にਕ先を調整する研ຏ機3台を10月
຤に導入した。まず5000個を輸出し、൓
応見てサイズ展開などを増やす予定だ。

中国ܥ๏ਓങऩϗςルΈかΘ
Ѩլொが౔地ɺݐ෺ৡ౉

ʢ৽ׁ日報12݄22日ʣ
中国資本の日本法人「日本山ቦ海株
式会社」（東京）が買収したѨլ町のچ
第3セクター「ホテルみかわ」について、町
は21日、関連の౔地と建物をホテルみか
わにৡ渡する書ྨに調ҹした。1月1日෇
でৡ渡し、日本山ቦ海が本格的に経営す
る。
日本山ቦ海の਌会社は中国・上海に拠
点を置く、投資コンサルティング業の「上
海山ቦ海投資集団」。ホテルみかわによ
ると、同投資集団は会員を集め、健康事
業や観光業なども手掛けている。

৽ׁ市
ロબख五ྠ߹॓डけ入Εܾ定

ʢ৽ׁ日報12݄22日ʣ
新潟市は21日、平ণౙ季ྠޒに個人
資格で参加するロシア・フィギュアスケート
選手の合॓受け入れが決まったと発表し
た。選手やコーチら約30人が来年1月28
日～2月19日、中央区の新潟アサヒアレッ
クスアイスアリーナで練習する。
新潟市はロシア代表選手団の合॓地
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1993年に理学部と部局間交流協定、98
年に大学間交流協定を締結。教員や学
生の交流を続けており、プログラムではさ
らに多層的な交流を深化させる計画。こう
した実績などを踏まえ、プーチン大統領の
側近ともいわれているルスタム・ミンニハノフ
大統領が石川に関心を示し、今ळの日ロ
首脳会談でもその話題が取り上げられた
という。

アθルόΠジϟン市۠௕
খদ市௕と࠙ஊ「ަྲྀਂΊ͍ͨ」

ʢ北཮中日৽ฉ12݄�日ʣ
アゼルバイジャンの首都バクー市のハタ

イ地区のラジム・ママドーフ区長ら訪問団8
人が4日、小দ市役所を訪れ、和田৻司
市長と懇談した。アゼルバイジャンには小
দۭ港から週2回、՟物便が運ߤするな
ど結びつきがある。和田市長は10月、同
国を訪問し、ママドーフ区長と会うのは2
回目。

˙෱Ҫݝɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

アジアൢ֦΁ҙ׵ަݟ
ஂ・ۀا� ମɺఏҊ会終͑

ʢ෱Ҫ৽ฉ11݄30日ʣ
福井の農水産物や加工品、伝統工芸

品をアジアに輸出しようと、今月14、16日に
シンガポールと߳港で開催した৯文化提
案会に参加した県内企業や団体による意
見交換会が28日、県庁で開かれた。8企
業・団体の担当者が商談の成果や販路
拡大の課題について意見を述べた。
意見交換では、シンガポールや߳港の

業者と取引が決まるなど、商談の成果が
あったという報告が複数の企業から寄せ
られた。一方、現地の輸入販売代理ళと
の関係構築や、継続的な取引にどうつな
げていけばよいかといった課題を指摘した
企業もあった。

大ɺロシアと݁ͼ経済講ཱٛݝ
ネッτ電࿩でۀا঺հ

ʢ෱Ҫ৽ฉ12݄20日ʣ
県とロシア西部のキーロフ州との大学間

交流の一環で、永平寺町の県立大永平
寺キャンパスと同州の国立ヴャトカ大とを結
んだ講義が15日に行われた。ロシア出਎

れている。

アンガルスクと༑޷都市調ҹࣜ
খদ市ɺ日ロަྲྀ੤͏

ʢ北཮中日৽ฉ11݄14日ʣ
ロシア・イルクーツク州アンガルスク市と小
দ市の友好都市協定の調ҹ式が13日、
市内のレストランであり、さらなる交流の発
展を੤った。
11日に来日したア市のセルゲイ・ペトロフ

市長や小দ市の和田৻司市長ら両市の
関係者26人が出席。両市町が教育的
な交流の推進などを明هした協定書にサ
インし、立会人としてアンガルスク小দ友
好協会のニコライ・ゴルバチェフ会長と小
দ市ロシア協会の北出隆一会長も署名し
た。

࢞ຓ都市1�प೥
ۚ୔市とશभ市が߹ҙॻ

ʢ北཮中日৽ฉ11݄14日ʣ
金沢市と韓国・全州市は13日、金沢市

役所で姉妹都市提携15周年をه念してさ
らなる交流促進を約束する合意書を交わ
した。
両市は2002年4月に姉妹都市提携し、

市や市議会のほか文化、スポーツなどの
分野で民間の交流も進めてきた。提携15
周年に合わせ、全州市の金承ᔩ（キム・ス
ンス）市長ら代表団18人が12日から金沢
に滞在している。金沢市はユネスコ創造
都市のクラフト分野で、全州市は৯文化
の分野でそれぞれ認定を受けている。合
意書にはొ࿥分野を超えた先ۦ的な交
流の実施や、伝統芸能分野の交流推進
など4項目が盛り込まれた。

λλルスλンɺݝと༑޷΁
日ロ྆国΋後ԡ͠

ʢ北཮中日৽ฉ11݄26日ʣ
৿ت࿕元首相が25日、金沢市内で講

演し、ロシア・タタルスタン共和国が石川県
との友好交流を図りたい意向を持ってい
ると明かした。日ロ間でのエネルギーや医
療・保健、人的交流の拡大など8項目の経
済協力プランの促進につながるとして、両
国政府も後押しする見通し。
৿氏によると、金沢大は、同共和国

の首都カザニ市内にあるカザニ連邦大と

らの本格取引につながった。現地の消費
者に෋山米のおいしさをアピールする機会
が増え、さらなる需要の拡大が期待され
る。
県産コシヒカリの採用を決めたのは、

ラーメンや定৯を؃൘メニューとする日本
৯レストラン「味千፮໙（あじせんらーめ
ん）」。上海を中心に約400ళฮで新米の
提供を始めた。準備が整い次第、600を
超える全ళฮに広げる。

NO8PAP 会߹࢝まる
海の環境อશςーマ

ʢ北日本৽ฉ12݄20日ʣ
日本、中国、韓国、ロシアの4カ国
が共同で日本海とԫ海の環境保全に
取り組む北西太平洋地域海行動計画
（NOWPAP）の政府間会合が19日、෋
山市の෋山国際会議場で始まった。21
日まで3日間、海洋ごみへの対応や生物
多様性の維持などをテーマに意見を交わ
す。
NOWPAPは、国連環境機関（UNEP）

が提এする取り組み。2004年に෋山市と
韓国・ז山市に事務局が設置された。こ
れまでも෋山市で政府間会合が開催され
ており、今回で4回目となる。

˙ੴ઒ݝɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

όΠΧルアβラシൟ৩に力
୩本஌ࣄɺΠルクーπクभ஌ࣄと࠙ஊ

ʢ北཮中日৽ฉ11݄12日ʣ
県内を訪れているロシア・イルクーツク州

のセルゲイ・レフチェンコ州知事と୩本正
知事が11日、金沢市内のホテルで懇談ݑ
し、交流をさらに促進することを確認した。
୩本知事は「これまでに文化、人材交
流など幅広い分野で関係を深めてきた。
今後もឺをより強くしていきたい。バイカル
アザラシの繁৩にも力を入れていきたい」
と話した。レフチェンコ州知事は「今回の
訪問を機に人、文化ビジネスの交流が一
層深まることを期待している」と述べ、バイ
カルアザラシの寄ଃをه念したプレートを
୩本知事に手渡した。交流は1955年ご
ろから民間レベルで始まり、97年に県と友
好交流の議定書を締結。友好の証しとし
て同州からバイカルアザラシが計11಄ଃら
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ௗऔݝと٢ྛ省が࢞ຓ都市ఏܞ
きΐ͏ 中国で調ҹࣜ

ʢࢁӄ中ԝ৽報11݄27日ʣ
ௗ取県は26日、中国٢ྛ省と島都市

提携する。1994年に結んだ「友好交流に
関する覚書」から関係を格上げし、経済
や教育などの分野での連携を深めるのが
ૂい。平井伸治知事が同日、現地を訪れ、
協定の調ҹ式に臨む。
県交流推進課によると、姉妹都市提携

は中国では河北省に次いで2例目。これ
まで進めてきた大学生による青少年交流
や、職員の相互派٢ྛ、ݣ省での博覧
会への県内企業の出展を促進する。加
えて、経済成長が著しい同省と県内の企
業による電気自動車製造分野での共同実
証実験を模索する。

ถߓۭࢠ
ι΢ルॳの౔༵ศबߤ

ʢࢁӄ中ԝ৽報12݄24日ʣ
格安ۭߤ会社（LCC）のエアソウル（本

社・韓国ソウル）が運ߤする米子－ソウル
便が、23日から週5ԟ復に増便された。
従来の火、金、日༵日の週3ԟ復に加え、
໦、౔༵日も発着する。今のところ3月まで
の限定運ߤながら、ۭߤ会社側は4月以
降の運ߤ継続を視野に入れる。
初の౔༵発着便を迎えた米子ۭ港

（境港市佐൹ਆ町）ではه念セレモニー
があり、関係者約50人が利便性向上を
、継続に向けߤぶとともに4月以降の運ت
利用促進策の強化を੤い合った。

ௗऔۭߓɺ韓国ศ7ԟ෮に大෯ݮ
2ʙ3݄ɺνϟーλー集٬ۤ戦

ʢࢁӄ中ԝ৽報12݄26日ʣ
ௗ取ۭ港（ௗ取市）と韓国全ཏ南道の

務安（ムアン）ۭ 港を結ぶ連続チャーター
便について、2018年1月以降の運ߤ計画
が25日、運ߤ会社への取材で分かった。
17年9～12月と同様に、約3カ月間で40ԟ
復規模の運ߤを検討したが、集٬のۤ戦
によって断念。18年2～3月で7ԟ復に規
模を縮小して運ߤすることになった。
運ߤする韓国の小規模ۭߤ会社「コリ

アエクスプレスエア」によると、集٬のۤ
戦に加え今月17日に機材が故障し、既に
17年すべての運ߤを終了。40ԟ復のうち

るため、7～11日、中国・٢ྛ省の長य़を
訪問する。
訪中するのは、車ࡌセンサーやバッテ

リーなどの製造に携わる県東部の6社。
中国の三大自動車製造会社の一つで、
長य़に本社を置く第一ؿ車や、E7を製
造する関連会社・第一ؿ車新エネルギー
の研究施設などを訪れ、役員や開発担当
者と意見交換する。今回の訪中では共同
実証実験などを検討。寒冷地でのバッテ
リー長寿命化などの取り組みが想定される
という。

1�೥の境ߓクルーζધߓد
20ճݮの40ճఔ౓

ʢࢁӄ中ԝ৽報11݄16日ʣ
境港管理組合の11月定例議会が15

日、境港市で開かれ、2018年の境港へ
のクルーズ船の寄港回数が、過去最多
だった17年の61回から約20回減り、40回
程度にとどまる見通しであることが報告さ
れた。
同組合によると、17年の寄港は16年の
33回から61回に増え、乗٬数は計約4万
人から計約6万7千人に増加した。しかし、
17年に最多の24回寄港したコスタ・クルー
ズ社（本社イタリア）の「コスタ・ネオ・ロマン
チカ号」（5万7150トン、乗٬数約1600
人）が北朝鮮情勢の悪化や他港との༠
க競争の激化などで18年は5回程度に減
少する。

境ߓの日韓ロ定ظ՟٬ધ
೥ؒ৐߱٬ɺॳの3ສਓ

ʢࢁӄ中ԝ৽報11݄2�日ʣ
日韓ロ定期՟٬船の境港での年間乗
降٬数が2009年の運ߤ開始以来初めて
3万人に達し、境港市昭和町の境港国際
ཱྀ٬ターミナルで24日、ه念セレモニーが
あった。円安基調に加えて県などの韓国
でのPR活動が૗功して多くの韓国人訪
日٬を呼び込んでおり、関係者がさらなる
利用増へ気持ちを新たにした。
境港－東海間は韓国人の訪日٬が9割

以上を占め、自転車やゴルフ、ొ 山が主
な目的。境港での乗降٬数は16年に過
去最多の2万9143人をه࿥しており、17
年は18日の境港出発便で通算3万72人と
なり、最終的に約3万3千人を見込む。

のアンドレイ・ベロフ県立大教授が日本や
県内経済について、ヴャトカ大のଔ業生
やௌ講生、講ࢣら約30人に説明。独自
の取り組みで成果を上げている県内企業
などを紹介した。
໦材加工販売のファーストウッド（本社
福井市、西河洋一会長）が企画した。同
社が今年5月、໦材加工の原料となる൘
材輸入の商談で同州を訪れた際、現地
政府から大学間交流などの地域間交流
推進について打診があったのがきっかけ。
講義はインターネット電話を使い、県立大と
ヴャトカ大を結んで行われた。

˙๺ɹ཮ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

খদʵ߳ߓνϟーλーདྷय़૿ศ΁
෱Ҫɺ石઒ݝ議が要望

ʢ෱Ҫ৽ฉ11݄16日ʣ
小দۭ港（石川県小দ市）の国際化

を推進する福井、石川両県議会それぞ
れの議員連盟「小দۭ港国際化推進議
連」は15日、߳ 港のۭߤ大手キャセイパ
シフィックۭߤを訪れ、小দ－߳港間の定
期便बߤを働き掛けた。同社のラビニア・
ラウ企画部長は、今年のय़とळに運ߤし
た同区間のチャーター便が好評だったこ
とから、来य़は前年同期比4便増の26便
での運ߤと、ཱྀ ٬機の大型化を検討して
いると説明し、定期便बߤへの期待が高
まった。
小দ－߳港間のチャーター便は、同社

の子会社キャセイドラゴンۭߤが今年4～
6月に22便、9～10月に9便の計31便を運
した。平均౥乗率は約99％で、同議連ߤ
はこの実績を定期便बߤにつなげたい考
え。訪問団は両県の約30人で、উ໦健
俊県観光連盟会長ら福井県への༠٬を
推進する一行も合流した。

˙ௗऔݝɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

東෦のࣗ動ं෦඼ϝーΧーݝ
中国ۀاと࿈ܞ໛ࡧ

ʢࢁӄ中ԝ৽報11݄3日ʣ
自動車関連の部品を取りѻう県内製造
業の担当者が、中国の自動車メーカーと、
電気自動車（E7）や先進運転支援システ
ム（ADAS）での共同事業の可能性を探
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定員役500人を想定し、団体٬など٬ސ
層の拡大をૂう。所要時間は現状より約
30分延び3時間40分以内となる見込みだ
が、売ళや໔税ళをॆ実、展望ラウンジ
も設けるなどして船ཱྀを楽しんでもらう計
画。

෱Ԭݝɺߐો省に環境ࢧԉ
༑޷ఏ2ܞ�೥ɺഉガスݮ࡟後ԡ͠

ʢ੢日本৽ฉ12݄16日ʣ
県と中国・ߐો省が友好提携を締結し、

今年で25周年を迎えた。県は提携を機に
同省の環境対策を支援しており、2014年
度からは大気汚છの原因となる๰織છ৭
業の工場の排ガスを削減する取り組みを
後押ししてきた。同省と連携し、現地企業
に対し設備や生産工程の改善を提案す
る内容で、来年には現地の大手工場が
主要設備を新調する。
支援には、日本の環境省の事業を活

用。県は14、15年度は、企業を指導する
෰ࠀો省職員に北۝州市などの公害をߐ
した産業史を説明し、高度な排ガス処理
技術を持つ企業の視察を実施。昨年度
からは国内のણ維機械メーカーと連携し、
県の担当者が同省・常ख़市の工場を何度
も訪れ、設備の新調や工程改善に向け
た協議を重ねた。

෱Ԭݝとߐો省ɺ࿈ڧܞԽ調ҹ
環境ରࡦɺ経済など4分໺

ʢ੢日本৽ฉ12݄23日ʣ
小川洋知事と中国・ߐો省のޖ政隆省

長は22日、南京市のホテルで、福岡県と
ો省の友好提携を発展させるための協ߐ
議書に調ҹした。環境対策、経済、青少
年育成、文化・学術の4分野の協力を強
める。
環境対策については、人材育成や環

境保全政策で協力し、技術交流を進め
る。経済面では新たな分野で貿易投資、
技術交流、観光支援に取り組む。このほ
か、एい世代の交流を拡大することや、
博物館や大学などの連携を強化し、研究
や学生、住民の相互理解に努めることが
協議書に盛り込まれた。

˙۝ɹभɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

۝भޫ؍ι΢ルで PR
会ࣾ7�ࣾと঎ஊߦཱྀ

ʢ੢日本৽ฉ11݄29日ʣ
۝州運輸局と۝州観光推進機構は28

日、ソウル市で「۝州観光説明会・商談
会2017」を開催した。۝州各地の観光
連盟のほか、観光施設やホテルなど37団
体が出席。韓国のཱྀ行会社に۝州ツアー
を売り込んだ。
韓国側から日本ツアーをѻうཱྀ 行会社

75社が出席。۝州観光推進機構による
と、۝州を訪れる外国人観光٬の6割超
を韓国人が占め、今年も前年比7割増と
好調。ただ福岡、大分両県に集中してお
り、昨年の地震の影響が残る۽本県や、
外国での認知度がまだബい南۝州のPR
が課題という。説明会・商談会は30日、ז
山でも開催する。

中国のԽহ඼ڠۀ会
෱Ԭのۀاと঎ஊ会

ʢ੢日本৽ฉ11݄30日ʣ
中国の化হ品・日用品メーカーの社長ら

でつくる「中国߳料߳ਫ਼化হ品工業協会」
（本部・北京）の会員らが28日、福岡市
を初めて視察し、中央区の創業支援施設
「福岡グロースネクスト」で地元メーカーと
の商談会が開かれた。
協会は中国の化হ品産業に関して政

府へ提案や新技術の開発などに取り組ん
でおり、会員数は約120人。商談会は福
岡市を中心に11社の化হ品、健康৯品
メーカーが参加。中国側の役20人に商品
などをPRした。

෱Ԭʵ佂ࢁに৽ߴܕ଎ધ
定һ�00ਓɺ20೥ಋ入໨ඪ

ʢ੢日本৽ฉ12݄9日ʣ
JR ۝州高速船（福岡市）は8日、オース

トラリアの造船会社AUSTAL（オースタ
ル）と、福岡－ז山などにबߤする新型高
速船の建造に向けて協議を開始すること
に合意し、覚書（MOU）を締結したと発
表した。今後、建造契約に向け、船内の
仕様や設備の配置などৄࡉを協議する。
JR ۝州高速船の高速船新造は1991

年以来。原ߘのビートルの2倍以上となる

20ԟ復が欠ߤし、運ߤした20ԟ復の౥
乗率も55％にとどまった。

˙ౡࠜݝɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

外国ਓ਍ྍ࣌の3Χ国ରԠॻ
出Ӣ中ԝ RC が࡞る

ʢࢁӄ中ԝ৽報12݄�日ʣ
出Ӣ中央ロータリークラブ（Ԙ野和正
会長、43人）が、約3500人の外国人が
฻らす出Ӣ市で診療時に役立ててほしい
と、外科や内科、小児科など15診療科ご
とに英ޠと中国ޠ、ポルトガルޠで診察の
流れや঱状をهした対応書を作った。4日
に市内で、Ԙ野会長が出Ӣ医ࢣ会の堀
。୎史会長に手渡したߐ
ް生労働省や、在日外国人に฼
国ޠでの医療情報を電話で提供する
「AMDA国際医療情報センター」の資
料を活用してまとめた。初診૭口から診
療、会計、Ӄ外処方ᝦを受け取ってༀ
局へ行くといった診療の流れや、ࡉかい
঱状を診療科ごとにཏྻ。医ࢣや؃護
者の状態を把握しやすいようにしױ、がࢣ
た。

ɹӄɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹࢁ˙

韓国産੺֋ɺ྆ でൢചݝ
国಺ݮ֫ړগิ͏

ʢࢁӄ中ԝ৽報12݄�日ʣ
出Ӣ、দߐ両市内の֋販売業者らで

つくる（株）共同֋販売（出Ӣ市ඣ原町、
Ԃ山正彦代表）がཆ৩物の韓国産੺֋
を輸入し、山ӄ両県のスーパーマーケット
などで販売を始めた。近年、「੺֋」と呼
ばれるサルボウガイのړ獲量が全国的に
減り、品ബになる中、中海・࣡ 道ބ圏域を
中心に਌しまれた৯文化を残したいとして
いる。
「੺֋」は10月～3月ごろがシーズンで、
同圏域ではおせち料理の定番として਌し
まれてきた。ただ、近年は国内有数の産
地だった中海をはじめ、水質悪化などの
影響で全国的にړ獲量が減っているとい
う。
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˔தࠃʢ౦๺ࡾলʣɹɹɹɹɹ���

経済構造にมԽのஹ͠
2017年1－9月期における東北三省の
実質域内総生産（GRP）成長率は、ྒྷ
ೡ省が前年同期比2.5％増、٢ྛ省が
同5.7％増、ߐཾࠇ省が同6.3％増であり、
いずれも全国平均実質経済成長率の同
6.9％より低い値であり、経済成長の速度
が地域によってばらつきがあるという特徴
が続いている。名目値でのGRPの額は、
ྒྷೡ省が1ஹ6639億元、٢ྛ省が9971
億元、ߐཾࠇ省が9902億元であり、この
地域の生産のおよそ半分をྒྷೡ省経済
が占めている状況は変わらない。
一定規模（年間売上高2000元）以上

の工業企業の෇加価値生産額をみると、
2017年1－9月期の生産は、ྒྷ ೡ省が前
年同期比1.8％減であることが示され、生
産額については公表されていない。٢ྛ
省は同5.4％増の4651億元、ߐཾࠇ省は
同2.3％の増加であることが示されているも
のの、生産額については公表されていな
い。いずれの省においても工業生産の伸
び率がGRPの成長率を下回っており、ྒྷ
ೡ省については負値を脱٫していないとい
う現状である。
投資の動向を示すݻ定資産投資（農
家除く）の額をみると、2017年1－9月期の

投資額は、ྒྷ ೡ省では前年同期比15.4％
減の5144億元、٢ྛ省では前年同期と
同水準の1ஹ637億元、ߐཾࠇ省では同
7.5％増の6544億元である。ྒྷೡ省の数
値については近年負値が続いており、減
少の幅は縮小している一方で、٢ྛ省で
は投資の勢いが弱まっていることを示して
いる。
消費の動向を示す社会消費品小売総

額の値をみると、2017年1－9月期の値は、
ྒྷೡ省が前年同期比1.8％増の1ஹ186
億元、٢ྛ省が同8.1％増の5675億元、
省が同8.4％増の6324億元であߐཾࠇ
る。٢ྛ省、ߐཾࠇ省の消費額について
は、域内総生産よりも高い伸び率を示して
いる一方で、ྒྷ ೡ省については、消費の
伸び率が経済成長率を下回っている。
対外貿易に関する指標について、2017

年1－9月期の値は、ྒྷ ೡ省の輸出が前年
同期比3.9％増の330.5億ドル、輸入が同
27.1％増の404.8億ドルであった。ߐཾࠇ
省の輸出は同12.1％増の40.9億ドル、輸
入額は114.9億ドルである。また、中՚人民
共和国税関公開のデータによると1、輸出
は同3.0％増の32.3億ドル、輸入は同0.4％
増の106.9億ドルである。全般的にこの地
域の貿易は拡大傾向にある。
最後に物価動向を示すډ民消費物価

指数の値をみると、2017年1－9月期の値

は、ྒྷ ೡ省が前年同期比1.0％の上ঢ、
٢ྛ省が同1.5％の上ঢ、ߐཾࠇ省が同
1.1％の上ঢであり、安定的な物価の推移
を示しているといえる。

ஈ֊的にస׵が進む東北経済のエンジン
2017年1－9月期の経済指標をみると、

中国東北経済は、実質෇加価値生産額
の変化率こそ全国平均値より低い値であ
るものの、投資主導の経済成長という成長
システムからの脱٫や堅調な消費、安定
的な消費者物価指数という൵観的な経済
状況を否定する要因も示されている。加え
て、貿易収支の੺ࣈが三省で共に見られ
るものの、総貿易額については三省共に
増加しており2、外需に依らない経済成長
が進展したとみることもできる。大規模な投
資を前提とした鉱工業を中心とする経済
成長は、高速成長を可能にする൓面、将
来の経済成長、あるいは外国市場の動向
に左右されやすいという不安定な経済成
長のエンジンに頼ることを意味する。全国
と比較した際のこの地域における相対的
な低成長は、より安定的な経済成長のエン
ジンを獲得するための経済構造の変化の
過程である可能性があり、今後も注視して
いく必要があると考える。

ERINA調査研究部研究員
南川高範

๺౦ΞδΞ動向分ੳ

1�٢ྛ省の貿易統計については、ドル標هのデータが統計局から公開されていなかったため、税関公表のデータをࡌܝした。
2�2017年1－9月期についてྒྷೡ省の総貿易額増加率は前年同期比15.5％増、ߐཾࠇ省は18.0％、٢ྛ省は税関統計によると1.0％の増加である。

ʢ஫ʣલ೥ಉظൺ
ɹɹۀ޻�ੜ࢈は、Ұఆن໛Ҏ্のۀاۀ޻のΈを対৅と͢る。2011೥1݄には、Ұఆن໛Ҏ্のۀاۀ޻の࠷௿ج४を͜Ε·での本ۀの೥ؒച্�00ߴສ͔ݩΒ2
000ສݩにҾ
্͖͛た。�

ɹɹ2011೥1݄Ҏ߱、ݻఆ資࢈౤資は�00ສݩҎ্の౤資ϓϩδΣΫτを౷ܭの対৅と͢る͕、೶Ոをؚ·ͳ͍。
ɹɹ2017೥1ʵ�݄ظの٢ྛলにؔ͢る༌出ೖऩࢧ、༌ೖ৳び཰、༌出৳び཰に͍ͭͯは、౷ެܭදにυルඪهの͕ࡌهͳ͔ͬたたΊ、த՚ਓຽڞ࿨ࠃ੫ؔのσーλを࢖༻。
ʢ出所ʣதࠃࠃՈ౷ہܭ、঎຿෦、ྒྷ ೡল౷٢ྛ、ہܭল౷ߐཾࠇ、ہܭল౷ہܭ΢Σϒαイτ、ͳΒびにߐཾࠇ日ใ、ྒྷ ೡ日ใ、٢ྛ日ใ、த՚ਓຽڞ࿨ࠃ੫ؔ
の資料ΑΓ࡞੒

2014年 2015年 2016年 2017年1-9月
中国 ྒྷೡ ٢ྛ ߐཾࠇ 中国 ྒྷೡ ٢ྛ ߐཾࠇ 中国 ྒྷೡ ٢ྛ ߐཾࠇ 中国 ྒྷೡ ٢ྛ ߐཾࠇ

経済成長率（実質） ％ 7.3 5.8 6.5 5.6 6.9 3.0 6.5 5.7 6.7 ˛�2.5 6.9 6.1 6.9 2.5 5.7 6.3
工業生産伸び率（෇加価値額） ％ 8.3 4.8 6.6 2.9 5.9 ˛�4.8 5.3 0.4 6.0 ˛�15.2 6.3 2.0 6.7 ˛�1.8 5.4 2.3
定資産投資伸び率（名目）ݻ ％ 15.3 ˛�1.5 15.4 1.5 10.0 ˛�27.8 12.0 3.1 8.1 ˛�63.5 9.6 5.5 7.5 ˛�15.4 0.0 7.5
社会消費品小売額伸び率（名目） ％ 12.0 12.1 12.1 12.2 10.7 7.7 9.3 8.9 10.4 4.9 9.9 10.0 10.4 1.8 8.1 8.4

輸出入収支 億
ドル 3,824.6 35.6 ˛�148.2 42.2 5,945.0 55.9 ˛�96.3 ˛�46.1 5,099.6 ˛�3.9 ˛�100.3 ˛�64.5 2,955.8 ˛�74.3 ˛�74.6 ˛�52.5

輸出伸び率 ％ 6.1 ˛�9.0 ˛�14.3 6.8 ˛�2.8 ˛�13.5 ˛�19.5 ˛�53.7 ˛�7.7 ˛�15.1 ˛�8.8 ˛�37.2 7.5 3.9 3.0 12.1
輸入伸び率 ％ 0.4 10.5 7.9 ˛�4.8 ˛�14.1 ˛�18.1 ˛�30.7 ˛�39.9 ˛�5.5 ˛�3.9 ˛�0.2 ˛�11.4 17.3 27.1 0.4 -
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1�http���XXX.rosbalt.ru�business�2017�12�01�1665293.html。
2�http���tass.ru�ekonomika�4843408、http���XXX.interfaY.ru�business�593950。
3�注2および下هサイトを参র：https���dcenter.hse.ru�。
4�財務省ウェブサイトおよび下هリンクなどを参র：https���ria.ru�economy�20180101�1512050205.html。

˔ϩγΞʢۃ౦ʣɹɹɹɹɹɹɹ

௚ۙの極東経済のঢ়گ
最近の極東連邦管区（ 極́東）の鉱工
業生産はロシア連邦を上回る勢いで増加
している。2017年第3四半期までの前年
同期比増加率は、極東の3.5％増（1－11
月は2.7％増）に対して、ロシア全体では
1.8％増（同1.2％増）にとどまっている。こ
の相対的に高い極東の増加率は、採掘
と製造業に支えられている。同期間のロ
シアと極東の採掘部門の増加率は2.8％
増（1－11月は2.2％増）および4.2％増（同
2.4％増）であり、製造業部門ではそれぞ
れ1.0％増（同0.4％増）および6.4％増（同
8.4％増）とࠩ がある。なお、極東では、৯
品・ҿ料品・タバコの製造および機械・輸送
手段・電子機器の製造が、製造業部門の
それぞれ3割強を占めている。製造業の増
加率が高かった沿海地方（1－11月26.5％
増）およびハバロフスク地方（13.0％増）で
は、機械・輸送手段・電子機器の製造シェ
アが特に大きい。
投資分野においても、極東の勢いはロ

シア全体を上回って推移している。しかし
ながら、ロシア全体の推移とは対র的に、
第３四半期における極東への投資のಷ化
が著しく、第1－2四半期の19.8％増から第
1－3四半期の10.3％増へと大きく落ち込ん
だ。とりわけ採掘部門がGRPのほ΅半分

であるサハ共和国において投資の減退が
著しい。
生産分野の好調な動向をഎ景に、家

計分野においても状況の改善が見られ
る。第3四半期までの小売販売額の増加
率は、ロシア全体で前年5.4％減から0.5％
増（1－11月1.0％増）へ、極東では前年
2.4％減から1.9％増（同1.9％増）へと改善
した。消費者物価指数もまた、極東はロシ
ア全体よりԺやかに推移し、前年12月比に
おける9月の指数はそれぞれ1.3％増（11
月1.7％増）および1.7％増（同2.1％増）と
なった。

2017ʵ201�೥のロシア経済の展望
2017年12月28日に発表された第一次

速報（『ロシアの社会経済情勢』2017年
11月）によると、2017年第3四半期の前年
同期比GDP成長率は、前期の2.5％から
低下したものの、4四半期連続のプラス成
長となる1.8％増であり、1－9月の同成長率
は1.6％となった。成長部門となったのは商
業および採掘である。1－9月の両部門の
成長率はそれぞれ2.8％（寄与度0.45％）
および3.4％（同0.33％）であった。この成
長のഎ景の一つには資源価格の上ঢが
ある。ウラル産原油価格（1－11月平均）は
前年の41.02ドルʗバレルから52.17ドルʗ
バレルに上ঢ（27.2％増）した1。1－10月の
鉱物資源の輸出も前年同期比で30％増

大した。支出面から見た成長要因は家計
消費とݻ定資本投資であり、1－9月の成
長率はそれぞれ4.1％（寄与度2.1％）およ
び4.3％（同0.8％）であった。
第4四半期に経済は低迷したものの、

2017年のロシア経済は消費と投資の拡大
に支えられ、2年続いたマイナス成長を脱
し、プラス成長になると見込まれている。
2017年の成長率予測2は、財務省1.8～
2％程度、ロシア中央銀行1.7～2.2％、経
済発展省2％程度であり、その他の予測も
1.8� 前後である。2018年においても、2％
弱の؇やかな成長が国内需要や投資の
拡大によって支えられるという見方が専門
家によってされている3。
2018年に予定されている制度・政策上

の主な変更点は以下の通りである。財政
面では、新しい税法典の施行により、予
備基金の廃止と国民福ࢱ基金への統合
が予定される。双方ともに2008年に安定
化基金の後継制度として導入されたもの
であった。財務省によると、予備基金は
2017年中にほ΅費消され、国民福ࢱ基金
の残額（12月１日）は3.9ஹルーブル（670
億米ドル相当）、2018年1月1日には3.7ஹ
ルーブルになると見込まれている4。国民福
基金は資源価格下落時に財政補రのࢱ
ための資金として予定されたものであった
が、今後の用途は年金の積み立てになる
ということである。家計関連では、住宅公

2011 2012 2013 2014 2015 2016 16・1-3月 16・1-6月 16・1-9月 17・1-3月 17・1-6月 17・1-9月
ロシア連邦 5.0 3.4 0.4 1.7 ˛3.4�	 ˛0.8) 1.1�	1.3) 1.1 1.3 1.2 0.1 2.0 1.8
極東連邦管区 9.1 3.0 3.3 6.7 1.0�	5.5) 0.8�	2.2) 5.4 5.2 2.8 0.2 3.2 3.5
サハ共和国 16.1 9.0 6.2 4.9 3.8	3.9) 1.9�	1.7) 3.0 2.4 1.6 4.7 4.3 2.5
カムチャツカ地方 5.6 5.2 ˛�2.9 4.4 3.4�	3.5) 13.2�	9.3) 15.0 21.1 13.6 ˛�2.3 1.8 4.3
沿海地方 21.0 15.3 4.4 7.1 ˛12.4�	˛8.9) ˛2.2�	 ˛3.0) 3.9 2.6 ˛�2.1 1.5 2.8 10.8
ハバロフスク地方 16.9 9.6 2.2 2.5 2.0�	2.7) 1.8�	0.9) 3.0 3.8 0.1 ˛�0.6 5.5 12.1
アムール州 20.0 8.6 6.9 ˛�1.7 ˛7.5�	 ˛3.1) ˛7.9�	 ˛6.4) ˛�9.5 ˛�9.5 ˛�7.5 2.0 4.3 2.1
マガダン州 8.3 10.0 3.0 9.0 7.5�	7.2) 0.8�	 ˛4.9) 9.1 ˛�2.7 ˛�9.2 4.4 14.8 6.0
サハリン州 3.3 ˛�5.3 ˛�0.5 6.1 12.6�	13.1) 6.5�	7.4) 9.4 10.4 7.9 3.2 3.6 4.2
ユダヤ自治州 0.1 4.1 2.6 13.3 ˛8.7�	 ˛7.9) ˛9.8�	 ˛6.8) ˛�5.2 ˛�7.8 ˛�11.2 32.4 39.6 42.1
チュコト自治管区 ˛�12.9 ˛�6.5 16.6 38.5 1.9�	2.7) ˛6.6�	 ˛6.3) ˛�3.3 ˛�6.9 ˛�7.3 ˛�9.3 ˛�7.8 ˛�7.9

ʢ出所ʣ�লிؒ౷Ұ৘ใ౷ܭγεςϜʢ6ISISσーλϕーε、2017೥12݄21日ʣʀϩγΞ࿈๜ࠃՈ౷ܭி΢Σϒαイτ࠷新஋ʢ2017೥12݄7日ʣʀhϩγΞのࣾձࡁܦ৘੎ʢ2017೥�
݄、6݄、�݄ʣɦ。

ʢ஫ʣ�೥࣍σーλはશϩγΞ׆ࡁܦಈ෼ ʢྨ0,7E%ʣ・第1.1൛ʢ6ISISσーλʣʢׅހ内は第2൛：΢Σϒαイτ࠷新஋ʣ、࢛ ൒ظσーλは0,7E%・第2൛ʢ΢Σϒαイτ͓Αびh ϩγΞの
ࣾձࡁܦ৘੎ ɦ࠷新஋ʣにΑる਺஋である。

ൺˋʣظ཰ʢલ೥ಉݮ૿ߴ࢈ੜۀ޻߭
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共サービスや電気料金の値上げが予定さ
れる一方で、最低生計費、障害年金、最
低௞金額の引き上げも予定されている。ま
た、国際経済面では、ロシア、ベラルーシ、
カザフスタン、アルメニア、キルギスによって
組織されているユーラシア経済連合にお
いて、1月1日෇けで新しい関税法典が施
行した5。注目されている新しい点は、関税
ਃ告の電子化や、インターネットを介した関

税当局とのやり取りの導入などであり、新し
い関税法典の施行が加盟国間の貿易の
活性化につながることが期待されている。
極東地域では、昨年8月から沿海地方に
おいて実施されていた電子ビザによる入
国手続きの簡易化が、2018年1月1日から
さらにサハリン州とカムチャツカ地方にも導
入された。
直近の最も注目されているロシアの

ニュースは、3月18日に予定される大統領
選挙である。候補者に関する世論調査に
よると、プーチン現大統領の支持率が高
く、再選がほ΅確実視されているようであ
る。

ERINA調査研究部研究主任
志田ਔ完

5�http���tass.com�economy�983728。

2011 2012 2013 2014 2015 2016 16・1-3月 16・1-6月 16・1-9月 17・1-3月 17・1-6月 17・1-9月
ロシア連邦 10.8 6.8 0.8 ˛�1.5 ˛�10.1 ˛�0.2 ˛�4.8 ˛�4.3 ˛�2.3 2.3 4.8 4.2
極東連邦管区 26.5 ˛�11.9 ˛�16.8 ˛�6.6 ˛�1.1 ˛�1.2 1.8 1.7 ˛�6.8 10.2 19.8 10.3
サハ共和国 36.9 3.0 ˛�9.8 ˛�8.2 ˛�0.6 29.0 30.4 19.5 24.9 49.5 60.1 35.2
カムチャツカ地方 ˛�4.0 6.1 ˛�9.8 ˛�30.6 ˛�19.5 48.5 1.5 6.3 16.5 3.2 13.0 2.6
沿海地方 34.1 ˛�37.2 ˛�40.4 6.8 ˛�5.6 ˛�12.6 ˛�4.1 ˛�4.5 ˛�27.1 39.5 13.6 6.8
ハバロフスク地方 7.8 ˛�5.3 ˛�19.3 ˛�16.8 ˛�21.7 ˛�2.1 ˛�0.9 ˛�1.7 ˛�4.1 10.0 16.2 4.4
アムール州 31.3 ˛�8.6 ˛�14.4 ˛�27.6 28.9 15.5 3.0 ˛�0.1 1.8 12.7 47.2 48.0
マガダン州 4.6 34.2 19.7 0.0 33.1 ˛�34.3 ˛�52.4 ˛�52.7 ˛�41.0 3.0 20.2 ˛�14.1
サハリン州 32.6 ˛�6.5 1.7 13.7 ˛�4.4 ˛�21.4 ˛�3.5 3.3 ˛�18.9 ˛�25.9 ˛�25.6 ˛�22.5
ユダヤ自治州 21.6 ˛�7.5 ˛�40.2 ˛�29.5 12.9 1.3 15.7 37.9 ˛�17.6 ˛�22.8 ˛�12.8 1.2
チュコト自治管区 70.3 74.3 ˛�33.7 ˛�35.9 56.2 ˛�17.2 78.7 11.1 11.3 ˛�17.2 3.2 13.0

ʢ出所ʣ�লிؒ౷Ұ৘ใ౷ܭγεςϜʢ6ISISσーλϕーε、2017೥12݄�0日ʣʀhϩγΞのࣾձࡁܦ৘੎ʢ2016೥�݄、7݄、10 ʀ݄2017೥�݄、7݄、10݄ʣɦ。

ൺˋʣظ཰ʢલ೥ಉݮఆ資本౤資૿ݻ

2011 2012 2013 2014 2015 2016 16・1-3月 16・1-6月 16・1-9月 17・1-3月 17・1-6月 17・1-9月
ロシア連邦 7.1 6.3 3.9 2.7 ˛�10.0 ˛�4.6 ˛�5.4 ˛�5.7 ˛�5.4 ˛�1.8 ˛�0.5 0.5
極東連邦管区 5.3 4.8 5.7 5.1 ˛�1.5 ˛�2.3 0.0 ˛�2.0 ˛�2.4 0.1 1.4 1.9
サハ共和国 2.7 2.6 4.5 8.9 2.1 ˛�0.6 ˛�0.2 ˛�0.5 ˛�0.3 ˛�0.4 ˛�0.4 ˛�0.3
カムチャツカ地方 5.0 2.6 0.1 0.2 ˛�4.7 ˛�4.3 4.9 ˛�1.6 ˛�4.4 ˛�2.9 ˛�0.6 ˛�0.1
沿海地方 3.5 4.4 9.4 7.1 2.5 ˛�3.3 2.6 ˛�2.9 ˛�3.1 ˛�0.3 4.9 4.3
ハバロフスク地方 6.4 4.9 6.5 5.1 ˛�4.7 ˛�0.3 ˛�0.5 ˛�1.1 ˛�1.7 1.0 2.2 2.3
アムール州 18.7 14.3 5.4 3.7 ˛�5.0 ˛�3.3 ˛�2.7 ˛�2.2 ˛�1.9 ˛�3.1 ˛�0.8 2.4
マガダン州 5.5 6.3 9.0 4.6 ˛�7.8 0.0 ˛�1.2 0.6 1.3 ˛�0.5 ˛�4.0 ˛�3.1
サハリン州 2.2 1.4 1.8 0.7 ˛�3.9 ˛�4.2 ˛�2.3 ˛�3.6 ˛�4.8 5.4 ˛�1.8 ˛�0.3
ユダヤ自治州 ˛�5.8 4.2 1.4 ˛�1.5 ˛�3.2 ˛�8.4 ˛�5.8 ˛�6.0 ˛�5.7 ˛�4.8 ˛�5.4 ˛�5.6
チュコト自治管区 1.6 ˛�8.6 ˛�9.6 ˛�9.5 5.0 ˛�1.1 4.1 2.1 ˛�0.7 0.0 1.2 3.1

ʢ出所ʣ�লிؒ౷Ұ৘ใ౷ܭγεςϜʢ6ISISσーλϕーε、2017೥12݄20日ʣʀhϩγΞのࣾձࡁܦ৘੎ʢ2016೥�݄、6݄、� ʀ݄2017೥�݄、6݄、�݄ʣɦʢϩγΞ࿈๜ࠃՈ౷ܭிʣ。

খചൢചֹ૿ݮ཰ʢલ೥ಉظൺˋʣ

2011 2012 2013 2014 2015 2016 16・3月 16・6月 16・9月 17・3月 17・6月 17・9月
ロシア連邦 6.1 6.6 6.5 11.4 12.9 5.4 2.1 3.3 4.1 1.0 2.3 1.7
極東連邦管区 6.8 5.9 6.6 10.7 12.0 5.4 2.0 3.1 4.0 0.8 1.0 1.3
サハ共和国 7.0 5.4 6.0 10.3 10.5 6.0 1.8 3.3 4.3 1.6 2.3 3.4
カムチャツカ地方 5.8 5.6 6.3 7.8 12.6 5.7 2.0 3.1 4.2 0.9 1.4 1.6
沿海地方 5.6 6.0 6.3 12.0 11.9 4.8 1.7 2.6 3.4 0.8 0.6 1.3
ハバロフスク地方 7.9 5.4 6.3 11.8 13.1 6.1 2.4 3.6 4.9 0.8 1.1 1.5
アムール州 7.6 7.2 7.7 10.5 12.8 5.0 2.4 3.2 3.8 0.8 0.8 1.3
マガダン州 9.2 8.7 9.0 7.8 13.1 3.7 1.6 2.1 1.7 1.5 2.4 1.9
サハリン州 6.4 6.0 6.5 8.6 10.6 4.8 1.5 2.6 3.0 1.2 1.1 1.1
ユダヤ自治州 8.9 6.5 8.5 11.8 11.1 6.7 2.1 3.0 5.1 0.9 1.4 1.8
チュコト自治管区 5.4 6.0 5.2 4.0 11.1 5.9 4.4 6.0 5.9 3.1 2.8 1.9

ʢ出所ʣ�লிؒ౷Ұ৘ใ౷ܭγεςϜʢ6ISISσーλϕーε、2017೥�݄�日ʣの݄࣍σーλに࡞͖ͮج੒。

ফඅऀ෺Ձ্ঢ཰ʢલ೥12݄ൺˋʣ
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˔Ϟンΰルɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

2017年1～11月において、モンゴルの
経済指標は、改善と悪化の両方の動きを
見せている。実質 GDPは拡大し、貿易
収支はࣈࠇである。ొ࿥失業者数はや
や低下している。しかし、鉱工業生産は
第3四半期と10月、11月に低下している。
国家財政収支は第3四半期と10月にࣈࠇ
となった後、11月に੺ࣈとなった。インフレ
率は上ঢし、自国通՟のߪ買力は低下し
ている。

マクロ経済ࢦඪ
第3四半期の実質 GDP成長率は、前
期の前年同期比6.1％から同6.7％に上ঢ
した。また、季節調整値では前期比1.2％
であった。前期まで縮小が続いていた製
造業と建設業の生産は、第3四半期には
回復を見せ、前年同期比0.8％増となっ
た。1～9月の最終消費は実質値で前
年同期比14.1％増、ݻ定資本形成は同

32.1％増であった。一方、政府消費は同
7.6％減であった。
10月の鉱工業生産額は前年同期比

9.2％増であったが、11月には同4.3％減と
マイナスに転じた。減少の要因は主に石炭
と原油の生産低下によるものであった。11
月の石炭生産量は370万トンで、前年同
期の480万トンから減少した。11月の原油
生産量は63万1400バレルで、前年同期
の69万7600バレルから減少した。2017年
中ࠒから、石炭の主要出ՙルートの最大
の国境通過地点であるガシュンスカートの
輸送の不効率と、̔ 役能力の不足によっ
て、100kmを越える長大な交通渋滞が
発生しており、石炭生産者は生産量を཈
える必要が生じている。また、生産の཈制
は、中国が大気汚છを防ぐためにトラックに
よる石炭輸送に対する規制を強化したこと
によっても生じている。
消費者物価（CPI）上ঢ率は上ঢが続

いており、10月には対前年同期比6.9％と
なった。11月には同6.5％に低下している。

消費者物価は、通信と住宅௞ି料を除く
全ての部門で上ঢしている。CPIの中で大
きなシェア（全体の26.1％）を占める৯品
及び非アルコールҿ料は、11月に前年同
期比8.7％の上ঢ、3番目のシェア（全体の
14.4％）を占める交通は同9.8％で最高の
上ঢとなった。
2017年10月において、通՟トゥグリグの

対米ドル平均ҝ替レートは1ドル́ 2459トゥ
グルグ、11月は同2449トゥグルグとなった。
1～11月は同2440トゥグルグとなり、これは
前年同期比15.4％の減価となっている。
2017年10月の国家財政収支は687億

トゥグルグのࣈࠇとなったが、11月には
3110億トゥグルグの੺ࣈとなった。1～11
月のྦྷ積は9800億トゥグルグの੺ࣈであっ
た。しかし、このྦྷ積額は前年同期の੺
額を12.8％下回っている。これは財政収ࣈ
入の増加と財政支出の減少によるもので、
1～11月の財政収入は前年同期を27.7％
上回る6ஹ5000億トゥグルグ、財政支出は
前年同期を3.8％下回る7ஹ4000億トゥグ

2011 2012 2013 2014 2015 2016 16・1-3月 16・1-6月 16・1-9月 17・1-3月 17・1-6月 17・1-9月
ロシア連邦 1.1 5.8 4.8 ˛�0.5 ˛�4.1 ˛�5.6 ˛�4.1 ˛�4.8 ˛�5.0 0.0 ˛�1.1 ˛�0.8
極東連邦管区 1.5 4.9 6.2 2.8 ˛�1.0 ˛�6.3 ˛�7.9 ˛�7.3 ˛�7.2 ˛�1.4 ˛�1.7 ˛�1.9
サハ共和国 3.4 5.9 3.5 1.2 ˛�0.8 ˛�2.8 ˛�5.8 ˛�2.8 ˛�1.9 2.8 ˛�2.9 ˛�2.6
カムチャツカ地方 ˛�0.8 3.6 4.7 ˛�2.3 ˛�1.7 ˛�9.5 ˛�14.0 ˛�7.4 ˛�8.8 ˛�10.6 ˛�6.2 ˛�4.1
沿海地方 2.9 5.1 5.3 8.1 0.6 ˛�7.6 ˛�7.8 ˛�8.9 ˛�8.3 ˛�0.5 1.2 ˛�0.2
ハバロフスク地方 ˛�2.8 2.7 7.5 0.5 ˛�0.9 ˛�4.2 ˛�9.2 ˛�9.3 ˛�8.3 ˛�4.4 ˛�2.9 ˛�4.4
アムール州 12.9 13.3 4.4 0.3 ˛�2.4 ˛�9.0 ˛�8.2 ˛�7.4 ˛�8.5 3.2 2.3 4.0
マガダン州 ˛�2.0 10.5 4.5 0.8 ˛�5.4 ˛�14.9 ˛�10.4 ˛�8.6 ˛�10.1 ˛�1.1 ˛�3.6 ˛�3.2
サハリン州 ˛�3.1 ˛�1.3 14.0 4.1 ˛�1.1 ˛�2.7 ˛�3.2 ˛�3.7 ˛�5.5 ˛�2.5 ˛�6.1 ˛�5.3
ユダヤ自治州 ˛�3.2 2.2 1.5 ˛�1.8 ˛�4.0 ˛�11.7 ˛�11.3 ˛�10.6 ˛�9.5 ˛�9.5 ˛�7.7 ˛�7.8
チュコト自治管区 9.5 5.9 2.5 3.5 ˛�1.0 ˛�15.8 ˛�11.1 ˛�7.3 ˛�7.9 1.4 ˛�6.1 ˛�3.1

ʢ出所ʣ�লிؒ౷Ұ৘ใ౷ܭγεςϜʢ6ISISσーλϕーε、2017೥12݄26日ʣʀhϩγΞのࣾձࡁܦ৘੎ʢ2016೥�݄、7݄、10 ʀ݄2017೥�݄、7݄、10݄ʣɦʢϩγΞ࿈๜ࠃՈ౷ܭிʣ。
ʢ஫ʣ਺஋はਪܭ஋ʢࣼମʣ。

࣮࣭՟ฎ所ಘ૿ݮ཰ʢલ೥ಉظൺˋʣ

2011 2012 2013 2014 2015 2016 16・1-3月 16・1-6月 16・1-9月 17・1-3月 17・1-6月 17・1-9月
ロシア連邦 23,369� 26,629� 29,792� 32,495� 33,981� 36,746� 34,000� 35,707� 35,721� 36,664� 38,675� 38,005�
極東連邦管区 29,320� 33,584� 37,579� 40,876� 42,877� 46,113� 42,494� 44,568� 44,620� 46,090� 48,156� 47,558�
サハ共和国 34,052� 39,916� 46,542� 51,111� 54,185� 58,504� 53,356� 57,289� 55,657� 56,160� 60,670� 58,875�
カムチャツカ地方 39,326� 43,552� 48,629� 53,167� 56,483� 59,923� 53,771� 58,670� 58,500� 57,886� 64,378� 64,021�
沿海地方 24,423� 27,445� 29,966� 32,431� 33,812� 36,106� 33,647� 35,311� 35,179� 35,277� 36,826� 36,811�
ハバロフスク地方 26,156� 31,076� 34,132� 36,781� 38,027� 41,401� 37,068� 38,459� 39,794� 43,534� 43,652� 42,338�
アムール州 24,202� 26,789� 30,542� 32,397� 31,860� 33,131� 30,946� 32,063� 32,185� 34,135� 35,642� 35,957�
マガダン州 41,934� 49,667� 57,121� 62,152� 64,913� 68,584� 60,194� 65,152� 65,710� 64,638� 70,627� 70,889�
サハリン州 38,771� 44,208� 49,007� 54,896� 61,215� 66,239� 65,709� 65,675� 65,431� 68,534� 68,322� 68,029�
ユダヤ自治州 22,928� 25,067� 27,358� 29,439� 30,724� 31,963� 29,808� 30,774� 30,955� 31,840� 33,534� 33,414�
チュコト自治管区 53,369� 60,807� 68,261� 76,285� 78,893� 85,678� 81,020� 84,645� 83,807� 88,216� 90,993� 89,933�

ʢ出所ʣ�h ϩγΞ౷ܭ೥ ʢؑ2012೥൛、201�೥൛、201�೥൛、201�೥൛ʣɦʀhϩγΞのࣾձࡁܦ৘੎ʢ2016೥�݄、7݄、10 ʀ݄2017೥�݄、7݄、10݄ʣɦʢϩγΞ࿈๜ࠃՈ౷ܭிʣ。
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ルグであった。財政収入の上ঢは、支出
税の21.4％の低下にも関わらず、෇加価
値税、外国貿易税、社会保障負担が伸び
たことによるものである。財政支出の低下
は、७ି出と資本、財・サービス支出の減
少によるものであった。
2017年11月຤の՟ฎ供給量（M2）

は、14ஹ8000億トゥグルグ（60億ドル）で
あった。これは前年同期を26.4％上回って
いる。米ドル建てでは同じく25.6％上回って
いる。一方、2017年11月຤の融資残高
は13ஹ5000億トゥグルグで、前年同期を
6.1％上回っている。米ドル建てでは前年
同期を5.5％上回っており、これは2014年
12月以来の上ঢである。2017年10月຤
の不良࠴権比率は8.8％で、11月຤には
8.6％に低下した。

外国๵қ
2017年1～11月におけるモンゴルの貿
易総額は96億ドルであった。輸出は57億
ドルで前年同期比33％増、輸入は39億ド
ルで同26.8％増であった。この結果、貿易
収支は18億ドルのࣈࠇとなった。これは、
前年同期を48.9％上回った。輸出の増加
は鉱産物、主に石炭の増加によるもので
ある。石炭の輸出金額は1～11月に13億
ドル増加した。また同時期の輸出数量は
3130万トンで、そのうち3100万トンがᖨ青
炭であった。
1～11月における中国への輸出は、前

年同期を40.7％上回る49億ドルをه࿥し
た。一方、中国からの輸入は13億ドルで
前年同期を29.4％上回っている。韓国へ
の輸出は前年同期を45.1％上回る1070万

ドルをه࿥した。韓国からの輸入は1億
8000万ドルで、前年同期を2.8％上回って
いる。ロシアへの輸出は前年同期を16％
上回る5970万ドルをه࿥した。ロシアから
の輸入は11億ドルで、前年同期を42％上
回っている。日本への輸出は前年同期を
4.9％上回る1350万ドルをه࿥した。日本か
らの輸入は3億3430万ドルで、前年同期
を7.5％上回っている。北朝鮮への輸出は
198万ドルであった。北朝鮮からの輸入は
34万2000ドルで前年同期を5.6％下回っ
た。

ERINA調査研究部主任研究員
エンクバヤル・シャクダル

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
12

2017年
22

2017年
32

2017年
10月

2017年
11月

2017年
1-11月

実質 GDP成長率
（対前年同期比：�） 12.3 11.6 7.9 2.4 1.0 4.2 6.1 6.7 - - - - -

鉱工業生産額
（対前年同期比：�） 7.2 16.1 10.7 8.8 12.3 24.1 20.6 10.2 9.2 ˛�4.3 15.4 4.5 18.0

消費者物価上ঢ率
（対前年同期比：�） 14.3 10.5 12.8 1.9 1.1 2.2 3.5 4.7 6.9 6.5 4.0 5.0 3.2

ొ࿥失業者（千人） 35.8 42.8 37.0 32.8 34.4 34.4 29.1 25.4 24.2 24.1 24.1 25.3 25.3

対ドルҝ替レート
（トゥグルグ） 1,359 1,526 1,818 1,971 2,146 2,475 2,401 2,436 2,459 2,449 2,440 2,443.5 2,435

՟ฎ供給量（M2）の変化
（対前年同期比：�） 19 24 13 ˛�5.5 20.2 20.4 20.5 27.7 25.1 26.4 26.4 27.6 27.6

融資残高の変化
（対前年同期比：�） 24 54 16 ˛�6.5 6.1 7.1 7.3 7.4 6.5 6.1 6.1 6.6 6.6

不良࠴権比率（�） 4.2 5.0 5.0 7.4 8.5 8.2 8.8 8.7 8.8 8.6 8.6 8.8 8.8

貿易収支
（ඦ万USドル） ˛�2,354 ˛�2,089 538 872 1,559 524 652 277 231 98 1,782 164 1,348

　輸出
　（ඦ万USドル） 4,385 4,269 5,775 4,669 4,917 1,300 1,806 1,477 606 498 5,686 582 4,102

　輸入
　（ඦ万USドル） 6,738 6,358 5,237 3,798 3,358 776 1,154 1,200 375 399 3,905 418 2,754

国家財政収支
（十億トゥグルグ） ˛�1,131 ˛�297 ˛�868 ˛�1,163 ˛�3,668 ˛�255 ˛�486 2.8 68.7 ˛�311 ˛�980 11.8 ˛�578

国内՟物輸送
（対前年同期比：�） 1.7 ˛�1.3 20.1 ˛�16.1 12.5 18.6 23.0 ˛�8.3 - - - - -

国内鉄道՟物輸送
（対前年同期比：�） 6.3 ˛�0.5 2.8 ˛�8.0 8.3 ˛�0.7 10.6 15.1 0.3 7.9 8.2 26.9 9.2

成சࢮ๢数
（対前年同期比：�） ˛�34.1 84.8 ˛�63 56 2.3� ˛�68 - ˛�40 - - - - -

ʢ஫ʣফඅऀ෺Ձ্ঢ཰、ొ 録ࣦऀۀ਺、՟ฎྔڅڙ、༥資ߴ࢒、ෆྑݖ࠴ൺ཰はظ຤஋、ҝସϨーτはظதฏۉ஋。
ʢ出所ʣϞンΰルࠃՈ౷ܭhہ Ϟンΰル౷ܭ೥ؑ 、hɦϞンΰル౷݄ܭใʱ֤ ߸�΄͔

�଎ใ஋
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˔ؖɹࠃɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ

マクロ経済動向
韓国銀行（中央銀行）が12月1日に公表

した2017年第3四半期の経済成長率（改
定値）は、季節調整値で前期比1.5％（年率
換算6.0％）で、前期の同0.6％を上回った。
需要項目別に見ると、内需では、最終消費
支出は同1.2％で前期の同1.1％を上回っ
た。ݻ定資本形成は同1.2％で前期の同
1.8％から低下した。その内༁は、建設投資
が同1.5％で前期の同0.3％から上ঢした。
一方、設備投資は同0.7％で前期の同5.2％
から低下している。外需である財・サービス
の輸出は同6.1％で、前期の同˛2.9％から
プラスに転じている。
2017年第3四半期の鉱工業生産指数の
伸び率は季節調整値で前期比1.3�となり、
前期の同˛0.3％からプラスに転じた。月次
では季節調整値で10月に前月比˛1.8％、
11月に同1.2％となっている。
2017年第3四半期の失業率は、季節調
整値で3.7％であった。月次では季節調整

値で10月に3.6％、11月は3.7％となっている。
2017年第3四半期の貿易収支（IMF方

式）は348億ドルのࣈࠇ、月次では10月に86
億ドルのࣈࠇとなっている。
2017年第3四半期の対ドルҝ替レートは

1ドル́ 1132ウォン、月次では10月に同1129
ウォン、11月に同1103ウォン、12月に同1089
ウォンと推移している。
2017年第3四半期の消費者物価上ঢ

率は、前年同期比2.3％であった。月次では
10月に前年同月比1.8％、11月に同1.3％、12
月に同1.5％と推移している。2017年第3四
半期の生産者物価上ঢ率は、前年同期比
3.3％となった。月次では10月に前年同月比
3.6％、11月に同3.1％と推移している。

2017೥のࣗ動ंൢച୆਺
࿆合通信によれば、韓国の自動車メー

カー5社の2017年の販売台数は、前年
比6.9％減の819万6053台となった。このう
ち国内販売は前年比2.4％減の155万80
台、主力の海外販売は同7.9％減の664万
5973台であった。

特に現代自動車・起ѥ自動車グループ
が主要市場とする中国においては、米܉
のミサイル迎 ミܸサイルTHAADの韓国へ
の配備が൓発を受けた政治的要因も大き
く作用したものと見られる。

経済෭首૬ୁัݩ
1月4日、検察は๿ᒞ恵前政権の元経済

担当副首相兼企画財政部長官のቐ⅗ᗀ
（チェ・ギョンファン）国会議員を収賄容ٙ
でୁ しัた。検察は情報機関である国家
情報Ӄが、国家予算ฤ成の責任者であっ
たቐ元長官に便ٓを図ってもらう見返りに
ཪ金を渡したとしている。これは๿政権時
代の汚職෗敗を摘発する現政権の૞査
の一環として行われたものである。
容ٙが事実であれば予算ฤ成が政権

内部の不正によって࿪められていたことと
なり、財政運営全般に対する国民の信任
を大きくଛなうこととなろう。

ERINA調査研究部主任研究員
　中島朋義

˔ே઱ຽओओٛਓຽڞ࿨ࠃʢ๺ே઱ʣ

ୈ13ճฏ৕ळظ国ࡍ঎඼展示会開࠵
2017年10月11日෇『朝鮮新報』によれ

ば、同年9月25～28日、平৕市の三大革
命展示館で第13回平৕ळ期国際商品展

示会が開催された。同展示会には、北朝
鮮国内の企業の他、シリア、中国、キュー
バ、イラン、イタリア、インドネシア、ベトナム、
台湾をはじめとする各国、地域から250余
の会社が出展した。参観者は1日あたり2
万名を超えたそうだ。

ચӜ地۠ச産基地がॡ޻
2017年10月28日෇『朝鮮新報』によれ

ば、2012年12月から建設が行われてい
た、ߐ原道ચӜ܊、平康܊、ҏ川܊にま
たがるચӜ地区のச産基地がॡ工した。
同年10月27日には、๿ไच内閣総理をは

ʢ஫ʣࠃ内૯ੜ࠷、࢈ऴফඅࢧ出、ݻఆ資本ܗ੒、߭ ຤஋ظ਺はࢦՁג、ൺ৳び཰ظ෺Ձ、ফඅऀ෺Ձはલ೥ಉऀ࢈ൺ৳び཰、ੜظ਺はલࢦ࢈ੜۀ޻
ɹɹࠃ内૯ੜ࠷、࢈ऴফඅࢧ出、ݻఆ資本ܗ੒、߭ ࣦ、਺ࢦ࢈ੜۀ޻ અௐ੔஋ق཰はۀ
ɹɹࠃ内૯ੜ࠷、࢈ऴফඅࢧ出、ݻఆ資本ܗ੒、ੜऀ࢈෺Ձ、ফඅऀ෺Ձは2010೥ج४
ɹɹ๵қऩࢧ、༌出ೖはI.'ํࣜ、༌出ೖは̵ ̱̾ Ձ֨
ʢ出所ʣؖ ிଞܭ౷、ߦۜࠃ

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 16年
10-12月

17年
1-3月 4-6月 7-9月 10月 11月 12月

実質国内総生産（％） 2.3 3.0 3.3 2.6 2.7 0.5 1.1 0.6 1.5 - - -

最終消費支出（％） 2.2 2.2 2.0 2.4 2.8 0.3 0.4 1.1 1.2 - - -

（％）定資本形成ݻ ˛�0.5 4.2 3.1 3.8 5.3 1.0 4.9 1.8 1.2 - - -

鉱工業生産指数（％） 1.3 0.7 0.2 ˛�0.6 1.0 0.4 1.3 ˛�0.3 1.3 ˛�1.8 1.2 -

失業率（％） 3.2 3.1 3.5 3.6 3.7 3.6 3.8 3.8 3.7 3.6 3.7 -

貿易収支（ඦ万USドル） 49,406 82,781 88,885 122,269 118,895 27,328 27,307 29,561 34,750 8,597 - -

輸出（ඦ万USドル） 603,509 618,157 613,021 542,881 511,947 136,775 139,317 143,113 148,863 44,430 - -

輸入（ඦ万USドル） 554,103 535,376 524,135 420,612 393,052 109,447 112,010 113,552 114,113 35,832 - -

ҝ替レート（ウォン�USドル） 1,127 1,095 1,053 1,132 1,160 1,159 1,153 1,130 1,132 1,129 1,103 1,086

生産者物価（％） 0.7 ˛�1.6 ˛�0.5 ˛�4.0 ˛�1.8 0.8 4.2 3.3 3.3 3.6 3.1 -

消費者物価（％） 2.2 1.3 1.3 0.7 1.0 1.5 2.1 1.9 2.3 1.8 1.3 1.5

株価指数（1980.1.4：100） 1,997 2,011 1,916 1,961 2,026 2,026 2,160 2,392 2,394 2,523 2,476 2,467
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じめとする政府とౘの首脳が集まり、ॡ工
式が挙行された。

಺ֳશһ会議֦大会議開࠵
2017年11月7日෇『朝鮮新報』によれ

ば、内閣全員会議拡大会議が開催され
た。同会議では、人民経済の自立性と主
体性を高めることが議論された。議論の中
で、人民経済の主体化をより一層完成し、
ܰ工業部門の生産を活性化するうえで最
も切実で重大な科学技術問題と、多収֭
優良品種の種子を解決し、ౘの科学農業
の方針を貫పして人民の৯ྐ問題を円ຬ
に解決するために、科学研究力量と科学
研究資金を集中する問題が討議されたと
のことである。

ୈ̔ճ܉需ۀ޻大会開࠵
2017年12月12日発および13日発『朝鮮

中央通信』は、同月11～12日、平৕で金
正Ը国務委員長の参席の下に、第8回܉
需工業大会が開催されたことを伝えた。同
通信は、この会議に関連して、「ܟѪす
る最高指導者同志は、わがౘと生ࢮ運命
を一緒にしながら並進路線の貫పのため
に、国家核෢力建設の完成のために、英
雄的にಆ争してきた܉需工業部門の科学
者、技術者、労働者と活動家たち、そして
ベルトを締めながらౘの国防工業重視路
線をઈ対的に支持して国防工業部門を
物心両面で支援した全国の全人民に再
び熱い感ँを送った。」と報道している。

ே઱࿑ಇౘୈ̑ճࡉ๔ҕһ௕大会開࠵
2017年12月22日、23日、24日発『朝鮮

中央通信』は、同月21～23日、平৕で金
正Ը朝鮮労働ౘ委員長の参席の下に、

朝鮮労働ౘ第̑ 回ࡉ๔委員長大会が開
催されたことを伝えた。
この会議は、朝鮮労働ౘの基層組織の
過去5年間の活動の総括を行う会議で、
ด会のࣙで金正Ը委員長は、「ౘ政策貫
పの直接的戦ಆ単位であるౘࡉ๔を強
化し、ౘの指導的役割を高め、革命と建設
における高༲を成し਱げていくことは、朝
鮮労働ౘの伝統的なಆ争方式」としなが
ら、「わがౘは、今後もこの伝統を変わら
ず受け継いでいくものであり、ౘࡉ๔を重
視し、強化するための事業に引き続き大き
な力を入れる」と話したことを伝えている。

「৽೥のࣙ」
2018年1月1日、朝鮮中央テレビで、金

正Ը朝鮮労働ౘ委員長による「新年の
ࣙ」の放送があった。今年の新年のࣙの
スローガンは、「革命的な総߈勢で社会主
義強国建設のすべての戦線において新
たなউ利をউち取ろうʂ」である。
昨年について、金正Ը委員長は「自力

自ڨの動力で社会主義強国建設史に不
滅のཬ程標をهした英雄的ಆ争とҒ大な
উ利の年であった」と定義し、国際的な制
裁の中で、「ౘは人民を信じ、人民はౘを
決ࢮ༴衛し、逆境を順境に、Ւを福に転換
し、社会主義強国建設のすべての戦線で
めざましい成果を成し਱げた」としている。
具体的には、国家核෢力完成の歴史的
大業を成し਱げたことであり、この核෢力は
「米国のどのような核のڴҖもคࡅし、対
応することができ、米国が๯ݥ的な火༡び
をできないように制ѹする強力な཈止力と
なる」としている。また、経済建設について
は「昨年、国家経済発展5カ年戦略਱行
においても大きな前進を成し਱げた」とし、

金属部門における金策製鉄連合企業所
の酸素熱法༹鉱炉の完成、๰績とཤ物、
織績、৯料工業をはじめとするܰ工業、
機械工業における自主開発のトラクターとト
ラックの大量生産成功、ᴈ明通りやચӜ
地区のச産基地のॡ工などを例として挙
げている。
今年の目標については「栄光ある朝鮮

民主主義人民共和国総研70周年を迎え
る」としている。具体的には「国家経済発
展5カ年戦略਱行の3年目の年である今年
に、経済戦線全般において活性化のಥഁ
口を開かなければならない」とし、「ౘ中央
委員会第7期第2回全員会議が提示した
革命的対応戦略の要ٻ通り、人民経済の
自立性と主体性を強化し、人民生活を改
善し、向上させることである」としている。
具体的に注力する部門は昨年と同様、

「電力と金属、化学工業部門」であり、そ
のあとに機械工業、石炭工業、鉱物生産、
鉄道運輸部門が例示されている。その次
にܰ工業と農業、水産業が例示されてい
る。
南北関係については、関係の改善に対

する意欲を直接的に述べていることであ
る。北の建国70周年と南の平ণオリンピッ
クを同ྻに並べ、どちらも「意義深い年」と
規定している。そして、南北関係の改善を
南北の「共同で努力」することを呼びかけ
ている。朝鮮半島問題を民଒内部の問題
として処理しようとする姿勢は以前から変
わっておらず、その点では新味はないが、
平ণオリンピックの成功を願い、同大会へ
の参加に関して積極的に対話を呼びかけ
ている。

ERINA調査研究部主任研究員
三村光弘
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&3*/"日ࢽ
12月1日� �第3回中国地域経済研究会・所内セミナー（ERINA

会議室、安م大学経済学Ӄ教授・Ӄ長�ཥ光ཾ、教
授　੪美東）

12月1日� �国際情勢研究所「ロシア研究会」（東京、新井調査
研究部長）

12月4日� �東京外国ޠ大学国際関係研究所主催『アジア共同
体を考える』講ࢣ（東京、志田研究主任）

12月5日� �国際会議「ロシア極東のۭ間的研究：問題、成果、展
望」参加・発表（ハバロフスク、新井調査研究部長）

12月5日� �日本大学大学Ӄ特別講義「ロシア経済の現状」（東
京、志田研究主任）

12月6日� �福島大学「アジア共同体構想と地域協力の展開」講
（福島市、三村主任研究員）ࢣ

12月6日� �新潟商工会議所主催「ロシア大消費市場開拓セミ
ナー」̡ERINA後援（r万代シルバーホテル）

12月7日� �「International�Forum�on�One�Korea」参加・発表
（ソウル、三村主任研究員）

12月7～8日� �「イノベーション北京」国際フォーラム参加・発表（北
京、新井調査研究部長）

12月8日� �日本商工会議所・東京商工会議所、東アジア貿易
研究会主催「東アジアビジネスセミナー～「北朝鮮問
題」の展望と日韓・米中ロの対応～」講演（東京、三
村主任研究員）

12月12日� �所内セミナー「中国東北地域における日系企業の投
資動向と環境ビジネス」（ERINA会議室、株式会社
ACROSS�JAPAN代表取締役　及川英明）

12月15日� �モンゴル国立大学ビジネススクール主催国際学術会
議「Regional� Integration�and�Trade�Policy（地
域統合と貿易政策）」̡ERINA協力 参r加・発表（ウラ
ンバートル、エンクバヤル主任研究員、中島主任研究
員）

12月16日� �۝州大学アジア太平洋ະ来研究センター・NIHU主
催シンポジウム「北東アジアの危機とذ路」参加・発表
（福岡市、三村主任研究員）

12月18日� �独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「ロ
シア・中央アジア石油・天然ガス投資環境調査」委員
会（東京、新井調査研究部長）

12月21日　� �新潟県「『ロシア向け越境ECサイト』プロモーション事
業」プロポーザル৹査員（新潟県庁、新井調査研究
部長）

1月16日� �福島大学経済経営学部国際シンポジウム「東アジア
地域協力と朝鮮半島の展望」参加・発表（福島市、
三村主任研究員）

1月17日� �平成29年度第4回賛助会セミナー「金正Ը時代の北
朝鮮の特徴と今後」（朱鷺メッセ、三村主任研究員）

1月17日� �外務省「日露地域間経済交流に関する意見交換
会」参加（東京、安達経済交流部長代理ほか）

1月22日～� �東京大学公共政策大学Ӄインターン受入れ（ໟ思源
～2月2日）

1月24日� �公立大学法人国際教ཆ大学公開講演会『ロシアと
北朝鮮の関係』～歴史と現状̡ ERINA後援（rカレッ
ジプラザ講ಊ（ळ田市））

1月24日� �෋山大学研究推進機構極東地域研究センター「ロシ
ア研究ワークショップ」̡ERINA後援 発r表・パネリスト
（෋山市、新井調査研究部長、志田研究主任）

1月25日� �韓国統一研究Ӄ・日本国際問題研究所「日韓ワーク
ショップ」参加・発表（ソウル、三村主任研究員）

1月27日� �۝州大学アジア太平洋ະ来研究センター・NIHU主
催シンポジウム「北東アジアの危機とذ路」参加・発表
（福岡市、三村主任研究員）

1月29日� �ERINA国際WS「北東アジアの経済統合」（ホテル日
（新潟、河合代表理事ほかߤ

1月30～31日� 2018北東アジア経済発展国際会議イン新潟
� 会場：朱鷺メッセ4階マリンホール
� 主催：�北東アジア経済発展国際会議実行委員会

（新潟県、新潟市、ERINA）

研　究　所　だ　よ　り

ERINA REPORT PLUS No.140 2018 FEBRUARY



発 ߦ ਓ� Տ߹ਖ਼߂

ฤूҕһ௕� 中ଜढ़඙

ฤूҕһ� �৽Ҫ༸࢙ɹ҆ୡ༞࢘ɹ৽อ࢙ܙ
� ೆ઒ൣߴɹޱࢁຬࢠت

発 �ߦ ެӹஂࡒ๏ਓ؀೔ຊւ経済ڀݚॴ�
� �5IF�&DPOPNJD�3FTFBSDI�*OTUJUVUF�GPS�

/PSUIFBTU�"TJB�ʢ&3*/"ʣ

� �˟ ���ô����ɹ৽ׁࢢ中ԝ۠ສ୅ౡ�൪�߸
� ສ୅ౡϏϧ��֊
� ��UI�'MPPS
�#BOEBJKJNB�#VJMEJOH
�
� #BOEBJKJNB����
�$IVPrLV
�/JJHBUB�$JUZ
� ���r�����+"1"/

� 5FMɿ���r���r����ʢ୅දʣ
� 'BYɿ���r���r����
� &�NBJMɿXFCNBTUFS!FSJOB�PS�KQ
� 63-ɿIUUQT���XXX�FSJOB�PS�KQ�

発 ߦ ೔� ����೥�݄��೔
ࡌແஅసې

お願い
ERINA REPORT（PLUS）の送付先が変更になりましたら、
お知らせください。

今߸͸「ୈ��ճ೔࿐ΤωϧΪʔɾڥ؀ର࿩Πϯ৽ׁ」
Λಛू͠·ͨ͠ɻϏδωεϕʔεͰのର࿩ΛॏͶ͖ͯ
ͨຊձٞͰɺ今ճ͸�߲໨のྗڠϓϥϯͳͲີۓԽ͠
つつ͋Δ೔ϩؔ܎Λ౿·͑ɺΤωϧΪʔɾྗڠڥ؀の
ਐḿঢ়گΛ۷ΓԼ͛ɺ͜ Ε͔ΒのՄೳੑΛ展望͠·͠
ͨɻΤωϧΪʔɾྗڠڥ؀の෼໺Ͱ国のΠχγΞνϒ
が発͞شΕΔʹつΕɺ஍ํͰのձٞ։࠵ʹ೉͠͞Λײ
͡ΔΑ͏ʹͳ͖ͬͯ·ͨ͠がɺଟ࠼ͳใࠂʹՃ͑ɺ࣭
ٙԠ౴Ͱ೔ϩ૒ํ͔ΒΑΓ༗ޮͳձٞのࡏΓํʹつ
͍ͯఏҊが͋ΔͳͲɺ׆発ͳର࿩が܁Γ͛޿ΒΕ·͠
ͨɻଟ͘のऀ܎ؔۀاɺऀڀݚɺߦ੓ؔऀ܎のօ͞Μ
のߟࢀͱ͍͚ͯͨͩ͠Ε͹͍޾Ͱすɻ
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